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1 産学官連携の進展状況 
1.1 大学発成果の技術移転実績の国際比較 
米国では、1980 年代にバイ・ドール法を皮切りとする知的財産戦略（プロパテント政策）
を展開し、特許制度改革を進めたことにより、全米の多くの大学の研究成果が民間で活用さ
れ、大きな経済効果を生んでいると言われる。 
日本においても、次に示すような特許制度を含めた、近年の急速な制度整備により、米国
に比べて 20 年遅れてスタートしたといわれる産学連携推進策もほぼメニューが出そろった
ものと考えられる。例えば、1998年８月に大学等技術移転促進法が施行され、技術移転機関
(TLO)の設置が開始されたが、2004年 12月末現在、承認機関は 38機関に達している。また、
2003年度からは外部人材を活用した大学知的財産本部の整備が始まっているが、独立法人化
後に知的財産戦略に対し積極的に取り組もうとする国立大学が全体の 91.2％を占めるとの調
査結果も出ている1。 
図表 1-1 米英日の産学連携制度導入時期比較 
1980年代半
ば 3)
（1985年1)）
英国
1998年4)
（承認TLO）
1970年代に
活発化2)
TLOの設置開始時期
1999年1980年
バイドール法に相当す
る法律の制定時期
日本米国
 
1) 従来大蔵省通達により BTG（British Technology Group）が独占的に取り扱ってきた公的資金による研究成果の実用化
を規制緩和 
2) 1925年に設立されたWARF（Wisconsin Alumni Research Foundation）がその先駆けとされる。 
3) 沿革は National Research Development Corporation（1948年設立： 1981年 BTGに改組） 
4) これ以前のものとして東海大学の例（1974年設立）がある。 
図表 1-2 ＴＬＯ関連主要施策の系譜 
年 ＴＬＯ関連主要施策 
1998年 ・TLOの整備促進（大学等技術移転促進法策定） 
・承認 TLOへの特許流通アドバイザーの派遣（2003年現在: 25機関） 
1999年 ・承認 TLOの特許料１／２軽減（産業活力再生特別措置法） 
2000年 ・承認・認定 TLO の国立大学施設無償使用許可、大学教員の TLO 役員・研究
成果活用企業の役員・株式会社監査役との兼業許可（産業技術力強化法） 
2002年 ・承認 TLOの創業支援事業円滑化（大学等技術移転促進法改正 1）） 
出典：公表データ等を基に科学技術政策研究所作成 
1）大学等技術移転促進費補助金（予算ベース）は以下の通りとなっている 
 年度 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 
金額（千円） 30,000 400,000 420,000 500,000 249,600 600,000 895,580
出典：経済産業省ホームページ 
 
日・米・欧における大学発成果の技術移転実績の推移について比較してみると、図表 1-3
に示す通り、ロイヤリティ等収入に大きな格差があるなど、早くから技術移転の取組みを進
めた米・英に比べ、我が国では本格的成果は未だ顕在化していない。2 
                                                
1 菅野[2003] 
2 参考資料１ 
 2
その一方で、技術移転の効率性・戦略性を見る上での目安となりうるライセンス数／特許
出願件数の比率3については、日本は着実に向上していることがわかる。 
図表 1-3 大学発成果の技術移転実績の推移の国際比較 
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注：米国、英国データは PPPにて邦貨換算 
 
出典： 日本： 経済産業省 
米国： AUTM Licensing Survey  
英国： Science & innovation investment framework 2004-2014、 
Higher education-business and community interaction survey 2002-03 
 
こうしたデータを基にロイヤリティ等収入及び大学発ベンチャー創出の実績において、日
本のパフォーマンスは低いという議論がなされてきたが、我が国ではこれまで大学発の知的
成果が原則として個人帰属とされており、その実用化に伴う収入が体系的に把握されていな
かったこと、米国でもバイ・ドール法の施行後に大学の研究成果がロイヤリティ収入等の経
済的利益を生み出すまでには長期間を要した事実や、ライフサイエンスに代表されるように
分野によっては研究費投入から製品化までに長期間を有することを勘案すると、日本でパ
フォーマンスがまだ相対的に低い状況にあるのはやむを得ないと考える。 
実際、米国に比し約 5～10年遅れる形で 1980年代後半から各大学 TLOの設置が本格化した
英国においては、図表 1-4の通り、現時点においても米国並みのロイヤリティ等収入あるい
は大学発ベンチャー企業の IPO（株式公開）等の成果を得るには至っていない。 
我が国においては、各 TLOにおける特許の実施許諾件数はここ数年着実に増加していると
                                                
3 各年度のライセンス数をその年度の特許出願件数で単純に除したもの（出願許諾のタイムラグは度外視） 
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ころであり、国立大学等法人化後の大学発知財の「機関管理」強化の流れと相俟って、今後
ロイヤリティ等収入や IPOにおいても大きな成果が生み出されることが期待される。 
知的財産戦略の策定・推進に取り組んだ（もしくは取り組もうとしている）時期について
は、国立大学の大半が 2002～2004 年度であると回答したという調査データもあり4、こうし
た組織的取組みによる知的財産を大学が生み出し、本格活用していくのは、まさにこれから
と考えられる。 
図表 1-4 産学連携活動の国際比較
大学への
研究費投入
発明情報の開示
特許出願
・米国：6,509件（2002年度）
・英国： 967件（2001年度）
・日本：1,680件（2003年度）
・潜在的市場
・技術的優位性
・権利保護可能性
・発明者プロファイル
ライセンス
大学発ベンチャー
IPO、M&A等I
権利出願可能性
評価
・米国： 1,452億円 （$998M；2002年度）
・英国： 85.6億円 （£37M；2002年度）
･日本： 5.5億円 （2003年度）
・米国：5.4兆円 （$37B；2002年度）
・英国：1.0兆円 (£4,413M；2002年度）
・日本：3.3兆円 （2003年度）
・米国：3,739件（出願数比57％；2002年度）
・英国： 758件（2002年度）（出願数比64％；2001年度）
・日本： 531件（出願数比32％；2003年度）
・米国： IPO約50社・
M&A約 320社（2002年：
Venture Economics調べ）
・英国： IPO・M&A等 5社
（2002年現在）
・日本： IPO9社(2005/1)
・米国：4,320社* （累計；2002年度）、364社（2002年度）
・英国： 945社 （累計；2002年度）、197社(2002年度) 
・日本： 916社 (累計；2004/8)、 179社(2003年)
ロイヤリティ収入ロイヤリティ等収入
 
 
注： 研究開発費については、日・英と米国の間で人件費等の取扱いに差があることに留意する必要がある。 
   出典： 以下のデータをもとに科学技術政策研究所作成 (金額は PPP により邦貨換算） 
・日本：MEXT、METI 他 [特許・ライセンス関連データは TLO経由分のみ、国有特許含まず]  
・米国：Licensing Survey 2002(AUTM編)他［*の対象は米・加の高等教育・公的研究機関等］ 
・英国：研究費投入額については、Gross Domestic Expenditure on Research and 
Development（Office for National Statistics）、その他は、Higher education-business 
and community interaction survey 2002-03 (HEFCs)他 
                                                
4 菅野[2003] 
 4
1.2 大学への研究開発費投入 
1.2.1 資金負担者と使用者の内訳の日米比較 
図表 1-5に、日米間における研究開発費の資金負担者と使用者内訳の比較データを示す。日
本と米国では、特に下記 3つの資金フローにおいて、その差が大きいことが分かる。 
「企業→大学； 日本：882億円、米国：3,408億円（日本の約 3.9倍）」 
「政府→企業； 日本：1,616億円、米国：22,103億円（日本の約 18.8倍）」 
「政府→大学； 日本：16,445億円、米国：47,984億円（日本の約 2.9倍）」 
図表 1-5 資金負担者と使用者内訳の比較 
   資金使用者 
   企業 政府 大学 合計 
米国 276,443 n.a. 3,411  279,853企
業 日本 1) 113,932 414 894  113,713
米国 30,470 46,600 36,396  113,467政
府 日本 1,699 14,381 16,729  32,760
米国 n.a. n.a. 31,230 4) 31,230大
学 日本 2) 138 37 18,528 3) 18,806
米国 306,913 46,600 71,037  424,550
?????
?
合
計 日本 115,769 14,832 36,151  165,279
単位：億円 (OECD購買力平価による円換算率 2002年値を利用) 
1) 外国からの資金を含む 
2) 非営利団体を含む 
3) 資金使用者として非営利団体 3,327億円を含む 
4) 資金使用者として民営研究機関 11,310百万ドルを含む 
注：＜日本＞人文・社会科学を含む。使用ベースでいう研究開発費には、人件費等を含む 
＜米国＞自然科学と人文・社会科学の合計 
出典：科学技術白書 2004年版より作成（データは 2002年度値） 
＜米国＞：米国国立科学財団「National Patterns of R&D Resources:2002 Data Update」 
＜日本＞：総務省「科学技術研究調査」2003年 
 
両国間で「研究開発費」の定義・対象範囲が異なる上、政府の研究開発費負担割合や大学・
政府機関の予算・運営構造は大きな違いがあり単純比較は難しいが、一般に日本では産学官
の異セクター間の資金の「クロスフロー」が米国に比しかなり低い水準にあるといえる。こ
のことは、本件「基本計画の達成効果の評価のための調査」（以下、「基本計画レビュー調査」
という。）の人材育成関連プログラムの調査分析でも明らかとなった産学官セクター間の人的
流動性の低さとも深く関係しているものと考えられる。 
1.2.2 大学研究費における産業界資金の割合 
我が国の大学の研究開発費5における、企業からの資金流入の推移について、プレ 1 期（基
本計画策定以前の 1995 年度まで）、1 期（第 1 期計画期間中の 1996-2000 年度）、2 期（第 2
期計画期間中の 2001年度以降）の 3区分で見ると、それぞれ年平均 653億円、730億円、889
億円となり、1991 年の 605 億円から 2002 年の 908 億円に大きく増えている。ただし、最近
数年間は実質的に横ばいに近い水準にある。 
                                                
5 ここでは、総務省「科学技術研究調査報告」における「内部使用研究費」のこととする 
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これを国際比較してみると、日本の大学研究費に占める産業界資金の比率は漸増している
ものの依然２％台で推移しており、４％超の水準にある他の先進国（ドイツ、イギリス、米
国）と比べるとかなり低い水準にある。ドイツは 10％を超えて特に高く、次いでイギリスは
近年低下傾向ながら６～８％程度で推移している。フランスは 1990年には５％近かったもの
が、最近は下がり、日本と概ね同じ水準になっている。 
ただし、米国型推計によって日本の大学研究費を算出した上で、産業界資金が占める比率
をみると、米国、イギリスとほぼ同程度の比率となる。 
図表 1-6 大学研究費における企業からの資金の割合 
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年度 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
産業界資金 
（日本） 
605 648 671 638 703 700 729 714 716 793 875 884 908 
単位：億円 
1) 日本の大学研究費には教育と研究開発の両方に係る人件費も研究開発分を按分して計上しているため、米国と同様
に、当該人件費を除いた金額を推計したもの 
2) 米国の大学研究費には大学教員の３ヶ月分の人件費が含まれていると仮定して、日本の大学研究費に含まれる教育と
研究開発の両方に係る人件費についても、全てを除かずに１／４を残して推計したもの 
注： 日本（米国型推計①）及び日本（米国型推計②）には、人文・社会科学分は含まない。 
出典：＜日本＞総務省「科学技術研究調査報告」 （産業界には、特殊法人・独立行政法人、公庫・公団等を含む。）  
＜米国＞NSF，“National Patterns of R&D Resources 2002 Data Update”及び NSF, “InfoBrief NSF04-307” 
＜ドイツ＞Bundesministerium fur Bildung und Forschung，“Bundesbericht Forschung 2004”               
＜フランス＞ OECD，“Research & Development Statistics 2003/1”                                    
＜イギリス＞OECD，“Research & Development Statistics 2003/1”及び National Statistics website:          
www.statistics.gov.uk Crown copyright material is reproduced with the permission of the Controller of HMSO 
1.2.3 企業による研究開発投資の国内外比較 
国内の大学等が会社から受け入れた研究開発費は、１期末から２期にかけ着実に上昇して
いる。 
他方、国内企業から海外への研究開発費支出額は 1995 年度の 937 億円から 2003 年度には
1,830億円に急増している。これに対して、国内大学への支出額はその半分以下の水準となっ
ている。こうしたデータを基に、我が国の企業による大学等研究機関への R&D投資の相当部
分が海外に流出、その割合も年々増加し、我が国の「知の空洞化」をもたらしているのでは
ないか、との指摘がなされている。6 
                                                
6 他方、「日本企業のイノベーションにとって有用な情報源として機能している科学セクターは、主として国内の
大学や公的研究機関からなっているものと考えられる」との指摘がある。永田[2004] 
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この点については、国内企業から海外への研究開発費支出の内訳7として、子会社への支出
や治験等の委託に係る経費も相当額含まれている可能性が高く、更なる調査分析を要するも
のと考える。 
図表 1-7 産業界から国内外研究機関等への研究開発費支出の現状 
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出典：「科学技術研究調査報告」総務省統計局 
 
海外への研究開発費支出の推移を産業別に見ると、中でも多くの割合を占めている医薬品
工業、通信・電子・電気計測器工業、自動車工業が 1995～1997年頃に大きく伸び、それが全
体の傾向に影響を与えていることがわかる。 
2002年度までの 5・6年ほど横這い傾向にあった海外への支出額が、2003年度は 28％の急
激な伸びを示したが、これについても医薬品工業や通信・電子・電気計測器工業が大きく寄
与している。 
図表 1-8 産業別にみた外国への企業支出研究開発費の推移 
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出典：「科学技術研究調査報告」総務省統計局 
                                                
7 海外の支出先内訳（営利企業、非営利団体、大学等）及び支出元企業との関係（大学等への研究委託、海外子会
社への支出等）の詳細は不明である。これについては、文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告」
（2002 年 9 月）において、海外への研究資金の移動先として最も多いものについては、約 60％が大学、約 40％
が資本関係のない企業、約 30％が資本関係のある企業、約 20％が自社 R&D 拠点、13％が公的研究機関への支出
と回答（有効回答 288 社中の企業数：重複計上あり）していることなどが参考になるだろう。 
???
?
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1.3 産学官連携に向けた大学等の取組み －施設、組織、制度の整備等－ 
文部科学省科学技術政策研究所及び株式会社三菱総合研究所では、2004年 5月から 7月に
かけて、産学官の各セクターを対象に、産学官連携・地域イノベーション振興施策の進展状
況に関する質問票調査8（以下、「質問票調査」という。）を行っている。以下、当該質問票調
査結果を中心に産学官連携に向けた大学等の取組み状況をみていく。（特に出典を明示して
いないデータは、すべて当該質問票調査による。） 
特に本節においては、大学等に対する質問票調査9の結果を中心に取組み状況をみていく。 
1.3.1 産学連携窓口の整備状況 
（1） 大学等の産学連携窓口の設置 
大学等においては、産学連携の窓口となっている部局の設置が着実に進んでいる。 
質問票調査の結果によれば、国立大学、大学共同利用機関、国立高等専門学校（以下、「国
立大学等」という。）では回答者の９割以上で窓口が整備されている。公立大学では６割、私
立大学では４割にとどまるが、自然科学系の学部を持つ大学に限れば、それぞれ９割、７割
の大学で整備されている。国立試験研究機関、独立行政法人試験研究機関、特殊法人（以下、
「国研・独法等」という。）では６割の機関で整備されている。 
一方、東京証券取引所市場第一部上場企業及び大阪証券取引所市場第一部上場企業（以下、
「大企業」という。）における産学連携の窓口の設置状況をみると、回答者の４割以上で既に
整備されている。（ただし、大企業に対する設問においては、「設置を検討中」の選択肢を除
いている。） 
図表 1-9 研究機関における産学連携窓口の設置状況 
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こうした産学連携の窓口となっている部局については、国立大学等では 1999年までに回答
者の過半数で整備されていたが、その他では、2003年以降に設置された部局が、公立大学で
は 48％、私立大学では 35％を占めるなど、近年になっての設置が進んでいることがわかる。 
                                                
8 「資料編 1 質問票調査の概要」参照のこと 
9  質問票調査で対象とする大学等とは、国立大学等 154（国立大学 87、大学共同利用機関 13、国立高等専門学
校 54）、公立大学 77（うち自然科学系の学部を持つ公立大学 30）、私立大学 545（うち自然科学系の学部を持
つ私立大学 170）、国研・独法等 106となる。 
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図表 1-10 研究機関における産学連携窓口の設置数推移 
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年度 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004～1) 計 
国立大学等 75 18 21 15 9 3 141 
公立大学 8 2 2 5 11 5 33 
私立大学 48 13 16 18 30 22 147 
国研・独法等 13 0 10 2 3 5 33 
合  計 144 33 49 40 53 35 354 
(%) (40.7) (9.3) (13.8) (11.3) (15.0) (9.9) (100.0) 
1) 予定分を含む 
 
また、国立大学においては、産業界等との連携・協力の窓口である共同研究センターの整
備が進められ、着実に増加していることも大きく影響していると考えられる。 
図表 1-11 共同研究センター(設置数；累計) 
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注：2003年度は、統合によって、国立大学の数は 100から 87に減少している。（数値は、2004年 3月現在） 
出所：文部科学省資料より作成 
（2） 産学連携窓口の常勤スタッフの配置状況 
質問票調査の結果によれば、研究機関の産学連携窓口に常勤するスタッフとしては、平均
4.4人が配属されている。大学の区分ごとにみると、公立大学は 3.5人、私立大学では 4.3人、
国研・独法等 6.3人となっている。常勤スタッフが４名以下のところが、公立大学では 71％、
私立大学では 64％、国研・独法等では 68％を占めている。 
 9
図表 1-12 研究機関における産学連携窓口の常勤スタッフ数 
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アメリカの大学の場合も、2002年 10人以下のところがほとんどのようである。MITの TLO
ではライセンシングに携わる正規職員が 15.00人、他の正規職員が 19.00人、スタンフォード
では 13.00人と 9.50人、ハーバードでは 7.39人と 9.72人となっている。 
図表 1-13 アメリカの大学における産学連携窓口の常勤スタッフ数 
 
出典：AUTM AUTM Licensing Survey :FY2002, Norwalk,CT:AUTM Headquarters. 
 
イギリスの大学においても 10人以下のところがほとんどのようである。 
図表 1-14 イギリスの大学における産学連携窓口の常勤スタッフ数 
 
出典：Lambert Review of Business-University Collaboration- Final Report /December 2003, Her Majesty’s 
Stationery Office. 
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なお、基本計画の実施後、国立大学の共同研究センターにおける定員配置が強化されてお
り、民間企業等との共同研究件数も着実に増加している。 
図表 1-15 共同研究センターの教職員数（累積） 
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出所：文部科学省調べ 
（3） 産学連携窓口スタッフの構成 
研究機関の産学連携窓口全体については、平均して 4.5 名の担当者と、1.1 名の外部スタッ
フが配属され、その他を加えた合計 7.5名が配属されている。（非常勤スタッフを含む数値の
ため、常勤スタッフ数を上回る数値となっている。） 
このうち、国立大学等には平均して 10.3名、公立大学には 5.7名、私立大学には 5.3名のス
タッフが配属されている。国研・独法等では「その他」のスタッフが 2.8 名配属され、平均
合計は 7.5名となっている。 
図表 1-16 研究機関における産学連携窓口スタッフの構成 
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?
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国研・独法等
(N=31)
1)
 
1）産学官連携コーディネーター派遣事業、特許流通アドバイザー、等 
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（4） 産学連携窓口スタッフの出身母体等 
産学連携窓口スタッフの出身母体を見ると、国立大学等においては、全体としては大学か
らのスタッフが 62％を占めるが、外部スタッフに限れば10企業出身者が 72％を占める。また、
企業出身者は全体では 27%を占めており、これを法務・知財関連と研究開発・営業開拓とに
分けると、ほぼ同数である。 
公立大学においては、全体としては大学からのスタッフが 65％を占める。また、自治体は
全体の 12%を占め、国立大学や私立大学と比べると、突出して多い一方、企業出身者は少な
い。外部スタッフに限れば、企業出身者は 20％を占める。 
私立大学においては、全体としては大学からのスタッフが 74％を占め、自治体や公設試験
研究機関（以下、「公設試」という。）出身のスタッフはほとんどいない。外部スタッフに限
れば企業出身者が 60％となる。また、企業出身者については全体では 20%を占め、さらに法
務・知財関連と研究開発・営業開拓とに分けると、おおよそ１：３の割合である。 
図表 1-17 大学の産学連携窓口スタッフの出身母体 
2%
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2% 1%
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0% 3%
7%
1%
12%
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0%
10%
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50%
60%
70%
80%
??????? ??????? ?????????
??
??????????
???
???????? ???
国立大学等(N=129)
公立大学(N=33)
私立大学(N=141)
 
 国立大学等 公立大学 私立大学 
大学（自大学） 5.9 (61.8) 3.5 (64.6) 3.2 (70.0) 
大学（他大学） 0.2 (2.1) 0.0 (0.0) 0.2 (4.2) 
企業（法務・知財関連） 1.1 (11.1) 0.2 (3.3) 0.2 (4.9) 
企業（研究開発・営業開拓） 1.5 (15.5) 0.4 (6.6) 0.7 (14.9) 
自治体 0.2 (1.8) 0.0 (0.6) 0.0 (0.5) 
公設試験研究機関 0.1 (1.3) 0.6 (11.6) 0.0 (0.8) 
その他 0.6 (6.4) 0.7 (13.3) 0.2 (4.8) 
不明 0.8 ( - ) 0.3 ( - ) 0.7 ( - ) 
計 10.3 (100.0) 5.8 (100.0) 5.3 (100.0) 
注 1： 数値はそれぞれの組織に配置される平均人数。 
注 2： カッコ内の数値は、「不明」を除いた回答に占める割合(％)（複数回答のため、スタッフに占める割合ではない） 
 
国研・独法等においては、窓口担当者については機関内出身のスタッフが 66％を占め、企
業出身者は 9%にとどまっている。自治体出身者はいないが、省庁出身者は 12％を占めてい
る。 
                                                
10 スタッフの区分ごとの内訳については参考資料 2参照 
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図表 1-18 国研・独法等の産学連携窓口スタッフの出身母体 
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注：「不明」を除いた回答に占める割合（複数回答のため、スタッフに占める割合ではない） 
 
1.3.2 知財マネジメントの担当部署について 
文部科学省調査によれば、大学における知的財産の管理活用体制（大学知的財産本部等）
については、2004年 6月現在では 24％の大学が整備済であり、今後整備予定であるという大
学を合わせれば、大学全体の６割を占める。 
図表 1-19 知的財産の管理体制（大学知的財産本部等）の整備状況 
  
既に整備し
ている 
比率 
今後整備
予定である
比率 
整備する予
定はない 
比率 回答大学数
総数 119 24.3% 174 35.5% 197 40.2% 490
国立大学等 62 66.0% 19 20.2% 13 13.8% 94
私立大学等 45 13.2% 138 40.3% 159 46.5% 342
公立大学等 12 22.2% 17 31.5% 25 46.3% 54
（うち今後整備を予定している 174機関について） 
整備時期 件数 比率 
整備予定大学数 174
１６年度中に整備予定 23 13.2%
１７年度までに整備予定 20 11.5%
時期は未定であるが整備予定 125 71.8%
整備することを検討中 6 3.5%
出典：文部科学省[2004] 
 
既往調査11によれば、国研・独法等においては、約７割が機関内に存在するが、国立試験研
究機関では存在しないところも多い。業務内容としては、知的所有権関連の手続き類が多く、
次いでライセンシング関連、研究者への働きかけ。常勤職員が平均４名程度で非常勤職員と
して弁理士を活用している例が多い。 
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1.3.3 大学の発明者へのインセンティブ 
（1） 報奨金制度 
質問票調査の結果によれば、大学等における発明者へのインセンティブに係る制度として、
報奨金制度を備えている大学等は、国立大学等 94校（有効回収数 137の 69％。以下、同様）、
公立大学 13校（25％）、私立大学 60校（17％）。国研・独法などは 20機関（38％）、公設試
160機関（53％）の合計 347機関あり、全体の 39％を占める。 
このうち、国立大学等では、実施権許諾や発明等実施による収入発生時に報奨金を支払う
ところが最も多く報奨金制度があると答えた大学等の 62％を占め、次いで特許出願時 40％、
特許登録時 37％となっている。一方、実施権許諾や発明等実施の契約時に支払うところは 0％
であり、知的財産権を受ける権利の承継時や知的財産権そのものの承継時に支払う制度のと
ころもそれぞれ 5％、6％にとどまった。 
公立大学も、国立大学等と同様に、実施権許諾、発明等実施による収入発生時に支払うと
ころが最も多く、残りは特許出願時と特許登録時のところであった。知的財産権を受ける権
利の承継時や知的財産権そのものの承継時に支払う制度は無かった。 
私立大学では、国立大学等や公立大学と同様に、特許登録（権利取得）時や特許出願時、
実施権許諾や発明等実施による収入発生時に支払うところが報奨金制度があると答えた大学
の多くを占めるとともに、承継した知的財産による収入発生時としたところも多い。一方で、
他の機関では少ない知的財産権の承継時、知的財産権を受ける権利の承継時に支払うところ
も多く、制度の内容が多岐にわたっていることが特徴的である。 
国研・独法等及び公設試では、特許登録（権利取得）時が最も多く、次いで実施権許諾、
発明実施による収入発生時が多かった。一方、知的財産権を受ける権利の承継時や実施権許
諾、発明等実施の契約時は低い。また、国研・独法では、企業収入からの補償金を得た時と
しているところが報奨金制度があると答えた機関の 40％を占めた。 
図表 1-20 発明者への報奨金制度（大学等、国研・独法等、公設試） 
 
 国立大学等 N=137 
公立大学 
N=53 
私立大学 
N=343 
国研・独法等 
N=53 
公設試 
N=303 
１ 発明時 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (3.3) 1 (5.0) 0 (0.0) 
２ 特許出願時 38 (40.4) 2 (15.4) 14 (23.3) 3 (15.0) 26 (16.3) 
３ 特許登録（権利取得）時 35 (37.2) 5 (38.5) 18 (30.0) 16 (80.0) 95 (59.4) 
知的財産権を受ける権利の承継時 5 (5.3) 0 (0.0) 14 (23.3) 0 (0.0) 7 (4.4) 
知的財産権の承継時 6 (6.4) 0 (0.0) 18 (30.0) 2 (10.0) 15 (9.4) ４
実施権許諾、発明等実施の契約時 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (10.0) 2 (1.3) 
実施権許諾、発明等実施による収入発
生時 58 (61.7) 11 (84.6) 14 (23.3) 12 (60.0) 85 (53.1) 
承継した知的財産による収入発生時 2 (2.1) 0 (0.0) 16 (26.7) 0 (0.0) 7 (4.4) ５
企業収入からの補償金 13 (13.8) 0 (0.0) 4 (6.7) 8 (40.0) 22 (13.8) 
６ その他 3 (3.2) 4 (30.8) 3 (5.0) 1 (5.0) 9 (5.6) 
 制度が有る大学数 94校 13校 60校 20機関 160機関 
 〔有効回収数に占める割合〕 〔68.6%〕 〔24.5％〕 〔17.5％〕 〔37.7%〕 〔52.8%〕 
注： （ ）内の数値は、回答機関数に占める割合 
                                                                                                                                                     
11 後藤[2003] 250頁 
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（2） その他のインセンティブ制度 
また、報奨金制度以外のものとしては、業績評価への反映（国立大学等 24 校、公立大学 2
校、私立大学 5校、国研・独法等 12機関）が多く、研究費等の配分に反映するケースもいく
つか見られた。そのほか、特許等の出願費用に対する支援を行っている事例、表彰制度を設
けている事例、制度の弾力的運用を図っている事例等があった。 
既往調査においても、国研・独法等の６～７割が特許出願や特許登録を人事評価に取り入
れていることが指摘されている。12 
図表 1-21 報奨金以外の発明者へのインセンティブ制度の事例 
大学名 制度概要 
 発明委員会への届出、特許出願、収入実績等を研究費等の配分に反映 
1 国立Ａ大学 
2004 年度より、企業からの収入実績（収入－特許管理費）が 100 万円を
超える場合は、研究を奨励するために「（収入実績－100 万円）×100 分
の 25」の研究奨励金を発明者の研究室に支給することにした。 
2 国立Ｂ高等専門学校 校内基準により研究費予算配分時に特許出願件数を反映させている。 
3 国立Ｃ高等専門学校 2001 年度より業績評価（特に、研究費のポイントに加算）に反映することとした。 
4 国立Ｄ高等専門学校 2003 年度より校長裁量経費の業績評価に反映されている。 
5 国立Ｅ高等専門学校 2004 年度より独立行政法人国立高等専門学校機構と発明者の所属高専、発明者本人との補償金の割合を 3：3：4 とする。 
6 私立Ｆ大学 学内での「発明審査会」への届出の有無を研究費配分時の評価項目に設定した。（平成 17 年度配分研究費より反映） 
 出願費用支援等  
7 公立Ｇ大学 
出願補償金：出願 1件につき 10,000 円を発明者に支払う 
実施補償金：実施許諾して特に収入に応じて，10％～50％を発明者に
支払う。 
8 私立Ｈ大学 特許出願費用に対する支援 
9 私立Ｉ大学 特許の申請、審査、登録に係る費用の一部を大学が負担している。 
 表彰制度  
10 私立 Ｊ大学 2000 年度より、学内に発明賞という賞を設け、特色のある発明を表彰することとした。 
 制度の弾力的運用  
11 国立Ｋ大学 
機関帰属とした発明であっても、産業財産権取得以外の方法により産業
界への成果の普及を図る方が良いと判断される場合、発明者自身が起
業、兼業（退職も同様）、ベンチャー企業への技術移転等により産業財
産権を活用することにより成果の普及を推進しようとする場合、産業界と
別途契約がある場合等について例外的運用ができるよう、規程及びガイ
ドラインに自由度をもって運用できるよう定めた。 
 奨励を方針に明示  
12 国立Ｌ大学 2004 年度より制定した知財ポリシーにおいて、業績評価に反映するよう努力する旨の方針を定めた。詳細は未定。 
 
1.3.4 産業界へ向けた情報発信 
質問票調査の結果によれば、産業界へ向けた情報発信を実施している大学等の割合につい
ては、公立大学では回答者の 62％、国研・独法等では 87％を占めたが、私立大学については
36%にとどまり、「実施するかどうか検討中」を併せても半数を下回っている。 
                                                
12  後藤[2003] 244頁 
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図表 1-22 産業界に向けた研究成果の情報発信の状況 
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している していない 実施するかどうか検討中
 
 
公立大学では、何らかの情報発信を行っていると回答のあった 32大学のうち、成果報告書
の発行及びそれに類する活動を 41 ％が、研究者リストの発行等は 38％の大学が取り組んでい
る。また、ホームページ等を活用しているケースは 59％にのぼる。そのほか、企業相談等を
実施する中で情報発信を行う事例が４校あった。 
また、私立大学では、何らかの情報発信を行っていると回答のあった 115大学のうち、46％
が成果報告書の発行及びそれに類する活動を挙げるほか、研究シーズ集の発行等が 10％、研
究者リストの発行等が 22％の大学で行われている。また、ホームページ等を活用しているケー
スは 58％にのぼる。一方で、特許情報等の公表を挙げたところは４校にとどまった。 
（いずれも記述式の回答を、重複回答もある形で集計している。） 
1.3.5 大学発ベンチャーへの支援 
質問票調査の結果によれば、大学教員・学生のベンチャー企業立ち上げに対する支援制度
については、資金援助や施設の整備や開放、コンサルティング等の多岐に渡っている。13 
公立大学では、現在、支援制度を設けているところはなかったが、検討中が６校あった。 
私立大学においては、ベンチャー企業への出資や特許出願費用の負担等、資金的な支援制
度を設けている大学が５校、インキュベーション施設の整備や研究施設の貸与等、施設に係
る支援を行っている大学が 10校あった。また、ビジネスプランコンテスト等を通じた起業家
意識の醸成やコンサルティング、マッチングといったソフト・サービスによる支援を行って
いる大学が５校あった。このほか、教員の責任授業時間や会議等の出席を一部減免する制度
を設けている大学もあった。 
                                                
13  参考資料３ 
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1.4 企業等との研究提携等の動向 
1.4.1 研究提携（共同研究、受託研究、寄附金等）について 
（1） 概況 
国内の大学等の場合、研究提携の形態としては依然として寄附金が多い。 
ただし、最近では寄附金が減少し、共同研究や受託研究が増加する傾向にあり、さらに今
後はこの傾向が強まる兆しがある。2003年度に行った企業に対するヒアリング調査において
も、こうした傾向を裏付ける意見を得ている。 
国立大学等の場合、共同研究、受託研究、寄附金の件数・金額とも概ね増加傾向にある。
公立大学も同様である。私立大学の場合、件数では共同研究、受託研究、寄附金とも増加傾
向にある。受入れ金額では受託研究が 2000年度をピークとして減少を示しているものの、共
同研究と寄付金は増加傾向にあり、特に最近の共同研究の増加は著しい。 
企業研究者等の受入れについては、私立大学では最近は横這いであるが、全体としては増
加傾向にある。 
企業による今後の研究提携の見込みとしては、国内の大学を中心に展開しようと考えてい
ることが窺える。 
（2） 共同研究費、受託研究費、奨学寄附金比率の推移 
大企業に対して、2002 年度の大学に対する研究提携について、共同研究、委託研究、奨学
寄附金の実施件数が全体に占めるシェアをきいたところ、国内の大学に関しては、奨学寄附
金が最も多くを占め、以下、共同研究、委託研究の順となった。海外の大学に関しては、共
同研究が委託研究を上回ったのは同様だが、奨学寄附金は最も少なかった。 
図表 1-23 大学との研究提携の形態（2002 年度）（「研究提携全体におけるシェア」より計算*） 
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注： 形態別のシェアについて 10％刻みで示された回答に対し、階級値を設定し、各回答数に対する加重平均をとってい
る。14 
 
                                                
14 シェア別の回答については、参考資料 4参照 
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＜国立大学等＞ 
国立大学等と民間企業との共同研究の実施金額は増加傾向にある。また、民間企業からの
受入れ金額全体に占める共同研究実施金額の比率の推移をみると、着実な上昇傾向にあり、
奨学寄附金等から共同研究へ移行しつつあることがわかる。 
図表 1-24 国立大学等が民間企業から受け入れた研究開発費の比率の推移 
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注 1： 「受託研究費」には、治験、受託試験、病理組織検査に係るものを含まない。 
注 2： 「その他」には、奨学寄附金のほか、治験等の経費が含まれる。 
出所：以下のデータを基に科学技術政策研究所が集計 
・研究開発費の総額については、総務省「科学技術研究調査報告」 
・共同研究の実施金額については、文部科学省ＨＰ及び科学技術政策研究所データ 
・受託研究の受入れ金額については、文部科学省ＨＰ及び文部科学省データ 
＜公立大学＞ 
公立大学と民間企業との共同研究の実施金額は増加傾向にある。 
図表 1-25 公立大学が民間企業から受け入れた研究開発費の比率の推移 
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注 1： 「受託研究費」には、治験、受託試験、病理組織検査に係るものを含まない。 
注 2： 「その他」には、寄附金のほか、治験等の経費が含まれる。 
出所：以下のデータを基に科学技術政策研究所が集計 
・研究開発費の総額については、総務省「科学技術研究調査報告」 
・共同研究の実施金額及び受託研究の受入れ金額については、科学技術政策研究 
所・㈱三菱総合研究所による質問票調査結果（2004年実施・回答率は 69.7％） 
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＜私立大学＞ 
私立大学が民間企業から受け入れた共同研究、受託研究の受入れ額比率の推移をみると、
国立大学等の場合と異なって、受託研究が占める割合が高い。また、全体に占める割合は少
ないが、最近の共同研究の伸びは、受入れ額における寄附金から共同研究・受託研究への移
行を示唆するものである。 
図表 1-26 私立大学が民間企業から受け入れた研究開発費の比率の推移 
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注 1： 「受託研究費」には、治験、受託試験、病理組織検査に係るものを含まない。 
注 2： 「その他」には、寄附金のほか、治験等の経費が含まれる。 
出典：以下のデータを基に科学技術政策研究所が集計 
・研究開発費の総額については、総務省「科学技術研究調査報告」 
・共同研究の実施金額及び受託研究の受入れ金額については、科学技術政策研究 
所・㈱三菱総合研究所による質問票調査結果（2004年実施・回答率は 67.7％） 
 
なお、民間企業から受け入れた受託研究の中には、公的資金に基づくものも含まれると考
えられるので、その点は留意する必要がある。 
こうした企業との共同研究の急速な増加に対しては、共同研究センターや TLOなどの連携
拠点の整備が進んだほか、産業技術力強化法に関連して 2000年度から、国公立大学等におい
て受託研究及び共同研究を行う場合の研究資金の受入れ及び使用を円滑化したこと（複数年
度契約の可能化を含む）が寄与しているという指摘もある15。 
実際に 2000年度以降も大きな伸びを示しているが、その以前からも上昇傾向にあるととも
に、2002年度からは産業界からの要望を反映して共同研究契約書と受託研究契約書の参考例
が改訂されており、今後一層の進展が期待される。 
（3） 共同研究16 
大学等が行う共同研究については、その実施件数を見ると、国立大学等をはじめとして着
実に増加していることがわかる。 
                                                
15 中小企業金融公庫調査部[2004] 
16 参考資料 5 
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図表 1-27 大学等における共同研究の実施件数（全体件数） 
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注： 国立大学等については、文部科学省ＨＰ及び科学技術政策研究所データによる。Nは 2003年度データ回答者数 
 
実施金額ベースで見ても国立大学をはじめとして着実に増加していることがわかる。 
図表 1-28 大学等における共同研究の実施金額（全体金額） 
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注： 国立大学等については、文部科学省ＨＰによる（1998年度以前のデータは含まれていない）。Nは 2003年度データ
回答者数 
 
共同研究の相手方を民間企業に限った場合も、その実施件数を見ると、国立大学をはじめ
として着実に増加していることがわかる。 
図表 1-29 大学等における民間企業との共同研究の実施件数 
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注： 国立大学等については、文部科学省ＨＰ及び科学技術政策研究所データによる。Nは 2003年度データ回答者数 
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共同研究の相手方を民間企業に限った場合も、その実施件数を見ると、国立大学等をはじ
めとして着実に増加していることがわかる。実施金額ベースで見ても国立大学等をはじめと
して着実に増加していることがわかる。 
図表 1-30 大学等における民間企業との共同研究の実施金額 
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注：国立大学等については、文部科学省ＨＰによる。Nは 2003年度データ回答者数 
 
（4） 受託研究 17 
大学等が行う受託研究については、その受入れ件数を見ると、若干の増減を伴いながらも
ゆるやかな上昇傾向にあることがわかる。 
図表 1-31 大学等における受託研究の受入れ件数(全体件数) 
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003年度
?
件?
国立大学等(N=145) 公立大学(N=35) 私立大学(N=182) 国研・独法等(N=37)
プレ１期 １期 ２期
 
注： 国立大学等については、文部科学省ＨＰによる。Nは 2003年度データ回答者数 
 
 
ただし、その受入れ金額ベースで見ると、私立大学は 2000年度をピークに伸び悩んでいる
ことがわかる。国研・独法等は 2001年度から急激に増えている。 
 
                                                
17 参考資料 6 
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図表 1-32 大学等における受託研究の受入れ金額(全体金額) 
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注： 国立大学等については、文部科学省ＨＰによる。Nは 2003年度データ回答者数 
 
受託研究の相手方を民間企業に限った場合も、その実施件数を見ると、私立大学は 2001年
度をピークに伸び悩んでいることがわかる。 
図表 1-33 大学等における民間企業からの受託研究の実施件数 
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注： 国立大学等については、データなし。Nは 2003年度データ回答者数 
 
受入れ金額ベースで見ると、国立大学は最近は横這いとなっており、私立大学は 2000年度
をピークに減少していることがわかる。 
図表 1-34 大学等における民間企業からの受託研究による受入れ金額 
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注： 国立大学等については、2003年度のデータは含まれていない。Nは 2003年度データ回答者数 
 
 22
（5） 寄附金18 
大学等が受け入れた寄附金について、その受入れ件数を見ると、国立大学等も私立大学も
わずかな上昇傾向にあったが、2003年度は前年を下回っている。 
図表 1-35 大学等における寄附金等の受入れ件数（全体件数） 
0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003年度
（件
）
国立大学等 公立大学(N=34) 私立大学(N=138)
プレ１期 １期 ２期
 
注： 国立大学等については、文部科学省データによる。Nは 2003年度データ回答者数 
 
受入れ金額ベースで見ると、国立大学等も私立大学も上昇傾向にあるが、国立大学等の 2003
年度実績は前年を下回った。 
図表 1-36 大学等における寄附金等の受入れ金額（全体金額） 
0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003年度
（百
万
円
）
国立大学等 公立大学(N=35) 私立大学(N=138)
プレ１期 １期 ２期
 
注： 国立大学等については、文部科学省データによる。Nは 2003年度データ回答者数 
 
（a） 企業の動向 
企業に対して、国内外の大学との研究提携について、形態別（共同研究、受託研究、奨学
寄附金）に最近５年間の増減傾向と今後５年間の見込みを聞いたところ、奨学寄附金につい
ては横這いだが、共同研究、受託研究については概ね増加の傾向にあった。 
特に今後５年間については「増加傾向」とする回答が飛躍的に増え、国内大学との共同研
究と委託研究については、「増加傾向」という回答がそれぞれ全体の 55％、35％を占め、最
も多くなっている。 
                                                
18  参考資料 7 
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図表 1-37 企業からみた国内大学との研究提携の傾向 
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図表 1-38 企業からみた海外大学との研究提携の傾向 
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また、すべての形態の研究提携において国内の大学が海外の大学を上回っており、国内の
大学を中心に展開しようと考えていることが窺える。19 
また、「平成 15年度民間企業の研究活動に関する調査」20では、提携先の機関別に同様の質
問（今後５年間の見込み）を行っており、ここでも今後は国内の大学等との研究協力が重視
されると考えられる結果が得られている。 
                                                
19 参考資料 8 
20 調査の実施時期は 2004年 4～5月 
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図表 1-39 企業による国内外の大学との研究提携の見込み 
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注： 「公的機関等」とは、国立試験研究機関、独立行政法人研究機関、特殊法人等研究機関、都道府県に設置されてい
る公設試験研究機関 
 
同様に、経済産業研究所調査においても、「５年前と比較した外部連携企業割合は、大企業、
中小・ベンチャー企業、大学のいずれについても増加」し、「今後の動向についても『増加』
とする企業が『減少』とする企業を大きく上回り、特に大学との連携については半数近い企
業が今後『増加』させるとしている」との結果が得られている 
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図表 1-40 大企業との連携の推移 
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出典：経済産業研究所[2004] 
図表 1-41 今後の連携意向（連携相手先別） 
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出典：経済産業研究所[2004] 
 
さらに、企業に対して、国内外の大学との研究提携の実績について聞いたところ、日本の
大学では 40％と最も多かった奨学寄附金が、海外の大学では 29％にとどまり、その代わり共
同研究と委託研究の割合が多いという構成になっている。 
このように国内の大学と海外の大学では研究提携のあり方が異なることについては、2003
年度の企業ヒアリング調査結果21においても示唆されたところである。 
図表 1-42 企業と国内外の大学との研究提携の実績 
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（再掲。ただし、合計を 100％として補正） 
                                                
21  平成 15年度報告書（4-15頁） 
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1.4.2 研究者等の流動 
（1） 大学等による企業研究者等の受入れ 
質問票調査の結果に基づき、大学等における企業等からの研究者の受け入れ状況について、
その推移をみると、私立大学では、全体は増加傾向にあるが、1 大学当りの受入研究者数に
ついては、近年は減少している。国研・独法等では、特に２期に入ってからの増加が著しく、
１機関当たりの受入れ研究者数も増加傾向にある。 
図表 1-43 大学等における企業等からの受入れ研究者数の推移 
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図表 1-44 大学等における企業等からの一機関当たり受入れ研究者数の推移 
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また、受入研究者の規模ごとに分布を見てみると、年平均５名未満という大学等が最も多
く、公立大学では回答者の過半を占める（私立大学は 47％）。また、国研・独法等を除けば、
 27
年平均 20名以下というところが回答者の７～８割占めている。一方、国研・独法等では 100
人以上を受け入れるところが回答者の 26％を占める。その他の機関においても、国立大学等
では３大学（東北大学、東京大学、国立情報学研究所）、私立大学では２大学（東海大学およ
び慶応大学）が 300人（2003年度）を超える研究者を受け入れている。 
ただし、受入研究者については、企業が人件費を負担している場合には大学で研究に従事
していてもカウントされない等のケースもあり得るので、その点留意する必要がある。 
図表 1-45 大学等における企業等から受入研究者数(年平均 1))の分布 
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1) 2000～2003年度の実績の平均 
 
（2） 国研・独法等による企業等への職員派遣 
国研・独法等から企業等への職員派遣の状況（延べ件数）を見ると、全体として上昇傾向
にあり、特に２期に入ってからは順調に伸びている。一方、１機関当たりの件数は、２期に
入ってから大きく落ち込んだが、その後は若干の回復基調にある。 
図表 1-46 国研・独法等における企業等への職員派遣延べ件数の推移 
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（3） インターンシップ 
JRCM産学金連携センターが行った 2004年５月に実施した質問票調査22によれば、インター
ンシップを実施している４年制大学は回答者の 77.7％にあたる 431 校、派遣された学生は
28,864人（うち大学院生 1,348人）にのぼった。 
また、インターンシップのための窓口があるのは回答大学の 90.9％にあたる 391 校。イン
ターンシップを学外実習に位置づけたり、単位認定するなど教育体系に関連づけている大学
は、国立大学の 97％、公立大学の 62％、私立大学の 92％を占めた。 
1.4.3 分野別の共同研究等の傾向 
大学等における共同研究・受託研究の件数については、情報通信、ライフサイエンスなど
が増えているとするところが多い。件数の増加率が最も高い分野に限ると、この傾向が強ま
るが、特に公立大学に顕著で、この２分野で全体の約８割を占めている（私立大学でも当該
２分野で、約５割を占める）。これに環境分野、ナノ・材料分野を加えた４分野では、増加率
１位の分野のうちの７～８割を占めている。 
なお、「全国イノベーション調査統計報告」23によれば、イノベーションのための協力の取
り決めを有しているイノベーション活動実施企業およびイノベーション実現企業のうち、
「大学あるいは他の高等教育機関」をパートナーとしている企業はそれぞれ 5％、7％あった
が、化学工業に限れば 25％、27％、電子計算機・同附属装置製造業では 9％、11％と多くな
る。24 
図表 1-47 共同研究・受託研究の件数が増えている分野（大学等） 
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22 毎日新聞（2004 年 7 月 26 日付け） 
23 科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004年 12月 
24 参考資料 9 
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注： 増加率 1位のライフサイエンス（52%）のうち、医療系単科大学と考えられる大学の回答が 53.8%を占めている。（増加
率 1～3位のライフサイエンス(38%)では、43.8% 
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国立大学等の増加率１～３位の合計を見ると、ライフサイエンス（20％）、環境（19％）に
次いで高いのはナノテク・材料（15％）となっている。 
国立大学等については、文部科学省調査により、共同研究についての実績が公表されてい
るが、ここでもナノテク・材料は 15%と、ライフサイエンスに次いで多い分野となっている。 
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図表 1-48 共同研究の分野別研究状況（国立大学等のみ） 
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出典：文部科学省ホームページ  
 
国研・独法等の増加率１～３位の合計を見ると、ライフサイエンス（28％）、環境（24％）
に次いで高いのは社会基盤（16％）となっている。 
図表 1-49 共同研究・受託研究の件数が増えている分野（国研・独法等） 
情報通信
13%
ライフサイエンス
28%
フロンティア
4%
社会基盤
16%
製造技術
9%
環境
24%
エネルギー
2%
ナノテク・材料
4%
※サンプル数が少ないため、
合計分のみを示す。
【増加率1～3位の分野合計】
N=21
 
1.4.4 技術導入、アウトソーシングについて 
（1） 技術導入 
技術導入については、2002年には国内の大学からは 167件、海外の大学からは 20件の実績
があった。 
このうち、販売向け技術が占める割合は、国内外の大学とも１割程度にとどまっている。 
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図表 1-50 大学からの技術導入の状況 
 技術件数 うち販売向け技術 うち開発向け技術 その他・不明
国内の大学 167 15 139 13
海外の大学 20 2 16 2
 
また、最近５年間の動向をみると、国内の大学の方が海外の大学よりも実績のある大学が
占める割合が高く、また、販売向け技術よりも開発向け技術の方が実績は多い。 
ただし、国内の大学の開発向け技術といえども、回答企業の 18％にとどまっている。また、
販売向け技術に関しては、実績のある大学の中では国内外の大学とも「ほぼ横這い」という
回答が大部分を占めている。 
今後５年間については、総じて実績が大幅に増える見込みとなっており、特に国内の大学
の開発向け技術に限れば、45％が増加傾向と回答している。 
図表 1-51 大学からの技術導入の状況 
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（2） アウトソーシング 
アウトソーシングについては、最近５年間は国内の大学に対するものが増加傾向とした企
業は 15％、ほぼ横這いが 27％であり、減少傾向は 2％とどまった。今後５年間の見込みとな
ると、増加傾向が 31％、ほぼ横這いが 19％となる。また、実績なしとしていた企業も 56％
あったが、見込みなしとする企業は 49％に減少しており、全体として今後アウトソーシング
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が増える傾向にあると言える。 
海外の大学に対しては、最近５年間は実績なしという企業が 86％を占めており、増加傾向
は 3％にとどまった。今後５年間の見込みとなると、見込みなしとする企業は 76％に減少し、
増加傾向とする企業は 13％に増えることになり、全体として今後アウトソーシングが増える
傾向にあると言える。 
図表 1-52 大学へのアウトソーシングの状況 
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1.4.5 組織型連携（包括提携） 
（1） 企業の動向 
今後の産学連携の在り方を考えるうえで注目すべきものに、いわゆる組織型連携（包括提
携）（以下、「包括提携」という。）があり、ここ１～２年の間に大企業と大学との包括提携が
活発化している25。 
包括提携に踏み切った企業側は、大学教員と自社研究者との間で何ができるかを探るため
の場として位置づけており、大学内の協調が増すとの効果も期待している。一方、包括提携
をまだ結んでいない企業の動向は次の２つに大別される。 
 
1. 同業他社の動きを見つつ、他社と未提携の大学との包括提携を模索する。 
2. 包括提携という契約形態は大学と企業の関係が深化していく中での中間的方策と見なし、個
別の委託・共同研究契約を重視する。 
 
また、大学側にも企業側と同じように包括提携に関しては異なる見解があり、個別の案件
毎に企業ニーズに合わせて契約を結んでいくべきとする意見もある。 
                                                
25 参考資料 10 
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上記のように見解が分かれる要因の一つに、包括提携という言葉でひとくくりにされてい
る連携が複数のタイプに分かれていることがある。国内の代表的な包括（組織的）提携の事
例の特徴を以下に示す。 
図表 1-53 包括（組織的）提携のタイプ分け 
 事例 特徴 
垂直統合型 京都大学－ローム、NTT、
日立製作所、パイオニア、
三菱化学 （5社） 
有機系エレクトロニクス・デバイスの開発がテーマ 
ボトムアップ型 北海道大学－日立製作所 当初のナノテク関係の共同研究が発展、他の周
辺分野へのシナジー効果を狙った包括提携へ 
札幌市の特区申請に繋がるなど、自治体のサ
ポートにも発展 
トップダウン型 大阪大学－三菱重工 特定分野に限定せず、三菱重工の全事業分野に
関する提携 
出所：大学、関連企業等のヒアリング結果をもとに(株)三菱総合研究所作成 
（2） 質問票調査の結果より 
＜大学側の考え方＞ 
包括提携に関する考え方については、どちらかといえば、「『包括提携』のスタイルにシフ
トすべきである」や「産学連携を進めていく一つの方式として重要である」と前向きに捉え
る意見の方が多く、「むしろ個別の委託・共同研究を積極的に進めていくべきである」とする
意見の３倍近くある。ただし、現在のところ、最も多い意見は「メリット・デメリットがはっ
きりせず、よくわからない」とするもので、態度を決めかねている様子が伺える。 
このことに関しては、国立大学等では、中長期的視野で、基礎的理論研究を行うための枠
組を必要としていることから評価するところや、「事前に共同研究を進められるテーマがあ
るか個々に打ち合わせができる、研究成果を関係子会社・協力会社まで反映させることがで
きる、大学の研究者が大手企業の研究社とのコンタクトでグローバルな研究トレンドを知る
ことができる、組織としてのコミットメントができる、研修、社会人入学、インターンシッ
プ等による企業・大学間の交流を進められる」等のメリットを挙げるところがあった。一方
では、地域の中小企業にとって心理的にマイナスに働くこともあるのではないか、同業種ラ
イバル関係にある企業との連携を妨げることも（考えられる）といった意見があった。 
私立大学では、学長が教員に研究テーマを指示することはできないことを考慮すべきとす
る大学や大学の主体性を確保できる制度設計を確立する必要があるとする大学があった。 
公立大学では、予定している法人化以後は、包括提携は重要であるとの考えも考慮しなが
ら多様化を目指すとする大学がある一方、国研・独法等では、「公的機関の性格上、個別企業
との包括提携は必ずしも常に適切な場合ばかりではなく、そうかといって、業界を統括する
団体を通して複数企業と提携すると、企業が互いに手の内を明かさず提携が十分機能しない
場合もある」とする機関があるなど、自らの公的性格を理由に、特定企業との連携に対して
はやや慎重な姿が垣間見られる。 
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図表 1-54 「包括提携」に対する考え方（大学等） 
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＜企業側の考え方＞ 
企業側からは、19社（7.9％）より締結をしているとの回答があったが、さらに「特定大学
との包括提携を検討中」とするところも 10社あり、全体で 11％が前向きに取り組んでいる。 
この「包括提携」に対する期待としては「教員個人を超えた組織ベースの取組みによる包
括的な問題解決」や「成果・目標を明確にした研究開発への取組み」が挙げられている。 
（単一回答） 
図表 1-55 「包括提携」に対する考え方（締結企業） 
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一方、まだ締結していない企業の中では、「包括提携よりも、個別の委託・共同研究を積極
的に進めていく」という意見が最も多く（43％）、「メリット・デメリットがはっきりせず、
よくわからない」との意見も 32％あった。 
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図表 1-56 「包括提携」に対する考え方（未締結企業） 
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1.4.6 海外企業との連係 
大学等及び国研・独法等に対し、海外企業との連携・実用化事例について尋ねたところ、
あると回答した大学等は、国立大学等９％、公立大学 2％、私立大学 8％にとどまった。 
国研・独法等では、６事例あった。 
図表 1-57 海外企業との連携・実用化事例（抜粋） 
大学名 記述内容 
北見工業大学 メタンハイドレートに関する共同研究が、ロシア地質学海洋鉱物
資源研究所、ロシア科学アカデミーシベリア支所陸水学研究所、
ロシア科学アカデミー極東支所 V.I イリチュフ太平洋海洋学研究
所と行なわれている。 
東北大学 東北テクノアーチ（ＴＬＯ）に譲渡した特許について、米国の石油
探査会社「シュルンベルジェ・テクノロジー社」が実施契約を結ん
だ。 
筑波大学 宮崎修一教授（数理物質化学研究科）による形状記憶合金の加
工熱処理に関する基本特許（米国企業2社に技術供与、世界市
場占有率 50％以上） 
静岡大学 カナダビクトリア大学TLOを拠点として北米への産学連携、技術
移転活動 
香川大学 香川大学とサボア大学（フランス）との交流を基に、香川経済同
友会とサボア県にあるテザム開発公社が交流協定を締結し、併
せて両地域にメカトロニクス委員会を設け、プレス金型シミュレー
ション、3 次元視覚センサー、マイクロマシン技術、などについて
国際共同研究発足に向けて検討を開始。 
?????
 
長崎大学 日本の中小企業の進出を支援する工場団地である中国・深セン
テクノセンターから排出される厨房廃棄物と排水を再利用し、セ
ンター内で食する安全な野菜を栽培するプラントの開発に関し、
共同研究を実施している。 
??
 
横浜市立大学 TLO により，医学部教員の「骨髄細胞から神経再生を助ける細
胞を作り中枢神経の周辺に移植する技術」について，米国バイ
オベンチャーに技術移転。 
 36
福岡大学 福岡市、福岡大学、清華大学により、福岡方式（準好気性埋め
立て構造）と呼ばれるごみ処理技術を中国に導入、普及させるプ
ロジェクトが開始。 
??
 
広島工業大学 獣医分野で、馬の脚の病気の診断ツールとして将来の VTR 撮
映方式に代る、自動モニター方式が開発された。 
（独）宇宙航空研究開発
機構 
旧宇宙開発事業団で開発を行った太陽電池セルが、国際市場
で大きなシェアを占めている。 
（独）理化学研究所 ベクター、抗体、酵素などに関する特許実施許諾（主に米国） 
???
 （独）農業・生物系特定産
業技術研究機構 
リポキシゲナーゼ完全欠失大豆「エルスター」の許諾等、育成品
種の利用 
 
この他、最近の事例として、 
東洋大学：地域産業共生研究センターが、中国・大連理工大学環境計画研究所と、地域に
おける環境問題と産業の共生などを取り扱う研究協定を締結。（2004年 11月） 
慶応大学：韓国・延世大学と、海外拠点としてのオフィスの設置及びダブルディグリー（共
同学位プログラム）制度について合意をしたのを機に、包括協定を改めて締結（2004 年 12
月） 
等の事例がある。 
 37
1.5 大学発特許の状況 
1.5.1 発明実績 
（1） 発明実績 
国立大学等の発明の実績（発明委員会における審議件数）は、プレ１期、１期、２期の３
区分で見ると、それぞれ年平均 410 件、1,255 件、4,553 件となっており、急激な伸びを示し
ている。 
図表 1-58 国立大学等における発明状況 
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出典：文部科学省 研究振興局研究環境・産業連携課資料 
1.5.2 出願件数及びロイヤリティ等収入 
（1） 承認 TLO の実績 
承認 TLO全体の実績推移を以下に示す。国内及び海外特許出願件数が最近になって急増し
ていると同時に、実施許諾件数及びロイヤリティ等収入のあった特許数も増加している。 
ロイヤリティ等収入のあった特許一件当たりロイヤリティ等額は横ばいから微減の傾向だ
が、実施許諾率26は増加しており、着実な成果を挙げていることがわかる。 
                                                
26 ここでの「実施許諾率」とは、各時点の実施許諾件数を国内特許出願件数で除した数値 
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図表 1-59 承認ＴＬＯ全体の実績推移 
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海外特許出願件数 139 157 127 241 413
国内特許出願件数 737 582 753 710 970
  実施許諾件数 133 161 188 215 317
(実施許諾率)（％） 18.0 27.7 25.0 30.3 32.7 
  ロイヤリティ等収入のあった特許数 107 109 108 140 214
ロイヤリティ等額（百万円） 238 172 214 321
一件当りロイヤリティ等額（万円） 218 159 153 150
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注： ここでの「実施許諾率」とは、各時点の実施許諾件数を国内特許出願件数で除した数値 
出典：経済産業省ホームページ及び経済産業省大学連携推進課資料より作成 
 
各大学 TLOについて、実施許諾件数が多い順に上位 15機関をみると、図表 1-60の通りで
ある。 
なお、特許の出願件数ではなく、実施許諾件数あるいは国内特許に比較して莫大な費用が
かかる海外出願特許数をみることによって、ノルマをこなすためだけのものやおつきあいに
よるものを排除して、実績を把握できると考えられる。また、東北テクノアーチ、タマティー
エルオ （ー株）、（株）東京大学 TLO、（財）北九州産業学術推進機構、新産業創造研究機構（ひょ
うご TLO）、などは、それぞれ国内出願特許件数のうちの 75％、41％、40％、37％、37％と
実施許諾がされる割合が相対的に高くなっている。これらの TLOについては、より効率的・
戦略的な特許運用が図られていると考えることができる。 
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図表 1-60 各承認ＴＬＯの実績 
TLO名 関係大学
1) 2) 3)
（株）東京大学TLO 東京大学 1 184 (37%) 1 170 (34%) 1 281 (57%) 2 493
(株）東北テクノアーチ 東北大学等 2 120 (75%) 2 111 (69%) 4 125 (78%) 11 160
慶応義塾大学知的資産センター 慶応義塾大学 3 100 (21%) 3 72 (15%) 3 147 (31%) 3 479
（財）理工学振興会 東京工業大学 4 93 (20%) 4 64 (14%) 7 50 (11%) 4 467
日本大学国際産業技術・ビジネス育成センター 日本大学 5 80 (14%) 7 42 (7%) 2 175 (31%) 1 571
タマティーエルオー（株） 工学院大学東京都立大学等 6 77 (40%) 13 18 (9%) 10 34 (18%) 8 192
関西ティー・エル・オー（株） 京都大学立命館大学等 7 71 (20%) 5 62 (18%) 5 73 (21%) 5 354
早稲田大学産学官研究推進センター 早稲田大学 8 62 (19%) 9 25 (7%) 8 47 (14%) 6 335
（財）新産業創造研究機構 神戸大学兵庫県立大学等 9 53 (41%) 6 48 (38%) 14 26 (20%) 13 128
（財）名古屋産業科学研究所 名古屋大学等 10 46 (25%) 8 26 (14%) 6 51 (28%) 9 183
（財）北九州産業学術推進機構 北九州市立大学等 11 40 (37%) 14 15 (14%) 19 7 (6%) 14 108
（有）山口ティー・エル・オー 山口大学 12 39 (28%) 9 25 (18%) 18 8 (6%) 12 139
（財）大阪産業振興機構 大阪大学等 13 38 (22%) 19 8 (5%) 11 32 (19%) 10 172
（株）産学連携機構九州 九州大学 14 34 (18%) 9 25 (13%) 9 36 (19%) 7 193
（株）テクノネットワーク四国 愛媛大学徳島大学等 15 30 (29%) 19 8 (8%) 13 28 (27%) 15 104
国内出願特
許数実施許諾件数
ロイヤリティ等収入
のあった特許数 海外出願特許数
 
1）実施許諾件数を国内特許出願件数で除した数値 
2）ロイヤリティ等収入のあった特許数を国内特許出願件数で除した数値 
3）海外出願特許数を国内特許出願件数で除した数値 
注 1：実施許諾件数にはオプション契約のものを含む 
注 2：網掛けの数値は件数の多さから見た順位 
注 3：平成 16年 3月末までの累計 
出典：経済産業省 産業技術環境局 大学連携推進課資料より作成 
（2） 大学等が保有する特許等 
大学等が保有（あるいは管理）している特許の 2003年度の実績としては、国立大学等では
特許出願件数 1,344件、実施許諾件数 79件、ロイヤリティ等による収入が 4億 3千万円、公
立大学では、特許出願件数 67件、実施許諾件数 0件、私立大学では、特許出願件数 1,051件、
実施許諾件数 106件、ロイヤリティ等による収入は 1億 2千万円となっている。27特許出願件
数 999件、実施許諾件数 131件、ロイヤリティ等による収入は 1億 2千万円となっている。 
各年度の推移については、今回の質問票調査において 1995 年度と 1998～2003 年度の実績
を尋ねているが、古い年度になるほど回答数が大幅に少なくなる傾向にあった。（特に私立大
学において顕著）そこで、一大学当たりの件数（平均値）を年度ごとにみたところ、国立大
学等においては、特許出願件数とロイヤリティ等による収入については、上昇傾向にあるが、
実施許諾件数は横ばいである。私立大学については、特許出願件数は増加傾向にあったが、
01 年度をピークに、減少を示している。（実施許諾件数及びロイヤリティ等による収入につ
いては回答数が少ないため、あくまで参考として考えるべきだが、実施許諾件数は順調に増
                                                
27  文部科学省ホームページによる。なお、今回の質問票調査による 2003年度の実績は、国立大学等（回答率
90.1%）の特許出願件数 1140件、実施許諾件数 46件、ロイヤリティ等による収入 4億 2千万円、公立大学（回
答率 69.7%）の特許出願件数 67件、実施許諾件数 0件、私立大学（回答率 67.9%）の特許出願件数 1103件、実
施許諾件数 136件、ロイヤリティ等による収入 1億 2千万円となる。 
 40
加傾向にあり、ロイヤリティ等による収入は、年度による波があるが、概ね増加傾向にある
といえよう。） 
図表 1-61 特許出願件数、実施許諾件数、ロイヤリティ収入等の推移（平均値） 
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なお、これまでは国立大学等の教官等の発明は原則個人帰属だったこと28等から、ここで示
したデータ以外にも、大学教員個人に属するものや、共同研究相手である企業が出願するも
                                                
28  参考資料 11 
【公立大学】(※ 回答数が少ないため、参考値として示す) 
【私立大学】 
【国立大学等】 
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のなど、大学の発明に基づく特許等であっても大学等が保有（あるいは管理）していないも
のがあると考えられる。 
（3） 国研・独法等の実績 
国研・独法等における試験研究から生まれて、そのまま当該機関に属する特許について、
１機関当たりの出願件数、実施許諾件数を見ると、おおむね上昇傾向にあり、特に２期に入っ
ての伸びが大きい。ロイヤリティ等による収入については、2000年度までは減少傾向にあっ
たが、２期に入ってからは上昇に転じ、2003年度には 1990年度のレベルまで回復している。 
国研・独法等における試験研究から生まれてそのまま当該機関に属する品種登録件数は、
１機関当たり 14件近くに達したこともあったが、概ね５～８件で推移している。 
図表 1-62 国研・独法等の特許出願件数・実施許諾件数・品種登録件数・ロイヤリティ等による収入の推移  
26.4
19.2
30.5
32.5
36.8
42.5
55.1 53.3
10.6 11.3 11.5 11.8 11.5
16.2
19.2
23.3
3.1
13.8
5.6 5.4 3.7
6.1 8.0 6.7
0
10
20
30
40
50
60
1990 1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003
年度
件
数?
平
均
値?
0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000
16,000
18,000
?
千
円?
特許出願件数
（平均値）
実施許諾件数
（平均値）
品種登録件数
（平均値）
ロイヤリティ等による収入（千円）
（平均値）
プレ1期 1期 2期
N=39
 
 
（4） ＪＳＴ，ＡＩＳＴの実績 
承認 TLO全体の実績推移を以下に示す。国内及び海外特許出願件数が増加していると同時
に、実施許諾件数及びロイヤリティ等収入のあった特許数も増加している。 
図表 1-63 ＪＳＴ、ＡＩＳＴの特許実施契約件数及び特許実施料等収入 
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注 1： JSTに関しては、開発成果実施料等収入（2002年度実績） 
注 2： AISTに関しては、特許実施料収入（2002年度実績） 
出典： JST及び AIST のホームページより作成 
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1.6 ベンチャー創業等 
1.6.1 大学等発ベンチャー 
大学等発ベンチャーの設立数の推移を以下に示す。産学連携の進展、政府等による種々の
大学等発ベンチャー支援関連プログラムの展開（図表 1-65）とともに、大学等発ベンチャー
の設立数は、1990年代末より顕著に増加している。 
特に、2000 年における「国立大学教官等の民間企業役員への兼業の可能化」とともに、大
学等発ベンチャーの設立数の顕著な増加が見受けられる。 
図表 1-64 大学等発ベンチャーの設立数の推移 
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注 1： 2004年 8月末時点における設立累計は 916社 
注 2： 「各年の設立数」とは、2004年 8月末時点の調査で判明したベンチャー916社のうち、各年 1～12月までの間に設
立されたものの数。 
出所：筑波大学報道発表資料「平成 16年度大学等発ベンチャーに関する調査結果について」を基に、 
文部科学省科学技術政策研究所が作成 
 
図表 1-65 大学発ベンチャー関連主要施策の系譜 
年 大学発ベンチャー関連主要施策 
1995年 ・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（VBL）の設置（2004年 3月末現在：45大学） 
1998年 ・国立大学内の共同研究施設の廉価使用が可能に（研究交流促進法の一部改正） 
1999年 ・研究成果最適移転事業（プレベンチャー事業、JST 事業）（2004 年 3 月末現在：50 課題採択、
18社起業） 
2000年 ・国立大学教官等の民間企業役員への兼業の可能化 
2001年 ・国立大学におけるインキュベーション施設の整備（2004年 3月末現在計 23大学） 
2002年 ・大学発ベンチャーに国立大学等の施設を有償で使用させることが可能に 
 ・国立大学等役員兼業における承認権限を所管省庁の長（文部科学大臣）に委任（同時に国立大
学の長に再委任） 
2002年 ・大学発ベンチャー創出事業（2003年度から JST事業、 2004年度からプレベンチャー事業と統
合し、大学発ベンチャー創出推進事業へ（2003年度は 13課題採択）） 
 43
 ・産業技術実用化開発助成事業（2003年度：29件採択、 NEDO事業） 
 ・大学発事業創出実用化研究開発事業（マッチングファンド） （2004年 3月末現在：218件採択、
NEDO事業） 
 ・大学発ベンチャー支援ネットワーク構築・経営等支援事業（専門家派遣等）（中小企業総合事業
団事業） 
 ・産学官連携コーディネーターの配置（2004年 7月現在：110名配置） 
2003年 ・ 「知的財産推進計画」の策定（2003年 7月 知的財産戦略本部） 
・ 大学発ベンチャー創出推進事業（JST事業） 
・ 産業技術実用化開発補助事業（NEDO事業） 
・ 大学発事業創出実用化研究開発事業（NEDO事業） 
・ 大学発ベンチャー支援ネットワーク構築・経営等支援事業（中小企業総合事業団事業） 
・ 産学官連携コーディネーターの配置 
・ 大学発ベンチャー創出・育成支援事業（（社）発明協会事業） 
2004年 ・ 国立大学等法人化に伴い、 兼職・兼業に係る制度は各大学の自主的な判断により制定可能
に 
出所：文部科学省科学技術政策研究所作成 
 
設置者別大学発ベンチャー数の推移（のべ数）を見ると、国立大学・私立大学ともにここ
数年ベンチャー創出数が急速に伸びていることがわかる。ちなみに、大学別ベンチャー数ベ
スト 10は図表 1-67の通りとなっており、上位から、早稲田大学（65件）、大阪大学（46件）、
慶応大学（43件）、京都大学（37件）、東京大学（33件）と続いている。 
 
図表 1-66 設置者別大学発ベンチャー数の推移（延数） 
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国立大学 83 133 225 368 564
公立大学 3 11 16 33 52
私立大学 46 113 194 240 354
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
 
出典：筑波大学報道発表資料「平成 16年度大学等発ベンチャーに関する調査結果について」 
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図表 1-67 大学発ベンチャー数ベスト 10 
0
10
20
30
40
50
60
70
大学名
ベ
ン
チ??
数
ベンチャー数 65 46 43 37 33 30 29 27 26 24
早稲田大
学 大阪大学
慶應義塾
大学 京都大学 東京大学 筑波大学 日本大学 東北大学
北海道大
学
九州工業
大学
 
出典：筑波大学報道発表資料「平成 16年度大学等発ベンチャーに関する調査結果について」 
 
大学発ベンチャーの業種別内訳を見ると、図表 1-68に示すとおり、第 2 期基本計画の重点
4 分野に関わる創業が全体の 6 割強を占めていることがわかる。先に示した国立大学等にお
ける共同研究の場合（55％）よりも重点４分野に集中（特に情報通信、ライフサイエンス分
野）しており、ベンチャーを創出しやすい分野になっていることと考えられる。 
図表 1-68 大学発ベンチャーの業種分類 
情報通信
25.2%
バイオ・ライフ
サイエンス
22.5%
電子・機械
11.2%
ナノテクノロ
ジー・材料
7.9%
環境
4.8%
化学工業
3.5%
エネルギー
2.0%
その他
22.9%
 
注：2004年 8月末時点における 916社の内訳 
出典：筑波大学報道発表資料「平成 16年度大学等発ベンチャーに関する調査結果について」 
 
1.6.2 政府系研究機関発ベンチャー 
政府系研究機関発ベンチャーの各年の設立数を以下に示す。大学発ベンチャーの場合と同
様、1990年代末より顕著に増加している。 
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図表 1-69 政府系研究機関発ベンチャーの各年の設立数 
0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
各
年
の
設
立
数
各年の設立数 2 2 6 4 8 17 15 17
（カッコ内は大学の関与
　するベンチャーの内数）
(1) (5) (3) (4)
1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年
2期1期
 
注： 「各年の設立数」とは、2004年 8月末時点の調査で判明したベンチャーのうち、各年 1～12月までの間に設立された
ものの数。 
出所：筑波大学報道発表資料「平成 16年度大学等発ベンチャーに関する調査結果について」を基に、 
文部科学省科学技術政策研究所が作成 
 
政府系研究機関発ベンチャー数の内訳は以下の通りとなっており、ベスト 3 は、産業技術
総合研究所（50件）、理化学研究所（14件）、物質・材料研究機構（5件）となっている。 
図表 1-70 政府系研究機関発ベンチャー数 
0
1 0
2 0
3 0
4 0
5 0
6 0
究 機 関 名
ベ
ン
チ??
数
ベ ン チャー 数 5 0 1 4 5 4 3 2 1 1 1
産 業 技 術
総 合 研 究
所
理 化 学 研
究 所
物 質 ・材 料
研 究 機 構
日 本 原 子
力 研 究 所
農 業 生 物
資 源 研 究
所
農 業 ・ 生 物
系 特 定 産
業 技 術 研
情 報 通 信
研 究 機 構
食 品 総 合
研 究 所
放 射 線 医
学 総 合 研
究 所
 
出典：筑波大学報道発表資料「平成 16年度大学等発ベンチャーに関する調査結果について」 
 
図表 1-71 政府系研究機関発ベンチャーの業種分類 
バイオ・ライフ
サイエンス
35.0%
ナノテクノロ
ジー・材料
18.8%
電子・機械
15.0%
情報通信
12.5%
化学工業
8.8%
その他
6.3%環境
3.8%
エネルギー
0.0%
 
出典：筑波大学報道発表資料「平成 16年度大学等発ベンチャーに関する調査結果について」 
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1.6.3 株式公開（ＩＰＯ） 
2004 年 12 月現在、大学発ベンチャーで上場を果たした企業として把握可能なものは以下の
9社29である。 
図表 1-72 大学発ベンチャー上場企業一覧（2005 年 1 月現在） 
No 企業名 設立年月日 関係大学 関係者名 公開日 市場 事業内容
1 （株）ソフトフロント 1997年4月18日 北海道大学 青木由直　教授 2002年9月10日 ナスダック→（現在）ヘラクレス
ネットワーク系ソフトウェ
ア、パッケージソフトの企
画・開発
2 アンジェスエムジー（株） 1999年12月17日 大阪大学
[阪大]森下竜一助教授
(寄付講座、臨床遺伝子
治療学、客員教授)
2002年9月25日 マザーズ 遺伝子医薬品の開発他
3 （株）トランスジェニック 1998年4月21日 熊本大学
[熊大]堀内正公 教授、山
村研一 教授 2002年12月10日 マザーズ
研究用試薬、遺伝子改変
マウスの開発、販売
4 （株）メディネット 1995年10月 東京大学 江川滉二 名誉教授 2003年10月8日 マザーズ
免疫細胞療法総合支援
サービスを中心とする細
胞医療支援事業
5 オンコセラピー・サイエンス（株） 2001年4月6日 東京大学 中村祐輔 教授 2003年12月8日 マザーズ
がんに関する分子標的治
療薬のスクリーニング系
の開発等
6 （株）総合医科学研究所 1994年7月 大阪大学
梶本佳孝（元大阪大学助
手） 2003年12月18日 マザーズ
大学等の研究成果に基
づく医薬・食品研究・開
発。医薬・食品のヒトを対
象とした臨床試験受託
7 （株）インターアクション 1992年6月25日 創価大学
渡辺一弘（創価大学教
授） 2001年2月14日 マザーズ
光源装置等、光の技術を
利用した検査装置の開
発・製造・販売
8 DNAチップ研究所 1999年4月 東京大学 － 2004年3月18日 マザーズ
研究受託及び受託解析
サービス、ＤＮＡチップ及
び関連製品の販売
9 （株）LTTバイオファーマ 2003年1月1日 聖マリアンナ医科大学－ 2004年11月25日 マザーズ 医薬品研究開発
 
出典：筑波大学調べ 
 
                                                
29 （株）東京商工リサーチによる調査および大学発ベンチャー企業支援サイトによれば、図表 1-72の９社以外に
「（株）ネットプライス」「プレシジョン・システム・サイエンス株式会社」「綜合臨床薬理研究所」の 3社が存
在。 
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2 国の施策・制度の効果 
2.1 産学官連携のための施策・事業・制度 
第 2 期科学技術基本計画（以下「第 2 期基本計画」）においては、「産業を通じた科学技術
の成果の社会への還元」として、「研究開発の成果の多くは、産業技術として活用されること
により現実に利用可能な財・サービスを生み出し、国民生活・経済社会に還元される。論文
発表等による知の創造と蓄積・発信に加え、知を産業技術にまで結びつけ、その活用により
社会に直接の利便をもたらすことができ、社会は科学技術の恩恵を享受することができる。
こうした視点を重視して、優れた成果を生み出す研究開発の仕組みの追求、一層の産学官連
携の強化等を通じ、産業技術力の強化を図ることが必要である。」と述べられており、本方針
の下、第 1 期基本計画期間からの取組みを更に発展させ、第 2 期基本計画期間中に様々な施
策・事業・制度が実施されてきている。ここでは、「産学官連携による研究開発成果の社会へ
の還元」に関連する施策・事業・制度について整理を行うこととする。 
2.1.1 「基盤・環境整備」に関する制度・事業等 
本節以降では、産学官連携の中でも、特に産・学側の視点に立った関連施策・事業・制度
について整理を行うこととする。 
「基盤・環境整備」に関する制度・事業等を次頁に示す。文部科学省、経済産業省、特許
庁等の各般の制度・事業等により、産学官連携のための基盤・環境整備が進められている。 
（1） 国立大学法人化 
2004年度より国立大学等が法人化され、産学官連携に関しても、各大学の目標に応じて各々
の自主性を生かした取組みが期待されている。ただし、現在、各大学において知的財産ポリ
シー等の検討・策定が行われている段階で、個々の大学の独自色が強く発揮されるのは次年
度以降と予想される。 
（2） 研究成果の活用 
1999 年度より、産業活力再生特別措置法第 30 条（いわゆる「日本版バイ・ドール法」）に
より、国からの委託研究開発の結果として生じた特許権等の知的財産権を、100％受託企業に
帰属させることが可能となっている。また、「研究成果活用の円滑化」によって、国立大学等
と民間企業等との共同研究、受託研究の成果として得られた特許等について、その優先実施
権の長期化（7→10年）が実現している。 
さらに、2003 年度からは「大学知的財産本部整備事業」が開始されており、組織としての
主体的な知的財産の活用による社会貢献を目指す大学づくりが図られている。 
（3） 施設等の使用 
2003年度から、「国有施設等の廉価使用拡大による研究交流促進事業」により、構造改革特
別区域（以下「構造改革特区」）内において、研究交流促進法第 11 条に基づいて民間企業が
国立大学等の国有施設・敷地を廉価使用する際の規制が緩和されている。また、同年度から、
「産学官連携を促進する活動を行う民間企業による国立大学等の施設の使用」により、構造
改革特区において、民間企業等が試験、研究、施策その他産学連携を促進する活動を行おう
とする場合、国立大学等の試験研究施設を使用することが可能となっている。 
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図表 2-1 「基盤・環境整備」に関する制度・事業等 
種
類 
番
号 
主な官庁 制度・事業等名称 年度 制度・事業内容 
1 － 
民活法改正／リ
サーチオンキャン
パスへの支援等 
1995 年度
～ 
研究開発・企業化基盤施設（リサーチコア）、産学連携施設（リサー
チオンキャンパス）、電気通信研究開発促進施設（テレコム・リサー
チパーク）、農林水産研究開発・企業化基盤施設、臨海部活性化
施設の整備 
2 特許庁 
研究成果活用の円
滑化 
1997 年度
～ 
国立大学等と民間企業等との共同研究、受託研究の成果として得
られた特許等について、その優先実施権を長期化（7→10 年） 
3 
文部科学省 
（旧文部省） 
産学連携等研究費
の設定（受入れ研
究費の支出に係る
区分の廃止） 
1998 年度
～ 
共同研究や受託研究の経費について、謝金や旅費など３つの項目
を統合して新たな費目（産学連携等研究費）とし、研究計画の変更
に柔軟に対応できるよう措置 
4 
文部科学省 
（旧文部省）／経
済産業省（旧通
商産業省） 
大学等技術移転促
進法（TLO 法） 
1998 年度
～ 
大学等技術移転促進法（TLO法）は、大学等から生じた研究成果
の産業界への移転を促進し、産業技術の向上及び新規産業の創
出を図るとともに大学等における研究活動の活性化を図ることを目
的 
5 
経済産業省 
（旧通商産業省） 
産業活力再生特別
措置法 
 
［国の委託研究開
発に係わる特許等
の受託企業への帰
属（日本版バイ・
ドール法）を含む］ 
1999 年度
～ 
事業者が実施する事業再構築、共同事業再編及び経営資源再活
用を円滑化するための措置を雇用の安定等を配慮しつつ講ずると
ともに中小企業の活力の再生を支援するための措置を講じ、併せ
て事業者の経営資源の増大に資する研究活動の活性化等を図る
ことにより、我が国産業の活力の再生を速やかに実現することを目
的としている 
日本版バイ・ドール法では、国からの委託研究開発の結果として生
じた特許権等の知的財産権について、100％受託企業に帰属させ
ることを可能とした 
6 
文部科学省 
（旧文部省等） 
国公立大学教員や
研究公務員の民間
企業役員兼業 
2000 年度
～ 
国立大学教員や研究公務員の民間企業役員兼業を、国家公務員
法に基づく人事院規則の整備により一定の範囲で承認 
7 文部科学省 
国立大学教員の経
営・法務アドバイ
ザー兼業 
2002 年度
～ 
国立大学教員が、営利企業の経営・法務に関する助言を行う場合
の兼業を可能にする 
8 文部科学省 
国立大学等におけ
る契約書雛形の策
定 
2002 年度
～ 
共同研究・受託研究の受入れにおける柔軟な対応、手続きの迅速
化を図るため、企業等のニーズを反映した契約書の雛形を作成 
9 文部科学省 
国立大学教官等の
兼業承認の委任 
2002 年度
～ 
人事院規則の改正等により、TLO役員兼業、研究成果活用企業役
員兼業（以上2002年10月～）、監査役兼業（2003年10月～）の承
認を各国立大学等の長に委任 
10 文部科学省 
国立大学の教官等
の発明補償金支払
要領の制定 
2003 年度
～ 
研究者の発明へのインセンティブを高めるため、国立大学等の職
務発明に対する報奨金に関する規定を整備（上限撤廃、算定率を
収入実績の 25%に） 
??????
?
11 文部科学省 
国立大学教官等の
勤務時間内兼業 
2003 年度
～ 
国立大学教官等は勤務時間をさいて兼業することが可能に（非役
員兼業については全国で、役員兼業については構造改革特区の
み可能） 
12 
文部科学省 
（旧文部省） 
国立大学の共同研
究センターの整備 
1987 年度
～ 
国立大学等において、民間企業等に対する相談窓口、産学連携の
場となる共同研究センターを整備（2004 年 3 月現在、58 大学に設
置） 
13 
文部科学省 
（旧文部省）／ 
経済産業省 
（旧通商産業省） 
国立大学、国研等
の構内への国以外
の者による共同研
究施設の整備の促
進 
1998 年度
～ 
国と国以外の者の研究交流を促進するため、一定の要件を満たす
場合には、当該研究施設のために使用する土地の対価を時価より
も最大 5 割減額することを可能とする 
????? ???????
?
14 
経済産業省 
（旧通商産業省） 
中小企業投資育成
株式会社による出
資の特例 
1998 年度
～ 
承認ＴＬＯによって、大学等の研究成果が移転された中小企業に対
して、中小企業投資育成株式会社による出資の特例措置が受けら
れる 
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種
類 
番
号 
主な官庁 制度・事業等名称 年度 制度・事業内容 
15 
経済産業省 
（旧通商産業省） 
インキュベーション
施設整備 
1998 年度
～ 
新事業創出促進法、中心市街地活性化法、地域産業集積活性化
法に基づく重点地域において、地域振興整備公団が大学と連携し
た起業家育成施設の整備を行うとともに、地方自治体や第 3 セク
ターが行う起業家育成施設の整備に対して補助を行う 
16 経済産業省 
広域的新事業支援
ネットワーク等補助
金 
2002 年度
～ 
産業クラスター計画の中核的役割を担う新事業支援機関やイン
キュベーション機関が、地域企業、大学、公的研究機関、専門商社
等の間の交流・連携、マッチング、販路開拓支援を行う際、助成を
行う 
17 文部科学省 
国有施設等の廉価
使用拡大による研
究交流促進事業 
2003 年度
～ 
構造改革特区において、研究交流促進法第 11 条に基づいて民間
企業が国立大学等の国有施設・敷地を廉価使用する際の規制を
緩和 
18 文部科学省 
産学官連携を促進
する活動を行う民
間企業による国立
大学等の施設の使
用 
2003 年度
～ 
構造改革特区において、民間企業等が試験、研究、施策その他産
学連携を促進する活動を行おうとする場合に国立大学等の試験研
究施設を使用することを可能とする。その際、文部科学大臣の承認
を不要に（事後報告） 
19 文部科学省 
大学知的財産本部
整備事業 
2003 年度
～ 
特許等知的財産の機関管理への移行を踏まえ、大学等における
知的財産の創出・取得・管理・活用を戦略的に実施するため、全学
的な知的財産の管理・活用を図る「大学知的財産本部」を整備し、
知的財産の活用による社会貢献を目指す大学づくりを推進。 
（「民間企業経験者等の外部人材の積極的活用」「TLO 等外部組
織との連携強化」等が事業のポイント） 
 
20 文部科学省 
国立大学等の法人
化 
2004 年度
～ 
｢国立大学法人｣制度の概要は以下のとおり。 
・「大学ごとに法人化」し、自律的な運営を確保 
・「民間的発想」のマネジメント手法を導入 
・「学外者の参画」による運営システムを制度化 
・「非公務員型」による弾力的な人事システムへの移行 
・「第三者評価」の導入による事後チェック方式に移行 
出典：各省庁ホームページを参考に作成 
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2.1.2 「税制優遇」「人材」「資金調達」に関する制度・事業等 
「税制優遇」「人材」「資金調達」に関する制度・事業等を次頁に示す。文部科学省（及び
JST）、経済産業省（及び NEDO）、農林水産省等の各種制度・事業等により、税制優遇、人的
支援、資金調達支援が進められている。 
（1） 税制優遇 
2003年度より、「特別共同試験研究税額控除制度」により、大学、公的研究機関等との共同
研究、受託研究については、試験研究費額の 12％相当額（当初 3年間は 3％上乗せで 15％）
が税額控除となっている。また、2001 年度の「増加試験研究税制の適用期限延長」により、
特別試験研究（国の試験研究機関との共同研究、大学等との共同研究等）を行う企業等に対
して、試験研究費税額を控除する制度（1999年創設）の適用期限が延長となっている。また、
これらに加えて繰越制度が導入され、当該年度の未使用控除額が翌年度に活用可能となって
いる。 
 
＜試験研究に対する税制上の特別措置＞ 
以下の A.または B.を選択して利用できる。 
A.試験研究費総額に係る税額控除制度（総額型税額控除制度） 
適用事業年度の試験研究費について、当該企業の試験研究費割合 1) に応じて一定率（10％
～12％）に相当する額を法人税額（所得税額）から控除する。ただし、税額控除額は法人税額
（所得税額）の 20％相当額を限度とする。 
1) 試験研究費割合とは、当年度の試験研究費を売上金額（＝当年度に前 3年を加えた計 4年間の平均
売上金額）で除したもの。 
B.増加試験研究税制（法人税・所得税） 
当該事業年度に企業等が支出した試験研究費の額（以下「当期試験研究費額」という）が、過
去５年間のうちの上位３年間の試験研究費の平均額（以下「比較試験研究費額」）を超え、かつ、
当期試験研究費額が、過去２年間の試験研究費の額のいずれをも超える場合には、当期試験
研究費額が比較試験研究費額を超える部分のうち 15％相当額（ただし、法人税額の 12％相当
額を限度）が、法人税から税額控除される。 
さらに、当該企業等が大学等と共同研究（大学等において研究員の受入れ又は派遣を伴うも
のに限る）を行った場合には、上記の控除額に、企業等が当該共同研究のために支出した試験
研究費の 15％相当額を加えた額（ただし、法人税額の 14％相当額を、加算後の限度とする）
が、税額控除の上限額になる。 
上記に加えて繰越制度が導入され、当該年度に発生した未使用控除額が翌年度に活用可能と
なった（ただし、法人税額の 20％相当額が限度で、前年度よりも試験研究費が増加した場合に限
る）。 
出典：文部科学省ホームページ等より作成
（2） 人材 
次頁に示す関係各省の制度・事業により、大学等の教育研究及び経済社会の活性化を目的
として、大学や研究所等のシーズを事業化に結びつけるような大学等と産業界との架け橋と
なる各種技術専門人材の派遣等の人的支援が進められている。 
また、次表に掲げた制度・事業に加え、地域の特性に応じた科学技術振興基盤の形成を目
的とした各種事業のコーディネーターが連携してセミナーを開くなどネットワーク化が推進
されている。 
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（3） 資金調達 
2002年度から、「産学官共同研究推進のためのマッチングファンド」により、企業資金の提
供を前提とした共同研究に対してマッチングファンドの形で公的資金を提供することが可能
となっている。また、1997年度より導入の「研究開発型企業特別融資制度」のように、企業
の研究開発に対するリスクを軽減するため、試験研究の成功度が低くなった場合に、貸付元
本を減免する融資制度（最大減免率は 50％。融資対象者は資本金 10 億円未満の研究開発型
企業）も講じられている。 
図表 2-2 「税制優遇」「人材」「資金調達」に関する制度・事業等 
種
類 
番
号 
主な官庁 制度・事業等名称 年度 制度・事業内容 
21 
文部科学省 
（旧文部省） 
法人が取得する
不動産取得税の
特例措置 
1996 年度
～ 
研究交流促進税制 
22 
文部科学省 
（旧文部省） 
固定資産税の軽
減措置 
1996 年度
～ 
研究交流促進税制 
23 
文部科学省 
（旧文部省） 
増加試験研究税
制における共同試
験研究の特例措
置 
1999 年度
～ 
特別試験研究（国の試験研究機関との共同研究、大学等との共同研
究等）を行う企業等に対して、試験研究費税額の控除を優遇する制度
24 
文部科学省／
経済産業省 
増加試験研究税
制の適用期限延
長 
2001 年度
～ 
特別試験研究を行う企業等に対して、試験研究費税額の控除を優遇
する制度の適用期限延長 
2003 年度からは繰越制度が導入され、当該年度の未使用控除額が
翌年度に活用可能になった。 
????
?
25 
文部科学省／
経済産業省 
特別共同試験研
究税額控除制度 
2003 年度
～ 
我が国における産学官連携を促進するため、大学、公的研究機関等
との共同研究、受託研究について、試験研究費の額の 12％相当額を
税額控除。当初 3 年間は 3％上乗せで 15％を税額控除 
26 
厚生労働省（旧
労働省） 
労働者派遣業法
の対象業務の拡
大 
1996 年度
～ 
研究者・研究支援者の派遣を労働者派遣業法の対象業務に追加 
27 
文部科学省（旧
科学技術庁）／
JST 
地域研究開発促
進拠点支援事業
（RSP 事業）コー
ディネーター 
1996 年度
～ 
地域の科学技術活動の活性化を図るために設立された財団等をコー
ディネート活動の拠点として都道府県が整備するにあたり、国全体の
科学技術基盤形成の視点から、科学技術コーディネーターを委嘱し、
かかる拠点の活動を支援 
28 JST 
地域結集型共同
研究新技術エー
ジェント 
1997 年度
～ 
新技術・新産業の創出に資するため、本事業に係る共同研究の成果
の地域企業への技術移転や企業化・商品化をサポートすることを目的
として、研究開発型企業に対し共同研究成果等の導入を促し、市場
ニーズを研究の場へフィードバックさせる役割を担う人材を研究中核
機関に配置 
29 
特許庁／工業
所有権総合情
報館 
特許流通アドバイ
ザー 
1997 年度
～ 
円滑な特許流通の拡大と普及を図るため、知的財産権とその流通に
関する専門家である特許流通アドバイザーを各都道府県の知的所有
権センターやＴＬＯに派遣し、無料指導・相談及びＰＲ活動を実施。 
特許導入を希望する企業に対するアドバイスや研究機関・大学が有
する特許の地域産業界への移転の支援等を行う 
人
材 
30 
環境省 
（旧環境庁） 
流動研究員制度 
1997 年度
～ 
国立環境研究所において、高度な研究能力・実績を有する研究者や
独創性に富む優秀な若手研究者などを非常勤職員として採用 
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種
類 
番
号 
主な官庁 制度・事業等名称 年度 制度・事業内容 
31 
産業技術総合
研究所 
産学官連携コー
ディネーター 
2001 年度
～ 
つくばを始め、北海道から九州までの産総研の研究拠点に配置され、
以下の業務を行う。 
・企業や大学と産総研との連携プロジェクト（共同研究や受託研究、
協力協定）の企画・調整・立案  
・企業等のニーズと産総研の有する技術シーズのマッチング 
・産総研における研究成果の把握・掘り起こし・権利化の支援（知的
財産部と協力）  
・産総研の有する知的財産権の民間への移転・事業化の支援（産
総研イノベーションズと協力） 
32 文部科学省 
産学官連携支援
事業 
2002 年度
～ 
大学等の研究成果の活用・産学官連携基盤の強化を通じた、大学等
や経済社会の活性化を目的として、産学官連携の専門知識を有する
人材を大学等に配置 
33 経済産業省 
大学発ベンチャー
経営等支援事業
（経営支援事業） 
2003 年度
～ 
経営、財務、法務等の専門家（中小企業診断士、公認会計士、弁理
士、調査専門家等）を派遣して、大学発ベンチャー企業のために必要
なビジネスモデルの作成、提携企業とのマッチング、市場調査等を実
施 
人
材 
34 NEDO 
産業技術フェロー
シップ事業（技術
者養成事業） 
2003 年度
～ 
技術シーズを実用化につなげる研究者や技術移転機関（TLO）で働く
人材を支援 
35 
経済産業省（旧
通商産業省） 
条件付き無利子
融資制度 
1996 年度
～ 
長期で低利融資を行い､研究開発の成功度に応じて､最大１００％の
金利を減免（無利子） 
36 
経済産業省（旧
通商産業省） 
研究開発型企業
特別融資制度 
1997 年度
～ 
企業の研究開発に対するリスクを軽減するため試験研究の成功度が
低くなった場合に、貸付元本を減免（最大減免率は 50％）。融資対象
者は資本金 10 億円未満の研究開発型企業 
37 
文部科学省（旧
文部省） 
受託研究等に係
わる資金の受入
れ等の円滑化 
2000 年度
～ 
国公立大学において、受託研究及び共同研究を行う場合の研究資金
の受入れ及び使用を円滑化 
38 文部科学省 
産学官共同研究
推進のためのマッ
チングファンド  
2002 年度
～ 
企業資金の提供を前提とした共同研究に対してマッチングファンド方
式により資金を提供 
資
金
調
達 
39 経済産業省 
大学発事業創出
実用化研究開発
事業（マッチング
ファンド） 
2002 年度
～ 
大学等のシーズの専門的知識を有する技術移転を扱う組織（ＴＬＯ等）
を介し効果的に技術のマッチングを図り、技術移転を行う 
出典：各省庁ホームページを参考に作成 
 
2.1.3 産学官連携による｢研究・技術開発｣に関する制度・事業等 
産学官の人材の結集・連携による「研究・技術開発」の推進に関する制度・事業等を次頁
に示す。文部科学省、経済産業省、中小企業庁、科学技術振興機構、中小企業総合事業団、
日本学術振興会等の制度・事業等により、研究・技術開発への取組みが進められている。 
（1） 知的資産の形成 
産学官各セクターの境界を越えた優れた人材の結集による知的資産の形成に係る代表的な
プログラムである「戦略的創造研究推進事業」（1987 年度創設の ERATO 等を 2002 年度より
発展的に再編）について、以下にその概要を示す。 
＜戦略的創造研究推進事業＞ 
＜趣旨＞ 
第２期基本計画の重点４分野を中心に、国の科学技術政策や社会的・経済的ニーズを踏まえ、国が定めた
戦略目標の達成に向けた基礎的研究を推進する。こうした新しい時代の要請に応え、新技術の創製に資する
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知的財産の形成を図ることを目的として、これまで行ってきた戦略的基礎研究推進事業(CREST)、若手個人研
究推進事業(さきがけ研究)、創造科学技術推進事業（ERATO）等のプログラム特徴を生かして再編成し、2002
年度から開始した。 
＜概要＞ 
(1) 戦略目標 
第２期基本計画において定められた重点４分野を中心に、社会的インパクトの大きな目標を文部科学省
が設定。 
(2) 研究領域と研究総括 
文部科学省による戦略目標の提示を受け、外部有識者よりなる新技術審議会の審議を経て研究領域が
設定され、研究総括が任命される。領域アドバイザーは研究総括により選任される。 
(3) 研究の推進方法 
基礎的研究の推進は、公募型研究（チーム型研究及び個人型研究）、総括実施型研究の２つの方法に
より行う。 
ァ）公募型研究は、研究領域を定め、研究総括のもとで研究提案を募集、選考し、選定された研究者が研
究を推進する。なお、研究チームを編成するもの（CREST タイプ）と、個人で研究を実施するもの（さき
がけタイプ）があり、研究領域によっては、チーム型研究と個人型研究の混成により研究を実施する。 
ィ）総括実施型研究は、研究総括の独自な視点からの研究対象（研究領域）をもとに、戦略目標等の達成
に向け、研究総括が自らの研究構想の実現を目指して公募（又は指名）により研究者を結集し研究を
推進する。外国の研究機関等と共同して研究を実施するものを含む。 
(4) 知的所有権 
新産業の創出につながる知的財産の形成を図るため、研究成果の特許化を促進する。 
出典：科学技術振興機構（JST）戦略的創造研究推進事業ホームページより作成 
（2） 技術開発等 
1996 年度創設の産業技術総合研究所（AIST）「新規産業創造技術開発支援制度」では、地
域の視点から特に有望な案件に支援を行い、世界に通じる技術力を有する企業群を育成する
ことを目的として、地域企業等の行う新規産業創造に資する技術開発を支援している。また、
2003 年度創設の中小企業庁「創造技術研究開発事業（創造補助金）」では、中小企業等が自
ら行う新製品・新技術等に関する研究開発について、その開発に要する原材料費、機械装置
費等の経費の一部を補助することによって、中小企業の技術開発の促進を図っている。さら
に、同年度創設の中小企業庁「地域活性化創造技術研究開発事業」では、都道府県への補助
を通じて中小企業の技術開発への取組みを支援し、生産工程の効率化、製品の高付加価値化
及び新分野進出の円滑化等を図っている。 
（3） 新事業創出等 
1998 年度創設の「新事業創出促進法に基づく支援」では、創業者支援、新事業分野開拓を
実施する認定事業者に対する支援、特定補助金等の交付による技術開発支援、特定補助金等
により行った研究開発成果の事業化の支援を行っている。 
また、1997 年度創設の「地域新生コンソーシアム研究開発事業」では、地域において新産
業・新事業を創出し、地域経済の活性化を図るため、地域における産学官の強固な共同研究
体制（地域新生コンソーシアム）を組むことにより、実用化研究開発を推進している。さら
に 2000年度創設の「産業技術実用化開発補助事業」では、第 2期基本計画における重点分野
等の戦略的技術領域・課題に係る技術の実用化開発事業で民間企業等が行うもののうち補助
期間終了後 3 年以内で企業化できる研究開発テーマを対象に、スピンオフ企業をはじめ、大
学等発ベンチャー企業や、大学発の技術を導入して行う実用化開発に対して重点投資が進め
られている。 
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図表 2-3 「研究・技術開発」に関する制度・事業等 
番
号 
主な担当省庁・
法人 
制度・事業等名称 年度 制度・事業内容 
40 JST 委託開発事業 1961 年度～ 
国民経済上重要な科学技術に関する試験研究の成果であっ
て、特に企業化が困難なものを新技術開発課題として選定
し、企業等に委託して開発を実施 
41 JST 
戦略的創造研究推
進事業[総括実施型
研究（創造科学研究
ERATO タイプ）] 
2002 年度～ 
（1981 年創設の旧創
造科学技術推進事
業（ERATO）を再編）
研究総括の独自な視点からの研究対象（研究領域）をもとに、
その研究構想の実現を目指して、産学官、海外から広く研究
者を結集した研究プロジェクトを編成 
42 JST 
戦略的創造研究推
進事業[公募型研究
（チーム型研究
CREST タイプ）] 
2002 年度～ 
（1995 年度創設の旧
戦略的基礎研究推
進事業(CREST)を再
編） 
研究代表者が自ら所属する大学や試験研究機関等の研究ポ
テンシャルを活用しつつ、戦略目標達成に向け、研究チーム
を編成して研究を推進 
43 
産業技術総合
研究所 （AIST
旧工業技術院） 
新規産業創造技術
開発支援制度 
1996 年度～ 
地域の視点から特に有望な案件に支援を行い、世界に通じる
技術力を有する企業群を育成する事を目的として、地域企業
等の行う新規産業創造に資する技術開発を支援 
44 
経済産業省（旧
通商産業省） 
地域新生コンソーシ
アム研究開発事業 
2001 年度～ 
（1997 年度創設の旧
地域コンソーシアム
事業を再編） 
地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活性化を
図るため、地域における産学官の強固な共同研究体制（地域
新生コンソーシアム）を組むことにより、実用化研究開発を行
う 
45 経済産業省 
新事業創出促進法に
基づく支援 
 
［中小企業技術革新
制度（日本版 SBIR）
を含む］ 
 
1998 年度～ 
創業者支援、新事業分野開拓を実施する認定事業者に対す
る支援、特定補助金等の交付による技術開発支援、特定補
助金等により行った研究開発成果の事業化の支援 
 
日本版 SBIR では、特に中小企業の新技術を利用した事業活
動の促進により、新たな事業及び新規雇用の創出促進を目
的とする 
46 
経済産業省／
NEDO 
産業技術実用化開
発補助事業 
2000 年度～ 
科学技術基本計画における重点分野等の戦略的技術領域・
課題に係る技術の実用化開発事業であって、民間企業等が
行うもののうち補助期間終了後 3年以内で企業化できる研究
開発テーマを対象とする。テーマの選定にあたっては、スピン
オフ企業をはじめ、大学等発ベンチャー企業や、大学発の技
術を導入して行う実用化開発に対して重点投資を図る 
47 経済産業省 
中小企業支援型研
究開発 
2001 年度～ 
産総研と産総研研究者との連携研究（共同研究、委託研究）
によって速やかな実用化が期待される技術開発シーズをもつ
企業に対する支援 
48 経済産業省 
地域新規産業創造
技術開発費補助事
業（新規補助金） 
2001 年度～ 
地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活性化を
図るため、中堅中小企業による新分野進出やベンチャー企業
による新規創業のためのリスクの高い実用化技術開発を支
援 
49 経済産業省 
中小企業地域新生コ
ンソーシアム研究開
発事業 
2003 年度～ 
地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活性化を
図るため、中小企業を中心とする地域における産学官の強固
な共同研究体制（地域新生コンソーシアム）を組むことにより、
実用化研究開発を行うことを目的 
50 中小企業庁 
地域活性化創造技
術研究開発事業 
2003 年度～ 
中小企業の技術開発への取組みを支援し、生産工程の効率
化、製品の高付加価値化及び新分野進出の円滑化等を図る
ことを目的として、試作、新技術研究、新製品開発等につい
て、研究開発等に要する原材料費、機械装置費等の経費の
一部を各都道府県が補助する場合に、その一部について国
が各都道府県に補助する制度 
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番
号 
主な担当省庁・
法人 
制度・事業等名称 年度 制度・事業内容 
51 中小企業庁 
創造技術研究開発
事業（創造補助金） 
2003 年度～ 
中小企業等が自ら行う新製品、新技術等に関する研究開発
について、その開発に要する原材料費、機械装置費等の経費
の一部を補助することによって、中小企業の技術開発の促進
を図ることを目的としている 
52 
中小企業総合
事業団 
課題対応技術革新
促進事業（F/S、
R&D） 
2003 年度～ 
中小ベンチャー企業又は中小ベンチャー企業を中心とする共
同研究体に対し、経済・社会ニーズに即応した技術開発課題
を提示し、公募を行い、優れた提案について、中小企業総合
事業団から研究調査（F/S：Feasibility Study）又は研究開発
（R&D：Research and Development）を委託する事業 
53 
中小企業総合
事業団 
戦略的基盤技術力
強化事業 
2003 年度～ 
戦略的に支援すべき技術テーマを選定し、この開発を中小企
業、ユーザー企業、大学等から成る共同研究に対し委託 
54 
中小企業総合
事業団 
新事業開拓助成金 2003 年度～ 
自らの技術や創造的発想を生かし、従来にない新商品・新
サービスの開発や、従来にない革新的方法で商品・サービス
を提供する事業を実践する創業者又は新事業開拓中小企業
に、専門家のアドバイスを行いながら助成金を交付 
55 NEDO 
産業技術研究助成
事業（若手研究者向
け） 
2003 年度～ 
大学において取り組むことが産業界から期待されている研究
課題に対し、優れた提案をした若手研究者個人又は若手研
究者と中小企業のチームに対し補助 
56 NEDO 
産学官連携型産業
技術実用化開発助
成事業 
2003 年度～ 
第2期基本計画の重点4分野のうち、実用化に向けての有望
性が明らかではあるものの、民間企業単独ではリスクが高く
実用化開発の進まない研究開発について民間企業等から
テーマを公募し、優れた提案に対し助成 
出典：各省庁・法人ホームページを参考に作成 
 
2.1.4 「技術移転」に関する制度・事業等 
「技術移転」に関する制度・事業等を次頁に示す。文部科学省（及び JST）、経済産業省（及
び NEDO）、中小企業総合事業団等の各般の制度・事業等により、円滑かつ最適な技術移転へ
の支援が進められている。 
 
1998 年 8 月に、大学等の研究成果の産業界への効率的な移転を図ることを目的とした「大
学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」が施行され、
同法に基づき承認を受けた技術移転機関（TLO）は、2005年 2月末時点で 39機関となってい
る。 
JSTにおいては、大学や公的研究機関等の優れた研究成果の発掘、特許化の支援から、企業
化が困難なものについての企業化開発に至るまでの一貫した取組みを進めている。具体的に
は、大学・公的研究機関の研究成果に基づき、基本的特許が出願されているものにつき、周
辺特許などの知的財産権の権利化を図るための試験、研究開発型中小企業が有する新技術コ
ンセプトのモデル化、新産業創出を目指した研究開発推進による大学・公的研究機関からの
ベンチャー企業創出を推進している。また、特に開発リスクの大きなものについては企業等
に開発を委託し、積極的に新技術の実用化を図っている。 
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図表2-4 「技術移転」に関する制度・事業等 
番
号 
主な担当省庁・
法人 
制度・事業等名称 年度 制度・事業内容 
57 JST 
研究成果最適移転
事業 
1996 年度～ 
大学、国公立研究機関等の研究成果やＪＳＴの基礎的研究事
業等の研究成果について、民間企業において研究開発に携
わり製品化あるいは起業に成功した実績のある技術移転プラ
ンナー（目利き）が、有望な研究成果を技術移転するプロセス
をサポート 
58 
文部科学省（旧
文部省） 
TLO の国立施設無
償使用 
2000 年度～ TLO に対し、国立大学等の施設の無償使用を許可 
59 文部科学省 
特許の随意契約によ
る譲渡基準の明確化 
2001 年度～ 国有の「特許を受ける権利」や「共有に係る特許権」の譲渡等
を促進するため、随意契約の範囲を明確化 
60 
文部科学省
/JST 
大学発ベンチャー創
出推進事業 
2001 年度～ 大学等の研究成果を基にした起業及び事業展開に必要な研
究開発を推進することにより、大学発ベンチャーを創出し、こ
れを通して大学等の研究成果の社会・経済への還元を推進 
61 文部科学省 
大学発のベンチャー
の国立大学等施設
の使用の可能化 
2002 年度～ 
起業の準備中又は起業後間もない大学発ベンチャーに対し、
当該国立大学等の施設使用を許可 
62 文部科学省 
研究成果有体物ガイ
ドラインの整備 
2002 年度～ 
研究成果としての有体物に係る管理運用面での基本的考え
方に関するガイドラインを作成 
63 
文部科学省／
JST 
技術移転支援セン
ター 
2003 年度～ 
ＪＳＴの能力を活用し、大学、公的研究機関、ＴＬＯの保有する
研究成果の特許化を推進するため、海外特許の取得支援を
含む特許出願等を総合的に支援する体制を整備するととも
に、目利き人材の育成、総合的な技術移転相談窓口機能等
を集中化し、新たに技術移転支援センター機能を整備 
64 文部科学省 
国立大学法人の承
認 TLOへの出資の
可能化 
2004 年度～ 
国立大学法人において研究成果の活用を促進する事業者へ
の出資を規定（政令で出資対象を承認 TLO と規定） 
65 特許庁 
特許法等の一部改
正法 
2004 年度～ 
審査官の増員による審査処理の促進、実用新案の権利期間
の１０年延長及び特許への出願変更可能化、職務発明規定
の見直しに加えて、大学、TLO に係る特許関連料金の見直し
を実施 
出典：各省庁・法人ホームページを参考に作成 
 57
2.2 施策・制度の活用状況及び施策・制度に対する評価 
産学官連携及び地域イノベーション振興に関する国の施策・制度には、前節及び第 2 部 2
に示すように様々なものがある。これら国の施策・制度の活用状況及び評価を把握するため
に、産学官関係機関への質問票調査を実施した。ここでは、主に産学官連携に関する国の施
策・制度の活用状況及び評価に係る調査結果を取りまとめるが、地域イノベーション振興に
関する国の施策・制度の活用状況及び評価については、別途第 2部で取りまとめる。 
（1） 質問票調査の概要30 
質問票調査は以下に示す 11の異なる種別の回答者を対象としているが、回答者によって関
連が全くないか、関連が非常に薄い施策・制度が存在する。そこで、回答者の種別によって
調査対象とする施策・制度を図表 2-5に示すように 3タイプに分けて調査を実施した。また、
回答者の判断を容易にするために、対象とする多くの施策・制度を図表 2-6に示す通りカテ
ゴリ毎にグルーピングした。 
図表2-5 回答者別質問票タイプ 
タイプ 回答者 
A B C 
都道府県 ○   
政令指定都市 ○   
人口 5万人以上の市 ○   
産学公連携推進組織 ○   
公設試 ○   
国立大学等  ○  
私立・公立大学  ○  
国研・独法等  ○  
大企業   ○ 
中小企業   ○ 
商工会議所   ○ 
 
図表 2-7に、タイプごとに調査対象とする施策・制度の一覧31を示す。 
図表 2-6 施策・制度のカテゴリ区分 
大区分 中区分 No 
拠点整備（地域科学拠点） 1 拠点整備 
拠点整備（連携拠点） 2 
基盤・環境整備（環境） 3 
基盤・環境整備（支援・促進） 4 
基盤・環境整備 
基盤・環境整備（制度・措置・特例） 5 
税制優遇 税制優遇 6 
人材 人材 7 
資金調達 資金調達 8 
研究・技術開発（実用化） 9 研究・技術開発 
研究・技術開発（基礎） 10 
技術移転 技術移転 11 
 
                                                
30 質問表調査の実施要綱については「資料編 1 質問票調査の概要」を参照。 
31 各施策・制度の概要については、前節及び第 2部第 2を参照 
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図表2-7 調査対象とした施策・制度（タイプ別） 
質問票タイプ
A B C 施策・制度名称 区分
○ フロンティア研究の地域展開
○ 沿岸環境・利用の研究開発
○ ○ ○ 地域結集型共同研究事業（ＣＲＥＡＴＥ）
○ ○ ○ 地域研究開発促進拠点支援事業（ＲＳＰ）
○ ○ ○ 重点地域研究開発促進事業（研究成果活用プラザ）
○ ○ ○ 産業クラスター計画
○ ○ ○ 知的クラスター創成事業
○ ○ ○ 都市エリア産学官連携促進事業
○ ○ 国立大学の共同研究センターの整備
○ ○ ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）
○ ○ 学術フロンティア推進事業（私立大学）
○ インキュベーション施設の整備
○ 大学知的財産本部整備事業
○ 産学連携研究推進事業（（バイオ）ベンチャー研究開発拠点整備事業を含む）（私立大学）
○ 特定大学技術移転事業（承認TLO）
○ 民活法改正／リサーチオンキャンパスへの支援等
○ 産学連携等研究費の設定（受入れ研究費の支出に係る区分の廃止）
○ 大学等技術移転促進法（TLO法）
○ ○ 研究成果活用の円滑化
○ ○ 国有施設等の廉価使用拡大による研究交流促進事業
○ ○ 産学官連携を促進する活動を行う民間企業による国立大学等の施設の使用
○ ○ 国立大学、国研等の構内への国以外の者による共同研究施設の整備の促進
○ 国立大学の教官等の発明補償金支払要領の制定
○ 国立大学教官等の兼業承認の委任
○ ○ 国立大学教官等の勤務時間内兼業
○ ○ 国立大学等における契約書雛形の策定
○ ○ 国公立大学教員や研究公務員の民間企業役員兼業
○ 産業活力再生特別措置法
［国の委託研究開発に係わる特許等の受託企業への帰属（日本版バイ・ドール法）を含む］
○ 中小企業投資育成株式会社による出資の特例
○ ○ 広域的新事業支援ネットワーク等補助金
○ ○ 固定資産税の軽減措置
○ ○ 特別共同研究税額控除制度
○ ○ 法人が取得する不動産取得税の特例措置
○ ○ 増加試験研究税制の適用期限延長
○ 地域研究開発促進拠点支援事業（RSP事業）コーディネーター（科学技術コーディネーター）
○ 地域結集型共同研究新技術エージェント
○ 特許流通アドバイザー
○ 流動研究員制度
○ 産学官連携コーディネーター
○ 産学官連携支援事業（産学連携コーディネーター）
○ ○ 大学発ベンチャー経営等支援事業（経営支援事業）
○ ○ 大学発事業創出実用化研究開発事業（マッチングファンド）
○ ○ 受託研究等に係わる資金の受入れ等の円滑化
○ ○ 産学官共同研究推進のためのマッチングファンド
○ 条件付き無利子融資制度
○ 研究開発型企業特別融資制度
○ 国立機関公害防止等試験研究費
○ ○ ○ 地域新生コンソーシアム研究開発事業（旧地域コンソーシアム）
○ ○ 産業技術研究助成事業（若手研究者向け）
○ ○ 産学官連携型産業技術実用化開発助成事業
○ 新規産業創造技術開発支援制度
○ 新事業創出促進法に基づく支援
［中小企業技術革新制度（日本版SBIR）を含む］
○ 中小企業支援型研究開発
○ 地域新規産業創造技術開発費補助事業（新規補助金）
○ 産業技術実用化開発補助事業
○ 地域活性化創造技術研究開発事業
○ 創造技術研究開発事業（創造補助金）
○ 課題対応技術革新促進事業（F/S、R&D）
○ 戦略的基盤技術力強化事業
○ 新事業開拓助成金
○ 戦略的創造研究推進事業[公募型研究（チーム型研究CRESTタイプ）]
○ ○ 戦略的創造研究推進事業[総括実施型研究（創造科学研究ERATOタイプ）]
○ ○ ○ 地域提案型研究開発制度
○ ○ ○ 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業
○ ○ 委託開発事業
○ ○ 研究成果最適移転事業（成果育成プログラム（プレベンチャー事業等））
○ TLOの国立施設無償使用　大学発ベンチャーの国立大学等施設の使用の可能化
○ 研究成果有体物ガイドラインの整備
○ 技術移転支援センター
○ ○ 特許の随意契約による譲渡基準の明確化
○ ○ ○ 大学発ベンチャー創出推進事業
研究・技術開発（実用化）
研究・技術開発（基礎）
技術移転
基盤・環境整備（制度・措置・特例）
税制優遇
人材
資金調達
拠点整備（地域科学拠点）
拠点整備（連携拠点）
基盤・環境整備（環境）
基盤・環境整備（支援・促進）
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（2） 成果・インパクト面での効果が高いと考えられる施策・制度 
回答者がこれまでに実際に活用した施策・制度のうち、産学官（公）連携の成果・インパ
クト面32での効果が高いと考えられている比率（以下「効果比」と呼ぶ）を算出し、グラフ化
した（図表 2-8～図表 2-10参照）。 
なお、商工会議所については、これまでに活用した施策・制度を質問票の設問に入れてい
ないため、成果・インパクト面での効果が高いと考えられている回答者の比率とした。 
 
本件分析の主だった傾向は以下の通りである。 
 
・ 回答者種別の効果比が高い施策・制度は次表の通りである（図表 2-8参照）。各々
の回答者が自ら保有するリソースないしポテンシャルでは対応が困難な施策・制度へ
の評価が相対的に高くなっているととらえることができる。 
 
回答者種別 効果比が高い施策・制度 
自治体 連携拠点、地域科学拠点 
国立大学等 連携拠点、環境整備、人材 
私立大学 資金調達、支援・促進等 
大企業 資金調達、基盤的制度等 
中小企業 実用化研究、基礎研究等 
商工会議所 資金調達、人材等 
 
・ ベストプラクティス比（次項参照）と比較すると、自治体を除く各回答者で「基盤・
環境整備」に関する施策・制度の効果比が相対的に高くなっている。これは個別の事
例での活用で効果が目立つ施策・制度ではないものの、全体的な底上げへの寄与が評
価されているものと考えられる（図表 2-9参照）。 
・ 大企業、中小企業では、「研究・技術開発（基礎）」と「研究・技術開発（実用化）」
の効果比がともに高くなっている。まだベストプラクティスにつながっている事例は
少ないものの（次節参照）、施策効果は高いと考えている企業が多い（図表 2-10参
照）。 
 
                                                
32 質問票では成果・インパクト面での「効果」の目安として、共同研究実施件数、特許出願件数、特許の実施許
諾件数、特許によるロイヤリティ等収入、参加企業の売上高増・雇用増を挙げている。 
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図表2-8 施策・制度区分別の効果比*（その１） 
 
27% 27%
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52%
41%
56%
52%
62%
52%
63%
52%
56%
64% 65%
60%
73%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
?????? ???? ???? ????? ????? ???? ?? ???? ????? ???? ????
自治体(N=24) 国立大学等(N=101)
私立大学(N=72) 大企業(N=101)
中小企業(N=168) 商工会議所(N=114)
 
注： 商工会議所の数値は全回答者中の割合 
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図表2-9 施策・制度区分別の効果比（その２） 
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注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 
注 2： 「その他市」については省略 
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図表2-10 施策・制度区分別の効果比（その３） 
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次に回答者の種別毎に「効果比」をグラフ化したものを図表 2-11～図表 2-12に示す。これ
らから読み取れる主だった傾向は以下の通りである。 
・ 国立大学等と比較すると、私立大学及び公立大学においては、「資金調達」の効果
比が高くなっている（図表 2-11参照）。これは国立大学等に比し外部資金に対する
需要が高いことに起因するものと考えられる。 
図表2-11 回答者種別の効果比（その１） 
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注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 
注 2： 「その他市」については省略 
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図表2-12 回答者種別の効果比（その２） 
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（3） ベストプラクティスにつながった施策・制度 
ここで産学官連携促進のための施策・制度について、その効果の目安を得るため、「ベスト
プラクティス比」という概念を導入する。この「ベストプラクティス比」とは、施策・制度
毎に、その施策・制度をベストプラクティス33（産学官（公）連携で最も効果を上げた取組み
事例）に関連する施策・制度として挙げた回答者の数を、当該施策・制度を使ったと回答し
た回答者の数で除したものである。この比率を施策・制度区分毎に算出し、グラフ化した（図
表 2-13～図表 2-14参照）。なお、商工会議所については、ベストプラクティスの設問自体を質
問票調査に入れていない。 
主だった傾向は以下の通りである。 
・ 企業の回答結果をみると、「研究・技術開発（基礎）」のベストプラクティス比の
方が「研究・技術開発（実用化）」のそれよりも高くなっている（図表 2-14参照）。
施策・制度を活用した企業数自体は「研究・技術開発（実用化）」の方が多いが、基
礎的な研究・技術開発に関する施策・制度を利用した企業がより高い割合で成功につ
ながっているとの結果となっている。この傾向は、「研究・技術開発（基礎）」に関
する施策・制度の方が通常支援される資金が多い（支援期間も長い）ことや、「研究・
技術開発（実用化）」に参加する企業は技術開発した成果（製品等）の拡販を狙って
おり、その段階までに達した事例がまだ少ないことなどが、要因となっているものと
考えられる。 
・ 一方、大学等では「研究・技術開発（実用化）」の方が「研究・技術開発（基礎）」
よりもベストプラクティス比が高くなっている（図表 2-14参照）。この傾向は、こ
れら機関が本来的に「基礎研究」をミッションとして掲げており、自らのポテンシャ
ルやリソースで主体的に対応することが困難な実用化研究の領域を公的施策の活用
によりカバーすることにより、相対的に高い確率で優れた成果を得るに至ったととら
えることができる。 
                                                
33 質問票では成果・インパクト面での「効果」の目安として、共同研究実施件数、特許出願件数、特許の実施許
諾件数、特許によるロイヤリティ等収入、参加企業の売上高増・雇用増を挙げている。 
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図表2-13 施策・制度区分別のベストプラクティス比（その１） 
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注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 
注 2： 「その他市」については省略 
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図表2-14 施策・制度区分別のベストプラクティス比（その２） 
実用化研究
27%
0%
25%
6% 8%
19%19%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
??? ??
???
??
??
??
??
????
??
??
?
??
??
基礎研究
0% 0% 4%
21%
25%
0%
9%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
??? ????? ???? ???? ?????? ??? ???
?
技術移転
0% 0% 0%
20%
8%
0%
16%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
??? ????? ???? ???? ?????? ??? ???
?
人材
0% 0% 0%
6%
0%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
??? ????? ???? ???? ?
?????
??? ????
資金調達
14%
0%
22%
0%
29%
15%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
??? ????? ???? ???? ?
?????
??? ????
自治体(N=43) 国立大学等(N=47) 私立大学(N=20) 公立大学(N=2)
国研・独法等(N=1) 中小企業(N=35)大企業(N=18)
 68
次に回答者の種別毎にグラフ化したものを図表 2-15～図表 2-16に示す。これらから読み取
れる主だった傾向は以下の通りである。 
・ 私立大学で特徴的なのは、「資金調達」のベストプラクティス比が相対的に高く
なっていることである（図表 2-15参照）。活用した大学数そのものはまだ少ないも
のの、公的施策の活用による外部資金の調達が効果的にベストプラクティスを生み出
すケースが出始めているものと考えられる。 
・ 国研・独法等では、「研究・技術開発（基礎）」を活用したとする回答が多いもの
の、ベストプラクティス比は低くなっている（図表 2-16参照）。ただし、国研・独
法等に関しては総じてベストプラクティス事例を回答していない機関が多いことに
留意が必要である。 
・ 大企業・中小企業に共通しているのは、「研究・技術開発（実用化）」を多くの企
業が活用しているものの、ベストプラクティス比が相対的に低いことである。他方、
大企業では、「資金調達」によるベストプラクティス比が相対的に高くなっている。
公的施策の活用による産学官連携への取組みが本格化して比較的日も浅いことから、
自前の R&Dリソースやポテンシャルを有する大企業の追加的資金確保は相応の成果
を挙げているものの、実用化研究の段階にあるものは未だ多数の顕著な成果を生み出
すに至っていないことがうかがわれる。 
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図表2-15 回答者種別のベストプラクティス比（その１） 
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注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 
注 2： 「その他市」については省略 
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図表2-16 回答者種別のベストプラクティス比（その２） 
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2.3 要改善・今後必要と思われる施策・制度 
「改善を要する施策・制度」及び「今後必要と思われる施策・制度」の主要例を回答者種
別に整理した表を示す。34 
図表 2-17 改善を要する施策・制度／今後必要と思われる施策・制度（主要例） 
回答者種別 ポイント 
都道府県 
／政令指定市 
・経費支出の柔軟化 
・地域の中小企業が参加しやすい制度の導入 
・事業化につながる支援（マーケティング、試作機開発等）への転換 
大学等 ・大学と企業とを結ぶコーディネーター等の人材育成・確保 
・資金面の支援（研究成果の知的財産化で必要な資金等） 
・大学内における知財に対する意識を高めるための施策・制度 
連携推進組織 
／公設試 
・資金面の支援、事業化に係る支援を重視 
・支援対象とする採択案件の増加 
・国の施策と地方の制度・体制の整合性確保 
・特産品、資源、地域の特色を生かした研究に対する支援 
大企業・中小企業
／商工会議所 
・実用化へのアドバイザー等の支援 
・研究開発と販路拡大策・マーケティング調査等とのパッケージ化 
・企業への支援制度の積極的アピール 
 
回答者種別毎の回答内容の主だった傾向は以下の通り。 
・ 大学等から最も意見が多く提示されたのは、大学と企業とを結ぶコーディネーター
等の人材育成・確保であり、これは大学の種別によらず共通している（図表 2-18参
照）。従来の大学では育成してこなかった新しいタイプの人材が求められていること
から、各種コーディネーター制度の拡充（大学当たりの派遣人数や質の確保）に対す
る要望が強い。また、このような人材が力を発揮するためには、大学や企業内で明確
な位置付けがなされる必要があるとの意見もある。 
・ 国立大学等では、コーディネーター等の人材育成・確保に次いで、資金面の支援を
望む意見が多い（図表 2-18参照）。研究成果の知的財産化で必要になってくる資金
（12 件中 5 件）、ニーズ・シーズのマッチングを図る際の予備試験のための資金、
大学発ベンチャー企業の当初資金に対する支援を望む声がみられる。 
・ 私立大学においても、国立大学等と同様に研究成果の知的財産化に係る資金に対す
る要望が強いが、それに加えて、大学内における知財に対する意識を高めるための施
策・制度を求める意見がある。 
                                                
34 参考資料 12 
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図表2-18 今後必要になる施策・制度（大学） 
 回答数 
分類 国立大学等 公立大学 私立大学 
施設整備 3 0 2
コーディネーター等の人材の育成・確保 16 4 9
特許等の知的財産関係 3 1 6
地域の実情を踏まえた施策（特区の活用） 1 0 4
中小企業支援 2 0 3
資金面の支援 12 2 3 1)
基礎研究の充実 0 0 2
1)「特許等の知的財産関係」と重複している 
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3 産学官連携を進める上での課題と展望 
3.1 課題 
3.1.1 企業側の課題 
＜大学側からの指摘＞ 
図表 3-1に示す通り、大学側から見た企業側の隘路として「窓口が不明確」であることと、
「大学側のシーズを評価できる人材がいない」ことを挙げる声が多かった。（複数回答） 
「窓口が不明確」との回答は私立大学に多かったが、中でも自然科学系学部を持たない大
学が多く挙げる傾向にあった。「大学側のシーズを評価できる人材がいない」ことを挙げる私
立大学は、国立大学・公立大学に比較すると少なかったが、自然科学系学部を持つ大学に限
れば、国立大学・公立大学と同程度の割合に達する。 
図表 3-1 大学側から見た企業の課題 
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上記に関連して、国立大学からは、「不実施補償規定等についての理解が得られない」、あ
るいは、「締切直前に外国出願を提案して権利放棄を求める等、大学側への要求が厳しい」、
といった契約や知的財産の取扱いに関する考え方の違いを指摘する声が多く挙がった。その
他には、「社内的に“産学連携”のポリシーが明確に、組織全体として確定できている企業が
少ないため、点在的な連携にとどまる場面が多い」等の意見があった。 
公立大学からは、企業ニーズの具体的な情報提示やマッチングに加え、「人的交流も含めた
幅広い連携を考えて欲しい」という意見があった。 
私立大学からは、企業側の人材不足、大学の研究に対する理解不足、あるいは「教員の活
用の仕方がよく理解されていない（過大な期待あるいはその反対の軽視）」、「相談内容が不明
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確（産学連携が全てを解決してくれると誤解したような漠然とした相談が多い）」など、企業
側の意識や体制の未整備を指摘する声が見られた。さらに、「企業ニーズの開示を得るには長
期にわたる交流と信頼関係の構築を必要とする。これは当然のことであり、大学と企業間で
努力すべき課題」等、上述の理解・意識のずれを踏まえて相互間の信頼感醸成を課題として
捉える意見も出されていた。 
国研・独法等からは、「企業からもそれなりの投資が必要であるがコスト負担には慎重」と
いう意見が見られた。 
図表 3-2 大学側から見た企業の課題（自由記述分の主な意見） 
大学名 記述内容 
契約や知的財産の取扱いに関する考え方の違い 
1 国立Ａ大学 権利の帰属・実施等で、大学に不利となる契約例が多い 
2 国立Ｂ大学 
知財に関する大学への要求が厳しい（出願費用と権利がリンクする考え方、締切直前に外国出願を提
案して権利放棄を求める（共同研究の場合）） 
3 国立Ｃ大学 
共同研究等契約において、研究成果である発明等の実施化について、大学は実施しないことから企業
が実施した場合に不実施補償を求めているが理解が得がたい場合がある 
4 国立Ｄ大学 知的財産をすべて企業側の帰属を主張する傾向が強いこと 
5 国立Ｅ大学 共同研究契約等について、大学の立場を理解しない例が多い（不実施補償規定など） 
6 国立Ｆ大学 発生した知的財産に対する取扱いが大学側の求めるものと異なる 
大学の研究に対する理解不足 
7 国立 G大学 公的教育機関であることに由来する大学固有の事情に対する理解が十分ではない 
8 私立 H大学 大学の研究スパンを理解されない 
9 私立 I 大学 大学の研究の特性への理解不足（研究スピード、研究費用など） 
大学の活用方法の理解不足 
10 国立 J 大学 
特に中小企業においては、大学の活用方法を理解していないケースが多い（協力内容、時間、コスト
等に関して意識の違いが生じている） 
11 私立Ｋ大学 大学の教員の活用の仕方がよく理解されていない（過大な期待あるいはその反対の軽視） 
12 私立 H大学 安易にコンサルタントと見る考え方、簡単な相談・指導を無料（ボランティア）と捉える考え方が多い 
13 私立 I 大学 相談内容が不明確（産学連携が全てを解決してくれると誤解したような漠然とした相談が多い） 
お互いの信頼感の確保 
14 私立Ｌ大学 
大学側の技術シーズの公開性と比較し、企業側の技術ニ一ズの公開性が低く、情報交換の場におい
ても、秘密契約の締結前に、過度に詳細な技術情報の開示を求められるが、企業側の情報公開には
制限があり、すり合わせが困難 
15 私立Ｍ大学 企業ニーズの開示を得るには長期にわたる交流と信頼関係の構築が必要。これは当然のことであり、
大学と企業間で努力すべき課題 
16 私立Ｎ大学 企業側のニーズが不明確 
企業側の人材リソース不足、体制未整備 
17 国立Ｏ大学 窓口の整備が不十分であり専門スタッフがいない 
18 国立Ｐ高専 
企業側に専任となり、ノウハウを吸収できる人材を配置してほしい 
個別の課題毎に同じことの繰り返しを行うことを避けるべき 
19 私立Ｑ大学 中小企業との連携においては、資金的にも人的にも余裕に乏しい 
20 私立Ｒ大学 大学のシーズの実用化には、企業での実用化開発が必要、実状は人材不足で進まない 
21 独法等Ｓ機関 
産官連携により新事業を起こすとすれば、企業からもそれなりの投資が必要であるがコスト負担には慎
重 
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既往調査35においても、案件が玉石混淆していて「大学にアプローチしてくる企業には・・・・
テーマがまだ漠然としている段階でもとにかく案件を持ち込む企業や、『大学のお墨付き』だ
けを期待して案件を持ち込む企業、大学よりむしろ公設試での連携がふさわしい案件を持ち
込む企業も少なくない」との指摘があった。（一例として、九州大学においては「企業からの
相談案件が持ち込まれる際、テーマが絞られていないケースが過半に達する」という。） 
なお、大学側からこれまでしばしば指摘されてきた、企業側の産学連携窓口の不備につい
ては、下図の通り大企業では既に回答企業中の 43％が窓口を設置している。 
また、産学連携窓口を設置していない場合の調整・マネージメントのメカニズムとしては、
技術統括的部門が対応するとしている企業が全体の 29％を占めたが、適宜対応するとしたと
ころ（62％）のほか、上部組織等の決定や承認を経るなど、若干対応に時間がかかると予想
されるものも 19％あった。 
図表 3-3 産学連携窓口の有無（大企業）（再掲） 
有り
43%
無し
57%
N=246
 
＜企業自身の意識＞ 
一方、上記のような状況を反映してか、企業自らが課題として挙げる点は、「自社研究開発
部門のリソース（自己裁量資金、人材）の不足」や「自社技術戦略における大学側のシーズ
の位置づけが明確でない」が多い。（複数回答） 
「その他」の意見としては、産学連携窓口の未整備などの体制面の課題のほか、大学との
共同研究開発や長期的な役割分担が可能かどうか判断できないこと、社会科学分野での連携
に対する理解や情報の不足を挙げる企業があった。 
 
                                                
35 中小企業金融公庫調査部[2004] 
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図表 3-4 産学連携を進める上での企業側の課題（大企業) 
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3.1.2 大学側の課題 
＜企業が挙げる問題点＞ 
国内の大学との研究協力における問題点として、「自社での実用化につながりそうな研究
テーマが少ない」が最も多く挙げられ、次いで「共同研究等のゴールに対する大学と企業と
の間の意識の相違」、「研究開発のスピードに対する意識の相違」を挙げる企業が多かった。
「その他」の意見としては、秘密保持に対する意識の低さ等を指摘する声があった。 
本項目の設問については「平成 13年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（以下「2001
年度民間動向調査」）とほとんど共通する形で設定しており、当該調査時点（2002年 1～3月）
の結果と比較することにより、この間の企業側の認識の変化を分析した（図表 3-5参照）。 
その結果、概ねの傾向には変化がなく、全体として大学側の“意識”の低さを問題視する
意見が今回調査でも多く出ている。今回、新たに設けた選択肢である「大学で行っている研
究に関する情報が不足」も問題点としては比較的大きいと言えよう。 
ただし、「自社での実用化につながりそうな研究テーマが少ない」ことを大学の問題点とし
て挙げる企業は約 10 ポイントと大幅に減少し、「研究体制（マンパワー）が不十分」、「研究
施設・設備が不十分（せまい、陳腐化している等）」という意見も減少している。このことか
ら、先に見たとおり、人材や施設・設備面で大学における研究インフラ・産学連携体制の整
備が進み、共同研究等を行いやすい環境が整うとともに、大学研究者が設定する研究テーマ
も企業側との連携を意識した方向に変化してきていると考えられる。 
こうした大学側の研究活動の質的変化は、近年継続的に起こっている変化ととらえること
ができる。「2001 年度民間動向調査」においても、大学の研究活動全般に関する評価につい
て、過去５年間程度の傾向として「成果の実用化まで考慮した研究が増えてきた」とする評
価が比較的多くなっている。（図表 3-6） 
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また、両調査結果を比較すると、「特許等、共同研究成果の権利保護意識の相違」や「大学
の成果活用に当たっての非排他性」といった産学連携を実際に進める上での実務上の問題に
関わる意見が相対的に増えている。このことから、大学と企業の連携・協力の進展・拡大に
伴い、連携推進に当たっての課題もかつての「体制・リソース不備」や「研究意識・スタン
スのズレ」といった単純な問題から、新たな実践的段階に差しかかっていることが示唆され
る。 
「大学側の窓口が一本化されていない」ことを問題点として挙げる声は従来から多いとは
言えないものの、東京大学が 2005年１月に日本経団連との間に「産学連携協議会」を発足さ
せ、窓口の一本化を図る36など、大学側もさらなる努力を進めており、問題点として挙げられ
る割合はさらに低くなってきている。 
以上、連携推進のための各種施策・制度の進展や大学側の体制・リソースの整備に伴い、
大学が産学官連携に対する意識・スタンスや処理能力を着実に向上させ、産学官連携のあり
方・様相及び問題点の所在が質的に変わりつつある様がうかがえる。 
                                                
36 参考資料 
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図表 3-5 国内の大学と研究協力を行うにあたっての問題点 
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1) 出典：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告」2002年 9月 
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図表 3-6大学、国研等の研究活動全般に対する評価（この５年間程度の傾向） 
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1) 独立行政法人を含む 
出典：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告」2002年 9月 
 
＜大学等が挙げる問題点＞ 
大学自身が挙げる課題としては、「産学連携にはまだ距離を置いている人が多い」と「産学
連携に時間を割くことができる教員が少ない」が多い。「企業側のテーマと刷りあわせができ
る教員が少ない」という回答も高いことを考え合わせると、教員の環境や取組み姿勢に問題
を感じる割合が相対的に高いと言える。（その際、回答者には大学の事務局担当者が多いこと
に留意する必要がある。） 
一方、企業側関係者からヒアリング等でこれまでしばしば大学側の問題点として指摘され
てきた「機密保持」を課題に挙げる大学は少なく、関連ガイドラインの整備37等、制度面の対
応の進展とともに、産学連携を進めるうえでの機密性確保の重要性が浸透してきたとも考え
られる。 
                                                
37 経済産業省大学連携推進課「大学における営業秘密管理指針作成のためのガイドライン」2004年 2月 
1)
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図表 3-7 産学連携の主な課題（大学等） 
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 81
3.2 産学官連携により企業が得た成果 
3.2.1 企業が得た成果や効果 
産学官連携によって得られた成果・効果として「自社内では出せないアイデアを得ること
ができた」や「研究開発に関連した情報収集ができた」を挙げる企業が多かった。これは、
経済産業研究所が行った既往調査の結果とも符合する38。 
一方、大企業の回答をみると、「産学官連携の成果を自社の事業に結びつけることができ
た」ことや「研究開発のスピードが向上した」ことを挙げる声は相対的に多いとは言えず、
大企業レベルの事業化に直接的に結びつくような成果は得られにくい状況がうかがえる。 
他方、大企業に比し自社内の連携のためのリソースやポテンシャルが必ずしも十分でない
中小企業では「産学公連携の成果を自社の事業に結びつけることができた」ことや「研究開
発を低コストで行うことができた」ことを成果・効果として挙げる割合が相対的に高く、企
業規模によって連携推進のメリットに差が生じている39。 
その他、大企業は中小企業に比べて「社内では出せないアイデアを得ることができた」及
び「社内の研究者のレベル向上につながった」ことなど、自社の研究リソース・ポテンシャ
ルの拡大・底上げへの寄与に対する評価が高く、逆に中小企業では「社内の活性化につながっ
た」が大企業に比べて高かった。 
図表 3-8 産学官連携によってこれまでに得られた成果や効果 
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文部科学省「平成 15年度 民間企業の研究活動に関する調査報告」（2004年 8月）において
も、研究協力の成果については、「研究協力の結果そのものが事業化された」、「研究協力の結
果が既存の事業に貢献した」、「研究協力の結果が特許等の出願につながった」、「研究協力の
結果を学会、論文で発表した」といった項目で、国内大学との研究協力を海外の大学よりも
                                                
38 参考資料 13 
39 参考資料 14 
 82
高く評価しているという結果が得られている。 
図表 3-9 研究協力の成果（有効回答に対する比率） 
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出典：文部科学省[2004b]より作成 
3.2.2 企業が大学との研究提携や技術導入等を今後増やす理由 
企業に対して、今後、研究提携や技術導入を増やすと仮定した場合に、その理由として考
えられるものを聞いたところ、「研究提携や技術導入等の成果を自社の事業に結びつけるこ
とが期待できるから」が最も多く、次いで「自社内では出せないアイデアを得ることが期待
できるから」、「研究開発のスピードアップを図ることが期待できるから」等が多く挙げられ
た。 
前項の通り、産学官連携によって得られた成果・効果として「自社内では出せないアイデ
アを得ることができた」を挙げる企業が多かったことから、新たなアイデアを得ることに対
する企業の期待は、実際にこれまでに得られた成果・効果に裏打ちされたものと言える。 
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一方、産学官連携によって得られた成果・効果として「自社の事業に結びつけることがで
きた」ことや「研究開発のスピードが向上した」ことを挙げる企業（特に大企業）は必ずし
も多くなかったことから、連携進展により今後事業化に結びつくことに対する企業側の期待
の強さが窺える。 
そのほか、「研究開発を低コストで行うことが期待できるから」や「依頼した業務以外につ
いても情報や便宜を得られると期待できるから」等を挙げた企業は比較的少なかった。 
国内の大学と海外の大学を比べると、総じて海外大学の数値が低くなるが、国内の大学に
対する期待は「自社内にはない研究施設・設備を使用することが期待できるから」や「大学
の優秀な人材を確保できるから（リクルート）」等の人材・研究インフラ面での「物理的連携」
に係わる項目で特に高くなる。 
それに対して「大学の既存技術を自社の事業に結びつけることが期待できるから」や「研
究開発に関連した情報収集が期待できるから」といった技術・情報・ノウハウ等ソフト面の
連携に係わる項目については、相対的に海外の大学へ高い期待が寄せられている。40 41 
図表 3-10 大学との研究提携や技術導入等を今後増やす理由 
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40 参考資料 15 
41 参考資料 16 
 84
3.3 今後の期待 
3.3.1 大学及び国研等への期待 
（1） 一般的な傾向 
文部科学省「平成 13年度 民間企業の研究活動に関する調査報告」（2002年 9月）によれば、
大学や国研等での研究内容や研究の進め方等に関する企業の期待としては、「基礎分野だけ
でなく事業化までを考慮した研究」に対するものが最も高い。 
国研等に限れば、「高付加価値型の先端市場の実現等、多くの技術革新を誘発し、大きな経
済効果が見込まれる分野における研究」に対する期待はさらに高い。 
図表 3-11 国内の大学、国研等に対する期待 
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長し、大きな経済効果が見込まれる分野における研究
研究成果に関する情報の積極的な公開
バイオ関連分野など世界的に見て我が国が
遅れていると考えられる分野での研究
民間企業に対する技術指導・支援
大学や国研等の研究者が、民間企業の研究者を兼務する
あるいは民間企業に出向する制度の一層の促進
食糧問題や、災害防止のように民間企業での
研究活動では対応が困難な分野での研究
大学や国研等の内に、民間企業から出向する
研究者用のポスト設置
地域社会への貢献
全回答企業（1.026社）に対する比率（%）
大学
　有効回答　991社
　平均選択数　2.5
国研等
有効回答　936社
平均選択数　2.6
 
1) 独立行政法人を含む 
出典：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告」2002年９月 
 
（2） 基礎研究への期待と不安 
一方で、大学に対しては「世界人類の知的資産の拡充に貢献できるような質の高い基礎研
1) 
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究」に対する期待も高い。 
2003年度のヒアリング調査においても、大学に求めるのは独創的・基礎的な研究であって、
現有する知財よりも大学の「ポテンシャル」を評価するというのが企業側の共通した見方だっ
た。これは事業化に近い部分は企業側に任せて欲しいというスタンスの裏返しであるが、中
にはこれまで自前で実施してきた製品開発に近いステージの研究を大学と組んでどう実施し
ていくかに注目する企業も出てきている。 
 
大学に期待しているのは基礎研究の領域である。商品への応用は企業でできるが、
基礎分野については日立としても従来ほどには力を入れることが難しくなってき
ている。 
出所：株式会社日立製作所へのヒアリング調査結果（03年度）より 
 
企業は、大学の既存のシーズというより、「ポテンシャル」を求めている（企業で
はできないような基礎的研究を含む）。企業が大学に向けてニーズを示し、大学側
のポテンシャルを引き出していきたいと思っている。 
出所：キヤノン株式会社へのヒアリング調査結果（03年度）より 
 
また、経済産業研究所が行った既往調査においても、「企業は研究開発を行うにあたって、
自社で行うか外部との連携によって行うかの判断を研究開発の内容に応じて」行っている中
で、「大学や国研との外部連携によって行うもの」については、「最先端技術の研究開発」及
び「基礎的な研究開発」を目指したものの割合が比較的高いという結果を得ている。 
図表 3-12 取り組んでいる研究内容（連携相手別） 
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以上のような大学での基礎研究への企業側の期待の裏返しとして考えるべきであろうが、
大学が産学連携にシフトしたことを評価しつつも、大学の本来ミッションである基礎研究（特
に企業とのつながりを持たずに基礎研究を行っている研究者）が軽視されることになるので
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はないかという懸念を持つ企業が出てきている。 
また、企業では担保できない研究の「多様性」が喪失されるという恐れを抱く企業もある。
これらの企業の懸念は、現時点において何が将来の優れた成果につながる基礎研究であるの
かを正確に見通せる人はいないという意識の表れでもある。 
 
国の投資としては、基礎技術を育成するための資金を継続的に出していくことが重要で
ある。重点分野を設定して、そこに資金を大きく振り分けてしまうと、重点分野に特化
した耳障りのいいテーマだけが採択され、企業では難しい多様な研究が大学においても
なされなくなるのが危険と感じている。 
出所：株式会社日立製作所へのヒアリング調査結果（03年度）より 
 
近年、産学連携という面がクローズアップされ、大学側も企業と似通った部分の研究に
力を入れ始めているが、これによって「いい基礎研究」をやっている先生方がつぶされ
てしまうような結果を生んでしまっては意味がない。 
大学は研究の「多様性」を確保すべきであり、この意味で、大学は選択と集中をすべき
ではない。 
必ずしも個々の大学内で多様性を確保しなければいけないという意味ではなく、日本全
体として見た場合に多様性が確保されていていることが重要。研究の多様性が確保され
ていれば（窓口が広く確保されていれば）、企業としても相談しやすい。 
出所：住友化学工業株式会社へのヒアリング調査結果（03年度）より 
（3） 企業規模による違い 
これまで見てきた大学及び国研・独法等に対する企業の期待に関しては、企業規模による
相違を考慮する必要があろう。 
例えば、自ら研究開発能力のある大企業は、大学等の研究成果から、さらに生産技術・量
産技術開発、マーケティング、製品開発、事業開発などのプロセスを自社内で展開すること
ができる。したがって、大学等に期待する役割は基礎研究にとどめ、それ以降のプロセスに
ついては、大学等には手を出させずに自らで囲い込むという行動を指向すると考えられる。
大学等に期待する基礎研究の内容が自らのコア技術に近ければ近いほど、こうした傾向は強
くなるだろう。42 
一方、研究開発能力を持たない中小企業の場合は、上記のプロセスを展開していく上で、
共同研究の実施や大学等施設の利用など、応用・開発段階を含めた大学等との連携・協力に
期待するウェイトが高くなると考えられる。43 
3.3.2 大学からのスピルオーバーへの期待 
今回の質問票調査では、大学からのスピルオーバー（研究者との情報交換・意見交換、公
開情報の検索、学術論文、セミナー等の無償で入手できる研究成果）についても企業側から
種々の期待感が示されているが、中でも「研究者との情報交換・意見交換」への期待が大き
い。 
                                                
42 参考資料 17 
43 製造業懇話会[2003] 
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図表 3-13 大学からのスピルオーバーへの期待（大企業の回答） 
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アメリカにおいても、研究成果の利用方法として論文や学会での交流、私的な会話が重視
されているという既往調査がある。  
図表 3-14 企業にとって重要な大学の研究成果移転方法（％） 
  医薬品 一般機械 コンピュータ 半導体 通信機器 医療器具 全産業 
特許 56.86 16.44 8.33 22.22 5.88 27.54 17.61 
論文 72.55 31.94 41.67 61.11 50.00 37.68 40.91 
学会 60.78 26.03 41.67 55.56 32.35 34.78 34.42 
会話 60.78 30.14 33.33 64.71 32.35 46.38 35.28 
雇用 31.37 13.70 33.33 27.78 29.41 18.84 19.91 
ライセンス 35.29 8.22 4.17 16.67 8.82 18.84 9.73 
JV 41.18 10.96 8.33 27.78 8.82 23.19 18.49 
委託研究 54.90 13.70 8.33 16.67 17.65 23.19 21.26 
コンサルタント 54.90 32.88 29.17 33.33 29.41 44.93 32.15 
人員交流 7.84 1.37 4.17 5.56 20.59 5.80 5.84 
注： カーネギー・メロン大学のグループが行った企業の研究開発担当者に対するアンケート調査による。（1,478 人対象、
有効回答 1,147 人） 
出典： Cohen, W.M, R.Florida, L.Randazzese, and J.Walsh(1998) Industry and Academy: Uneasy Partners in the 
Cause of Technological Advance, In Noll, R.G.(ed.) Challenges to Research Universities, Washington, 
D.C.: The Brookings Institution Press  
宮田[2002]より 
 
さらに、産学官の研究協力において重点を置くべき点を調べた既往の質問票調査では、「共
同研究」、「人的交流」、「情報交換」を挙げる回答が多かった。同調査では 1995年時点の調査
と 2002年時点の調査との比較において、この間に「情報交換」が重要視されるようになって
きたことも示されたが、その傾向は大学等の研究者において顕著である。 
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図表 3-15 産学官の研究協力において重点を置くべきところ（複数回答） 
39.3%
54.4%
32.5%
46.0% 45.0%
67.4%
42.1%
56.2%
51.7%
68.4%
28.1%
34.3%
44.2%
51.1%
21.3%
20.2%
18.5%
21.1%
10.3%
15.8%
37.2%
28.4%
33.1%
17.4%
32.7%
31.8%
42.1%
41.6%
39.7%
36.8%
10.9%
14.0%
8.9%
15.9%
9.0%
9.3%
13.2%
14.1%
13.8%
15.8%
13.9%
9.2%
12.5%
6.9%
16.6%
11.6%
14.2%
11.9%
13.8%
50.9%
47.8%
51.3%
48.6%
55.9%
48.1%
49.8%
44.9%
44.8%
63.2%
2.6%
2.3%
2.6%
3.3%
2.4%
2.3%
1.9%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
1.0%
0.0%
0.9%
0.4%0.4%
0.2%
0.7%
0.0%
3.4%
1.1%
1.7%
0.8%
1.4%
0.7%1.4%
0.8%
1.6% 5.2%
1.1%
0%
50%
100%
150%
200%
20
02
[N
=1
35
5]
19
95
[N
=6
09
]
20
02
[N
=4
95
]
19
95
[N
=2
76
]
20
02
[N
=2
11
]
19
95
[N
=1
29
]
20
02
[N
=5
84
]
19
95
[N
=1
85
]
20
02
[N
=5
8]
19
95
[N
=1
9]
総計 大学等 公的研究機関等 民間企業 その他
人的交流
[n=532,331]
資金協力
[n=381,209]
情報交換
[n=504,173]
設備開放
[n=148,85]
技術移転
[n=189,56]
共同研究
[n=690,291]
必要ない
[n=10,1]
その他
[n=22,5]
無回答
[n=35,14]
 
 
注：調査対象は JSTPulsファイルに登録された論文から、第１著者もしくは第２著者として科学技術論文を執筆している産学
官の研究者 
出典：文部科学省[2003b] 
3.3.3 産学官連携推進組織等への期待 
（1） 企業が重要と考える役割 
今回の質問票調査では、企業側からは、大学の知財本部や TLO、地域の産学官連携推進組
織（以下、「連携組織」という。）が果たすべき役割として、「大学の有する技術情報の提供」
（66％）や「適切な大学研究者の紹介」（43％）が多く挙げられている。図表 3-11で見たと
おり、既往調査でも「研究成果に関する情報の積極的な公開」を大学等に対する期待として
挙げる企業が３割を占めており、連携組織に対しても大学にこうした機能を発揮させるべく
支援する役割が期待されていることがわかる。 
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図表 3-16 企業からみた産学官連携推進組織の重要な役割 
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（2） 充実させるべき人材 
企業側の意識として、連携組織においては、「企業の技術・技能経験者」や「企業経営者・
経営経験者」など、企業経験者を中心にコーディネーター人材を充実させる必要があるとい
う声が高かった。 
また、連携組織に必要な人材として、大企業においては、中小企業に比べて弁理士のほか、
企業の法務経験者に対するニーズが強い。 
2003 年度の企業ヒアリング調査においても「弁理士のような専門人材以外に、共同研究の
際に条件の交渉や他機関との連携などにより質を高めていくための人材、知財の事業化の観
点から提案を行える経営のセンスを有する人材などが、企業にも大学側にも不足」している
との指摘があった。こうした企業・大学双方の人材面の間隙を埋め、両者を効果的にブリッ
ジしていく役割が連携組織に期待されていることがわかる。 
 
日米の大学と共同研究を行う際の違いの一つは、国内にネゴシエーションのプロがいな
いことである。TLO や産学連携推進室等にプロがいないことから、企業を含めてネゴ
シエーションのプロを育てる、またそのポジションに対して与える権限を明確にする必
要がある。 
出所：武田薬品工業株式会社へのヒアリング調査結果（2003年度）より 
 
上記結果と、大学等と研究協力を行うにあたっての問題点として企業が「特許等、共同研
究成果の権利保護意識の相違」を挙げる割合が高かったことを考え合わせると、大企業が知
的財産の管理・活用を連携推進上重要なポイントと考えていることが示唆される。 
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図表 3-17 企業からみた産学官連携推進組織等に充実させる必要がある人材 
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（3） 国研・独法等の役割 
国研・独法等に対し、産学官連携を推進する上で自身が果たすべき役割を聞いたところ、
「企業が果たし得ない、より基礎的な研究に重点を置くべき」という回答が 58％と最も多い
一方で、「企業研究者との共同研究や交流活動を積極的に行うなど、産学官連携を担う人材の
育成に重点を置くべき」という回答は 42％、「大学等が果たし得ない、より産業化に直結し
た研究を実施する機能を担っていくべき」という回答は 36%あった。 
その他、「大学と企業の連携推進上の触媒機能を果たすべき」（24％）、「地域性を反映した
研究機能を発揮すべき」（20％）といった意見の他、「大学等と共同研究を行うことにより、
双方の基礎研究情報のやりとりや交流活動を行い、より深い専門性を追求しつつ、同時に広
い視野で研究活動を行うべき」との意見があった。 
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図表 3-18 産学官連携を推進する上で国研・独法等が果たすべき役割 
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国研・独法等に対する既往の質問票調査においても、独立行政法人や特殊法人・認可法人
の業務内容のうち、「技術・知識移転、企業支援、訓練」の重要度が近年高まっているという
データ44もある。 
実際に、国研・独法等では、ほとんどの機関において大学等と何らかの形で連携を行った
経験があり、「特に連携はしたことはない」ところは 4％にとどまっている。また、大学等と
の共同研究や委託研究を通じて、「特許等の知的財産を得たことがある」機関が 38％、「製品
開発や事業化に結びついたことがある」機関が 18％あった。 
そのほか、連携大学院制度等を通じた学生の受入れや研究教育指導に協力するとともに、
教官としての職員派遣等の人事交流も行われている例がある。 
図表 3-19 国研・独法等における大学等との連携の経験 
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44後藤[2003] 229頁 
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3.4 産学官連携の更なる推進に向けて 
以上の結果から示唆される産学官連携の実なる推進上の主要課題として、企業側窓口の一
層の明確化・戦略性向上、産・学双方での技術評価ができる人材（橋渡しができる人材）の
確保・強化、大学側の知財マネジメントの強化等が挙げられる。 
3.4.1 企業側窓口の一層の明確化・戦略性向上 
（1） 企業に求められる取組み姿勢 
3.1で見たとおり、大学等と企業の研究提携は着実に進んでおり、今後についても、企業自
身が国内大学を中心に大学との研究提携を深める意向を持っている。 
また、連携形態が寄附金から共同研究・委託研究中心へシフトし、産学連携における透明
性の確保と成果を明確に求める方向に進みつつある。 
こうした産学官連携の本格的な進展が期待される中で、大学側の体制・リソースの整備や
意識改革も相当程度進展している。こうした体制・制度面の対応の着実な進展を示す関連デー
タとして、本「基本計画レビュー調査」の一環として実施された「トップ・リサーチャーか
ら見た科学技術政策の効果と研究開発水準に関する調査」の中でも、基本計画以前と現在の
研究環境を比較した場合２番目に改善度の高い項目として、「産学官連携・技術移転をサポー
トする制度」が挙げられている。（第１位は「研究者の任期制導入」）一方で、企業側にも連
携に一層真剣に取り組む姿勢が求められることになる。大学側において企業側の窓口の不明
確さに対する不満が最も多かったことは、その表れでもある。 
また、それは単なる組織や人員の配置の問題にとどまらない。「大学側のシーズを評価でき
る人材がいない」との指摘も多かったように、その窓口が産学官連携の進展に向けて戦略的
に機能しうる組織でなければ意味をなさない。 
例えば、日本企業の課題として、契約担当者に決定権が無く、企業側の責任者が不明確な
ために連携が進まないケースが挙げられる。03 年度に実施したヒアリング調査においても、
欧米企業からのアプローチも多い TLO関係者は、欧米企業からはその場で決断できる担当責
任者（ＣＴＯ：Chief Technology Officer）が来るのに対して、日本（特に大企業）の場合は必
ずしもそうではなく、技術情報開示や移転契約手続きに多大の時間を要することを指摘して
いる。 
まさに企業自らが課題として挙げるとおり、大学側からの信頼感を勝ち取る上でも、技術
戦略、さらには経営方針から見た大学の位置づけや産学連携のポリシーを明確にし、それに
応じた実質的な体制整備を進めることが求められているのである。 
もちろん、最近になって、産学連携は企業の知的財産戦略の下に実施されるとの認識に立っ
て知財報告書の発行等の知的財産戦略を明確化する企業が急増するなど、産学連携に積極的
かつ戦略的に取組む企業も輩出してきており、今後に大いに期待したい。 
（2） 組織型連携（包括提携） ～総合的な研究開発・事業化体制の構築に向けて～ 
上述のような企業側に求められる取組み姿勢を踏まえて、今後の産学官連携の在り方を考
える上で検討すべきものに、近年急増している組織型連携（いわゆる「包括提携」）がある。 
1.4で述べたように、一口に「包括提携」と言っても種々のタイプがあり、その評価もタイ
プ別に大学と企業の期待とを踏まえて考えるべきであろう。また、提携が本格化してから日
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が浅く、効果も顕在化していない現段階では、評価結果自体もまちまちで確定しえないこと
も先に見たとおりである。 
しかし、包括提携によって大学側からも企業側からも互いに組織としてのコミットメント
ができることになり、窓口の明確化という課題も自然と解消されるうえ、研修やインターン
シップ等を通じて人的交流を深化させる効果も期待できる。 
 
また、包括提携に対して企業側から「教員個人を超えた組織ベースの取組みによる包括的
な問題解決」や「成果・目標を明確にした研究開発への取組み」への期待が寄せられている
ように、個別の共同研究のレベルにとどまらずに、新技術の完成や事業化を目指したまとまっ
た規模のプロジェクトを推進する方策としても期待できる。 
例えば、国際競争を見据えて、最先端技術に携わる技術者と研究設備を投入して、短期間
に新たな技術を獲得するには、企業の１部門では対応が困難になってきており、こうした課
題を解決する横断的なプロジェクト体制を包括提携によって創出することも目指しうる。 
 
京都大学と民間企業５社は、ある製品を構成する異なる部品（あるいは技術）を有
する異業種の企業が一緒に研究開発にあたる「垂直統合型」のの包括提携を結んで
いる。「高機能フレキシブルディスプレイ」という具体的な製品イメージに対して、
この製品を構成するそれぞれ異なる部品の開発技術を有するメーカー群と一緒に
京都大学が研究開発にあたっており、最近の成果である有機発光トランジスタは、
京都大学と千歳科学技術大学との協力による有機半導体材料と有機発光材料の研
究結果に、三菱化学の機能性色素と有機合成の技術、ロームとパイオニアの半導体
技術を融合して得られたものである。また、低膨張透明基板は、京都大学生存圏研
究所と大学院農学研究科が研究した生物由来の繊維材料の研究結果に、三菱化学の
透明ポリマー材料と複合材料技術、パイオニアの発光デバイス技術を融合して得ら
れたものである。 
出所：京都大学国際融合創造センターホームページ(ニュースリリース 2005年 1月 25日付け)より 
 
また、プロジェクトの着実な前進に向けて研究を進行管理するとともに、創出された研究
成果について、品質保証、資金確保、知財管理、マーケティング等を意識した、商品・事業
化開発を進める体制を構築することにより、研究開発からの事業化をより効率的・効果的に
行うことも可能となる。 
この点に関しては、最近になって、大学の提携先が製品化・事業化を行う企業にとどまら
ず、ビジネスプランの構築・運営に長けた金融機関や商事会社との包括提携へと拡がりを見
せていることに注目したい。 
 
日本政策投資銀行は北海道大学との包括提携により、大学が進める「創造された『知』」
のビジネスモデル化等の検討への経済性・金融的視点からの参加、大学のＰＦＩプロ
ジェクトに対する銀行のノウハウ提供等の幅広い分野において協力を進める。 
出所：日本政策投資銀行ホームページ（2004年 7月 21日付け）より 
 
電通九州は九州大学との連携により、デザインや広告手法等に関する共同研究を進
め、大学の研究にマーケティングのノウハウを活用することや、高齢者向けの広告に
医学、社会学等の学問的知識を取り込むことを目指していく。 
出所：NIKKEI NET (2004年 7月 24日付け)より 
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三菱商事は東京工業大学と大学発ベンチャーの育成事業で提携し、大学が持つ先端技
術と自身が持つ事業展開力を活用した世界に通用するベンチャー創出を目指してい
る。 
出所：NIKKEI NET (2004年 7月 26日付け)より 
 
さらには包括提携を活用し、技術的観点のみならず、社会的な課題解決の観点を含めた総
合的な研究開発・事業化体制の構築も図られるべきであろう。 
但し、最近の産学官連携機運の急速な高まりに伴い、大学－企業のトップ同士により「ア
ンブレラ」的な包括提携関係が結ばれたものの、実際の共同研究等の連携・協力活動がなか
なか進展しないという事例が散見される点には注意を要する。こうしたいわば「トップダウ
ン型」の包括提携の枠組みのみに基づいて現場レベルの連携・協力を進めることは難しく、
従前からの教員－企業間の情報交換・共同研究等一定の連携実績の積み重ね（いわば「ボト
ムアップ型連携」）があって初めて、具体的な組織ベースの連携・協力課題が設定されうるこ
とに留意すべきである。（1.4.5「組織型連携」図表 1-53<P.33>参照） 
その際、企業サイドからは「包括提携」により大学側の組織的取組みを通じた他の周辺分
野への「シナジー効果」等が期待される一方、企業側でも大学からの具体的連携要請に対し、
技術開発部門のみならず、例えばマーケティング・流通部門や広報部門、資金調達部門といっ
た企業組織を挙げての連携体制を構築することにより、真の意味での「包括提携」のメリッ
トが発揮され、試験研究から事業化・販路開拓までの一貫性・現実性あるプランの下で連携・
協力活動が展開されることを十分認識すべきであろう。 
3.4.2 産・学双方での技術評価ができる人材の確保・強化 
先に見た通り、産学連携を進める上での企業側の課題として「大学側のシーズを評価でき
る人材がいない」ことを挙げる大学等は、比較的多い。 
また、大学自身の課題として「大学側のシーズを評価できる人材がいない」ことを挙げる
大学等も、比較的多かった。 
一方、企業側の課題として企業自らが挙げることとしては、「自社研究開発部門のリソース
（自己裁量資金、人材）の不足」が最も多い。 
さらに、連携組織が果たすべき役割として、「大学の有する技術情報の提供」や「適切な大
学研究者の紹介」が多く挙げられた。 
連携組織において充実させる必要のある人材についても「企業の技術・技能経験者」を挙
げる企業が最も多かった。 
 
以上を勘案すると、産学連携を進める上で、技術評価ができる人材（コーディネーター、
目利き人材）の確保・強化が、産学双方に共通する大きな課題として浮かび上がってくる。 
こうしたコーディネーターや目利き人材は、主に産業界において技術移転や研究成果の事
業化等の実務に携わっていると考えられる。したがって、大学や連携組織が、その確保・強
化を目指すためには、埼玉大学が事務局職員に銀行支店長を迎え入れたように45、大学と産業
界の人事交流を進め、企業内の技術者や知的財産マネジメントの経験者を積極的に取り入れ
ていくことが求められる。 
もっとも、先端的な技術や知的財産の権利化等の専門知識を有していることが事業化に向
                                                
45 埼玉新聞（2004 年７月１日付け） 
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けた技術評価ができることを意味するわけではない。大学等が、企業の技術・技能経験者と
いうだけで外部人材をコーディネーター等として配置したため、かえって技術移転を図るこ
とが困難になっている例も散見される。こうしたミスマッチを避けるべく、受入れ側として
も技術評価人材の経験や資質等を見定めていく必要がある。 
とはいえ、現状では企業出身の技術系スタッフ以外に技術評価ができる人材の数は我が国
では未だ少ないと考えられる。このため、特に、企業出身のスタッフの登用機会が相対的に
限られている地方大学等においては、知的財産本部等に寄せられた大学のシーズの技術評価
もしくは市場評価をそうした目利き人材のプールを有する広域型ＴＬＯに委託するという方
法も検討すべきだろう。参考事例としては、広域型ＴＬＯではないが、東京大学のＴＬＯと
産学連携本部・知的財産部との間で図表 3-20のようなシステムを構築し、各分野の目利きに
よるタイムリーな評価の下に、大学のシーズの効果的活用を図っていることが挙げられる。
ＴＬＯとしても、技術・市場評価の業務を受託する形になれば、一定の年間業務見通しや安
定した収益の確保が可能となり、若手・中堅を主体とする技術評価人材の確保・育成にもイ
ンセンティブが働くことが期待できよう。 
図表 3-20 東京大学の知的財産基本取扱いフロー 
 
出典：東京大学ホームページ 
 
また、金沢大学ティ・エル・オー（ＫＵＴＬＯ:2002 年 12 月設置）は、米スタンフォード
大学技術移転事務所名誉所長のニルス・ライマース氏とコンサルティング契約を結び技術移
転手法の指導を受けることとしている46。こうした欧米先進機関の人材・ノウハウの支援を受
けることも有効な方策ではあるが、海外技術移転経験者にアドバイザーとしてだけでなく、
技術移転の主役の一人として活躍の場を与えることも検討に値しよう。 
その際、国内外から実績・能力を有する人材を招致する場合でも、第２部で述べる通り、
これら人材が比較的高齢であり、当該組織で活躍できる期間が限られていることに留意すべ
きである。当然ながら、産業界との人事交流の推進にしても海外専門家の招致にしても、当
                                                
46 北國新聞（2005 年 1 月 13 日付け） 
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面の課題である技術評価人材の不足に対処するだけでなく、技術移転活動の持続性確保の観
点から、ＯＪＴによって新たな若手・中堅評価人材の育成を同時に進めていく必要がある。 
また、技術評価人材の長期的育成に関しては、2004年 11月末にイギリスの「大学研究・産
業リンク」（AURIL：Association for University Research and Industry Links）が提案した「知識
移転学会」（Institute for Knowledge Transfer）の設立構想が参考となろう47。「世界初」とされ
るこの計画では、大学・公的研究機関等における知識移転活動の従事者に対して、認定され
た訓練、専門的資格訓練、専門知識開発及び会計士や弁護士と同様の公的専門資格を与える
こととしており、技術移転の担当者が構造的なキャリア・パスを持つことにも繋がるため、
注目に値する取組みと言える。我が国でも米国のＡＵＴＭ、英国のＡＵＲＩＬと同様のミッ
ションを有するＴＬＯ等の横断組織「大学知財管理・技術移転協議会」（ＪＡＵＩＰＴＭ）が
その活動を本格化しつつあり、こうした組織を中核として、本件構想のような中長期的な技
術評価人材育成への取組みが進められることを期待したい。 
3.4.3 大学側の知財マネジメントの強化 
先に見たとおり、国内の大学と研究協力を行うに際しての問題点として、企業が「特許等、
共同研究成果の権利保護意識の相違」、「特許等の研究成果を独占できない」、「研究成果の発
表方法、時期に関する意識の相違」、「大学の公共性に基づく非排他性」といった産学連携を
実際に進める上での問題に関わる意見を挙げる割合が以前より増えている。 
また、連携組織において充実させる必要のある人材についても「弁理士」を挙げる企業が
比較的多かった。 
大学等が挙げる産学連携の主な課題として、「機密保持が十分ではない」を挙げる割合は比
較的少なかった。既往の企業に対する質問票調査においても、過去５年間程度の傾向として、
大学等の「知的財産権に対する意識が高まってきた」という評価が比較的多かった。 
他方、今後必要になると考えられる施策として、知的財産の権利化費用や維持・管理、活
用に係る施策・制度を挙げる大学が多かった。 
 
以上のことを勘案すると、大学等と企業の連携においては、連携の進化・深化に伴い、知
的財産に関する大学側の意識を高める段階から、双方の実質的な知的財産マネジメントのあ
り方が問われる段階へと移行しつつあると考えられる。 
（1） 大学の知財の機関管理について 
知的財産については、企業経営の観点からも企業価値と競争力の源泉として注目が高まっ
ている。その中で、知的財産の活用という観点からは、特許化された技術的知識に代表され
る知的財産の権利化が重要になる。権利化され、保護されることによって初めて、知的財産
の移転や活用も可能になるわけである。「全国イノベーション調査統計報告」によれば、イノ
ベーション実現企業の 28％がイノベーションを保護するための特許出願を行っており、従業
者数が 250 人以上の大規模企業に限れば 64％を占める。48また、業種による差異はあるもの
の、特許による専有可能性が高い企業ほど外部企業への委託研究を活発に利用しているとい
                                                
47 AURILホームページ http://www.auril.org.uk/index.htm 
48 科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004年 12月 
また、参考資料 18参照のこと 
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う。49 
 
製薬会社の場合、化合物ができなければ商売に結びつけることができないため、ど
うしても研究に時間がかかる（基礎研究に 10年程度）。そのため、いい研究成果が
出てきても排他性を確保できなければ、薬の開発に踏み込むことができない。・・・
企業が重視するのは研究成果を囲い込めるか否かである。 
出所：武田薬品工業株式会社へのヒアリング調査結果（2003年度）より 
 
知的創造の現場である大学等についても、その研究成果が社会で最大限に活用されるシス
テムの構築が目指されるべきであり、第２期基本計画においても、「研究開発成果の活用をよ
り効果的・効率的に促進するため、個人帰属による活用促進から研究機関管理を原則とする
活用促進への転換を進める」とされている。また、大学における知的財産の管理・活用体制
が整いつつあることは、先に見たとおりである。 
こうした政策の展開を踏まえて、大学等における知財の機関管理の強化等が進められ、契
約やルールに基づく組織的な産学連携への転換が図られていることについては、図表 3-21に
示すとおり、企業としても総じて歓迎していることが伺われる。（ただし、「その他」の個別
意見として、「個人の意識にバラつきがあり、最終形での判断はまだ出来ない」という考えが
あげられていたように、組織的連携への企業の評価は今後の産学連携の進展に委ねられてい
る部分も多い。） 
このことは、研究提携において、奨学寄附金が減少し、明確な契約に基づく共同研究・委
託研究が増える傾向にあることとも呼応している。03年度の企業ヒアリング調査においても、
企業側は何れも産学連携を行っている研究者に対しては適正な報酬を支払いたいとしており、
知財管理等の面でより透明性を確保するとともに成果を明確に求めるという意味で、奨学寄
附金を減らし、共同研究・委託研究中心にシフトしつつあることがわかっている。 
図表 3-21 組織的な産学連携への転換に対する企業の評価 
望ましい方向に
進んでいる
47%
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しくない方向に
進んでいる
9%
N=234
 
他方、産学官連携のチャンネルとしては、特許を始めとする知的財産による技術移転に限
らず、共同研究、受託研究および寄附金による研究提携を通じたものや、さらには大学教員
等によるコンサルティング（製品開発プロセスにおける協力関係の重要性を指摘する企業も
多い）を通じたもの等、多様な形態があることに留意すべきである。また、大学からのスピ
                                                
49 小田切・古賀・中村[2003] また、参考資料 19参照のこと 
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ルオーバーに対する企業側の期待は先に見たとおりである。「特許や技術ライセンスを媒介
とした大学から民間企業への知識フローの重要性は、日本においても限定的である」との指
摘もあり、我が国における産学官連携のあり方についてはこうした知識移転の現状を幅広く
とらえ、いわば「広義の知財サイクル」を念頭に置いてその方向性を検討すべきである。（図
表 3-22参照） 
特に「コンサルティング業務」を産学官連携活動の一形態として確立し、その実績を適切
に把握する仕組みを作ることができれば、今まで見えにくかった産学官連携における大学側
の寄与をよりフォーマルな形で明らかにするだけでなく、こうしたコンサルティング実績自
体を大学教員等の業績として認知し、評価指標の一要素として取り入れることも可能となり、
幅広い大学教員等（特に特許・共同研究件数等の面で「実績」をカウントしにくい人文・社
会系）の連携・協力活動への参加促進のための効果的インセンティブとなるものと期待され
る。 
図表 3-22 知的創造サイクルの善循環モデル 
発明創出
知の
権利化
研究活動
研究費増加
対価還元
企業／大学間の
信頼関係向上
大学評価向上
共同研究成果活用・移転技術
により企業が収益獲得
共同研究成果活用・移転技術
により企業が収益獲得
研究費／設備の充実
（研究環境の向上）
研究費／設備の充実
（研究環境の向上）
活用に有利な権利化活用に有利な権利化
発明の創出支援・環境整備発明の創出支援・環境整備
リエゾン活動
NICHe・TTA
大学発ベンチャー大学発ベンチャー
共同研究
受託研究等増加
各部局
民間研究資金
公的研究資金
知の創造を核とした産学連携推進に力点をおいたモデル知の創造を核とした産学連携推進に力点をおいたモデル
共同研究・受託研究
獲得
共同研究・受託研究
獲得
全体最適化
の追求
知の活用
ライセンシング
TTA
 
出典：東北大学研究推進・知的財産本部 
（2） 海外特許について 
知的財産マネジメントにおいては、当然ながら国内だけにとどまらず、海外を含めた対応
が求められる。03年度の企業ヒアリングにおいても、大学の知的財産を評価する際、多くの
企業が海外での特許取得をしているか否かを大きなポイントとしていることがわかった。さ
らに、海外特許に関しては維持・管理にかなりの費用が掛かることから、必要に応じて特許
を企業側に譲渡できる仕組みも整備すべきとの意見も出ている。 
（3） 秘密保持について 
企業が大学等との研究提携を図る上で、研究成果を囲い込むことを求めるとともに、多数
の企業関係者が行き交う大学等の秘密保持の実効性を問題視する企業は多い。 
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応用に近い分野での共同研究・委託研究では守秘義務を厳しく設定している。大学
の先生側の意識も変わってきており、最近では会議前に互いに NDA（秘密保持契
約）にサインしてからということも多い。逆にこうした契約を受け入れてくれない
先生の場合は共同研究・委託研究をあきらめる。 
出所：三菱重工業株式会社へのヒアリング調査結果（2003年度）より 
 
中小企業総合事業団が 2002年度に実施した調査50では、「（中小企業側の）共同研究者に対
する要望（パートナーを選ぶ場合の希望や条件等）の第一の特徴が、『守秘義務あるいは機密
保持』という基本ルールの確認であり、『信頼関係あるいは信用できること』を条件とすると
いう回答の多さであった」51と記述されている。中小企業においても、秘密保持の確保をパー
トナー選びの基準としているとことは大企業と同様である。 
こうした企業側の意向を受け、共同研究の秘密を保持するための試みについては各大学で
検討が進みつつある。その一つは契約や研究の進め方の工夫であり、 
・ 企業が懸念している研究に従事する学生を含めて秘密保持の契約を行う 
・ 共同研究には雇用契約がない研究者や学生を参加させないようにする 
というアプローチで秘密保持を確保するものである52。これとは別に、 
・ 企業との共同研究エリアへの入退場を管理できるシステムを導入する 
という施設面でのサポートがある。より本格的な支援策と言えるが、施設面での投資が不
可欠であり、大学にとってコストのかかる対応策になる。 
 
東京大学先端科学技術研究センターでは、企業がラボを借りることができるように
なっており、中外製薬の「分室」となっている。明確に部屋が分かれており、中外
製薬以外の人は入れない形になっている。 
出所：中外製薬へのヒアリング調査結果（2003年度）より 
 
こうした中、秘密保持体制を一貫して強化したスキームを試行して、企業から一定の評価
を得ている事例も出てきている。53 
今後の重要な課題として、「人材育成」という教育機関としての大学の基本ミッションと、
産学連携の推進との間に種種の「利益相反」が生じうることに留意すべきである。（一例とし
て、特定企業との共同研究に参画した大学院生が学位論文の提出・発表を制限されたり、Ａ
社との共同研究に従事した院生が同業他社のＢ社への就職を希望した場合、相応の制約を受
けるケース等が想起される。） 
（4） リスクマネジメント（利益相反を含む）について 
産学連携の進展に伴って、研究者の利益相反の問題も避けられなくなってきている。 
 
大学の先生の利益相反や倫理規定も大きな課題である。企業側からすると、ある先
生が既に特定の企業と関係がある場合にはその先生と共同研究するのは現段階で
は難しい。 
出所：松下電器産業株式会社へのヒアリング調査結果（2003年度）より 
                                                
50 中小企業基盤整備機構[2003] 
51 47社からの自由回答の傾向 
52 この点については、経済産業省大学連携推進課が示した「大学における営業秘密管理指針作成のためのガイド
ライン」(2004年 2月)でも触れられている。 
http://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/sangakurenkei/guideline_univ.pdf 
53 例えば、東京大学先端科学技術研究センター「日欧ケミカルナノテクノロジーラボラトリー」の守秘体制 
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さらには、既往調査54においても「研究開発を巡る状況については・・・『知的財産権や特
許紛争の激化』や『商品サイクルの短縮』など研究開発を巡る競争の激化に対する認識も高
まっている」との指摘がある。 
事実、知的財産に係る訴訟件数も 1990年代の 10年間で倍増している。 
図表 3-23 研究開発を巡る状況についての認識 
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出典：経済産業研究所 [2004] 
 
こうした企業側の問題意識も踏まえたうえで、先行的に知的財産ポリシーや利益相反ルー
ル、運用マニュアルの策定等に積極的な大学等が出てきており、今後企業側との間でルール
や運用方法を醸成していくことになると考えられる。 
また、今後、大学・企業間で共同研究や委託研究の契約を結ぶ際には、研究成果をどのよ
うに利用するのが適当かを、ケース毎に検討・調整していく場が必要であり、当該検討が大
学における「知」の活用に関するルール作りに生かされることになると考える。 
ただし、企業の中には、利益・責務相反に関する精緻なルール作りよりも、交渉のプロ同
士による柔軟な対応が必要と考えているところもある。この意味では、一度策定したルール
を固定的に運用するのではなく、運用面での問題点をルールに反映させていくフィードバッ
クも重要である。企業からは「（共同研究等によって生まれた）新たな価値の割合の評価で混
乱しないように、契約書による事前取り決め、研究開発の中間段階における検討、研究開発
成果の製品化が近い段階での最終調整が必要と思われる。当初契約書のみに頼るのではなく、
ポイントを決めた再調整を考えた方が良い」といった声も挙がっている。 
大学側にとって重要なことは、利益相反に至らないように研究者を適切にマネージするこ
とであり、利益相反問題の発生をいかに未然に防ぐかであるが、同時にその判断が困難な場
合もあり、利益相反問題そのものは避け得ることではない。そこで求められるのは、利益相
反問題に近寄らないことではなく、不可避の問題であるからこそ企業との連携の際には事前
に織り込んで対処していくという態度であろう。この点においても、技術移転・知財管理機
関の横の連携や国際交流等を通じ、国内他大学の事例や欧米の先進的取組みからの経験・教
訓を共有し、実践的な運用に活かしていくことが重要と考えられる。 
                                                
54 経済産業研究所「ネットワーク型イノベーションシステムに向けて」（プレスリリース）2004 年 6 月 29 日付け 
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1 産学公連携に係る地域の状況 
1.1 地域における産学公連携体制の整備 
1.1.1 自治体における産学公連携窓口の整備状況 
質問票調査の結果によれば、都道府県及び政令指定都市（以下、「県等」という。）の約７
割で、産学公1連携・地域イノベーションの総合推進の担当部署を設置。政令指定市を除く、
その他市では、約３割にとどまっている。 
図表 1-1 自治体における産学公連携・地域イノベーション振興の担当部署の有無 
 全体 
都道府県 
(N=47) 
政令指定市 
(N=13) 
その他市 
(N=204) 
有 107 （40%） 36 （77%） 9 （69%） 62 （30%） 
無 158 （60%） 11 （23%） 4 （31%） 143 （70%） 
注： 予定分を含む 
 
こうした産学公連携・地域イノベーションの総合推進の担当部署のうち、2003年以降に設
置された組織が、県等においては７割、その他市においても６割を占めており、近年の体制
整備の進捗が著しいことがわかる。2 
図表 1-2 自治体における産学公連携・地域イノベーション振興の担当部署の 
設置数推移 
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設置数（各年度）
年度
１期 ２期
18
23
34
66
91
 
年度 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004～1) 
都道府県(N=33) 4 2 2 2 10 13 
政令指定市(N=9) 0 0 0 3 6 0 
その他市(N=49) 6 6 3 6 16 12 
合  計 10 8 5 11 32 25 
1） 予定分を含む 
                                                
1 第 2部は地域イノベーション振興がテーマとなっており、国の機関（官）ではなく自治体や公設試験研究
機関（公）が主なアクターとなることから、第 1部では産学官連携とした記述を産学公連携に変更してい
る。 
2 2.1.2 参照 
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県等においては、担当部署設置自治体のうち、スタッフ数が 11人以下の組織が８割を占め
る（平均スタッフ数 7.9人、うち専任者数 4.6人）。 
その他市については、更に規模が小さくなって、７人以下の組織が９割を占め、平均スタッ
フ数も 4.0人（うち専任者数 1.7人）となる。 
図表 1-3 自治体における産学公連携・地域イノベーション振興の 
担当部署の担当者数 
 
 
35.5%
13.1%
4.7%
5.6%
41.1%
0～3　人
4～7　人
8～11　人
12～15　人
16～　人
N=107  
 
都道府県 
(N=36) 
政令指定市 
(N=9) 
その他市 
(N=62) 
担当者数（平均値） 8.4 5.6 4.0 
うち専任者数（平均値） 4.7 4.2 1.2 
 
 
1.1.2 自治体における関連組織の再編・統合等の実施状況 
質問票調査の結果によれば、県等においては、過半の自治体がリソース重点配分・共同利
用促進のための組織再編・統合等を実施しているが、その他市においては、5％程度にとどま
る。 
こうした関連組織の再編・統合等については、2003年以降に実施したところが、県等にお
いては５割を占めており、近年の自治体における行革への要請の高まりとともに、組織再編・
統合等の動きも急になっていることがわかる。 
再編・統合等の内容は、県等においては、組織内の部課に関わるものが４割弱、財団法人
等に関わるものが３割程度を占めている。 
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図表 1-4 自治体における産学公連携・地域イノベーション振興に向けた 
関連組織の再編・統合等の推移 
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 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004～1) 
都道府県(N=47) 7 2 3 3 8 7 
政令指定市(N=13) 1 0 0 1 2 0 
その他市(N=202) 2 1 4 0 1 2 
合  計 10 3 7 4 11 9 
1） 予定分を含む 
 
1.1.3 自治体における公設試験研究機関等の横断的システム改革の実施状況 
質問票調査の結果によれば、県等においては、7割の自治体において、公設試・公立大学の
独法化・任期制導入等、横断的システム改革への取組みを推進している。他方、その他市に
おいては、公設試・公立大学を保有する市が少ないためか、10事例にとどまった。 
こうした関連組織の横断的システム改革については、県においては、2003年以降に実施し
たところが過半を占め、その他市においては、ほとんどが 04年度以降に行われている。（予
定含む） 
また、横断的システム改革の内容については、県等においては、公設試等の独法化・統合
の検討・準備が約３割、任期付研究員制度の導入・採用等による人材流動化の取組みが約４
割を占めている。 
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図表 1-5 自治体における公設試・公立大学のシステム改革の取組みの推移 
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 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004～1) 
都道府県(N=47) 0 1 2 4 10 17 
政令指定市(N=13) 1 0 0 0 2 4 
その他市(N=199) 1 0 0 0 1 4 
合  計 2 1 2 4 13 25 
1） 予定分を含む 
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1.2 大学等と自治体の連携 
1.2.1 自治体から国立大学等への出資 
地方財政再建促進特別措置法の改正（2002年 11月）により、自治体から国立大学等に対す
る寄附・助成等の財政的寄与が可能になったが、質問票調査の結果によれば、現在まで、何
らかの形で国立大学等への財政面での寄与を行っているのは以下の 18団体にとどまってい
る。（自治体及び国立大学等の回答に基づく。事業委託は除く） 
このほか、「現在、大学との間で検討中」という自治体が９団体ある。 
図表 1-6 国立大学等への財政的寄与を行っている自治体 
 自治体名 
都道府県 北海道、秋田県、群馬県、神奈川県、石川県、香川県 
政令指定市 仙台市、千葉市、名古屋市、福岡市 
その他市 北上市、日立市、前橋市、横須賀市、長岡市、瀬戸市、奈良市、伊万里市 
 
自治体側の「未実施」の主な理由としては、「財政面の逼迫」が最も多く、県等では「寄附
していない」と回答したうちの６割、その他市では５割を占め、続いて「得られるメリット
が感じられない」が挙げられている。他方、「運用に当たっての制度面の障害（手続きの煩雑
さ、物品管理の考え方など）」を挙げる自治体は少数にとどまっており、法制度面の整備を通
じ、少なくとも運用面の隘路はほぼ解消されたと言える。 
図表 1-7 国立大学等への財政的寄与を行わない理由（複数回答） 
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（N=32） 
政令指定市 
（N=6） 
その他市 
（N=157） 
自治体側の財政面の逼迫 115 20 6 89 
大学側の受け入れ体制の不備 3 0 0 3 
運用に当たっての制度面の障害 6 4 0 2 
得られるメリットが感じられない 50 5 1 44 
大学が求めているものがわからない 39 4 1 34 
その他 55 11 1 43 
回答対象数 222 34 7 181 
1.2.2 私立大学への寄附 
質問票調査の結果によれば、私立大学が自治体から寄附金を受けているケースは、8大学 9
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件あった。その金額の最高は５百万円と比較的少額にとどまっており、自治体が私立大学に
対して大きく寄与する場合には、補助金や土地の無償貸与などの形をとることが多いと言え
よう。（私立大学の回答に基づく） 
図表 1-8 自治体から私立大学へ提供された寄附金等の主な事例 
大学名 支援内容 
  寄附金 
1 A大学 寄附金 110万円 
2 B大学 寄附金 200万円 
3 C大学 寄附金 300万円 
4 D大学 寄附金 200万円 
5 E大学 寄附金  22万円 （a町） 
6 E大学 寄附金  22万円 （b町） 
7 F大学 寄附金 100万円 
8 G大学 寄附金 500万円 
9 H大学 寄附金 200万円 
  補助金 
10 I大学 大学運営に係る経常費に対する補助金  約 1億円 
11 J大学 補助金（2001～2003年度） 
12 K大学 建設事業費補助 77億 5,000万円（2004年、2005年） 
13 L大学 補助金 550万円（2002年度）  
14 M大学 設立時補助金 短大（5億 6,000万）・大学（8,000万） 
15 N大学 補助金 約 12億円 （c県） 
16 N大学 補助金 約 35億円 （d市） 
   土地の無償貸与 
17 K大学 土地無償貸与 
18 M大学 土地無償貸与 
19 O大学 無償借地（約 6,700㎡） 
 
なお、2003年度の税制改正により、私立大学等への寄附税制にかかる租税特別措置法が改
正されている。これにより、学校法人に対して寄附された財産（土地、建物等）又はその売
却益を基本金に組み入れれば、直ちに国税庁長官の承認が得られ、その現物寄附に係る「み
なし譲渡所得」は非課税となっている。 
1.2.3 リサーチパークへの進出 
質問票調査の結果によれば、自治体等が整備したリサーチパーク内に大学等の主要部分も
しくは一部部署・施設が立地していると回答した大学等は、公立大学で 8事例、私立大学で
は予定を含めると 26事例あった。国研・独法等では 3事例あった。3 
そのうち、リサーチパーク内に大学等の主要部分が立地する事例は、公立大学では 2事例、
私立大学では 5事例、国研・独法等では 1事例あった。 
なお、リサーチパークの中では、「クリエイション・コア東大阪」には、３つの大学と１つ
の独立行政法人の施設が集まるとともに、今後３大学の施設の入居が予定されており、テナ
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ントの充実ぶりが注目されるが、実態としては大学が入居する産学連携オフィスを備えた支
援施設と考えた方がよい。4 
1.2.4 地域内のインキュベーション施設の活用 
質問票調査の結果によれば、大学等の近接地（概ね 0.5km以内）に自治体等が整備したイ
ンキュベータ等（インキュベータ、研究支援施設、交流支援施設）があると回答した大学等
は、公立大学で 8事例、私立大学では予定を含めて 14事例あった。（国研・独法等では 6事
例） 
また、大学等の近接地に公設試等があると回答した大学等は、公立大学で 7事例、私立大
学で 5事例あった。（国研・独法等では 10事例）5 
近年、大学に近接してインキュベータ等が整備される事例が増えており、今後、急増した
大学発ベンチャーの活動拠点等として、賃料等の低廉な自治体によるインキュベーション施
設の重要性が高まる可能性もある。6 
1.2.5 企業の利用施設等の整備状況 
質問票調査において、大学等の構内における民間企業等が活用できる研究施設について聞
いたところ、公立大学の 2％、私立大学の 12％から供用実績に係る回答があった。 
これによれば、供用施設数は順調に増えており、特に 2003年度以降整備が大きく進んでい
る。そのうち企業が一定期間活用できるスペースを備えている施設が８割を占めており、研
究施設の共同利用の面でも、産学連携が拡大・深化している状況がうかがえる。 
 
 
株式会社ケイ・ラボラトリー（Kラボ）は、徳島大学工学部の木内陽介研究室と共同で、
産学連携による研究開発拠点として 04年８月に「四国ラボ」を同大学内に開設し、四国地
域における携帯電話関連技術、サービスの研究開発、および関連するソリューションサービ
スの商品企画開発を開始している。Kラボは、複数の地域で大学生や大学院生などとコラボ
レートした研究・開発拠点を展開しているが、大学研究室との共同開設は初めてである。 
四国ラボでは、四国及び西日本地域の各大学・研究機関、メーカーとの連携も視野に入れ、
携帯電話関連サービスの研究開発コンソーシアムの形成等も図るとともに、同社の営業窓口
としても機能する。 
出典： 株式会社ケイ・ラボラトリー記者発表資料(2004 年 8 月 23 日付け) 
                                                                                                                                                     
3  参考資料 20 
4  参考資料 21 
5  参考資料 22 
6  参考資料 23 
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図表 1-9 大学構内の民間企業等が活用できる研究施設の整備状況（合計） 
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～1999 年度 5 5 20 16 
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2002 年度 7 6 36 28 
2003 年度 9 8 45 35 
2004 年度以降 9 8 58 47 
 
 
1.2.6 その他の自治体との連携方策 
質問票調査の結果によれば、この他に大学等が挙げる自治体との連携の形態として、「地方
公共団体が主催する委員会等に教員が参加している」ケースが最も多く、国立大学等では回
答者の 81％、私立大学でも 63％が挙げている（複数回答）。自治体の意思決定プロセスにお
いて、大学人が広く深い関与を有している実態が表れていると言える。 
組織ベースの連携については、総じて国立大学等の方が進んでおり、「地域振興等に関して
協定を結んでいる」ものが回答者の 25％、職員受け入れ等の人事交流プログラムを有するも
のも 16％強を占める。一方、私立大学では「特に連携はしていない」とする大学が 26％に達
し（自然科学系の学部を持つ大学に限れば 29％）、人事交流プログラムがある大学は４％に
とどまった。なお、寄附金等の支援を受けている事例については、先に述べたとおりである。 
国研・独法等については、人事交流プログラムを有する機関が回答者の 28％にのぼったが、
「特に連携はしていない」とする機関も 24％あり、人事面を除いては自治体との連携は国立
大学等に比しやや遅れを取っている状況がうかがえる。 
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図表 1-10 大学等と自治体との連携状況 
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注: 国研・独法等については、「地方公共団体から寄附金等の支援を受けている」を選択肢から除外している 
 
その他の連携の形態として、研究会・成果発表会・公開講座等の共同開催や、自治体から
の委託研究等の事業を通じた連携が多く挙げられた。 
＜国立大学等の事例＞ 
国立大学等では、 
・  木更津高等専門学校：地域共同テクノセンターが地元企業・自治体関係者等との交流のため
に「テクノ交流会」を開催 
 
等の他、地域連携協議会等を設置して、地域の活性化に取り組む事例がいくつか見られ、 
・  小樽商科大学：札幌市、小樽市と地域連携協議会を設立し、地域の活性化と課題解決に取り
組み 
・  九州工業大学：福岡県教育委員会、北九州市及び飯塚市と連携し、地域貢献事業を実施 
・  東京工業大学・東京農工大学・早稲田大学：静岡県と医工連携等事業連携に関する協定を
締結7 
・  東京芸術大学：小中学校における芸術教育、生涯教育、芸術・文化財を活用した地域振興等
の事業を実施 
 
等、複数の自治体や大学にまたがった協力関係やユニークな事例も生まれてきている。 
 
＜公立大学の事例＞ 
公立大学では、研究会等への参加の他、 
・  青森県立保健大学：青森県の平均寿命が全国最下位である状況を改善するために、県・市
町村と連携して、住民を対象に、健康指標の確立の調査・研究及び健康教育（食・運動等）・
                                                
7 参考資料 24 
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指導等を実施 
 
等、より積極的に地域固有の課題に直接取り組んでいこうとする事例が見られる。 
 
＜私立大学の事例＞ 
私立大学でも、公開講座や成果発表会の実施の他、自治体からの委託研究や、連携組織を
通じた連携が挙げられることが多かった。 
また、私立大学が関わるユニークな事例としては、 
・  西南学院大学：学生サポーターとして福岡市内の小中学校教育現場に学生を派遣 
・  北海道網走管内の 5大学：オホーツク・大学間交流協議会を 1990年 12月に設立し、管内市
町村と協力し、毎年オホーツク・大学間地域交流コンソーシアム事業を実施 
・  広島国際大学：地元自治体との間で「学官交流連絡会議」を発足し「大学のあるまち」としての
メリットを引き出し、地域行事の活性化や学生と住民の交流を促進し、学生及び町民の住みや
すいまちづくりに資するよう取り組み 
 
等があり、自治体との間で連携協定等を締結した事例としては、 
・  日本大学：理工学部が東京都千代田区と連携協力に関する基本協定を締結 
・  くらしき作陽大学：2004年度に岡山県新庄村と連携協定を締結 
・  関西大学： 2003年度に大阪府八尾市と産学連携事業に関する覚書を締結 
 
等がある。このように、事業推進に向けて地元自治体との組織ベースの交流を進めたり、
既に具体的なプロジェクトを共同で実施している事例がみられることは注目される。 
この他にも、大学が研究開発の推進や研究成果の商品化を目指して地元自治体との協力を
図る等、大学の「地域貢献」の事例とされるものが見られるようになってきている。8 
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1.3 その他の地域における産学公連携 
1.3.1 地域における大学等の活動事例 
（1） 首都圏地域の大学による地域貢献 
首都圏地域の大学における地域貢献については、「大学知的財産本部構想調書」に記述され
ている例がある。9 
具体的な事例としては、例えば、経済産業省の中小企業地域新生コンソーシアム研究開発
事業に 2003年度に採択されたプロジェクトでもある「高加工性ダイヤモンド状炭素コーティ
ング」（プロジェクトリーダー：東京工業大学大学院理工学研究科（機械物理工学専攻）大竹
尚登助教授、管理法人：（財）理工学振興会（東工大 TLO））がある。 
これは、同大学理工学研究科・大竹助教授の研究成果をもとに、大田区中小企業４社が「ダ
イヤモンド状炭素コーティング」に関して、軟質材料に高加工性コーティングすることによ
り、基材表面を保護し続けることができるようなダイヤモンド状炭素膜（DLC）を開発する
ことを目的に現在研究開発しているものである。この中の代表的な中小企業としては、セン
トラル技研工業株式会社（大田区本羽田。従業員 12名、年商 1.5億円）がある。 
こうした事例の広がりは、従来大企業との連携を相対的に重視してきた首都圏（及び大都
市圏）の主要大学も、大学を取り巻く環境・状況の変化に敏感に反応し、「地域貢献」の観点
から地域の中小企業に少しずつ目を向け始めていることの現れと言える。 
（2） 地方大学の活動事例 
地方大学発の研究成果の効果的な活用及び TLOの効率的な運営を図る上で当該大学の所属
ブロックを中心とし、地域産業との連携は極めて重要であり、そうした方向でのマーケティ
ングの努力が不可欠であることを端的に示す事例として、山口大学の事例を以下に示す。 
山口大学の主要な技術移転事例（ロイヤリティ等収入が得られている事例）の相手先には、
中国地方の企業が多く含まれている。 
図表 1-11 山口大学の技術移転事例 
代表発
明者 
特許内容 企業名 ( )内は本社所在地 
ロイヤリ
ティ等収入
額（千円）
A 
土木・防災分野のセン
シング関連システム特
許 
中電技術コンサルタント㈱(広島市) 
㈱エイトコンサルタント(岡山市) 
八千代エンジニアリング㈱(東京都) 
西日本技術開発㈱(福岡市) 
10,825
B 
ＤＨＣＰ認証ポリシー
サーバソフトウェア 
㈱ソリトンシステムズ(東京都) 3,251
C 遠隔講義システム パナソニック SS マーケティング㈱(東京都) 1,642
D 
骨形成的椎弓切除用手
術機械 
ナカシマプロペラ㈱(岡山市) 495
出所： 山口ティー・エル・オー資料より作成 
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04年度の質問票調査においても、私立大学が地域の財団法人や商工会議所等と連携してい
る事例として、 
・  帝京平成大学：（財）千葉県産業振興センターを共同研究等の紹介窓口として活用。また、同
財団が管理運営する東葛テクノプラザ内に、大学研究交流オフィスを設置し、企業等を対象と
した技術相談、指導を実施 
・  足利工業大学：足利商工会議所内に産学官交流振興センターを設置、商工会議所に大学の
リエゾン・オフィスとしての機能を果たしてもらっている 
・  中部大学：地域の商工会議所と連携し、中小企業からの技術相談に対応 
・  北里大学：ＪＡ・十和田市と連携し、「尿活性化リサイクル協議会」で家畜ふん尿を液肥として活
用するための研究を実施 
 
等の取組みがある。 
その一方で、地方大学の場合は、地場産業と大学研究者の研究テーマとのミスマッチがネッ
クとなり、地元企業との連携がなかなか進まないのが実態である（3.1参照）。その中で、地
場産業優先の情報公開や地元企業を訪問してニーズ把握、各種研究会の開催に努めるという
動きが徐々に見られるようになってきている。 
 
（金沢大学） 
地域貢献という観点では、公開前に地元新聞（2 誌）に掲載し、地元企業へ事
前に知らせることで手を上げてもらう形をとっている。その後はホームページ
に掲載する形で全世界に情報を公開し大学の姿を「見えやすく」するようにし
ている。大学の姿を見えやすくするということは大学の敷居を低くすることに
もつながる。ここがポイントだと考えている。優良な企業（元気のいい企業）
は実際に先を見て活動を行っている。従来、大学側はこうした企業を十分に意
識していなかった。一般に地域貢献というと「くたびれた」会社への貢献とい
う形でとられることが多いが、元気な企業と積極的に手をつないでいくという
のも地域貢献の形の一つであると考えている。 
出所：金沢大学へのヒアリング調査結果（03 年度）より 
 
（立命館大学） 
立命館大学はリエゾンオフィスを中心として、地元企業を巻き込んだコンソー
シアムの立ち上げに注力しており、高く評価できる。 
出所：株式会社ニッタへのヒアリング調査結果（03 年度）より 
（広島大学） 
産学連携に対する問い合わせに対して、学内の適切な研究者（チーム）を紹介
する活動に加えて、地域社会への貢献を強く意識した以下のような取り組みを
行っている。 
・  関係する行政機関や経済団体との連携促進 
・  シンクタンク事業（広島中央地域産業振興ビジョン作り等） 
・  科学わくわくプロジェクト（マツダ財団と連携）10 
出典：広島大学ホームページ 
 
                                                
10 マツダ財団と広島大学が提携し、子供たちに科学にわくわくする機会を提供する複合プロジェクト。広
島大学内の研究者が学部横断的に協力することに特徴がある。 
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図表 1-12 広島大学に対する社会連携全般に関する問い合わせ状況 
 
出典：広島大学ホームページ 
（3） 知財戦略を通じた地域貢献 
国立大学に関しては、大学法人化後に「知的財産を活用し連携を強化した」とする大学は
全体の 71％に上り、「社会貢献室」など学内組織を競って設立し出している、とする既往調
査の結果がある。11 
また、知財面から地域への貢献に積極的に取り組むとする国立大学が全体の４／５を占め
るという既往調査の結果もある12。これによれば、貢献の内容としては「地域の産学官プロジェ
クトに積極的に参加、共同で知的財産創出に取り組む」を挙げる大学が最も多い。 
図表 1-13 知的戦略の地域貢献への折組み内容 
58
42
41
36
32
3
0 10 20 30 40 50 60 70
地域の産学官プロジェクトに積極的に参加、
共同で知的財産創出に取り組む
地域の企業に大学の研究成果を積極的に技術移転、
共同で知的財産活用に取り組む
共同研究に地域の企業を意識して参加させて、
共同で知的財産創出に取り組む
産業クラスター形成で協力、知的財産創出・活用に取り組む
大学発ベンチャーを地域の企業と設立、共同で知的財産の事
業化に取り組む
その他
%
 
注： 調査の対象は、法人化で存続する 89 の国立大学 
出典：菅野[2003] 
                                                
11  日本経済新聞社及び日経産業消費研究所が 2004 年 5 月に実施した質問票調査による。 
12  菅野[2003] 
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1.4 地方大学による広域的な連携 
地方大学が地元企業との連携を図るには、県内の複数の研究機関を結ぶローカルな連携を
図ることも有効である。また、複数の大学が特定の分野や課題に関して連携を図る事例とし
ては、 
・  滋賀県湖南地域にキャンパスがある４大学（滋賀医科大、滋賀大、立命館大、龍谷大）が、健
康・福祉分野における共同研究や産学連携を促進する協定を結び、教員同士の情報交換会
開催や単位互換制度の導入を目指している13 
・  いわて５大学学長会議（岩手大学、岩手医大、盛岡大学、富士大学、県立大学）は、研究開
発等の成果である知的財産を連携して活用するため「知的資産活用検討会議」を組織し、知
的財産関係の人材育成、学内組織整備、規則整備、特許等を通じた外部資金確保等での連
携協力を目指している14 
 
等がある。 
さらには、特に当該地域内に大きなマーケットや多くの大企業を持たない地方においては、
知的ネットワーク強化、マーケット開拓の観点から、他都道府県との広域的な連携を図るこ
とも重要なポイントと考えられる。例えば、長野県テクノ財団は、東京理科大学や名古屋工
業大学と連携することによって、中京圏や首都圏の大学が持つ技術を把握し、県内企業と結
びつけることにより地域経済の活性化を図ることを目指している15。 
また、以下に示すのは、地方大学の中で先行して産学連携の実績を上げている山口大学に
おける共同研究相手先の分類であるが、県内にさほど多くの大企業を有しない同県の特徴を
反映し、相手先としては県外の大企業が最も多く、県内企業は半数に満たないことが分かる。 
図表 1-14 大学の共同研究相手先の県内・県外区分（山口大学の場合） 
12%
15%
15%
42%
14%
2%
1%
県内　大 県内中・小 県内　公 県外　大
県外中・小 県外　公 国外
 
注：共同研究件数：計 150（2002 年度） 
出典：山口大学資料 
 
1.4.1 地域における国研・独法等の活動事例 
国研・独法等に対する既往の質問票調査においても、国立試験研究機関の業務内容のうち、
                                                
13  京都新聞（2004 年 6 月 22 日付け) 
14  岩手日報（2004 年 11 月 16 日付け） 
15  NIKKEI NET（2004 年 6 月 23 日付け） 
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「地域社会への貢献」の重要度が近年高まっている。16 
また、別の質問票調査の結果から、国研・独法等と中小企業との共同研究は１期末の 2000
年度の 176件から、2003年度には 681件に大幅に拡大していることがわかっている。また、
共同研究全体に占める中小企業との共同研究の比率は、1991年度の 10％を下回る水準から、
2002～03年度には 30％前後にまで拡大している。 
図表 1-15 国研・独法等と中小企業との共同研究数の経年推移 
95
429 452 425
32 22
256255
94
81
3827
0
100
200
300
400
500
600
700
800
1991 1995 2000 2001 2002 2003年度
（件）
新規 継続
 
注： 65 機関に実施。無回答は除いている。 
出典：科学技術政策研究所、㈱三菱総合研究所「科学技術基本計画の達成効果の評価のための調査」 
（2004 年 10 月）より作成 
図表 1-16 国研等による共同研究に占める中小企業との共同研究の比率の経年推移 
5.0
10.9
30.3
28.6
26.3
8.6
18.6
23.8
32.7 33.7
8.9
7.5
0
5
10
15
20
25
30
35
40
1991 1995 2000 2001 2002 2003年度
（構成比：％） 新規 継続
 
注： 65 機関に実施。無回答は除いている。 
出典：科学技術政策研究所、㈱三菱総合研究所「科学技術基本計画の達成効果の評価のための調査」 
（2004 年 10 月）より作成 
                                                
16  後藤[2003] 229頁 
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1.4.2 中小企業の産学公連携活動 
質問票調査の結果によれば、中小企業のうち、大学等との研究提携（共同研究・開発、研
究・開発や試験の委託、奨学寄附金の提供等）や技術導入等の産学公連携を行ったことがあ
るという企業は、回答企業のほぼ半数の 48％だった。（もちろん、こうした連携活動を行っ
ている企業は回答率も高いと考えられ、その点は考慮する必要がある。） 
この 48%の企業に対して、これまでに産学公連携によって得られた成果や効果を聞いたと
ころ、「研究開発に関連した情報収集ができた」（42％）、「産学公連携の成果を自社の事業に
結びつけることができた」（38％）、「自社内では出せないアイデアを得ることができた」
（35％）という回答が多かった。 
これらの回答のうち、「研究開発に関連した情報収集ができた」及び「自社内では出せない
アイデアを得ることができた」は大企業も成果として挙げている点である。（第 1部 3.2参照） 
一方、「産学公連携の成果を自社の事業に結びつけることができた」については、大企業も
期待を寄せる部分でありながら、成果や効果として挙げられる割合はそれほど高くはなかっ
たことから、中小企業では産学公連携への期待に見合った自社事業への効果がよりストレー
トに得られていることがうかがえる。このことは、企業規模による連携効果の違いや大学が
地域において果たす役割を考える上で大いに注目される点である。 
図表 1-17 中小企業が産学公連携によって今までに得た成果や効果 
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1.5 地域の産学公連携の分野別動向 
1.5.1 公設試の相談業務 
地域における産学公連携の分野別動向を探る手がかりとして、質問票調査の結果から、公
設試において、最近５年間で企業等からの相談件数の増加率が高い分野（１～３位の合計）
を見てみると、環境分野が 34％と最も高く、次いで製造技術分野が 26％となっている。（増
加率が最も高い分野に限っても、分野別のシェアはほぼ同様） 
これに対して、大学における共同研究・受託研究の件数については、情報通信、ライフサ
イエンス等が増えているとするところが多い。件数の増加率が最も高い分野に限ると、この
傾向が強まるが、特に公立大学に顕著で、この２分野で全体の約８割を占めている。（私立大
学でも当該２分野で、約５割を占める。） 
国立大学等の増加率１～３位の合計を見ると、ライフサイエンス（20％）、環境（19％）に
次いで高いのはナノ・材料（15％）となっている。 
但し、「相談件数」と「共同研究・受託研究の件数」というデータの質の違いに留意する必
要がある。 
図表 1-18 相談件数が増えている分野（公設試） 
環境
34%
ナノテク・材
料
12%
エネルギー
5%
ライフサイ
エンス
14%
フロンティア
1%
社会基盤
1%
製造技術
26% 情報通信
7%
【増加率1～3位の分野の合計】 N=196
環境
37%
ナノテク・材
料
10%
エネルギー
3%
ライフサイ
エンス
16%
製造技術
29%
情報通信
5%
【増加率1位の分野】 N=196
 
図表 1-19 共同研究・受託研究の件数が増えている分野（国立大学等） 
情報通信
11.1%
環境
22.2%
ナノテク・材
料
10.2%
エネルギー
1.9%
製造技術
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社会基盤
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フロンティ
ア
1.9%
ライフサイ
エンス
28.7%
【増加率1位の分野】 N=108
情報通信
13.0%
環境
19.1%
ナノテク・材
料
15.4%
エネルギー
4.8%
製造技術
19.5%
社会基盤
7.8%
フロンティ
ア
1.0%
ライフサイ
エンス
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【増加率1～3位の分野合計】 N=108
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図表 1-20 共同研究・受託研究の件数が増えている分野（公立大学） 
ライフサイ
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環境
15%
情報通信
20%
エネルギー
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【増加率1～3位の分野合計】
N=25
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注：増加率１位のライフサイエンス（52％）のうち、医療系単科大学と考えられる大学の回答が 53.8％を占めている。 
（増加率１～３位のライフサイエンス（38％）では、43.8％） 
 
図表 1-21 共同研究・受託研究の件数が増えている分野（私立大学） 
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2 国の施策・制度の効果 
2.1 地域イノベーション振興に係る施策・制度 
2.1.1  国による地域イノベーション関連施策の進展 
国による地域のイノベーション振興に関する施策・制度として、旧科学技術庁関係では、
プレ１期に地域研究交流促進事業（１期からは地域研究開発促進拠点支援事業）が実施され
ている。また、１期からは地域結集型共同研究事業、研究成果活用プラザ等の事業が行われ、
2期になると、知的クラスター創成事業、都市エリア産学官連携促進事業が実施されている。 
旧文部省関係では、ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーのほかに、ベンチャー研究開発
拠点整備事業などが行われてきた。 
経済産業省系では、重要地域技術研究開発制度が１期以降は地域新生コンソーシアム制度
及び産業クラスター計画という形で推進されている。 
図表 2-1 国による地域イノベーション振興に関する主要な施策・制度の流れ 
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 年度
文部科学省系
（旧科学技術庁関係）
（旧文部省関係）
経済産業省系
農林水産省系
環境省系
総務省系
（省庁横断）
地域研究交流促進事業(JST含む） 地域研究開発促進拠点支援事業(JST）
地域結集型共同研究事業(JST）
知的クラスター創成事業
都市エリア産学官連携促進事業
国立大学における共同研究センターの設置(1987～）
フロンティア研究の地域展開（理化学研究所）
地域共同研究開発事業（海洋科学技術センター） 沿岸環境・利用の研究開発（海洋科学技術センター）
重点地域研究開発推進事業(JST）
重要地域技術研究開発制度（工業技術院） 地域新生コンソーシアム重要地域技術研究開発制度
（地域コンソーシアム含む）
国立機関公害防止等試験研究費
地域バイオテクノロジー研究開発促進
官民交流共同研究制度
都道府県農業試験場との共同研究
地域先端技術共同研究開発促進事業 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業
地域提案型研究開発制度（ＴＡＯ）
産業クラスター計画
ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーの設置
研究成果活用プラザの設置(JST)
学術フロンティア推進事業（私立大学）
ベンチャー研究開発拠点整備(2000～2001）→
産学連携研究推進事業（2002～）　（私立大学）
特定大学技術移転事業（承認TLO）
プレ１期 　　     １期 　　　 　２期
戦略的情報通信研究開発推進制度
（ 地域活性化に資する研究開発課題
の支援開始、2004～）
構造改革特区
　（認定された３２７特区計画のうち、
    産学連携に関するものは３７地域）  
出典：各省庁ホームページ等より作成 
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図表 2-2に示した地域のイノベーション振興に関する主要な施策・制度の概要を以下に整理
する。 
図表2-2 主要な地域イノベーション関連施策の概要 
主な担当省
庁・法人 
施策・制度名称 制度・事業内容 実施件数 
文部科学省 
/科学技術振
興機構（JST） 
地域研究開発促
進拠点支援（ＲＳ
Ｐ）事業 
（1996年度～） 
地域の科学技術振興関連の財団を拠点として、産学官の研
究活動をコーディネート。産学官の人や研究情報の交流を
活発にする「ネットワーク構築型」と地域の大学等の研究シー
ズを育成・活用する「研究成果育成型」の２タイプあり 
延べ 39地域 
（2004 年度まで
の累積） 
文部科学省 
/ JST 
重点地域研究開
発推進事業（研
究成果活用プラ
ザ） 
（2001年度～） 
全国８地域に、研究設備や会議・セミナー室等を備えた「研
究成果活用プラザ」を設置し、産学官の交流の場とするととも
に、大学、企業等との共同研究を実施 
共同研究 67 課
題（2004 年度ま
での累積） 
文部科学省 
/ JST 
地域結集型共同
研究事業 
（1997年度～） 
地域が目指す特定の研究開発目標に向け、地域の大学、国
公立試験研究機関、研究開発型企業等を結集して、新技
術・新産業の創出に資するよう共同研究を実施。事業終了
後においては、参加者が当該研究を継続・発展させ、その成
果を利活用するような体制の形成を目指す 
延べ 32地域 
（2004 年度まで
の累積） 
文部科学省 知的クラスター創
成事業 
（2002年度～） 
地方自治体の主体性を重視し、知的創造の拠点たる大学、
公的研究機関等を核とした、関連研究機関、研究開発型企
業等による国際的な競争力のある技術革新のための集積
（知的クラスター）の創成を目指し、産学官共同研究等を実
施 
18地域 
（2004年 12月現
在） 
文部科学省 都市エリア産学
官連携促進事業 
（2002年度～） 
地域の個性発揮を重視して、大学等の「知恵」を活用して新
技術シーズを生み出し、新規事業等の創出、研究開発型の
地域産業の育成等を目指し、産学官共同研究等を実施 
37地域 
（2004年 12月現
在） 
文部科学省/
理化学研究
所 
フロンティア研究
の地域展開 
（1991年度～） 
重要な基礎研究領域で高いポテンシャルを有する地域にお
いて、当該地域の研究者と理化学研究所の研究者による共
同研究や、研究者交流のためのフォーラムを実施 
- 
文部科学省/
海洋科学技
術 セ ン タ ー
（現・海洋研
究開発機構） 
沿岸環境・利用
の研究開発 
（1999～2003 年
度） 
海洋科学技術センターと地域が協力して、沿岸環境問題へ
の適切な対応策について、地域特性や状況に応じた研究を
実施 
 
文部科学省 国立大学におけ
る共同研究セン
ターの設置 
（1987年度～） 
産業界との連携・協力を推進する上での国立大学の窓口と
して、共同研究の場を提供するほか、技術研修、技術相談、
研究情報提供など様々な活動を推進 
60大学で設置 
（2003年 10月現
在） 
文部科学省 ベンチャー・ビジ
ネス・ラボラトリー
（ＶＢＬ）の設置 
（1995年度） 
ベンチャービジネスの萌芽となるべき創造的な研究開発の
推進と、高度な専門的職業能力をもつ起業家精神豊かな人
材を育成することを目的として、国立大学に専用の教育研究
施設を整備 
45大学で設置 
（ 2003 年度現
在） 
文部科学省 
/ JST 
大 学 発 ベ ン
チャー創出推進
事業 
（2001年度～） 
将来ベンチャーを起こす際のベースとなる技術開発課題を
公募し、採択したプロジェクトに従事する起業家及び開発担
当者等に対し技術的アドバイスや研究施設の提供等を実施 
13プロジェクト 
（ 2003 年度採
択） 
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主な担当省
庁・法人 
施策・制度名称 制度・事業内容 実施件数 
文部科学省 学術フロンティア
推進事業（私立
大学） 
（1998年度～） 
私立大学等を「学術フロンティア推進拠点」に選定し、内外
の研究機関との共同研究に必要な研究施設、研究装置・設
備の整備を重点的・総合的に支援 
107大学 
（ 2004 年度累
積） 
文部科学省 産学連携研究推
進事業（[バイオ]
ベンチャー研究
開発拠点整備事
業を含む）（私立
大学） 
（2000年度～） 
大企業やベンチャー企業との有機的な連携の下に行われる
産学共同研究プロジェクト、又は地場産業の振興等に資す
るため地域企業と連携して行われるプロジェクトに対し、研究
施設、研究装置・設備の整備等を支援 
48プロジェクト 
（ 2003 年度累
積） 
文部科学省/
経済産業省 
特定大学技術移
転 事 業 （ 承 認
TLO） 
（1998年度～） 
大学・研究機関等の研究成果の発掘・評価・選別、民間事
業者への移転、情報や資金の大学への還流等を遂行する
技術移転機関（TLO）を設立 
38機関 
（2004年 12月現
在） 
経済産業省/
産業技術総
合 研 究 所
（AIST） 
地域新生コンソー
シアム研究開発
制度 
（1997年度～） 
地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活性化
を図るため、大学等の技術シーズや知見を活用した産学官
の強固な共同体制（地域新生コンソーシアム）の下で、実用
化に向けた高度な研究開発を実施 
61プロジェクト 
（ 2003 年度採
択） 
経済産業省 産業クラスター計
画（地域再生・産
業集積計画） 
（2001年度～） 
地域経済産業局が自ら結節点となって産学官のネットワーク
形成を促すとともに、企業に対する技術開発支援や、企業と
専門商社との連携による販路開拓等の支援を行う。 
19プロジェクト 
（ 2003 年度採
択） 
農林水産省 先端技術を活用
した農林水産研
究高度化事業 
（2001年度～） 
産学官連携による共同研究グループに研究を委託する。農
水省が設定する重点研究領域の中から課題を選ばせる研究
領域設定型と、地域の農林水産業・食品産業等の活性化に
関する自由な課題について研究を行わせる地域活性化型が
ある。 
54プロジェクト 
（ 2003 年度採
択） 
環境省 国立機関公害防
止等試験研究費 
（地域密着型研
究） 
（1993年度～） 
地域におけるニーズが高く、地球環境の特性に応じた検討
が必要な研究課題について国立試験研究機関と公設試験
研究機関の共同研究を支援する。 
- 
総務省 
/通信・放送
機構（TAO） 
地域提案型研究
開発制度 
（1998年度～） 
大学等や国立試験研究機関、地元企業等から構成される研
究共同体が実施する、地域の産業ニーズに合致した情報通
信分野の基礎研究に対して、通信・放送機構が支援を行う。 
5プロジェクト 
（ 2001 年度採
択） 
総務省 戦略的情報通信
研究開発推進制
度（地域情報通
信技術振興型研
究開発プログラ
ム） 
（2004年度～） 
情報通信分野において、地域に根ざした新規産業の創出、
地場産業の振興や地域社会の活性化等に貢献する研究開
発を行う中小・中堅企業と大学等との共同研究を推進する。 
2004 年度より地
域情報通信技術
振興型研究開発
プログラムが開
始。（制度自体
は 2002 年度より
開始） 
－ 構造改革特区 
（2004年度～） 
地方公共団体や民間事業者の自発的な立案により、地域の
特性に応じた規制の特例を導入する特定の区域（構造改革
特区）を設け、地域の自発性の下、構造改革を進める。 
認定された 327
特区計画 の う
ち、産学連携に
関するものは 37
地域。 
注： 各省庁及び地方時自治体、独立行政法人のホームページをもとに作成 
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2.1.2  自治体による科学技術振興政策の進展 
自治体における科学技術の推進体制の整備は進んでいる。例えば大綱・基本計画等の策定
という動きをみると、プレ１期では年に 2、3県しか策定しなかったが、１期に入ると、1996
年は 6県、1997年は 7県、1998年は 14県と増加していることが判る。累積でみてもこうし
た策定がかなり進んできていることがみてとれる。 
そのほか、協議会や専任部署の設置も整備が進んでいる。2000年までに科学技術振興につ
いて①専門部署の設置、②協議会等の設置、③審議会等の設置、④大綱等の策定のすべてに
ついて実施した都道府県は 15にのぼる。 
 
図表2-3 地域における科学技術の総合的推進に係る体制整備状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注１： 凡例に示す数値は、専任部署の設置、協議会等の設置、審議会の設置、大綱等の策定のうち、実施済みの数。
（ ）内は自治体の数を示す。 
注２： 「空白県」の長野県・大分県でも既に「振興指針」を策定済み 
出典： 科学技術政策研究所「地域における科学技術振興に関する調査研究（第五回調査）」 2001 年 7 月 
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2.2 施策・制度の活用状況及び評価 
地域イノベーション振興に関する国の施策・制度には前節で示したように様々なものがあ
るが、その活用状況及び評価は各地域の関係当事者（ステイクホルダー）によって異なって
くるものと考えられる。本調査では、その実態を把握すべく、第 1部 2で述べた形式で各地
域のステイクホルダーに対する質問票調査を実施した。ここでは主に地域イノベーション振
興に関連する調査結果を取りまとめる。なお、質問票調査の実施要綱については参考資料 1
を、質問票調査の対象とした施策・制度全体については第 1部 2を参照されたい。 
2.2.1 成果・インパクト面での効果が高いと考えられる施策・制度 
回答者がこれまでに活用した施策・制度のうちで、産学公（官）連携の成果・インパクト
面17での効果が高いと考えられている比率（以下「効果比」と呼ぶ）を算出し、グラフ化した
（図表 2-4～図表 2-5参照）。なお、商工会議所については、これまでに活用した施策・制度を
アンケートの設問に入れていないため、成果・インパクト面での効果が高いと考えられてい
る回答者の比率としている。 
 
第 1部でも述べた通り、各セクター共通の傾向として「基盤・環境整備」に関する施策・
制度の効果比が高くなっている。これは個別の事例での活用で効果が目立つ施策・制度では
ないものの、全体的な底上げへの寄与が評価されているものと考えられる。 
一方、県等では、次項で述べるベストプラクティス比とほぼ同様の傾向として、「地域科学
拠点」、「連携拠点」といった「拠点整備」と「研究・技術開発（実用化）」の効果比が相対的
に高くなっている（図表 2-4参照）。新たな「知の創出」に基づく地域イノベーション振興を
図る上では不可欠の要素でありながら、自治体側の限られたリソース･ポテンシャルのみでは
対応が困難なこうした施策領域において、国の取り組みに高い効果が認められていることが
わかる。 
                                                
17 質問票では成果、インパクト面の「効果」の目安として、共同研究実施件数、特許出願件数、特許の実
施許諾件数、特許によるロイヤリティ等収入、参加企業の売上高増・雇用増を挙げている。 
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図表2-4 回答者種別の効果比（その１） 
自治体
27%
3% 5%
17%
12%
27%
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
???????????????????? ?????????????0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
回答数（実数）(N=24) 今までに関わったもの(N=54) 比率
国立大学等
34%
52%
33%
27%
0%
41%
23%
12%
54%
31%
0
20
40
60
80
100
120
140
???????????????????? ?????????????0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
回答数（実数）(N=101) 今までに関わったもの(N=111) 比率
私立大学
32%
0% 0%
62%
38%
14%
52%
29%
56%
41%
0
10
20
30
40
50
60
70
???????????????????? ?????????????0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
回答数（実数）(N=72) 今までに関わったもの(N=93) 比率
公立大学
55%
44%
60%
0%
83%
71%
40%
50%
20%
30%
0
2
4
6
8
10
12
???????????????????? ?????????????0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
回答数（実数）(N=17) 今までに関わったもの(N=23) 比率
 
注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 
注 2： 「その他市」については省略 
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図表2-5 回答者種別の効果比（その２） 
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（1） ベストプラクティスにつながった施策・制度 
ここで産学官連携促進のための施策・制度について、その効果の目安を得るため、「ベ
ストプラクティス比」という概念を導入する。この「ベストプラクティス比」とは、施
策・制度毎に、その施策・制度をベストプラクティス （産学公（官）連携で最も効果
を上げた取り組み事例）に関連する施策・制度として挙げた回答者の数を、当該施策・
制度を使ったと回答した回答者の数で除したものである。この比率を施策・制度区分毎
に算出し、グラフ化した（図表 2-6～図表 2-7参照）。なお、商工会議所については、ベ
ストプラクティスに係る設問自体を質問票調査に入れていない。 
 
全般的にベストプラクティス比が高い施策・制度区分としては、「地域科学拠点」、
「連携拠点」といった拠点整備に関するものと「研究・技術開発（実用化）」、「資金調
達」が挙げられる（図表 2-6～図表 2-7参照）。 
 
次に、回答者の種別毎に、グラフ化したものを図表 2-8～図表 2-9に示す。 
県等では、「地域科学拠点」、「連携拠点」といった拠点整備と「研究・技術開発（実
用化）」を活用したとする回答が多く、ベストプラクティス比もこれらの区分で高くなっ
ている（図表 2-8参照）。その主な要因については、前項で述べた通りである。 
 
県等による質問票の個別記述では、拠点整備に関する施策・制度を活用した事例をベ
ストプラクティスに選んだ理由として、「新たな産業を創出する可能性が大きい」、「既
存産業の活性化につながる」、「地域企業を含め開発意欲が増している」等が挙げられて
おり、これら施策・制度が地域の核となる産業を創出ないし活性化するプログラムとし
て効果を上げている、ないし期待されていることがうかがわれる。また、拠点整備に関
する施策・制度は一般に規模が大きく、継続期間も比較的長期のものが多いことから、
県等の自治体が関連施策を講じる上での有効な基盤となっていることも評価が高く
なった理由と考えられる。 
 
県等による質問票の個別記述では「研究・技術開発（実用化）」を活用した事例をベ
ストプラクティスに選んだ理由として、「製品化・事業化の実現」、「更なる発展が期待」
等が挙げられている。特定の技術や製品開発に関する事例であっても、地域の代表的成
功事例として企業側にアピールし、更なる連携の促進が期待できる点が好評価につな
がっているものと考えられる。 
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図表2-6 施策・制度区分別のベストプラクティス比（その１） 
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注 2： 「その他市」については省略 
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図表2-7 施策・制度区分別のベストプラクティス比（その２） 
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図表2-8 回答者種別のベストプラクティス比（その１） 
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注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 
注 2： 「その他市」については省略 
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図表2-9 回答者種別のベストプラクティス比（その２） 
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国の施策に関連して実施された県等の主な固有施策を図表 2-10～図表 2-12に示す。なお、
表中で国の事業費に対する割合を算出しているが、内容・期間・事業費等がある程度明確に
なっているもののみ抽出して算出した。 
これら自治体固有の関連施策に見られる主だった傾向は以下の通り。 
・ 「知的クラスター創成事業」を始めとする連携拠点の整備に合わせて固有の施策を実
施するケースが多い。その事業費は自治体によって大きく異なるが、知的クラスター
事業とセットで実施している固有施策の場合は数千万～1億円台であり、国の総事業
費に対する割合は最大で約 2割となっている。 
・ 一方、自治体がより主体的な役割を果たすことが期待される基盤・環境整備に関する
固有施策の場合は、国の総事業費に対する割合が相対的に高くなっている。 
図表2-10 県等の固有施策（拠点整備） 
固有施策 自治体
期間 
（年） 
事業費 
(百万円） 
国事業費に対
する割合(%)
都市エリア産学官連携促進(支援）事業 青森県 3 6.0  2% 
産学連携フォローアップ助成制度 仙台市 1 15.0  - 
県知的クラスター形成事業 福島県 1 150.0  - 
KAST光科学重点研究室、政策課題研究 神奈川県  102.8/年  - 
知的クラスター創成推進事業、知的クラスター産学官連携推進
事業、知的クラスター協力支援事業 
富山県 1 28.5  6%
 
知的ｸﾗｽﾀｰ形成促進事業費補助金、知的ｸﾗｽﾀｰ形成促進事
業費 
岐阜県 1 104.0  21%
 
知的クラスター創成支援事業 愛知県 2 27.2  4% 
京都知的クラスター連携推進事業、 
京都産学公連携機構推進事業 
けいはんな新産業フロンティア創出事業 
京都府 3 61.5  4%
 
知的クラスター創成事業本部経費 京都市 1 17.0  4% 
広島県産業科学技術研究所 広島県 1 20.0  - 
地域クラスター創成事業 
研究開発型産業集積促進事業 
徳島県 1 46.9  9%
 
新商品開発支援型共同研究事業 徳島県 3 36.0  - 
糖質バイオクラスター形成事業 香川県 1 103.0  21% 
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図表2-11 県等の固有施策（基盤・環境整備／人材） 
［基盤・環境整備」 
固有施策 自治体
期間 
（年） 
事業費 
(百万円） 
国事業費に対
する割合(%)
広島ＴＬＯ運営支援事業 広島県 1 12.0  - 
熊本ＴＬＯ事業助成金 熊本県 1 12.0  - 
大学技術移転促進事業補助事業 宮崎県 1 5.3  48% 
 
［人材］ 
固有施策 自治体
期間 
（年） 
事業費 
(百万円） 
国事業費に対
する割合(%)
地域結集型共同研究事業（県単） 宮城県 6 4～9/年 11% 
KAST光科学重点研究室 神奈川県  100.0/年 - 
(財)科学技術交流財団の研究会から RSP 事業へ発展したも
の（2 件） 
RSP 事業から（財）科学技術交流財団の先導的科学技術共
同研究事業へ発展したもの （5 件） 
愛知県 2～5 150.0 25%
 
先端技術開発共同研究推進事業 京都府  2/年 - 
光・マイクロデバイス開発支援事業 大阪府 1 100.0 - 
和歌山バイオ戦略推進事業 和歌山県  63.0 13% 
県職員の派遣 広島県 1 - - 
地域結集型共同研究事業・コア研究室整備事業 高知県 1 230.0 15% 
大学発ベンチャー創出推進事業（2002～2004)  
35百万円 
山口県 3 35.0 -
 
長崎県技術開発研究委託事業 長崎県 5 325.0 - 
バイオメディカル研究拠点形成推進事業 宮崎県 1 10.4 3% 
図表2-12 県等の固有施策（研究・技術開発） 
［研究・技術開発（実用化）］ 
固有施策 自治体
期間 
（年） 
事業費 
(百万円） 
国事業費に対
する割合(%)
彩の国コンソーシアム研究推進事業 2003 埼玉県 1 62 -
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2.3 要改善・今後必要と考えられる施策・制度 
改善が必要な施策・制度についての県等の回答結果を施策区分毎に整理すると図表 2-13の
通りとなる。基本的には活用例が多い施策・制度に対して改善が必要との回答が多くなって
いるが、活用数に対する比率は最大で 10%強と比較的低い。 
図表2-13 改善が必要な施策・制度（県等） 
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改善すべき具体的な内容を施策区分別に整理したものを図表 2-14に示す。経費支出を柔軟
に認めるべき、地域の中小企業が参加しやすい制度とすべき、実用化・事業化につながる支
援をすべきといった運用の弾力化や戦略性向上を求める意見が多い。 
支援によって実用化研究までは進んでも、その先製品が生み出されるまでの間、マーケティ
ングや試作機開発、臨床試験といったプロセスを支援すべきではないかという声も挙がって
いる。詳細は第 4章の指標分析の項で述べるが、科学技術基本計画の進行に伴い、特に第 1
期計画期間を中心に地域の科学技術に関する投資は増加した都道府県が多く、論文や特許と
いったいわゆるアウトプットもそれに伴って順調に増えている。ただし、そこから先のベン
チャー企業や新製品、新事業への発展にはまだギャップがある。これらの声は、いわゆる「死
の谷」として指摘される製品化、事業化までのプロセスを地域として限られたリソースの中
でどのようにサポートしていくべきかについての悩みと捉えることができる。 
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図表2-14 改善すべき内容 
施策・制度区分 1:拠点整備（地域科学拠点） 
 ・経費支出を柔軟に認めるべき（4） 
 ・地域中小企業が参加しやすい制度にすべき 
  
施策・制度区分 2：拠点整備（連携拠点） 
 ・経費支出を柔軟に認めるべき 
 ・同一地域における実施事業数制限を緩和すべき 
 ・実用化を見込んだ支援をすべき 
 ・地域中小企業が参加しやすい制度にすべき 
  
施策・制度_区分 9：研究・技術開発（実用化） 
 ・資金面での柔軟性を確保すべき（3） 
 ・事業化に結びつくような支援をすべき（2） 
 ・研究期間を長期化すべき 
 ・事務処理を簡素化すべき 
 ・地域中小企業が参加しやすい制度にすべき 
注： 上記（ ）内の数字は複数回答数 
 
地域における産学公連携の核となる連携組織、公設試、商工会議所に対しても、改善が必
要と考えられる点を質問票で調査した。指摘された改善点を内容別に分類・集計したものを
図表 2-15～図表 2-17に示す。 
回答者種別毎の具体的な指摘内容の主だった傾向は以下の通り。 
・ 連携組織、公設試で共通して指摘されているのは「資金面の支援」に関するもので、
事業化に係る支援を重視すべきとする点で県等の回答傾向と一致している。 
・ 公設試からは、「支援対象とする採択案件をより増加すべき」という意見が数多く出
ている。特に中小企業を対象とする支援では、採択件数を絞って成功確率を増やすよ
りも、1 件あたりの支援額を減らし支援対象の裾野を広げるべきという意見もある。
また、「採択時期が当初予算に間に合わない」という意見も多く出され、国側の施策
を受け入れる自治体側の制度・体制面との不整合を問題視していることがうかがわれ
る。 
・ 商工会議所においても、事業化支援に関する指摘が最も多く、販路拡大策とセットで
研究開発支援を行うべき、企業が開発した製品を国が調達する仕組みが必要18、と
いった意見が出ている。昨年度実施した中小企業へのヒアリング調査の過程で得られ
た以下のような声とも符合している。 
研究開発に関する支援を受けた結果（成果）を商品化した場合に、それらをアピー
ルする（宣伝する）支援が薄いと感じる。特に中小企業の場合は、社会的信頼性
を得るという部分に苦労することから、より販売に対するサポートがあると良い
と感じる。 
出所：機械製造系中小企業へのヒアリング調査結果（03 年度）より 
                                                
18 （参考報道）政府は、地方自治体に一般競争入札を義務づけた公共事業や物品購入、ソフトウエア開発
などの発注で、地元ベンチャー企業の育成を目的とした随意契約を可能とする方針を固めた。福祉関連や
新産業分野の中小企業を育て、地域経済の活性化につなげようと岐阜県が構造改革特区に限定した規制緩
和を提案していたが、政府は今年度中に地方自治法施行令を改正し、全国的に認めることにした。（出典：
毎日新聞 2004年 9月 2日付け） 
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・ なお、数としては少ないものの、商工会議所からは企業が支援制度そのものを知らな
いので、もっと積極的にアピールすべきとの意見が出ている。国の制度・施策の数が
非常に多く、支援を利用する側（特に中小企業）の理解が低いという類似の指摘が都
道府県からも寄せられており、今後の課題の一つと考えられる。 
図表2-15 改善点の分類（連携組織） 
分類 回答数（N=18） 
資金面の支援 6 
地域の実情を踏まえた施策（特区の活用） 3 
柔軟性のある運営（手続きの簡素化） 3 
実用化・事業化支援 3 
中小企業支援 1 
図表2-16 改善点の分類（公設試） 
分類 回答数（N=53） 
採択数の増加 15 
資金面の支援 9 
採択時期の改善 9 
柔軟性のある運営（手続きの簡素化） 6 
コーディネーター等の人材の育成・確保 4 
地域の実情を踏まえた施策（特区の活用） 3 
中小企業支援 2 
図表2-17 改善点の分類（商工会議所） 
分類 回答数（N=10） 
実用化・事業化支援 3 
採択数の増加 3 
制度の情報提供 2 
期間等を柔軟化 1 
 
今後必要になると考える施策・制度に関する回答を回答者種別・内容別に集計したものを
図表 2-18～図表 2-19に示す。回答内容の主だった傾向は以下の通り。 
 
・ 公設試（特に農林水産系）から、地域の特産品、資源、特色を生かした研究課題等に
対する支援を求める声が多く出ている（図表 2-18参照）。また、資金面の支援を求
める声もあるが、この背景としては、以下のような公設試を取り巻く状況変化がある
と考えられる。 
¾ 地方に対する補助金の一般財源化に伴う公設試対象の研究助成が激減するとともに、県
単独研究への財政措置も期待できない。また、応用的、実用的な研究テーマであるため、
大学と同じ土俵で文部科学省の補助金を確保することは困難な状況にある。（A 県立工業
技術センター） 
 
・ 中小企業の回答で特徴的なのは、財政的支援よりも「技術移転、連携統括的制度・組
織・人材」といった広い意味でのコーディネーター的業務に対するニーズが強く、中
でも支援施策・制度の「案内役」や実用化に向けたアドバイザーを求める意見が多い
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ことである（図表 2-19参照）。 
・ こうした「案内役」を求む理由の一つとして、数ある施策・制度を自社の製品化まで
どのように利用するのが適切かを判断するのが難しく、施策に参加する機関の性格や
特徴等も単独では把握しづらいことが挙げられる。この点は、前項の「利用側への支
援制度の積極的アピールが必要」との問題意識とも符号する。 
・ 一方、実用化へのアドバイザーを望む意見が多く出てきているのは、最近の実用化研
究支援の流れによって、研究を実施して製品化の前段階までたどり着くことは以前よ
りも容易になったものの、グローバルな競争の激化等に伴い、その先の製品化から販
売につなげていくことが相変わらず困難なためと考えられる。 
図表2-18 今後必要になると考える施策・制度（連携組織、公設試） 
 回答数 
分類 連携組織（N=7） 公設試（N=20） 
地域の実情を踏まえた施策（特区の活用） 0 7
資金面の支援 2 4
実用化・事業化支援 3 2
既存技術・制度の活用 0 2
中小企業支援 2 0
コーディネーター等の人材の育成・確保 1 1
施設整備 0 1
柔軟性のある運営（手続きの簡素化） 0 1
 
図表2-19 今後必要になると考える施策・制度（企業） 
 回答数 
分類 大企業（N=33） 中小企業（N=94） 
技術移転、連携統括的制度、組織、人材 1 22
財政的支援（優遇税制、融資、補助金） 1 13
特定研究開発分野への支援 4 7
中小企業に対する支援 0 10
期間・時期について柔軟な制度・体制 4 7
実用化・事業化支援 4 6
製品普及、販売支援 0 8
研究開発・事業化等のリスクの軽減 4 0
（事務）手続きの簡略化 3 4
人材育成 0 6
施設の利用 0 6
実施体制の改善（施策実施側の意識欠如等） 2 4
制度の簡略化（複数制度が存在し、わかりにくい） 0 5
分野横断的施策 4 1
知財・成果の評価 3 2
知財・機密の保護 3 2
共同研究への助成・優遇措置 3 0
相互理解の不足 0 2
地域に対する支援 0 2
研究内容・成果の充実 1 0
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3 地域における産学公連携の課題 
3.1 地域における産学公連携を進める上での課題 
3.1.1 自治体から見た課題 
質問票調査において地域における産学公連携の課題について自治体に聞いたところ、産学
公連携に向けた意識の高まりや施策連携、場の整備等の進捗は認めつつ、多くの自治体が大
学と地元企業の技術水準、シーズのミスマッチ、地域としてのリソース不足を指摘している。 
具体的には「技術水準、研究の性格面で、大学での研究成果を活用できる地元企業が少な
い」という回答が最も多く、次いで「独自の推進施策を企画・立案するための十分なリソー
ス（人材、財源）が確保できない」という回答が多かった。 
都道府県では「技術水準、研究の性格面で、大学での研究成果を活用できる地元企業が少
ない」こと及び「大学側の意識と地元企業のニーズにミスマッチがある」ことを課題として
受けとめる割合が相対的に高いのに対し、政令指定市（注：有力大学の立地自治体が多い）
では、「一部の研究者は熱心だが、全体としては地域や地元企業に目を向けていない」との回
答が多く、その他市では「様々な主体を結びつけるネットワークや"場"がない」との回答が
相対的に多くなっている。 
図表 3-1 産学公連携の主な課題（自治体：複数回答） 
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3.1.2 連携組織から見た課題 
質問票調査の結果によれば、連携組織においては、都道府県の問題意識と同様の傾向を示
し、「技術水準、研究の性格面で、大学での研究成果を活用できる地元企業が少ない」という
回答が最も多く、同時に、「大学側の意識と地元企業のニーズにミスマッチがある」こと及び
「独自の推進施策を企画・立案するための十分なリソース（人材、財源）が確保できない」
ことを課題として受けとめる割合が比較的高かった。 
商工会議所も概ね同様の傾向を示したが、「地元企業側に大学等との連携に対する心理的
な障壁がある」こと（いわゆる「敷居の高さ」）を挙げる割合が比較的高かった。 
図表 3-2 産学連携の主な課題（連携組織等：複数回答） 
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連携組織(N=57)
商工会議所(N=147)
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注： 都道府県に対する設問においては、「公設試験研究機関が研究指向であるため、産学公連携を進める意識が希薄で
ある」という選択肢を設けていない。 
  139
3.1.3 大学側から見た課題 
質問票調査の結果によれば、大学側から見た地域との連携に係る課題については、「連携を
志向しておらず課題は特にない」との回答が２割近くを占めた私立大学と比べて、総じて国
立大学等、及び公立大学の方が種々の課題を感じる割合も高くなっている。19 
特に国立大学等では、「技術水準、研究の性格面で、大学での研究成果を活用できる地元企
業が少ない」及び「地元企業側に大学等との連携に対する心理的障壁がある」という回答が
多く、自らの研究水準の相対的な高さを反映してか、地元企業の能力や姿勢を課題として挙
げる割合が高いが、公立大学では自治体の厳しい財政状況を反映してか、都道府県の予算・
人材不足を課題に挙げる比率も高い。 
国研・独法等については、「連携を志向しておらず課題は特にない」との回答が国立大学等
に比し相対的に高い（17％）が、一方で、近年の「基礎研究シフト」を反映してか、「技術水
準、研究の性格面で、大学での研究成果を活用できる地元企業が少ない」という回答も 63%
と多かった。 
図表 3-3 大学等及び国研・独法等が地域との連携を進める上での課題（複数回答） 
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国立大学等
(N=116)
公立大学
(N=40)
私立大学
(N=210)
国研・独法等
(N=35)
 
 
＜「その他」の特徴的な意見（国立大学等）＞ 
このほか、国立大学等では大学シーズと企業ニーズのマッチングの困難さや施設不足、予
算不足を訴える声が挙がる中で、 
・ Ａ大学：地元企業等と大学の間（の関係）には長い歴史があり、その習慣や意識が新
しい形態の産学連携の障害となっているケースがある。 
                                                
19 参考資料 26 
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・ Ｂ大学：ネットワーク自体は構築されつつあるので、今後は地域としての一体的なプ
ランニング（リーダーになる）化が必要 
・ Ｃ大学：地方自治体側に、大学との基礎的研究を共同で行うに際して、時間管理、身
分的問題の解決のための枠組が欠如しており、大きな困難となっている 
等、地域の習慣や意識といった無形の要因を課題として挙げるとともに、地域によるリー
ダーシップの発揮等を期待する意見が目を引いた。 
 
＜「その他」の特徴的な意見（私立大学）＞ 
私立大学では、自治体や自らの推進体制が未整備であることや予算不足を指摘する一方で、
地域あるいは企業との情報交換や意志疎通を図ることそのものを課題として挙げる意見が目
立った。（第 1部 3.1節参照）特に 
・ Ｄ大学：大学での研究成果が直ちに事業化に結びつくケースは稀であるが、企業には
この理解が欠如している 
・ Ｅ大学：企業にとって、すぐ利用したり役に立つ研究が大学にゴロゴロしているわけ
ではない。しかし、長い目で利用できるものはあるのではないか。大学も、その企業
にとって、少し長期的に見て、多少資金も提供すれば、有益になりそうなシーズを提
示できる能力が求められる 
等、企業・大学双方の意識・姿勢の変革を求める意見は注目される。 
 
3.1.4 公設試が地域連携を進める上での課題 
質問票調査の結果によれば、公設試においては、産学公連携を進める上での課題として、
「機関内に独自の連携推進施策を企画・立案するための十分なリソース（人材、財源）が確
保できない」ことを挙げる機関が最も多く(有効回答数の 61％。以下同様)、都道府県（44％）
や連携組織（46％）と比較しても高い。次いで「技術水準、研究の性格面で、機関の研究成
果を活用できる地元企業が少ない」こと（44％）や地元企業のニーズとの間にギャップがあ
ること（設備面のギャップと専門領域面のギャップとを合わせると計 46％）を挙げる機関が
多い。 
即ち、多くの自治体も共通課題として挙げる連携のためのリソース不足に加え、地元企業
との能力・ニーズ面等、様々なギャップに悩む公設試の姿が浮かび上がってくる。 
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図表 3-4 公設試が地域との連携を進める上での課題（複数回答） 
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自由記述欄に寄せられた意見にも「当研究所が対象としている主な業界は・・・中小零細
企業で、技術的結果が出てもそれを移転できないジレンマを抱えている」といったものがあっ
たが、さらに踏み込んで「先端技術応用にのみ視点を置くことは、我々の研究対象である畜
産・農業・農山村の活性化をネグレクトすることになりかねず、社会学的・経済学的アプロー
チや地味な地域課題を解決するための技術開発への取り組みを支援する仕組みが望まれる」、
「『企業』の製品開発をとおして活用される技術ばかりでなく、農業経営体が直接活用できる
技術開発も・・・重要な業務」、「当機関としては、地域特有の環境資源の公益性の確保、保
全のための対応方策に資する共同研究や地域の衛生・環境分野の課題解決のための研究等に
取り組む必要がある」といった意見があった。求められる科学技術が先端的ではなかったり、
応用範囲が極めて狭かったりして、大学等が取り扱いにくい課題があるが、むしろそうした
地域の特徴や資源に根ざす課題の解決や地域独自の取組みに自らの役割を積極的に位置づけ
ようとする姿勢が見られた。 
また、こうした姿勢とともに、今後の取組み方針として、大学との連携を強めたいとの意
見がいくつか見られたほか、自らだけでは対応できない「不得意技術分野やマーケティング
等の技術以外の分野を他機関と連携して企業支援を行う」という機関や、「国レベルの独立法
人の手足の位置付けができないものか？公設試を束ねれば大きな集団となる」といった声を
挙げる機関があった。複数の機関によるネットワーク構築に活路を見いだそうとする提案で
あり、注目されるところである。 
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3.1.5 中小企業が地域連携を進める上での課題 
（1） 産学公連携を行わなかった理由 
質問票調査において、中小企業のうち、産学公連携を行ったことがないという企業に対し
て、その理由を尋ねたところ、大学や商工会議所等が課題として指摘していた「企業側の心
理的障壁」（敷居の高さ）を挙げる割合は 5%と意外に低く、「今は、研究提携等のテーマとな
る課題がないため」（38％）、「研究提携等のための費用を負担できないため」（27％）といっ
たいわば企業側の事情によるものが多かった。他方、「大学等がどのような研究をしているか
わからないため」（32％）、「コストに見合う効果を得られるとは思えないから」（28％）と
いった大学側に情報提供や連携メリットのアピールの面で改善を求めていると考えられる回
答も多かった。20 
図表 3-5 中小企業が今まで大学等との研究提携等を行わなかった理由（複数回答） 
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（2） 中小企業から見た大学等の問題点 
質問票調査の結果によれば、中小企業が挙げる大学等との研究提携等実施にあたっての問
題点としては、「自社での実用化につながりそうな研究テーマが少ない」が最も多く、次いで
「大学等で行っている研究に関する情報が不足」が多い。総じて大学等の連携・実用化に係
る“意識”の低さを問題視する回答が多くみられた。一方、大学側の研究インフラや制度面
の整備の進捗を反映してか、研究能力、手続きの煩雑さ、権利の取扱いルール等に関する問
題を挙げる企業は少ない。21 
大企業と比べると、「大学等で行っている研究に関する情報が不足」や「コスト意識の相違」
を問題点として挙げる割合が高く、「共同研究等のゴールに対する大学と企業との間の意識
の相違」や「特許等、共同研究成果の権利保護意識の相違」を挙げる割合は低かった。これ
                                                
20 参考資料 27 
21 参考資料 28 
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は、大企業と中小企業で連携のスケールや「深さ」に相応の差があることによるものと捉え
られる。 
図表 3-6 中小企業が大学等と研究提携等を行うにあたっての問題点 
（企業規模別、複数回答） 
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26%
21%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
（海外の大学と比べて）研究能力が不十分
研究体制（マンパワー）が不十分
研究施設・設備が不十分（せまい、陳腐化している等）
自社での実用化につながりそうな研究テーマが少ない
大学で行っている研究に関する情報が不足
共同研究等のゴールに対する大学と企業との間の意識の相違
実用化意識の欠如
コスト意識の相違
研究開発のスピードに対する意識の相違
顧客ニーズに対する感度の相違
研究成果の発表方法、時期に関する意識の相違
特許等、共同研究成果の権利保護意識の相違
特許等の共同出願に関する手続きに時間がかかる
技術指導や共同研究契約に関する手続きが煩雑
様々な協力形態に対する窓口が一本化されていない
研究者の流動に関する制度の不備
共同研究の元になる大学での研究成果が
特許等で十分に権利化されていない
大学に公共性に基づく非排他性
（同様な分野にかかわる第三者の参入）
特許等の研究成果を独占できない
研究成果の取り扱いのルールが不明確
国内の大学との研究協力上の問題は無い
その他
有効回答に対する比率（%）
中小企業（N=326)
大企業（N=239)
 
 
中小企業において、産学連携の経験の有無別に、大学の問題点に対する考え方を見ると、
経験が有る企業は「研究提携等のゴールに対する大学等と企業との間の意識の相違」、「研究
施設・設備が不十分（狭い、陳腐化している等）」のほか、「特許等の研究成果を独占できな
い」等の知的財産の権利関係に関わる問題点を挙げる割合が相対的に高く、事業化の推進を
見据えたところに問題意識の重点があると考えられる。 
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一方、経験が無い企業は、「自社での実用化につながりそうな研究テーマが少ない」、「大学
等で行っている研究に関する情報が不足」等を問題点として挙げる割合が高く、産学連携の
入り口で躊躇している姿が伺われ、逆に企業側の姿勢が問われるところでもある。 
図表 3-7 中小企業が大学等と研究提携等を行うにあたっての問題点 
（産学連携の経験の有無別、複数回答） 
0.7%
5.3%
9.9%
10.1%
9.9%
7.9%
2.9%
2.2%
0.7%
0.7%
0.0%
2.4%
1.4%
1.2%
2.4%
2.6%
2.9%
3.1%
0.8%
3.2%
15.6%
6.1%
7.5%
12.1%
8.7%
8.3%
1.0%
1.4%
1.2%
1.2%
0.0%
2.4%
0.2%
0.4%
0.6%
2.2%
4.3%
1.2%
11.1%
7.9%
4.6%
10.1%
1.2%
20.2%
0% 5% 10% 15% 20% 25%
（海外の大学等と比べて）研究能力が不十分
研究体制（マンパワー）が不十分
研究施設・設備が不十分（狭い、陳腐化している等）
自社での実用化につながりそうな研究テーマが少ない
大学等で行っている研究に関する情報が不足
研究提携等のゴールに対する大学等と企業との間の意識の
相違
実用化意識の欠如
コスト意識の相違
研究開発のスピードに対する意識の相違
顧客ニーズに対する感度の相違
研究成果の発表方法、時期に関する意識の相違
特許等、共同研究成果の権利保護意識の相違
特許等の共同出願に関する手続きに時間がかかる
技術指導や共同研究契約に関する手続きが煩雑
様々な協力形態に対する窓口が一本化されていない
研究者の流動に関する制度の不備
共同研究の元になる大学等での研究成果が特許等で十分に
権利化されていない
大学等の公共性に基づく非排他性（同様な分野にかかわる
第三者の参入）
特許等の研究成果を独占できない
研究成果の取り扱いのルールが不明確
国内の大学等との研究提携等を進める上での問題は無い
その他
産学連携の経験有
（N=153)
産学連携の経験無
（N=168)
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3.2 地域人材を巡る状況 
3.2.1 自治体による地域人材の把握状況 
質問票調査の結果によれば、大部分の県等では、地域における産学公連携の仲介・支援人
材（コーディネーター等）の現状を量的に把握していると答えており、2割以上の団体では
名簿も作成している。 
一方、その他市においては、一転して把握していないとする団体が 8割近くを占め、名簿
を作成しているのは 5団体（尼崎市、出雲市、呉市、日立市、福山市）にとどまる。 
図表 3-8 自治体によるコーディネーター等の把握状況 
22.8%
64.9%
12.3%
 
2.7%
20.1%
77.2%
名簿を作成している
大体何名いるかは把握して
いる
把握していない
 
 都道府県 
（N=45） 
政令指定市 
（N=12） 
その他市 
（N=184） 
名簿を作成している 10 3 3 
大体何名いるかは把握している 32 5 28 
把握していない 3 4 126 
 
各自治体が把握しているコーディネーター等の人数としては、都道府県、政令指定市、そ
の他市の合計で見た場合、12人未満の団体が約 6割を占めるが、名簿を作成している団体に
限ると 12人以上 20人未満が半数を占める。 
図表 3-9 各自治体が把握しているコーディネーター等の人数構成 
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【市】 【県等】 
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3.2.2 地域人材の不足感 
質問票調査の結果によれば、上記のような地域における産学公連携を推進する人材につい
ては、ほとんどの組織が不足感を有している。 
その中でも、大学等の技術シーズ・知財を産業界に橋渡しする人材（コーディネーター等）
や技術シーズ導入に熱心な経営者への不足感が強く、特にその他市のレベルではこうした人
材の不足感が顕著となっている。 
図表 3-10 産学公連携に熱心な研究者の過不足感 
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図表 3-11 技術シーズ導入に熱心な経営者の過不足感 
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図表 3-12 大学等の技術シーズ・知財を橋渡しする人材の過不足感 
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なお、大学等の技術を橋渡しする人材については、「やや不足している」あるいは「かなり
不足している」と答えた団体・機関等に対し、その具体的な職種を聞いたところ、「各種コー
ディネーター」という回答が最も多く４割近くを占め、「弁理士」という回答も３割を占めて
いる。 
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個別の活動を調整してより大きな成果につなげていくことの出来る人材、すなわち、地域
全体の将来像を描いてそれに向けてのリーダーシップを発揮する、いわば「ビジョナリー」
とも言うべき人材については、技術シーズ導入に熱心な経営者やコーディネーターと同様に、
各団体を通じ不足感が強い。（そうした中、商工会議所で「ビジョナリーは足りている」とす
る回答が相対的に高くなっていることは、実際にいくつかの自治体において商工会議所周辺
に「ビジョナリー」と呼ぶにふさわしい人物が存在する事実と符合する。） 
図表 3-13 ビジョナリーの過不足感 
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3.2.3 中小企業が望む人材 
質問票調査の結果によれば、中小企業が、産学公連携を推進していく上で、大学等の連携
窓口や地域の連携組織に充実させる必要があると考える人材としては、「企業の技術・技能経
験者」（67％）が最も多く、次いで「企業経営者・経営経験者」、「弁理士」が多かった。 
また、「企業経営者・経営経験者」のほか、「経営コンサルタント」及び「企業の財務経験
者」については、大企業と比べて要望が強かったことを考えあわせると、大企業とは違って、
連携に当たっての経営面でのアドバイス等を望んでいる中小企業の姿がうかがえる。 
図表 3-14 中小企業からみた産学公連携窓口に充実させる必要がある人材 
（複数回答）（再掲） 
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3.2.4 地域人材の確保に向けて 
（1） 自治体の問題意識 
質問票調査の結果によれば、自治体においては、地域のコーディネーターを確保する上で
の課題として、若手・中堅人材の不足、候補者の探索・発掘の困難さを指摘する声が比較的
多かった。その他市では、特に「どこに適切な人材がいるかがわからない」とした割合が極
めて高く、中小規模の自治体における情報収集能力の限界を示しているとも考えられる。 
図表 3-15 人材を中長期的に確保する上での課題（自治体、複数回答） 
21.4%
69.0%
26.2%
50.0%
33.3%
25.0%
0.0%
25.0%
58.3%
33.3%
77.6%
57.1%
8.3%
15.8%
10.5%
3.3%
10.5% 10.5%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
?????????????????
???????????
?????????
?????
???????????
???????
???????????
???????????
???????????????
???
都道府県
(N=42)
政令指定市
(N=12)
その他市
(N=152)
 
 
その他の意見としては、「任用資金の確保」や「育成する機関、機能がない」等、自治体側
のリソース・体制の不備や、「コーディネーターの職業としての地位が確立されていない」、
「人材確保についてのニーズが表面化していない」等、意識不足を挙げるものもある一方で、
「地域に目立った産業がないため、誘因がない」等、地域の産業側の限界性を指摘するもの
も見られた。 
（2） 大学の問題意識 
一方、質問票調査の結果によれば、自らがコーディネーター等を擁する大学等においては、
そうした人材を中長期的に確保する上での課題として、「産学連携業務に専任する事務職員
の人件費等の資金確保が困難」という回答が最も多く、国立大学等及び公立大学では回答者
の６割、私立大学では２／３が問題点として挙げている一方、その他の選択肢の回答率は相
対的に低い。(国研・独法等については、サンプル数が少ないため参考値にとどめるが、早く
からコーディネーターを配置していたためか、資金確保の困難性を挙げる機関は比較的少な
かった。)  
「その他」の意見においても、国立大学等及び公立大学では、専任者ポストの確保の困難
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さと、担当職員が３年程度で異動することへの指摘が大半を占めている。私立大学において
は、これに加えて、「専門的知識を持った人材の確保が困難」、「学内に人材育成プログラムの
ノウハウがない」といった声が多かったことを考え合わせると、大学等においては、まずは
持続性ある学内体制の整備が課題となっていると言える。 
図表 3-16 人材を中長期的に確保して上での課題（大学等、複数回答） 
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図表 3-17 人材を中長期的に確保していく上での課題（私立大学）の「その他」の主な意見 
（専任者の確保と人事異動に関わるものを除く） 
大学名 記述内容 
  専門家の育成・確保の困難性 
1  Ａ大学 バイオ等に精通した技術移転スペシャリストの確保が難しい 
3  Ｂ大学 学内人材では十分な対応ができない 
4  C 大学 医療系の専門的知識を持った人材の確保が困難 
5  Ｄ大学 学内教職員で対応しているため、専門的知識が十分とはいえない 
6  Ｅ大学 知的財産管理体制の構築・知的財産管理業務者の育成と確保 
7  Ｆ大学 学内に自学職員のための人材育成プログラムのノウハウがない 
  人選が難しい 
8 Ｇ大学 企業出身者等、外部からのスタッフ確保の際の人選手段が乏しい 
9 Ｈ大学 アドバイザーなど学外人材の導入が規程で認められたので、今後具体化する予定であるが適材の選択が課題 
  その他  
10  Ｉ大学 企業からの依頼試験などを実際に行うスタッフの確保が必要 
11  Ｊ大学 担当スタッフのインセンティブ 
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（3） 公設試の問題意識 
質問票調査の結果によれば、公設試においては、産学公連携の仲介・支援に従事している
者は１機関当たり 5.8人おり、その内訳としては、窓口担当者が６割を占め、科学技術コー
ディネーターは 6％、産学連携コーディネーターは 9％、特許流通アドバイザーは 6％となっ
ている。 
その出身母体を見ると、公設試あるいは大学の出身者が９割近くを占めており、企業出身
者は 6％にとどまっている。 
図表 3-18 公設試のコーディネーター等の状況 
技術相談窓口
の担当者
64%
科学技術コー
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産学連携コー
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特許流通アド
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上記外の産学
連携担当者
15%
N=160
公設試（当該
機関内）,
82.8%
大学, 2.2%
自治体, 3.5%
その他, 2.7%
公設試（当該
機関外）, 3.1%
企業（研究開
発・営業開
拓）, 3.3%
企業（法務・知
財関連）, 2.4%
N=160
 
このような状況の中で、公設試では「人材の年齢が平均的に高く、蓄積されたノウハウ・
人的ネットワークが失われる懸念がある」とする声が最も多く、コーディネーター等の高齢
化が課題として浮き彫りになっている。 
図表 3-19 人材を中長期的に確保していく上での課題（公設試、複数回答） 
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【種別】 【出身母体】 
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「その他」の意見においては、自治体の人事システムによる制約（短期間での異動による
ノウハウ消失や人材の育成確保等）を課題とする意見が半分弱を占めた。資金確保の困難性
や、こうした人材の必要性に対する認識不足を取り上げる声も比較的多かった。 
そのほか、「産学コーディネートの専門機関・・・と、組織の枠組みを越えたより一層の具
体的な連携関係」（兵庫県工業技術センター）、「地域に存在する機関、人材とのネットワーク
を構築することが重要」（福岡県工業技術センター）など、他機関とのネットワークに活路を
見いだそうとする姿勢も見られた。 
（4） 産学公連携推進組織の問題意識 
質問票調査の結果によれば、連携組織においては、産学公連携の仲介・支援に従事してい
る者は１機関当たり 7.7人おり、その内訳としては、窓口担当者が 29％、科学技術コーディ
ネーターは 17％、産学連携コーディネーターは 13％、特許流通アドバイザーは 6％となって
いる。 
その出身母体をみると、企業出身者が約半数を占めている。 
図表 3-20 連携組織のコーディネーター等の状況 
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6%
N=55
 
企業（法務・知
財関連）, 5.7%
企業（研究開
発・営業開
拓）, 36.6%
当該機関内,
19.6%
大学, 4.0%
自治体, 27.0%
その他, 7.1%
N=55
 
こうした状況の中で連携組織においては、「人材の年齢が平均的に高く、蓄積されたノウハ
ウ・人的ネットワークが失われる懸念がある」とする声が最も多く、次いで「中長期のキャ
リアパスの提示が困難であるために若手・中堅の人材を採用できない」や「組織内の人事サ
イクルとの関係で、中長期の任用が困難」という意見も多かった。 
一方、企業出身者が半数を占めながらも、「企業出身人材が数年で企業に復帰してしまう」
ことを課題として挙げることは少なかった。（実際、これら企業出身者は多くが役職定年を迎
えたベテランの人材で、「片道」の形で連携組織に移籍するケースが多いものと考えられる。） 
「その他」の意見においては、財源不足、人材不足を挙げる意見があった。 
【種別】 【出身母体】 
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図表 3-21 人材を中長期的に確保していく上での課題（連携組織、複数回答） 
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（5） 商工会議所の問題意識 
質問票調査の結果によれば、商工会議所においては、地域のコーディネーターを確保する
上での課題として、若手・中堅人材の不足、候補者の探索・発掘の困難さを指摘する声が比
較的多かった。その他市と同じような意見の分布を見せており、「どこに適切な人材がいるか
がわからない」とした割合が極めて高く、商工会議所における情報収集能力の限界を示して
いるとも考えられる。 
図表 3-22 人材を中長期的に確保する上での課題（商工会議所、複数回答） 
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その他の意見としては、「資金的な理由で人材の確保ができないために・・・充分に機能さ
せることができない」、「行政主導型の独立機関でなければ、予算的・人的に確保は無理だと
思われる」等のリソース・体制の不備や、「中心地に人材が集中、公的人材にたよらざるを得
ない」等の人材不足を挙げるものがある一方で、十和田商工会議所における「企業からの相
談に応じて当地域外の機関・組織の発明協会青森県支部や、エキスパートバンクによる専門
家派遣、八戸高専内の産学連携窓口等を活用」している例を挙げるなど、地域外との広域連
携等の工夫に期待を感じさせるものも見られた。 
 
3.2.5 地域におけるネットワーク形成 
質問票調査の結果によれば、自治体、連携組織、商工会議所が地域内のネットワークとし
て挙げたものの活動主体は、自治体・公設試が 21%、公益法人が 32%、大学等が 25%、商工
会議所等が 13%という構成になっている。 
ネットワークの発足年度別にみると、ここ２－３年の増加が大きく、2002～03年度に発足
したものが過半を占めている。また、近年の増加は、自治体・公設試や財団法人・社団法人
が活動主体のものが中心となっている。1991～99年度に発足したものの中では大学・高専が
活動主体のものが比較的多かったが、近年は自治体主導によるものにネットワーク形成・運
営の主軸がシフトしつつあることが表れている。 
図表 3-23 地域におけるネットワーク形成の活動主体（発足年度別） 
 
 
0
5
10
15
20
25
30
35
40
～1990 1991～1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003～
年度
ネ?
ト
ワ?
ク
数
自治体・公設試等 （各年度）
財団法人・社団法人 （各年度）
大学・高専 （各年度）
商工会議所・工業会等 （各年度）
その他 （各年度）
２期１期プレ１期
 
活動主体 合計(%) 1990
以前 
1991
～95 
1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
以降 
自治体・公設試等 81[9] (20.7) 2 1 5 3 2 1 7 8 14 29 
財団法人・社団法人 121[10] (30.9) 10 10 0 0 7 5 9 12 21 37 
大学・高専 104 [16] (26.5) 4 11 3 3 8 1 6 10 11 31 
商工会議所・工業会等 48 [3] (12.2) 1 3 0 0 3 4 3 5 11 15 
その他 38[3] (9.7) 5 1 0 1 1 2 3 2 11 9 
計 392[41] (100.0) 22 26 8 7 21 13 28 37 68 121 
注： [ ]内の数字は年次が不明のもの （なお、活動主体不明 9件は除外） 
N=338 
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また、自治体等による地域内の人材やネットワーク作りの支援等としては、「定期的な会議
の主催」が最も多く、支援活動を行っている自治体の７割を占めている。本項目は連携組織
においても 72％で最も多い。 
こうした会議の年間の平均開催件数は、県等の場合は 5.4回、連携組織の場合は 6.3回だが、
３回以内にとどまっているケースが最も多い。 
コーディネーターによる自主的活動への資金面等の支援も県等の 21％、連携組織の 18％が
挙げており、内容としては人件費補助、会員費補助、体制整備、調査実施等となっている。
その他にも、研修の実施、情報発信、人材育成、人材交流の促進等の支援が行われている。 
図表 3-24 県等による地域内の人材やネットワーク作りの支援 
支援内容 自治体 うち都道
府県 
うち政令
市 
連携組
織 
商工会議
所 
定期的に会議を主催している 
 35 (71.4) 28 (73.7) 7(77.8) 31(72.1) 26(50.0) 
コーディネーターによる自主的な
活動を資金面等で支援している 10 (21.3) 8 (21.1) 2(22.2) 10(23.3) 8(15.4) 
その他 11 (23.4) 9 (23.7) 2(22.2) 10(23.3) 10(19.2) 
注： （ ）内の数値は、支援活動を行っている団体に占める割合（複数回答、単位：％） 
図表 3-25 ネットワークづくりに向けた会議の年間案開催数の分布 
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注： 商工会議所が主催するものについては、回答数が少ないため、参考値として示す。 
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3.3 小括  ～質問票調査の結果からの示唆～ 
（1） 自治体や大学等は地元企業の技術水準や心理的障壁を課題として認識 
上述したとおり、質問票調査の結果によれば、多くの自治体や大学等は、大学の研究成果
を十分に活用できない地元企業の技術水準を課題として挙げていた。 
また、多くの連携組織や大学等が「地元企業側に大学等との連携に対する心理的な障壁が
ある」ことを課題として挙げていたことにも注目したい。このことは、03年度のヒアリング
調査において、「中小企業は、学会等に自社研究者を頻繁に参加させている大企業と比較して、
大学との接触機会を欠いており、大学の敷居を高く感じる傾向があるのではないか、特に地
元の中小企業に対しては大学側からアプローチが必要」という指摘が TLO関係者からなされ
たこととも符合する。 
 
（2） 中小企業は、大学の研究テーマとのミスマッチや情報不足を指摘 
一方、中小企業からは、大学に対する心理的障壁よりも、「大学等がどのような研究をして
いるかわからない」、「コストに見合う効果を得られるとは思えない」といった大学の研究
テーマとのミスマッチや情報不足を指摘する声が多かった。 
これに関しては、大学の問題点として「自社での実用化につながりそうな研究テーマが少
ない」を挙げる中小企業が相対的に多かったが、大学との研究提携を行わなかった理由とし
て「今は、研究提携等のテーマとなる課題がない」を挙げて企業側の事情により産学連携を
行わなかったとみなされる企業においては、特に当該回答の割合が高かったことにも留意す
る必要がある。 
すなわち、中小企業側は必ずしも「敷居の高さ」を感じてはおらず、“自らは現在課題を抱
えていないが、大学の研究テーマ次第では産学連携に取り組みたい”という姿勢を見せてい
るとも考えられる。このことは、大学における研究テーマを事業化推進の観点から見直すこ
と、あるいは現在取り組んでいる研究テーマについて広く周知を図ることによって、こうし
た企業の参加意欲を喚起する可能性を示唆している。 
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図表 3-26 研究提携等を行わなかった理由別にみた大学等の問題点（中小企業） 
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全体 大学等がどのような研究をしているかわからないため
コストに見合う効果を得られるとは思えないから 研究提携等のための費用を負担できないため 
今は、研究提携等のテーマとなる課題がないため
大学等との研究提携等を行わなかった理由（N=184)
大学等の問題点（N=326）
 
（3） 解決への視座① 
以上のような実状を踏まえると、大学側が中小企業にもわかりやすい形で研究テーマを提
示し、地元企業の参加意欲を喚起していくことが重要と考えられる。 
わかりやすい形での研究情報の提供のためには、 
・ 研究テーマについて幅広く周知を図ることや、地元企業の理解しやすい言葉でいわば
「翻訳」して説明することなど、情報提供の方法を工夫するとともに、 
・ 研究テーマそのものを企業が活用したいと考えるものになるように、大学における研
究活動を事業化推進の観点から戦略的に再構成すること 
等が求められる。言うまでもなく、企業側には、 
・ 長期的かつ広範な視点に立って行われる基礎的な研究が多いという大学の研究特性
に対する理解 
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・ 大学側への一方的な依存や短絡的な研究成果の転用を求めるのではなく、自らの課題
を明確化した上で、相互支援による連携を推進しようとする態度 
等が求められることとなる。 
（4） 解決への視座② 
一方、実際に大学との連携を進めている中小企業の中には、企業側から大学へ積極的にア
プローチしていく例が目立つ。03年度のヒアリング調査においても、産学連携に進むきっか
けが、人脈の活用はもちろんのこと、大学への営業活動・研究会の主催等から大学研究者と
の結びつきができたことだったとする例が多かった。 
 
田畑教授との出会いは「偶然」。当社製品の営業のため、たまたま立命館大学に先
生を訪ねたところ興味を示され、それをきっかけに指導いただくようになった。当
初から人的コネクションがあったという訳ではない。 
出所：株式会社イデヤへのヒアリング調査結果（03 年度）より 
 
山形県の専門家派遣制度を利用して、東工大・山形大の先生とアドバイザー契約を
していた。溶接電源回路の精密な電源制御技術の開発が目的であった。 
県の仲介により東北大の先生と 3年間共同研究したことがある。約 200万円の支出
をし、直接製品に結びつく結果は出なかったが、先生とのつきあいや他企業とのつ
ながりができた点でメリットがあったと考えている。 
出所：ハイメカ株式会社へのヒアリング調査結果（03 年度）より 
 
また、中小企業金融公庫が行った公設試・産業支援機関に対する質問票調査22 においては、
「産学官連携が成果を上げている要因」を尋ねている。 
これによると、「企業側（とりわけ経営者）の意欲が旺盛」が 41％と最も多くあげられ、次
いで「研究テーマの選択が適切（事業化の道筋を企業側が明確に意識）」が 18％、「研究に関
わったメンバー間の円滑なコミュニケーション」が 9％となっている。 
図表 3-27 産学官連携が成果をあげている最大要因 
産学官連携が成果をあげている最大要因 回答数 
企業側（とりわけ経営者）の意欲が旺盛 101 (41.4) 
研究テーマの選択が適切（事業化の道筋を企業側が明確に意識） 44 (18.0) 
研究にかかわったメンバー間の円滑なコミュニケーション 23 (9.4) 
コーディネーターによる企業に対する適切なアドバイス、仲立ち 12 (4.9) 
公設試や大学の産学官連携に対する意識の変化 5 (2.1) 
その他・不明 59 (24.2) 
注： （ ）は回答数合計に対する割合（％）を表す 
出典：中小企業金融公庫[2004] 
 
その上で、中小企業との産学官連携が成果を生み出すためのポイントとして、次の諸点が
重要と考えられる。 
・ 企業側に取組みの主体性（意欲に加えて事業化に向けた強い意志、熱意）があること 
・ 企業が解決すべき課題を明確に意識し、研究開発から事業化に至るまでのプロセスに
                                                
22 中小企業金融公庫[2004] 
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係る明確な方針・構想・計画があること 
・ 相手先機関の担当メンバーと緊密なコミュニケーション・連携を保ち、目的達成に向
けて真剣に取組んでいること 
このように、大学と中小企業との連携については、いわば企業側の“やる気”や熱意、あ
るいは柔軟性に負う部分も多いと考えられる。 
（5） ＜今後の期待＞ 
以上の分析・考察を踏まえると、大学側と地元中小企業を媒介するコーディネーター等の
地域人材の存在が注目される。第１部で見たように、大学等では産学連携窓口の整備は進み、
少数とはいえ企業出身のスタッフも配置されるようになってきている。 
しかし、その確保・育成については、各セクターを共通して「人材の年齢が平均的に高く、
蓄積されたノウハウ・人的ネットワークが失われる懸念がある」、「中長期のキャリアパスの
提示が困難であるために若手・中堅の人材を採用できない」とする声が多かったことも事実
である。 
このため、例えばベテランのコーディネーターが OJTの形で若手・中堅人材にノウハウ・
人脈を伝承するといった取組みを進めることが当面の課題として必須であり、更にそうした
個々のコーディネーターの取組みに加えて、リエゾンオフィス、TLO等の「仲介組織」
（intermediary institutions）が、地域においてより積極的に「仲介・支援」機能を発揮できる
ようにすることが中長期的に重要であると考えられる。 
こうした仲介組織については、複数の機関にまたがって複雑化しかねない知的財産のマネ
ジメント機関として機能を発揮することも期待される23。場合によっては、ドイツのフラウン
ホーファー研究協会のように、研究開発機能を併せ持つ仲介組織を構築することによって、
製品の試作現場を介して地域の大学と企業を結びつける技術移転スキームも構想できるだろ
う24。 
また、最近は銀行が大学等と協力関係を結んで、中小企業の産学連携活動を支援する動き
があり、いわば「産学官『金』」の新たな連携の潮流として注目される。 
 
豊和銀行と大分大学は、主として地域の中小企業の創業・新事業支援を強化すること
を通じて、互いの情報や幅広い知識、ノウハウを結び付け、地域経済の活性化に貢献
するため、連携協定を締結している。 
出典：毎日新聞（2004 年 8 月 19 日付け) 
 
三井住友銀行グループは、取引先の中堅・中小企業を主な対象に、大学への技術相談
もしくは共同研究等のニーズを汲み上げて各大学に提供するため、４大学（東京大学、
東京工業大学、東京農工大学、京都大学国際融合創造センター）と協力関係を結んで
いる。特に独自技術を持つ中堅中小企業が研究開発推進のニーズを持ちながら大学等
との連携が得られないケースでのマッチングを想定し、その成果の実用化・事業化に
ついても金融・営業情報等の面でのサポートを行うこととしている。 
出典：㈱三井住友銀行・エスエムビーシーコンサルティング㈱記者発表資料（2004 年 9 月１3 日付け） 
 
 
                                                
23 渡部[2004] 
24 製造業懇話会[2003] 
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その他、 
・ 米国やイギリスのように、産学連携による共同研究に助成金を交付することや、産業
界からの支援と資金協力を条件として政府資金を出すこととする（真の意味での
「マッチング・ファンド」の導入）等、産学連携の実施そのものに対するインセンティ
ブの付与 
・ 研究者に事業や製品に結びつく発明・開発に対するインセンティブを与えるため、事
業化・製品化の実現可能性という観点から研究開発の成果に対する評価を行い、人事
評価に反映させるだけでなく、評価が高かった研究に対してさらなる研究開発費の投
入を行うこととし、（優れた研究開発計画ではなく）実際に成果を上げうる研究開発
プロジェクトに集中的に投資することによって技術力にドライブをかけるシステム
の構築 
・ 一方、単純な競争環境・重点化政策の下では必ずしも光の当たらない地域の特色ある
ユニークな産学公連携の取組みについても、我が国全体の科学技術・イノベーション
推進の多様性を確保し、国内外の予期せざる情勢変化にも柔軟に対応できるよう、相
応の支援を実施 
といった施策・プログラムの重要性も一層高まるものと予想される。 
 
こうした取組みを通じて、大学等と地元企業とが互いに連携の経験を深めることにより、
事業化に向けての課題がより明確化され、具体的な解決を目指して双方の熱意がより高まる
ような好循環が進むことを期待したい。その先に、地域において主たるプレイヤーが互いに
信頼し切磋琢磨していくような関係が構築され、連鎖的・自立的に産学官連携・イノベーショ
ンが進展する、欧米の先進地域クラスターに見られるような「生態系（ハビタット）」の実現
も望めるであろう。 
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4 注目地域の分析 
4.1 地域科学技術・イノベーション総合指標からみた地域的特徴 
4.1.1 全国 10 ブロック単位の分析 
（1） 地域科学技術・イノベーション総合指標の活用 
科学技術政策研究所と株式会社三菱総合研究所は、各都道府県の科学技術力、イノベーショ
ンへの取組みを総合的に把握するため、2004年度に「地域科学技術・イノベーション総合指
標」25（以下、「地域総合指標」という。）を構築した。 
上記指標では、主要国における科学技術活動を把握するために科学技術政策研究所が開発
した「科学技術総合指標」26を参考にして、図表 4-1に示した指標群のうち、科学技術系の 15
指標を要素指標として採用した。これら 15指標はさらに、インプット系、インフラ系、アウ
トプット系、波及効果系の４区分に分類される。27 
なお、将来的には、新製品の開発、売上げ増、雇用創出といった経済波及効果を表わす産
業系指標の取込みも検討すべきであるが、地域の科学技術・イノベーション振興関連施策・
プログラムが本格実施されて未だ日も浅く、これら産業系指標から施策効果を論ずることは
時期尚早であることに留意する必要がある。このため、ここでは地域におけるイノベーショ
ン推進に向けた取組みのレベルを把握するという目標の下、科学技術系指標に限定して分析
を行った。 
図表 4-1 地域科学技術・イノベーション総合指標体系 
アウトプット系指標
特許発明者数
大学等の共同研究
実施件数
品種登録件数
論文数
波及効果系指標
インキュベーション
施設「卒業」企業数
粗付加価値額
中小企業創造活動
促進法認定企業数
大学等発ベンチャー企
業数
インプット系指標
国の「地域クラスター」
関連プログラム投入予
算額
公的研究機関の
使用研究費
競争的資金
「学術研究機関」
事業所数（民営）
科学研究者数
技術者数
インフラ系指標
研究機関立地数（公営）
経済波及効果
売上増
新製品(事業化)
雇用創出
科学技術系
産業系
 
1) 製造業に限る 
                                                
25 科学技術政策研究所「地域科学技術・イノベーション関連資料の体系化に係る調査研究」（調査資料-114）
2005年 3月公表予定 
26 科学技術政策研究所「科学技術指標」（NISTEP REPORT No.73）2004年 4月 
27 分析に用いたデータの出所、取得状況一覧は「資料編２ 地域科学技術・イノベーション総合指標につ
いて」表 2-1 に示した。 
1）  
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（a） 特許発明者数の指標取り込みの必要性 
「科学技術総合指標」では研究開発アウトプットのレベルを測る指標の一つとして、特許
出願件数を用いているのに対し、「地域総合指標」では特許発明者数を用いた。その理由は以
下の通りである。 
我が国では、企業の本社が東京を中心とする大都市圏に集中している。また、企業の地方
の研究所・事業所で開発された技術であっても、企業本社が特許出願を行うケースが多い。
このため、特許出願数データを指標に用いた場合、東京を始めとする大都市圏のパフォーマ
ンスが過大に評価され、他方、地方のパフォーマンスが過小に評価される可能性が高い。 
こうした企業の研究所・事業所立地点と本社が一致していないことに起因するアウトプッ
ト指標のバイアスを標準化し、アウトプットを出す研究所がどこにあるかを把握するため、
本件分析では特許出願件数に代わり、特許発明者数を採用することとした。これにより、各
地域の特色ある取組みをクローズアップすることができる。 
（b） 特許発明者数データの入手源 
特許出願件数については、都道府県別データが公表されているが、特許発明者数について
は同じような形式で集計されていない。このため、出願された特許それぞれについて、記載
された発明者を全て抽出した上、個々の発明者を記載住所に則して都道府県別に振り分ける
必要がある。 
特許発明者数に着目した都道府県別分析の先行研究として、2004年 3月に株式会社日本総
合研究所が公表した報告書28がある。本報告書では、同一の発明者が、同一年に、３つの特許
における発明者として記載されている場合、その年の発明者数としては「３」とカウントす
る「発明者延べ数」が用いられている。29これは、地域毎の強み・弱みをより明確に際立たせ、
かつ人材に立脚した「地域活力」との関係づけをより明確化するためである。 
「地域総合指標」では上記報告書と同様の考え方に基づき、発明者延べ数を採用した。30 
（c） アウトプット系指標の範囲について 
「地域総合指標」においては、種苗法に基づく植物の品種登録件数も指標として取り入れ
た。これは、地域イノベーションにおいて重要な役割を果たしうる組織として期待される自
治体の公設試験研究機関（公設試）の約５割を農林水産系が占め、31これらの公設試のアウト
プットとして、特許発明や論文の他、品種登録も取り入れることが適切と考えられるためで
ある。 
また、本指標においてアウトプット系指標は、各地域での研究開発の活発度（アクティビ
ティ・レベル）を表す指標も含み、将来のアウトプット、更にはインパクト創出のベースと
なる要素をも含む一種の「先行指標」と位置付けている。 
例えば、特許出願数と異なり、特許発明者数は厳密な意味での研究開発のアウトプットで
                                                
28 株式会社日本総合研究所「共通指標に基づく地域の知財力評価の調査研究－“道府県別発明者集積”に
基づく地域活性化策－」（(独)工業所有権総合情報館請負事業）2004年 3月 
29 日本総合研究所[2004]p9 
30 日本総合研究所からデータの提供を受け、年度ベースで再集計すると共に、過去及び最新年度のデータ
を新たに入手した。 
31 科学技術政策研究所「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究」 
（Policy Study No. 9）2004年 3月、p72-73 
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はなく、活発度を示す指標と捉えるべきである。同様に、アウトプット系指標として区分さ
れている「県内大学共同研究数」についても、厳密にはアウトプットそのものとは見なせな
い。しかしながら、将来の発展・改良可能性を視野に入れ、地域科学技術・イノベーション
の水準及び達成度を測る最低限のデータセットを単純な指標体系の下で編成し、マクロ分析
に活用するという当初目的を重視し、これらアウトプット系指標の一要素として採用するこ
ととした。 
（d） 分析手法 
要素指標の総合化に当たっては、「主成分分析」を採用した。主成分分析法は、多数の変量
（多種類の定量的データ）を解析するための手法である多変量解析法の一つである。主成分
分析法によって得られる要約された指標（総合指標）は、少数個の数値で示され全体が理解
しやすくなる上、必要になれば個別の指標に戻ることもできるという特徴を持っている。 
主成分分析によって得られた第１主成分は、その固有値からみて指標系全体の約 5割を説
明する成分であり、全ての指標に対して正の重みを与えていることから、この第 1主成分を
各都道府県の科学技術・イノベーション活動の全体的なレベルを示す総合指標として採用し
た。 
この主成分分析結果を用い、対象期間中に全国的にみて各都道府県で科学技術・イノベー
ション振興への取組みがどの程度進展したのか、伸び率が高いまたは低い要因が何かを把握
することができる。（詳細は科学技術政策研究所調査資料-114を参照されたい。） 
本章では、「地域総合指標」を活用し、地域イノベーション振興に向けた顕著な取組みが見
られる地域をみていくこととする。 
（2） 全国 10 ブロック分割の考え方 
各地域の特徴を大まかに捉えるため、まず全国 47都道府県を 10ブロックに分割し、ブロッ
ク毎の特徴を見ることとした。地域分割に当たっては、人口の突出して多い東京都のみを東
京ブロックとして抽出し、その他の関東圏を関東ブロックとして、ブロック毎人口の極端な
ばらつきを抑えるよう留意した。ブロック毎の人口を図表 4-2に示した。 
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図表 4-2 全国 10 ブロック 
北海道ブロック（567）
東北ブロック（979）
関東ブロック[東京を除く]（2,954）
東海ブロック（1,488）
四国ブロック(414)
北陸・信越ブロック（782）
近畿ブロック（2,090）
中国ブロック(772)
九州・沖縄ブロック(1,479)
東京（1,222）
注： カッコ内は各ブロックの人口（万人：２００２年度）
出典： 総務省統計局 「統計で見る市区町村のすがた」
 
 
（3） ブロック単位の主成分分析の実施 
図表 4-2で定義した全国 10ブロックにつき、1990年度から 2002年度までの要素データを
用いて、主成分分析を実施し、重みを算出したのが図表 4-3である。これによると、アウト
プット系指標の重みが 32.3％と最大で、中でも論文数の重みは 9.2％と 15の指標の中で最も
大きくなっている。続いてインフラ系の民営の学術研究機関事業所数の重みが 8.6％と大きい
が、逆に、公営の研究機関施設数については 2.2％と 15指標中最小となっている。これは、
地域科学技術・イノベーション推進の「活発度」には、民営の学術研究機関事業所数の増加
の方がより大きく寄与することを示す。 
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図表 4-3 「地域総合指標」における各指標の重み（ブロック毎の主成分分析） 
 
重み(寄与度）
2.5%
5.9%
7.2%
7.7%
26.6%8.2%
8.6%
2.2%
7.3%
32.3%
9.2%
8.2%
7.6%
6.3%
25.4%
6.8%
4.3%
8.0%
15.6%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
区分 データ名称
公的研究機関の使用研究費
国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算額
競争的資金
科学研究者数
技術者数
「学術研究機関」事業所数（民営）
研究機関立地数（公営）
大学等の共同研究実施件数
論文数
特許発明者数
品種登録件数
粗付加価値額
大学等発ベンチャー企業数
インキュベーション施設「卒業」企業数
中小企業創造活動促進法認定企業数
インプット系
インフラ系
アウトプット系
波及効果系
 
注： 第１主成分による「説明力」は全体の約 50％である。 
 
（4） 各ブロックの年次推移 
10ブロックの主成分総得点と伸び率順位を図表 4-4に示した。これによると、1990年度よ
り一貫して関東ブロックが１位を保ち、東京ブロックと近畿ブロックがこれに続いている。
関東ブロックと東京・近畿両ブロックとの差は、第１期基本計画半ばの 97年度頃から東京・
近畿両ブロックの追い上げにより縮まっている。 
また、第４位の東海ブロックと第５位の九州・沖縄ブロックの差はやや縮小している。６
位以下は概ね人口の多いブロック順に並んでいる。 
90年度から 2002年度までの伸び率で比較すると、伸び率上位３ブロックは東京、近畿、関
東となり、関連に比し東京・近畿は人口数は少ないものの相対的に高い伸び率を示している。
同様に総得点、人口ともに東海ブロックより低位にある九州・沖縄ブロックが、伸び率では
東海ブロックを上回っている。 
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図表 4-4 ブロック別分析：主成分得点伸び率（1990－2002 年度）の推移 
400
450
500
550
600
650
700
750
1990 1993 1996 1999 2002年度
主
成
分
得
点
02年度 （参考）
主成分得
点順位
人口
順位
1 東京 (  2  ) 5
2 近畿 (  3  ) 2
3 関東（東京除く） (  1  ) 1
4 九州・沖縄 (  5  ) 4
5 東海 (  4  ) 3
6 東北 (  6  ) 6
7 中国 (  7  ) 8
8 北陸・信越 (  8  ) 7
9 北海道 (  9  ) 9
10 四国 (  10  ) 10
90-02年度
伸び率順位
関東ブロック
近畿ブロック
東京ブロック
東海ブロック
九州・沖縄ブロック
北陸・信越ブロック
東北ブロック
中国ブロック
北海道ブロック
四国ブロック
全国平均
 
4.1.2 各指標区分の伸びによるブロックの類型化 
次に、各ブロックの科学技術・イノベーション振興に係る活動パターンを類型化するため、
ブロック毎にインプット系、インフラ系、アウトプット系、波及効果系の計４つの指標区分
のうち、どの指標系が相対的に伸びたかを見てみる。90年度における各ブロック・各指標区
分の得点を基準（1.0）として、基本計画対象期間に合わせ、プレ１期（1991-1995年度）、第
１期（1996-2000年度）、第２期（2001-2002年度）毎に、各ブロックのインプット系、インフ
ラ系、アウトプット系、波及効果系指標の得点がどれだけ増加したかを図表 4-5に示した。 
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図表 4-5 ブロックごとに見た各指標区分の伸びの推移 
 
四国ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
九州・沖縄ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
北海道ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
北陸・信越ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
関東ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6 東京ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
東海ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
中国ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
近畿ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
東北ブロック
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
全国平均
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
インプット系
インフラ系
アウトプット系
波及効果系
プレ1期前（1990年度） プレ1期（1991-1995年度）
1期（1996-2000年度） 2期（2001-2002年度）
 
 
2002年度総合得点第１位の関東ブロックは、第１期から第２期にかけ、波及効果系が大き
く伸びた他、インプット系も順調に伸びているが、第２期に入り伸び率はやや鈍化している。
第２位の東京ブロックは、関東ブロック以上に波及効果系とインプット系の伸びが大きく、
特に第２期に入り、波及効果系の寄与が顕著である。同様に第３位の近畿ブロックは、第２
期に入り波及効果系とインプット系が約 1.6倍と大きく伸びている。 
その他のブロックを見ると、インプット系の伸びが相対的に大きいのは東海ブロック、東
北ブロック、北海道ブロックである。どちらかと言えば波及効果系の伸びが大きいのは、四
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国ブロック、インフラ系を除く３指標系の伸びがほぼ同水準なのは中国ブロックである。 
各ブロックに共通して言えることは、インフラ系はほぼ 90年度の水準と変わっていないこ
とである。これは、第１期から第２期計画期間にかけての行革の進展、経済の停滞による民
間 R&D活動の鈍化等に起因し、公営・民間の研究機関数や研究者・技術者数がさほど伸びて
ないことによるものと考えられる。 
 
関東ブロック（総合得点：第１位） 
東京ブロック（同：第２位） 
近畿ブロック（同：第３位） 
九州・沖縄ブロック（同：第５位） 
波及効果・インプット系伸び大 
北陸・信越ブロック（同：第８位） 
東海ブロック（同：第４位） 
東北ブロック（同：第６位） 
インプット系伸び大 
北海道ブロック（同：第９位） 
波及効果系伸びやや大 四国ブロック（同：第 10位） 
インフラ系以外の伸びがほぼ同水準 中国ブロック（同：第７位） 
 
なお、主成分総得点でみると、第４位の東海ブロックは辛うじて全国平均と同じレベルで
あるものの、10ブロック中６ブロックが全国平均を下回っている。これは全国平均が上位３
位までのブロックのパフォーマンスに引っ張られて高くなっているためである。特に、東京
ブロックは６府県から構成される近畿ブロックとほぼ同等の動きを示している。したがって、
都道府県単位で科学技術・地域イノベーション振興への取組みのレベルを見るには、単一で
１ブロックに匹敵するアクティビティを有する東京都を平均から除いて比較することが適切
と言える。 
4.1.3 自治体単位の分析 
（1） 46 道府県の主成分分析 
次に、各自治体レベルでの科学技術・イノベーションに向けた取組みを見るため、東京都
を除いた 46道府県で再度主成分分析を実施した。32 
再計算した重みは図表 4-6のとおりである。これによると、アウトプット系の寄与が 28.5％
とブロック分析に比べてやや小さくなる。論文数の重みは 8.7％、民営の学術研究機関事業所
数の重みは 8.2％である。 
                                                
32 道府県別の主成分分析結果のうち、主なものは「資料編２ 地域科学技術･イノベーション総合指標につ
いて」に示した。 
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図表 4-6 「地域総合指標」における各指標の重み（46 道府県の主成分分析） 
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6.2%
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27.2%
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6.3%
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6.8%
18.1%
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区分 データ名称
公的研究機関の使用研究費
国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算額
競争的資金
科学研究者数
技術者数
「学術研究機関」事業所数（民営）
研究機関立地数（公営）
大学等の共同研究実施件数
論文数
特許発明者数
品種登録件数
粗付加価値額
大学等発ベンチャー企業数
インキュベーション施設「卒業」企業数
中小企業創造活動促進法認定企業数
インプット系
インフラ系
アウトプット系
波及効果系
 
注： 第１主成分による「説明力」は全体の約 51％である。 
 
続いて、図表 4-7で 1990年度から 2002年度の伸び率上位 25道府県をみると、大都市圏域
が上位を占めると共に、総合得点でも上位を占めていることがわかる。 
図表 4-7 主成分得点伸び率上位 25道府県（1990-2002年度）の推移 
（東京都を除く） 
埼玉県
大阪府
京都府
茨城県
宮城県
神奈川県
熊本県
徳島県
岩手県
北海道
福岡県
香川県
順位
1 大阪 （ 1 ）
2 福岡 （ 5 ）
3 北海道 （ 4 ）
4 京都 （ 6 ）
5 愛知 （ 3 ）
6 広島 （ 9 ）
7 宮城 （ 13 ）
8 神奈川 （ 2 ）
9 兵庫 （ 10 ）
10 茨城 （ 7 ）
11 静岡 （ 8 ）
12 千葉 （ 11 ）
13 石川 （ 15 ）
14 群馬 （ 16 ）
15 埼玉 （ 12 ）
16 長野 （ 14 ）
17 香川 （ 28 ）
18 岩手 （ 22 ）
19 岡山 （ 19 ）
20 徳島 （ 26 ）
21 山口 （ 21 ）
22 岐阜 （ 17 ）
23 熊本 （ 27 ）
24 新潟 （ 18 ）
25 滋賀 （ 23 ）
1990-2002
伸び率順位
2002年度
主成分得
450
550
650
750
850
950
1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002
年度
主
成
分
得
点
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（2） 関東ブロック各県の特徴－充実したインフラ系指標 
4.1.2でみた通り、関東ブロックでは 90年度を基準とすると波及効果系とインプット系の伸
びが大きいことがわかった。ここでは、県レベルでの特徴を見ていくこととする。 
各ブロックの 90年度の各指標系得点を基準とすると、どの指標系が伸びたか的確に把握で
きるが、全国平均と比べた当該県のプロファイルはわかりにくい。そこで、それぞれの指標
系の総得点への寄与度を、全国平均の寄与度との相対比を取ることにより、レーダーチャー
ト化したのが図表 4-8である。 
神奈川県では充実したインフラに比してインプット・アウトプット系指標双方の伸び悩み
が顕著に表れている。埼玉県、千葉県、栃木県も神奈川県同様、インフラ面に偏っている傾
向がある。 
これに対し、つくば研究学園都市に多くの公的研究機関を擁する茨城県ではインフラ系の
厚みに加えてアウトプット系の伸びも大きいが、波及効果系指標の伸びへはつながっていな
い。 
群馬県と山梨県はインプット・インフラ・アウトプット・波及効果系指標全ての寄与のバ
ランスが取れており、全国平均に近いプロファイルとなっている。 
このように、関東ブロックはインフラ系への偏りが見られる埼玉県、千葉県、神奈川県、
栃木県、インフラ系の厚みとアウトプット系の伸びが波及効果系へつながらない茨城県、４
つの指標の寄与が比較的バランスの良い群馬県、山梨県の３カテゴリーに分類される。 
７県で単純平均すると、４県でインフラ系の寄与が大きいという特徴が残り、アウトプッ
ト系指標の寄与は全国平均レベルとなっている。波及効果系指標については、僅かであるが、
第２期に入り改善が見られる。 
図表 4-8 関東ブロック各県における各指標区分の対全国平均相対比 
茨城県
0.8
1.0
1.2
栃木県
0.8
1.0
1.2
群馬県
0.8
1.0
1.2
埼玉県
0.8
1.0
1.2
千葉県
0.8
1.0
1.2
山梨県
0.8
1.0
1.2
神奈川県
0.8
1.0
1.2
関東各県平均
インプット系
インフラ系
アウトプット
系
波及効果系
0.8
1.0
1.2
プレ1期前（90年度） プレ1期（91-95年度）
1期（96-00年度） 2期（01-02年度）
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（3） 近畿ブロックの特徴－波及効果系指標の高い伸び 
同様に、近畿ブロックについては、図表 4-9に滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県の２府４県の各々の寄与度のプロファイルを示した。 
大阪府では、プレ１期以前の「インフラ依存型」構造が変質し、第１期から第２期にかけ
て波及効果系がインプット・アウトプット系の伸びを上回る極めて高い伸びを示している。
第２期にはアウトプット系の寄与が全国平均を下回るものの、その分波及効果系の寄与が特
に大きい。滋賀県は、本節の冒頭に見た得点伸び率上位 25自治体に入り、第１期、第２期の
波及効果系の寄与が著しい。京都府は特に第２期はインプット系の寄与が大きく、兵庫県は
相対的にややインフラ系が厚い。奈良県と和歌山県は、先に見た関東ブロックの栃木県、山
梨県と同様に各指標区分のバランスが取れている。 
図表 4-9 近畿ブロック各県における各指標区分の対全国平均相対比 
和歌山県
0.8
1.0
1.2
奈良県
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兵庫県
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大阪府
0.8
1.0
1.2
京都府
0.8
1.0
1.2
滋賀県
0.8
1.0
1.2
近畿各県平均
インプット系
インフラ系
アウトプット
系
波及効果系
0.8
1.0
1.2
プレ1期前（90年度） プレ1期（91-95年度）
1期（96-00年度） 2期（01-02年度）
 
２府４県で単純平均すると、大阪府と滋賀県の波及効果系の充実が全体を引っ張り、関東
ブロックと比べて波及効果系の寄与が相対的に大きくなっている。このことが、前節で述べ
た通り、第１期から第２期にかけ関連ブロックに比し近畿ブロックが全体として高い伸び率
を示していることにつながっていると言える。 
4.1.4 注目府県の比較 
（1） 主成分得点上位 10 自治体での注目府県比較－大阪府と神奈川県 
これまで見てきた上位ブロックである関東ブロックと近畿ブロック相互間で比較すると、
総合点の近い大阪府と神奈川県の対比では、伸び率に相当の差が表れている。 
そこで、大都市圏の産業集積地域である大阪府と神奈川県の指標プロファイルを時系列で
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比較し、図表 4-10に示した。2002年度の主成分得点では、大阪府が１位、神奈川県が２位と
なっている。伸び率を見ると、プレ１期前は大阪府に比し相対的に分厚いインフラ系の寄与
もあって神奈川県がかなり優位にあったものの、その後神奈川県は、大学等知の創出拠点の
不在、大企業の R&D活動停滞等によりインプット・アウトプット系両面で伸び悩んだ。この
結果、神奈川県の対 1990年度伸び率は 8位となっている。 
これに対し、大阪府は、大学とも連携した活力ある中小企業等のイノベーション活動に支
えられ、波及効果系指標が第１期以降高い伸びを示し、第２期に入って総合点で神奈川県を
大きく上回るに至った。これにより対 1990年度伸び率は 97年度以降一貫して全国１位となっ
ている。 
図表 4-10 主成分得点上位 10位内での注目府県比較① 
インプット･アウトプット系指標の伸び悩み (｢知の創出｣
拠点の不在、大企業のR&D停滞・自治体財政のひっ迫等に
よる「知の活用」プロセスの立ち遅れ）
波及効果系指標の高い伸び（活力ある中小企業等による
「知の活用」プロセスの進展）
神奈川
(02年主成分得点：2位、90-02年伸び率：8位)
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（2） 主成分得点上位 10 自治体での注目府県比較－京都府と茨城県 
次に、国際レベルの知の集積拠点として世界に知られ、1990年度より総合点もほぼ同等の
水準にあった京都府と茨城県を比較したのが図表 4-11である。 
京都府では、地元企業を中心とした活発なイノベーション関連活動や組織的な産学連携の
進展等により、第１期から第２期にかけてインプット・アウトプット系指標が順調に伸びる
と同時に、第２期に入って波及効果系指標も大きく押し上げられた。これにより、2002年度
の主成分得点は第６位、対 1990年度伸び率は 4位となっている。 
一方、茨城県は多くの公的研究機関が集積した「つくば研究学園都市」に代表される充実
したインフラにより、アウトプット系指標は京都府と同様に伸びてきた。しかしながら、茨
城県では、これら公的研究機関と地域産業との連携が進展しなかったこと、自治体主導の「知
の活用」への取組みが遅れていることから、波及効果系指標が伸び悩んだ。この結果、第２
期に入り京都に総合点でも後れを取り、2002年度の主成分得点は第７位、対 1990年度伸び
率は第 10位となっている。 
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図表 4-11 主成分得点上位 10 位内での注目府県比較② 
アウトプット系の順調な伸びに比し、波及効果系が伸び
悩み（公的研究機関の地域産業との連携の希薄さ、自治
体主導の取組みの遅れ）
第1期から第2期にかけインプット・アウトプット系が順
調に伸び、第2期に入り波及効果系も急速に押し上げ
（大学-大企業連携による組織的な「知の活用」の進展）
茨　城
(02年主成分得点：7位、90-02年伸び率：10位)
京　都
(02年主成分得点：6位、90-02年伸び率：4位)
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京都府と茨城県の差をより明示的に見るため、この２府県のプロファイルを全国平均の寄
与度との相対比で見てみると前出の図表 4-8、図表 4-9の通り、ややインプット系への偏りが
見られるものの、アウトプット系指標や波及効果系指標も第 2期以降、順調に伸びている京
都府と「インフラ偏重」でアウトプット系指標の伸びが波及効果系指標の伸びに結びついて
いない茨城県との構造の違いがはっきりと現れている。 
（3） 上位３ブロック以外での注目県比較－北海道と福岡県 
以上、関東・近畿ブロックの上位自治体同士を２組比較してきたが、次にその他のブロッ
クで相対的に高いパフォーマンスが見られる北海道と福岡県を比較し、図表 4-12に示した。 
北海道は主成分得点４位、伸び率 3位、福岡県は主成分得点５位、伸び率２位とどちらも
注目に値する動きを示している。敢えて比較すると、福岡県は波及効果系を中心として１期
から２期にかけて高い伸びを実現し、これが 1990年の総合第 11位から 2002年には第５位に
躍進する原動力となっている。他方、北海道の波及効果系の伸びは相対的に低い。両者のパ
フォーマンスの差を特徴づけているのは、地域に立地する大企業の厚み及び自治体の地域イ
ノベーション推進に対するリーダーシップの差ととらえることができるのではなかろうか。 
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図表 4-12 主成分得点上位 10位内での注目県比較③ 
～地方中枢都市圏
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展開）
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含めた順調な伸び(農林水産系の厚みのあるインフラに
支えられ、アウトプットは順調に進展／「大企業不在」
に起因し、波及効果系の伸び率は福岡に比し相対的に低
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図表 4-13 北海道、福岡県における各指標区分の対全国平均相対比  
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4.1.5 地域イノベーション関連活動・施策展開状況とのクロス分析 
（1） 地域イノベーション関連施策との相関 
ここでは、「基本計画レビュー調査」の目的に鑑み、第１期・第２期基本計画期間中に展開
された国の主要な地域科学技術・イノベーション関連施策との相関を見てみる。 
JSTの地域結集型共同研究事業及び地域研究開発促進拠点支援(RSP)事業、及び文部科学省
の知的クラスター創成事業の対象府県について、全国平均の総合得点・伸び率との差異を分
イン 系を中心に、アウトプット系、波及効果系も含めた
順調な伸び（農林水産系の厚みのあるインフラに支えられ、
アウトプットは順調に進展／「大企業不在」に起因し、波及効
果系の伸び率は福岡に比し相対的に低い） 
波及効果系を中心と 、特に１期から２期にかけ高い伸び
を実現（自治体首長のリーダーシップによるインプット、イン
フラ、アウトプットの波及効果への積極的展開） 
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析した。 
ここで把握したいのは各地域における科学技術・イノベーション関連活動のレベル及びポ
テンシャルであり、各地域の特色ある取組みをクローズアップするため、4.1.3で実施した東
京都を除く主成分分析の結果を利用した。即ち、比較対象とする全国平均の対象から東京都
は除外している。 
図表 4-14の通り、JST地域関連事業の対象道府県、知的クラスターの対象道府県ともに、
非対象地域と比較すると各期毎に統計上も有意な伸びの差が出ている。 
JST地域関連事業は第１期期間中から本格的に展開されており、対象地域では第２期に入り
総合点、伸び率共に順調に伸びていることから、これら関連事業が実際に一定の施策効果を
もたらしていると捉えることができる。 
これに対し、知的クラスター創成事業は 2002年度から本格的に実施され、第２期のインプッ
ト系指標には知的クラスター創成事業の予算投入が反映されているものの、事業のアウト
プット系、波及効果系への直接の施策効果はまだ現れていないと見るのが適切である。これ
にも拘わらず、知的クラスター対象道府県が非対象県に比して有意な伸びを示しているのは、
知的クラスター創成事業の対象に選ばれている道府県は、地域科学技術・イノベーションの
面で実績・ポテンシャルが高い地域であると解釈でき、本件事業の趣旨・目的に照らせば、
本分析により対象地域の選定の妥当性が裏付けられる。 
図表 4-14 地域イノベーション関連施策展開状況と地域総合指標のクロス分析 
2期
（2001-2002年度）
1期
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プレ1期
（1991-1995年度）
プレ1期前
（1990年度）
知的クラスター対象
地域*平均（13道府県）
波及効果系(得点)
アウトプット系(得点)
インプット系(得点)
全国平均
（東京都を除く）
JST地域関連プログラム
実施地域*平均
（26道府県）
合計得点
（対前期増減率 (％) ）
インフラ系(得点)
＊知的クラスター創成事業対象地域（2002年度～）→北海道、宮城、富山、長野、静岡、愛知、京都、大阪、兵庫、広島、徳島、香川、福岡
＊JST地域関連プログラム実施地域→北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、茨城、群馬、埼玉、千葉、神奈川、石川、福井、岐阜、静岡
愛知、三重、滋賀、大阪、兵庫、広島、高知、福岡、長崎、熊本、沖縄
注：施策対象地域と非対象地域では、対前期比の伸び
が、プレ１期～２期にかけて有意に異なる。
（有意水準5％：t-検定）
89 91 94 91 93 96 98 103 113 105 112
128
141 149 148 144 152 151 145
154 154 144 153
153
144 149 155 145 151
158 152 159
171
162
173
189
129 132
134
131 134
137 141
147
156
157
168
187
504
521 532
657
(10.8%)605
(7.6%)593
(9.4%)563
(6.3%)542
(1.9%)
568
(6.0%)529
(1.6%)510
(1.3%)
536
(5.0%)
0
100
200
300
400
500
600
700
主
成
分
得
点
 
注：JST 地域関連プログラム実施地域：地域結集型共同研究事業、又は地域研究開発促進拠点支援事業（ネットワーク構
築型）を経て同事業(研究成果育成型）を実施した地域） 
 
（2） 地域における産学官ネットワーク数との相関 
第 2部第 3章で分析したように、質問票調査では、都道府県で形成されている産学官ネッ
トワーク数を併せて調査した。また、充実したネットワークが、地域イノベーションの原動
力となっている地域も見受けられるようになってきている。 
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ここでは、試みに、地域で形成されているネットワーク数（各都道府県による回答数）と
「地域総合指標」との相関を分析してみた。なお、ここでも東京都を除く 46道府県の主成分
分析結果を用いた。図表 4-15、図表 4-16はそれぞれ各道府県のネットワーク数と、2002年
度主成分総得点、対 90年度主成分得点伸び率との相関を見たものである。 
 
図表 4-15 主成分得点とネットワーク数との相関 
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図表 4-16 主成分の伸び率とネットワーク数の相関 
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46道府県を対象とした場合と「特異値」と見なしうる新潟県を除いた場合の 2ケースにつ
いて、地域総合指標（主成分得点）、同得点の伸び率、ネットワーク数の相関関係を求め、図
表 4-17に示した。 
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図表 4-17 ネットワーク数と地域総合指標との相関係数 
46道府県データの相関   
 主成分得点 主成分得点の伸び率 ネットワーク数 
主成分得点 1.00   
主成分得点の伸び率 0.82 1.00  
ネットワーク数 0.63 0.61 1.00 
    
    
特異値（新潟）を除いた場合の相関   
 主成分得点 主成分得点の伸び率 ネットワーク数 
主成分得点 1.00   
主成分得点の伸び率 0.82 1.00  
ネットワーク数 0.74 0.69 1.00 
 
特異値を除くと、主成分得点、主成分得点の伸び率は、双方ともネットワーク数と比較的
高い相関を示しており、主成分得点ないし伸び率の高い地域、即ち地域科学技術・イノベー
ション活動が相対的に進展している地域は、ネットワーク数も多いと言うことができる。 
人材不足の解決策としてネットワークを形成しているケースもあると推察される。実際に
は、「産学官の広域的な人的ネットワークの下に実施された技術開発においては、そうでない
場合に比較して事業化成功率が３倍に高まる」という調査結果33もある。 
 
                                                
33 日本総合研究所[2002] 
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4.2 注目地域の抽出府県ごとの分析 
大都市圏以外の地域での特色ある取組みを抽出・分析し、今後の国の連携施策・プログラ
ムの展開や他地域の取組みへのインプリケーションを得ることを目的として、地域における
産学官連携・イノベーション振興が進みつつあると考えられる地域を抽出した上で、当該地
域の産・学・公のキーパーソンへの現地ヒアリング調査を実施した。 
4.2.1 大都市圏以外の注目地域の抽出 
前節で指摘したとおり、日本では、大都市圏、特に首都圏と大阪府に企業本社が集中して
立地しているため、大都市圏では特許出願やベンチャー、インキュベーション等のアウトプッ
ト、波及効果が大きく、従って地域総合指標の主成分総得点が高くなる傾向がある。また、
大学主導で立地自治体・ブロック圏外の大企業との連携が活発に行われているのは、科学研
究費補助金（以下、科研費）獲得額上位の有力大学が立地する都道府県である。 
実際には、大都市圏や科研費獲得額上位大学立地都道府県以外にも、地域に根ざした着実
な取組みが行われている県は存在し、対外的に注目を集めているところもある。ここでは、
これらの地域に光を当て、今後の国の関連施策・プログラムや他県へのインプリケーション
を導き出す観点から、「地域総合指標」を活用して対象地域を抽出した。 
具体的には、「地域総合指標」で対 1990年度伸び率上位 25道府県（図表 4-7）から、大都
市圏と科研費獲得額上位大学立地県を除き、主成分得点順位に比し伸び率が相対的に高い地
域を対象に大学とイノベーティブな地元企業との連携、その際の大学の役割につき有為な情
報・材料が得られると期待される県を、地域ブロックのバランスを考慮しつつ以下の通り選
定した。 
 
東北ブロック 岩手県 （2002年度主成分得点:22位 対1990年度伸び率:18位） 
関東ブロック 群馬県 （2002年度主成分得点:16位 対1990年度伸び率:14位） 
北陸･信越ブロック 石川県 （2002年度主成分得点:15位 対1990年度伸び率:13位） 
中国･四国ブロック 広島県 （2002年度主成分得点: 9位 対 1990年度伸び率: 6位） 
九州・沖縄ブロック 熊本県 （2002年度主成分得点:27位 対1990年度伸び率:23位） 
 
4.2.2 「全国イノベーション調査統計報告」のインプリケーション 
地域抽出の妥当性を確認するため、更に 1999年から 2001年にかけての民間企業のイノベー
ション活動の状態・動向に関する「全国イノベーション調査統計報告」34の結果を参照した。 
本報告によれば、イノベーション実現企業（新しい、またはかなり改善されたプロダクト
を市場に導入したか、または自社内での新しい、または改善されたプロセスの導入を実現し
た企業）の割合をブロック別に見ることができる。そこで、前節のブロック別分析と同様に
全国を 10ブロックに分割して、イノベーション実現企業率をみたのが図表 4-18である。これ
によると、イノベーション実現企業率が最も高いのは東京ブロックの 27.7％であり、北陸・
信越ブロックが 25.7％、近畿ブロックが 24.1％で続いている。日本地図で分布をみると、ちょ
うど日本列島の中央部と北海道にイノベーション実現企業率の高いブロックが分布している
ことがわかる。 
                                                
34 科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004年 12月 
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図表4-18ブロック別にみたイノベーション実現企業率 
注：カッコ内は各ブロックのイノベーション実現企業率
出典：科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004年12月
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ブロック別分析では、イノベーション実現状況が平均化され、特徴のある地域が浮かび上
がらないため、より細かく都道府県別、大規模企業、中小企業の別でみたのが図表 4-19であ
る。イノベーション実現企業率は、全国平均で大規模企業では 47％、中小規模では 20％となっ
ている。宮城県、富山県、広島県では大規模企業においてイノベーション実現企業の割合が
大きく、他方、北海道、三重県、兵庫県では、中小規模企業においてイノベーション実現企
業の割合が大きい。 
図表4-19 企業規模別のイノベーション実現企業の割合 
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出典： 科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004 年 12 月 
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さらに、前項にて抽出した５県につき、全国イノベーション調査の結果をみると、広島県
では大規模企業でイノベーション実現企業の割合が大きく、石川県、熊本県では大規模、中
小規模双方で割合が大きくなっており、群馬県では中小規模の実現企業の割合が全国平均を
上回っている。 
図表 4-20 「地域総合指標」と「全国イノベーション調査結果」の照合 
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出典： 科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004 年 12 月 
 
4.2.3 注目地域毎の調査分析結果 
（1） ヒアリング対象 
いわば「地域イノベーション先行地域」ととらえることのできる上記５県を対象として、
産学連携に携わる大学研究者、産学連携に関係している地元企業（大学と共同研究の経験が
ある企業、大学発ベンチャー企業等）、産学官連携推進組織等（TLOを含む）合計 28組織35に
対して、共通の質問票に基づき、2004年 10月より 11月にかけて現地ヒアリング調査を実施
した36。 
ここでは、ヒアリング調査結果及び地域総合指標の伸びから各県の特徴を整理し、各県に
共通する課題については次節で検討を行う。 
（2） 岩手県の特徴 
ヒアリング調査結果及び地域総合指標の伸びから見た岩手県の特徴を以下に示す。 
                                                
35 参考資料 29「平成 16年度基本計画レビュー調査現地ヒアリング訪問先一覧」参照 
36 ヒアリング調査実施に当たっては、遠藤 達弥・財団法人全日本地域研究交流協会研究交流課長、野長
瀬 裕二・埼玉大学地域共同研究センター助教授、前田 昇・大阪市立大学大学院創造都市研究科教授（い
ずれも科学技術政策研究所客員研究官を兼務）に同行いただいた。 
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大学を含む連携組織、成果の「活用者」たる企業側双方で、産学連携の成果が出てきてい
るという意識が高い。質問票調査によると、岩手大学は、産学連携の成果を効果的に生み出
す主たる要因の一つとなっている INS（岩手ネットワークシステム）を産学連携の「ベスト
プラクティス」として挙げており、企業参加者からも本システムは高く評価されている。実
際、本システムは全国規模でも高い注目を集めており、全国レベルでの「成功事例」と位置
づけうるものである。37 
岩手大学の「ニーズ志向型の産学連携」という方針もユニークであり、中小企業のニーズ
を吸い上げるという姿勢が地元企業から評価されている。 
同地域では、こうした優れた取組みを通じ、産学連携を生む土壌を形成するフェーズから、
明確な成果がターゲットとなるフェーズへ移行しつつあると考えられる。また、そのために
地元中小企業に高度な技術系人材が必要との認識が大学側、企業側双方にある。 
岩手県が産学連携の拠点として岩手大学に資源を集中したことや、ナショナルプロジェク
トにおける県のコーディネート機能が成功要因として挙げられており、他県でのヒアリング
調査と比較して同県に特徴的な点である。ただし、公設試のコーディネート機能や技術移転
機能に課題があることや、INSの立ち上げに関わった県の人材がうまく生かされていないこ
となどが指摘されており、県が今後産学連携をどのように支援していくのかが注目される。 
岩手県の地域総合指標は、インプット系、アウトプット系、波及効果系各々で全国中位県
の中では 1期以降比較的高い伸びを示しており38、産学連携の成果が出始めている状況と対応
している。特に、波及効果系の指標を個別に見ると、中小企業創造活動促進法認定企業の増
加が高い伸びの一因となっており、これは県が誘導策として出している補助金の寄与が大き
いとの指摘があった。 
図表4-21 地域総合指標（主成分得点）の伸び［岩手県］ 
岩手県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 86 130 134 125
プレ1期（1991-1995） 89 130 136 125
1期（1996-2000） 95 128 141 131
2期（2001-2002） 101 127 149 143
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 2.70% -0.39% 1.48% 0.56%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 6.98% -1.03% 3.59% 4.43%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 6.17% -1.27% 6.17% 9.47%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 16.64% -2.67% 11.61% 14.96%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 11 45 17 20
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 15 43 24 30
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 17 37 17 20
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 14 45 16 24  
 
                                                
37 科学技術政策研究所［地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究］ 
（Policy Study No. 9）2004年 3月、P77, 103 
38 各系で、1期から 2期にかけて比較的高い伸びを示している項目は以下の通り 
・インプット系 ：国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算額 
      ［JST地域結集型共同研究事業（1999-2004年度）が該当］ 
・アウトプット系 ：品種登録件数、共同研究実施件数 
・波及効果系 ：インキュベーション施設「卒業」企業数、中小企業創造活動促進法認定企業数 
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図表4-22 対全国比プロファイル１）[岩手県] 
 
 
１） A県における X区分の対全国比を以下の通り計算（以下同様） ( )( )国平均）　主成分得点合計（全国平均）　区分の主成分得点（全 県）　主成分得点合計（県）　区分の主成分得点（　X AAX  
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図表4-23 岩手県でのヒアリング調査の概要 
 
分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
○研究開発・イ
ノベーションの
「クリティカル・
マス」 
○ - ○ 新しい分野を開拓しようと考えても企
業内で反対があり、資金が企業内に限ら
れていると開発に着手できないことが多
い。その意味で国や県の補助は一種の
経営ツールとして利用できる。 
○ 自社の製造に用いる技術は出願せ
ず、公にしないことを原則としており、取
得した特許はライセンスが中心となる。な
お、海外出願はない。 
○連携のメリッ
ト 、 モ チ ベー
ション、及び「成
功要因」 
○ 岩手大学は企業のニーズに合わ
せて技術開発を支援する方針（ニーズ
志向の産学連携）である。県内企業
3000 社のほとんどは中小企業であり、
その土壌で共同研究の実績を増やそ
うとしたことからこの方針を立てた。 
○ 岩手県の産学連携が比較的うまく
行っているのは、本来の業務を飛び超
えて産学連携を促進しようと働いたメン
バーが大学と県にいたことが大きい。 
○ 岩手県の場合、産学連携の拠点と
して県内唯一の国立大学である岩手
大学に資源を集中できたことが大き
い。 
○ ナショナルプロジェクトに地域として
応募する際には、県が主導的に動い
て、大学、企業、工業技術センターを
組み合わせて応募している。 
○ 大学から得られたノウハウがなければ
現在の技術はない。 世界的な技術、歴
史のある東北大学（金属材料研究所）に
目が向いていたため、岩手県内の大学に
注目したことはない。 
○ 岩手大学は地域産業に非常に貢献し
ている。中小企業の要望を拾い上げてく
れる。 
○広域（海外含
む）連携に係る
実績・見解 
○ 地場企業の中国進出は少なくな
い。関連企業の中国進出によりやむを
得ず進出した企業もある。 
○ 企業間の連携という意味では距離は
あまり問題にならない。神戸にある企業と
も常に情報交換をしている。 
?? ???????? ??
?
○更なる連携
への期待、克服
すべき課題 
○ 企業が大学の門戸を叩くのは難し
い。大学教員が外に出てきてから企業
が相談するのが実状である。 
○ INS は国のプロジェクトを取ってく
るのに貢献してきているが、今後は出
口側で具体的実績を積み上げていくこ
とが課題である。 
○ 中小企業にも高度な教育を受けた
人材が必要。岩手大学は大学院プロ
グラムのサテライトオフィスを展開（北
上市で「金型」を実施、水沢市で「鋳
物」を計画中）。 
○ 産学連携での一番の問題は、全体的
に研究者はいるがマーケットインできる人
材がいないことである。もちろん、大学側
にマーケットインできる人材はいない。大
学外の人材を活用すべきである。 
○ 大学教員は非常に忙しく、産学連携
にさほど時間を避けない。OB 教員を
プールしておけば良いのではないか。 
○ 大学と企業とでは時計の回り方が違
う。大学は学内のスケジュールにあわせ
た論文作成を第一に考えているが、企業
としてはできるだけ早期に技術を確立し
て製品化したい。 
○ 機関管理になってから特許の扱いが
厳しくなっている。企業側としては契約に
実施料の規定が入っていないことが怖
い。 
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分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
○国／県／市
の果たしうる（果
たすべき）役割 
○ 県内支援組織のメンバーは 2 ヶ月
に 1 回集まっているが、JST の RSP
（地域研究開発促進拠点支援事業）終
了後の体制が課題である。 
○ 公設試には大学のシーズを地場企
業に翻訳して伝え、間を取り持つことを
期待したい。 
（山形県の鋳物企業は地元大学に材
料分野がないことから、岩手大学との
連携に積極的である。この連携には山
形県工業技術センターが重要な役割
を果たしている。） 
○ 県のローテーション人事では、産
学連携の支援等で培った人材のポテ
ンシャルが活用できない。 
○ 工業技術センターには機器分析や不
具合原因等を依頼している。単なる分析
ではなく原理的な課題を検討する場合に
は大学の方が良い。 
○ 一関高専の卒業生を多数、採用して
いる。一関高専は、地域における技術支
援、人材輩出の両面で大きな役割を果た
している。 
?? ??????? ??????
?
○自治体主導
のネットワーク
の「効果」と問
題点 
○ INSは「表」ではなく、「裏」で動くた
めプロジェクトとして立ち上げやすい。
また、組織としての集まりではなく、個
人の集団であることから動きやすい。 
○INS の会員になっている。気軽に大学
教員と付き合うことができるという意味で
重宝している。 
○基本計画の
正・負両面のイ
ンパクトに係る
評価 
○ 支援メニューは既に十分整備され
ている。 
○ 重点 4 分野のように分野を設定す
るのはおかしい。重点分野に「ものづく
り」を入れてはいかがか。 
○－ ?? ????? ???
?
○「地域科学技
術・イノベーショ
ン総合指標」に
対する「実感」と
の適合度 
○ 全国に整備されたテクノポリス中
で、岩手県は比較的工業出荷額の伸
びが高いと言われており、その意味で
直観的には総合指標の伸びは合って
いる。 
○ 中小企業創造活動促進法の認定
企業数が伸びている直接的な理由
は、県が誘導策として出している補助
金の額が大きいことである。 
○ 岩手県は企業数、工業出荷額の
規模が小さいので、個人が動くと全体
に波及しやすい面がある。 
○ 総合指標はもう少し伸びていても
良いかなという感じがする。 
○ 総合指標はもっと高くても良いと感じ
る。 
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（3） 群馬県の特徴 
ヒアリング調査結果及び地域総合指標の伸びから見た群馬県の特徴を以下に示す。 
同県では、支援機関間のネットワークや、地元有力銀行である群馬銀行のネットワークを
利用した販路拡大を進めており、中小企業のニーズが高い事業化に近い分野での支援が進め
られつつある。特に、NPOを主体とする地域での産学公連携への柔軟かつ機動的な取組み・
ネットワーク形成は、全国的に見てもユニークな取組みとして注目される。 
ただし、研究者間の交流の場が産学連携に必要との指摘が示すように、群馬県の場合、ま
だ企業と大学との交流が全般的に不十分であることが伺える。 
群馬県の総合指標は、第 1期～第 2期にかけてアウトプット系で高い伸びを示している。
特に、「共同研究実施件数」「論文数」「品種登録件数」の増加が大きくなっており、県内大学
を中心とした研究面での充実が伺える。ただし、まだこのアウトプット系の伸びが波及効果
系に十分につながっていないのが実情であり、ヒアリング調査を通じ明らかになった企業と
大学研究者の交流支援や事業化に近い分野での支援の更なる充実が求められている現況と呼
応していると考えられる。 
図表4-24 地域総合指標（主成分得点）の伸び［群馬県］ 
群馬県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 86 133 138 130
プレ1期（1991-1995） 87 134 141 130
1期（1996-2000） 91 136 145 137
2期（2001-2002） 96 136 159 149
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 0.64% 1.42% 2.26% 0.38%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 5.10% 1.29% 2.60% 4.84%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 5.39% -0.27% 10.13% 9.04%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 11.47% 2.45% 15.55% 14.75%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 38 18 10 23
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 22 15 27 27
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 20 19 8 23
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 21 15 11 27  
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図表 4-25 対全国比プロファイル 
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図表4-26 群馬県でのヒアリング調査の概要 
 
分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
○研究開発・イ
ノベーションの
「クリティカル・
マス」 
○ - ○－ 
○連携のメリッ
ト、モチベーショ
ン、及び「成功
要因」 
○本 NPO が支援する連携の約 30％
が事業化に結びついている。これがメ
リットでありモチベーション。 
○マスコミに大きく取り上げられた事例
があることも良い影響を与えている。 
○医療分野の場合、研究の成果を臨床
試験により実証する必要があり、大学医
学部、あるいは研究所との連携が必要と
なる。 
○広域（海外含
む）連携に係る
実績・見解 
○2004年 9月より、「首都圏北部地域
産業活性化推進ネットワーク」を構成
する 16 の機関に依頼し、各会員企業
の中から有望な企業を抽出。 
○それらの企業が商社と2時間の対面
話し合いを行う方式で、広域な販路開
拓に対する支援を実施。 
○対象機関選定に当たって、地元企業、
あるいは海外の企業と意識することはな
い。 
○面白い研究を行っているかどうかが問
題であって、所属機関は関係ないと考え
ている。 
?? ???????? ??
?
○更なる連携へ
の期待、克服す
べき課題 
○大学の非常勤職員がカットされ、教
官の負担が増加。 
○高専では教育期間は５年と長く、大
学以上に教育のミッション比率は高
い。 
○本来は、大学はシーズを提供すべきと
考えるが、実際の連携では、企業側がア
イディア、解決策を提供し、治験のみ大
学が担当するケースも多い。 
○大学教官の中には自分の研究が、世
の中の役に立つ可能性があることを知ら
ない人もいる。 
○国／県／市
の果たしうる（果
たすべき）役割 
○ナノテクなど特に最先端の内容を取
り扱う場合、もう少し事業期間に柔軟性
があっても良いのではないか。（都市
エリア産官学連携促進事業の事業期
間は 3年間と若干短い。） 
○産学官連携といった場合に、国として
何を最終目標としているのかが明確でな
い。 
○国研は国でしかできない基礎研究を行
うミッションがある。安易な独法化により基
礎研究が疎かになることを懸念。 
?? ??????? ??????
?
○自治体主導
のネットワークの
「効果」と問題点 
○群馬銀行との「業務協力に関する覚
書」により、中小企業、銀行双方にメ
リットが生まれる。 
（中小企業＝運転資金の確保、銀行
のネットワークを利用した販路開拓等。
銀行＝顧客の開拓） 
○産学官連携にあたっては、官に研究者
交流と発表の場を提供してもらいたい。 
（面白い研究の芽、サロンのような交流の
場でこそ生まれる） 
○基本計画の
正・負両面のイ
ンパクトに係る
評価 
○－ ○日本には、NatureやScienceといった
格式の高い雑誌が存在しないので、レベ
ルの高い雑誌を持つべき。 
○日本の場合、特許よりも先に論文を出
す傾向がある（特許優先の必要性）。 
?? ????? ???
?
○「地域科学技
術・イノベーショ
ン総合指標」に
対する「実感」と
の適合度 
○一般にいう「ゼロから立ち上がろうと
しているベンチャー企業」には、まだあ
まり支援を行っておらず、成果は上
がっていない。 
○－ 
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（4） 石川県の特徴 
ヒアリング調査結果及び地域総合指標の伸びから見た石川県の特徴を以下に示す。 
 
県内にバイオメディカル、ナノテク等の分野で国際的な研究水準を有する３つの有力大学
（金沢大学、金沢工業大学、北陸先端科学技術大学院大学（JAIST））を擁し、知的成果活用
の高いポテンシャルを有するとともに、90年の開学当初から JAISTが企業との共同研究等を
活発に実施し、金沢工業大学が 93年から研究支援機構を立ち上げて技術移転の実績を挙げつ
つあるなど、産学官連携に対して積極的に取り組む大学の姿勢が見られる。 
他方、JAISTが実施する共同研究のうち北陸地域が占める割合は 25％にとどまるなど39、地
元企業との連携はさほど進んでいない状況にある。その中で注目されるのは、いしかわサイ
エンスパーク内のインキュべート施設等へ JAISTと連携したベンチャー企業等が進出しつつ
あること、金沢大学が基礎研究から開発研究までのギャップを埋めるために創設予定の「GAP
ファンド」等である。 
 
また、石川県や（財)石川県産業創出支援機構（ISICO）の担当者の動きが目立っており、ベ
ンチャー支援を含めて県が積極的に活動している印象がある。ただし、その活動は金沢市な
どの中心部がメインとなっており、能登市や小松市など地域的には不十分なところが多いと
の指摘もある。 
 
全体として危機感がない、大学が地元企業を見ていない、企業側も産学連携に対して積極
的な姿勢が見えないといった指摘がなされている。こうした中、産業クラスター計画に関す
る産学の研究会が立ち上がっており、大学研究者と企業とのネットワーク形成・充実の契機
となることが期待される。 
 
石川県の総合指標は、1期以降、インプット系、アウトプット系の伸び率が高くなっている。
インプット系については、「地域クラスター関連プログラム投入予算額」40、「各県内大学の競
争研究資金獲得額」の増加が伸びの主たる要因であり、アウトプット系については、「県内大
学の共同研究実施件数」と「論文数」の増加が主に寄与している。ただし、企業が重要視す
る特許発明者数はさほど伸びておらず、地域に投入された研究資金が新たな「知」を創出す
る初期段階にあり、知の活用プロセスは未だ本格化に至っていないと考えられる。 
                                                
39 坂元[2004]及び北陸先端科学技術大学院大学ホームページ 
40 石川県では、1期以降、拠点整備関連施策・制度として JST地域結集型共同研究事業（2001～2003年度）、産業
クラスター計画（2003年度～）、知的クラスター創成事業（2004年度～）が実施されている。 
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図表4-27 地域総合指標（主成分得点）の伸び［石川県］ 
石川県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 88 130 134 127
プレ1期（1991-1995） 89 132 136 128
1期（1996-2000） 96 129 143 137
2期（2001-2002） 108 129 159 146
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 1.37% 1.30% 1.80% 1.06%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 7.62% -1.91% 5.54% 6.41%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 12.73% -0.13% 11.07% 6.69%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 22.99% -0.77% 19.33% 14.73%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 24 21 14 13
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 14 45 10 20
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 8 17 7 26
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 10 38 9 28  
図表4-28 対全国比プロファイル［石川県］ 
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図表4-29 石川県でのヒアリング調査の概要 
 
分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
○研究開発・イ
ノベーションの
「クリティカル・
マス」 
○－ ○大企業との連携・契約（OEM 契約等）
は、ベンチャー企業にとって、マーケティ
ング戦略の一つ。 
○但し、設計等を含む知財や、品質管理
に関する工程等は、自社内で実施して排
他性を維持。 
○ベンチャー企業の場合、白紙状態から
の開発は難しい。 
 →大学で実用化段階まで開発し、その
後、プラザとも協力して製品化を推進（生
産もアウトソーシング）。 
○連携のメリッ
ト、モチベーショ
ン、及び「成功
要因」 
○石川県全体のマインドとして、まだあ
まり「危機感」といったものがない。 
○2005年 4月に、金沢大学が日本初
の「GAP ファンド 」を創設予定。（基礎
研究（特許出願）から開発研究（技術
移転）の間に存在するGAPを埋めるこ
とを目的にファンドを投入） 
○実用化上の改良を行ったり、次の事業
の芽を生み出すために共同研究先を探
索。 
○先生との距離が近いことは、成功の大
きなポイント。 
○個人的な人脈（高校時代の同級生等
に大学の先生や公認会計士等が存在）
をベースに起業。 
○広域（海外含
む）連携に係る
実績・見解 
○大学は地元企業を見ておらず、東
京を見ている面が確かにある（感あ
り）。 
○企業側も、大学と組んで新たな動き
を行おうという積極的な意図はまだあ
まり見られない。 
 （連携を志向する雰囲気が土壌とし
て着実に育っているとは言えない） 
○過去の個人的な人脈を通じて、海外等
にも販売先を拡大。 
 （A 社の場合は、一時韓国市場で大き
なシェアを占めたこともあるが、コピーされ
てしまい売上減少。） 
 →1社と深く結びつき過ぎるのは危険で
あることを勉強）。 
○地元に、技術的に対応できる企業が無
かったために、海外と連携（地元企業は
育てていくしかない） 
?? ???????? ??
 
○更なる連携へ
の期待、克服す
べき課題 
○大学には、全体的に、人・モノ・金が
まだ足りない。 
○大学教官は、まだ常識から外れてい
る面が無いわけではない（阻害要因の
一つ）。→交流を積み重ねていくしか
ない。米国では、大学と企業間の人材
流動が少なくとも日本よりは多い。 
○日本の大学は収入の 90％を授業料
に依存。学生数減は、大学にとって極
めて本質的な問題。 
 （授業料に依存しない構造が必要） 
○県・国の支援制度については、審査・
成果報告書類の簡略化も解決すべき課
題の一つ。 
 （事務処理サポート者の人件費問題等
もあり） 
?? ??????? ???? ?
 
○国／県／市
の果たしうる（果
たすべき）役割 
○担当者に依存する面があるため、人
事異動によりどう変わるか懸念されて
いる。 
○産学連携では、県や ISICO の担当者
に依存する面もある。 
○金銭的サポートのみならず、弁護士等
の人的サポートも大きなメリット。 
○いしかわクリエイトラボ、ベンチャーラボ
は、JAIST にも近く、環境（情報通信イン
フラやその維持管理、駐車場、建物の概
観等）から得るメリットも大きい。 
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分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
 ○自治体主導
のネットワークの
「効果」と問題点 
○大学連合（北陸地区国立大学連合）
が存在。地域貢献の観点から、情報交
換やセミナー等を開催。ビジネスプラ
ン発表会などもある。 
 →しかし、どこまで実効性があるかは
まだ分からない。これからだと思ってい
る。 
○ISICO も十分活動してくれているが、
まだ金沢など中心部がメイン 
 （能登や小松地方など、地域的に十分
でない部分もまだまだある） 
○産業クラスター計画「北陸ものづくり創
製プロジェクト」をきっかけとして、研究会
を立ち上げ。 
○基本計画の
正・負両面のイ
ンパクトに係る
評価 
○石川県は、現在、戦略推進委員会 
のもとで、10 ヶ年計画を見直し中。 
○大学内のコーディネータは、身分が
安定しておらず、また、インセンティブ
が不明確な面がある。 
 （給与面でも、評価につながるような
仕組みが必要） 
○技術の「翻訳力」（大学のシーズを、
企業の言葉に翻訳する力）もまだ十分
ではない。 
○先生方の意識はかなり変わってきたと
感じる。先生方自体、競争意識も強くなっ
てきている。 
○行政の動きに関しては、石川県はベン
チャー支援に比較的積極的だと感じる。 
 （都市部と比べたらまだまだであるのか
もしれないが、少なくとも他の北陸 2 県と
比べるとそう感じる） 
?? ????? ???
?
○「地域科学技
術・イノベーショ
ン総合指標」に
対する「実感」と
の適合度 
○石川県の伸び率が高いというのは、
正直なところあまり実感として感じられ
ない。 
 （全体として、ベンチャーがどんどん
産まれているという感じではまだ無い） 
○石川県＝（商業、伝統工業）、福井
県＝（電力）、富山県＝（製造業）という
イメージ 
○金沢市は産学連携には全く絡んで
いない（観光や伝統といった部分に注
力） 
○金沢大＝（技術移転）、JAIST＝
（共同研究＝基礎）に積極的。金沢工
大は独自路線（建築系）。 
○石川地域全体では、東芝や松下のデ
バイス工場等が進出（水、県の誘致施策
等に関連。石川県と富山県は、企業誘致
に積極的） 
 →大手企業の子会社の場合は、必ずし
も産学連携という形をとっている訳ではな
い（内発型ではない）。従って、ここからの
波及はあまりない 
 
 
（5） 広島県の特徴 
ヒアリング調査結果及び地域総合指標の伸びから見た広島県の特徴を以下に示す。 
 
広島県は産学連携を促進するインフラの整備に注力しており、質問票調査での産学連携の
「ベストプラクティス」として、広島 TLOの整備、広島県産業科学技術研究所の設置を挙げ
ている。 
他方、事業化や製品化に近い分野をサポートできる目利きが不足している、仕事を進める
上で必要な人材が地元で確保できないという指摘があり、県外から必要な人材を引っ張る仕
組み（サポート人材については広域で支援する体制作り）が求められている。 
こうした中、ここ数年で広島大学教員の産学連携に対するスタンスがかなり積極的になっ
てきているとの指摘があり、産学の研究者が集まる研究会も発足している。但し、企業側に
はできたばかりでうまく機能していないとの見方があり、ネットワークに参加するにしても
団体ベースのため、個々の企業と大学教員との顔が見える連携に発展しにくい面がある。 
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全体として、企業側、産学連携組織側（大学を含む）双方ともに、まだ産学連携が成功し
たという実感を持てていない。ツーセルなどの大学発ベンチャー企業が出てきているものの、
自動車・造船産業を主体とする地元大企業の得意分野とのミスマッチから広島大学のライフ
サイエンス関連の研究成果を生かすことができる地元企業が少なく、大学と企業との連携は
まだ手探りの状況にある。 
広島県地域の総合指標は、特にインプット系、アウトプット系で高い伸びを示している。
インプット系については、特に「地域クラスター関連プログラム投入予算額」41が増加してお
り、伸びの主因となっている。また、質問票調査のベストプラクティスに係る回答（前述）
にもあるように、県の事業として新しい研究所の設立を図っており、公的研究の充実にも注
力していると言える。これらがアウトプット系の伸びにつながっていると考えられるが、ヒ
アリング調査で確認されたとおり、事業化、製品化への橋渡しにはまだ時間を要する見込み
である。 
図表4-30 地域総合指標（主成分得点）の伸び［広島県］ 
広島県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 90 139 157 131
プレ1期（1991-1995） 92 139 149 134
1期（1996-2000） 108 142 166 153
2期（2001-2002） 119 141 197 173
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 1.75% 0.50% -5.17% 2.39%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 17.29% 1.57% 10.99% 13.49%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 10.98% -0.03% 19.09% 13.46%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 32.44% 2.04% 25.34% 31.84%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 17 35 46 6
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 7 13 4 7
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 10 14 2 10
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 7 20 5 7  
                                                
41 広島県では、1期以降、拠点整備関連施策・制度として、JST・RSP事業（ネットワーク構築型）（1996～1998年
度）、JST・RSP事業（研究成果育成型）（1999～2003年度）、JST地域結集型事業（1997～2002年度）、JST重点
地域研究開発促進事業（研究成果活用プラザ）（2001年度～）、産業クラスター計画（2003年度～）、知的クラス
ター創成事業（2001年度～）が実施されている。 
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図表4-31 対全国比プロファイル［広島県］ 
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図表4-32 広島県でのヒアリング調査の概要 
 
分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
○研究開発・イ
ノベーションの
「クリティカル・マ
ス」 
○ 「学」と「官」が積極的だが、それに
「産」がついてきていないのが現状であ
る。 
○  食品・醸造の中小企業が多いた
め、独自開発にリソースを投入できな
い企業が多い。 
○ 知的クラスター創成事業と産業クラ
スター計画の連携が重要。知的クラス
ター（バイオクラスター）による成果の
受け皿となる企業が地元に少ない。 
○ 大学、他企業という組み合わせで共
同研究を行うことがある。その企業の技術
がないと成立しない製品、技術の場合
は、他社とも組んで研究する。 
○連携のメリッ
ト、モチベーショ
ン、及び「成功
要因」 
○－ ○ 大学との連携の目的は、次の 2 種類
に分かれる。 
‒ より効率的なもの目指すテーマ：設備
や人員の整った大学に依頼した方がコス
ト面でも有利 
‒ 未知な領域であるが中長期的に重要
なテーマ：大学でないと研究できない 
○ 大学側に研究を持ち込む際には、最
初からこの部分を先生にお願いしたいと
いうパートを決めて持ち込む。 
○ 大学で共同研究を行っているため、
動物実験や幹細胞の培養を行う際の設
備投資が少なくて済む。 
○ 大学付属病院が近くにあるため、臨
床研究という名目で事前に検証（実験）で
きる。 
?? ???????? ??
?
○広域（海外含
む）連携に係る
実績・見解 
○ 広島大学には元々産学連携に熱
心な先生がいるが、バイオ関連の技術
が中心で地元企業が受け皿にならな
い。実用化を考えると連携先としては
東京、大阪の企業が有力。 
○ コーディネーターの立場からは、国
内企業、特に地場企業との連携を第
一に考えてきた。 
○ 中国地域では、2002.2.2に管内の
産学官のトップが集結し「中国地域産
学官連携サミット」が開催され、「中国
地域発展のための産学官連携マス
タープラン」が策定された。その中で
は、“地域が一体となった広域連携の
推進”や“大学発ベンチャー創出”に
向けた様々な推進活動が行われてい
る。（※当マスタープランの推進事務局
は中国経済連合会、広島大学、中国
経済産業局） 
○ 海外との連携は、国内では研究して
いないテーマの研究者がいるということ以
外に、マーケティングへの効果を期待し
ている。 
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分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
 ○更なる連携へ
の期待、克服す
べき課題 
○ 大学の窓口が複数あると、企業側
がどこに話をしたら良いか分からない。
また、企業側からは事業が進むのが遅
いという声ある。 
○ 大学教員が産学連携に携わる際
の負荷を軽減する必要がある。実務を
回すための要員を任期付きで雇用で
きる仕組みが必要。 
○ 各種支援事業をうまく連携させて、
地域の中で早く成功事例を作ることが
一番の課題である。財団が実施・関連
している支援事業を連携させ、優秀な
ところにはいろいろな支援を集中させ
る方策を採っている。 
○ 事業化、製品化に近い分野に強い
目利きが相対的に少ない。 
○ バイオ分野の研究成果を事業に結
びつける人材がいない。例えば、薬事
法等の国の規制に精通している人材、
医者との連携をサポートできる人材が
必要である。 
○ 産学官がお互いの活用のプランを考
えるべき。話し合いをするべきである。 
○ 産学連携の問題は、第一に実用化に
近い分野を志向するマインドが大学研究
者にないことである。また、企業と一緒に
なって新しいテーマを開拓できる人が必
要。 
○ 地元で仕事をする上で、必要な人材
が不足。 
‒ 若手の経理・総務（管理部門）人材 
‒ 中堅（30-40 歳代）技術者の即戦力と
なる技術者 
○国／県／市
の果たしうる（果
たすべき）役割 
○ 産学連携について核となるべきな
のは、企業側の情報を一番持っている
市レベルではないか。 
○ 広島県では製品化・事業化に近い
分野をサポートできる目利きが居な
い。このような人材を揃えるためには、
中国経済産業局あたりのサポートが欲
しい。 
○ 研究開発段階での補助金はあるが、
事業化を開始する段階で生産に必要な
人件費や材料費などに使える公的資金
がない。 
○ 国研・独法ないし公設試は、基礎研
究分野から実用化を目指した研究の実
施や、産業側でも大学側でもないテーマ
でのインターフェースとして重要。 
?? ??????? ??????
?
○自治体主導
のネットワークの
「効果」と問題点 
○ ネットワークに「産」が参加する場
合、団体をベースにしている。特に
個々の中小企業と「学」との結びつきが
弱い点が問題である。 
○ ネットワークはまだ形ができたばかりで
機能していない。参加するメリットはない。 
○基本計画の
正・負両面のイ
ンパクトに係る
評価 
○ 現行制度は支援期間、支援額とも
にバランスが取れている。 
○ 大規模なナショナルプロジェクトは
非常に重要であるが、同時に研究の
裾野を広くしておくことも重要。多様な
研究支援が必要。 
○ 現行制度は、支援期間、支援金額、
及びこれらのバランス、全ていいのではな
いか。改善できるのであれば、申請時期
が 3 月末あたりにあれば、3 月末が年度
末になる企業はより使いやすくなる。 
○ ナショナルプロジェクトに参加したこと
が、起業や増資の際の（民間からの）資
金調達に役立った。 
?? ????? ???
?
○「地域科学技
術・イノベーショ
ン総合指標」に
対する「実感」と
の適合度 
○ 総合指標には最終的な効果だけ
でなく、インフラ系やインプット系が含
まれていることを考慮すれば、現在の
順位に違和感はない。伸び率で評価
するのは正しいスタンスである。 
○ 地域社会の特性が出てくるような指
標にして欲しい。 
○  アウトプット系が伸びていること、及
びその伸び始めた時期が実感と一致す
る。 
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（6） 熊本県の特徴 
ヒアリング調査結果及び地域総合指標の伸びから見た熊本県の特徴を以下に示す。 
 
大学研究者を核として広域連携を目指した動きがあるものの、全国的に熊本が強いという
分野が確立できておらず、活発な連携には至っていない。その中で地域結集型共同研究事業
(JST)を活用して産学連携プロジェクト「超精密半導体計測技術開発」を実施している。本プ
ロジェクトは熊本県及び熊本大学も、質問票調査において「ベストプラクティス」に挙げて
いる。 
 
ローテクよりやや高度な実務レベルの技術移転のサポートを行う公的機関がない、特に農
業と工業の境界にある分野に対しては現在の公設試では対応できていないとの指摘があり、
地方における公設試の役割の再検討が求められていると言える。 
 
熊本県の地域総合指標は、1期～2期にかけてインプット系、インフラ系の伸びが高くなっ
ている。特に伸び率がマイナスになっている都道府県が多い中、インフラ系についても微増
となっており、公的機関や人的インフラの充実にも注力していると言える。ただし、ヒアリ
ング調査にあるように、インプット系、インフラ系の伸びはアウトプット系や波及効果系の
伸びに必ずしもつながっておらず、ベンチャー企業も数の面ではさほど立ち上がっていない
など、事業化への橋渡しはまだ発展途上である。 
図表4-33 地域総合指標（主成分得点）の伸び［熊本県］ 
熊本県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 88 126 136 124
プレ1期（1991-1995） 89 127 138 124
1期（1996-2000） 95 128 141 127
2期（2001-2002） 102 129 146 135
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 1.87% 1.00% 1.49% 0.33%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 6.94% 0.83% 2.37% 2.19%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 7.24% 0.52% 3.78% 6.63%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 16.82% 2.36% 7.82% 9.32%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 15 25 16 26
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 16 20 31 43
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 14 7 32 27
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 12 18 26 35  
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図表4-34 対全国比プロファイル［熊本県］ 
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図表4-35 熊本県でのヒアリング調査の概要 
 
分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
○研究開発・イ
ノベーションの
「クリティカル・
マス」 
○－ ○大学との連携の理由としては、抗体医
薬や試薬開発など連携が不可欠な業種
であるものと、研究開発の理論的な裏付
けを期待するものがあった。 
○連携のメリッ
ト、モチベーショ
ン、及び「成功
要因」 
○連携については、学長、工学部長
共に学内の予算確保などの面で理解
が得られている。 
○熊本には会社の転機の契機となった
教授がいること、地元の加工メーカーが
いることが熊本に移転し、連携を関わるに
至ったモチベーションである。 
○広域（海外含
む）連携に係る
実績・見解 
○広域連携を目指しているが、全国的
に熊本が強いという認識がない分野
（情報デジタル家電の微細加工など）
では難しい。 
○中国・韓国からは日本からの技術移
転をやって欲しいと要望がある。最先
端技術の移転は無理でも地元の中小
企業が直面している課題はある。この
レベルの技術移転は首都圏でやると
話が大きくなりすぎてしまうので、九州
地域が担っている傾向がある（日本の
地方がアジアの情報収集の場になっ
ている可能性がある）。 
○今後の産学連携については熊大以外
の大学が増えてくると考えている。 
○大学との連携では、すでに東京大学、
大阪大学、東北大学など、広域での連携
実績がある。 
?? ???????? ??
?
○更なる連携へ
の期待、克服す
べき課題 
○企業人材については、一度失敗し
た人が再挑戦できるような環境づくりが
必要であろう。 
○大学が産学連携などしなくともよい
だけの研究開発力が地元企業に備わ
ることが目標である。もちろんそこに到
達するまで必要な協力をする。しかし、
産学連携で大学が金を儲けるという考
えはおかしい。 
○先生の評価に特許出願件数が含まれ
るようになり、あまり研究の根幹に関わら
ないような特許を出している傾向もあるよ
うだ。 
○ポスドクなどの人材は即戦力として使え
るか疑問がある。 
○大学の先生には産学連携の量を増や
すために学術面でのレベルが低いような
共同研究テーマを採択せず、基礎的な
研究をして欲しい。 
?? ??????? ??????
?
○国／県／市
の果たしうる（果
たすべき）役割 
○産学連携に係わるプロパー職員が
県にはいない。1～2 年で人事が変わ
ると成功体験が蓄積できない。 
○公設試は技術指導や委託調査があ
り研究に集中できないので高いレベル
の研究は望めない。結局装置貸業に
なってしまう（装置そのものはよい）。 
○自治体は税収が少なく、挑戦的なこ
とはできない。選択と集中を進め、熊
本大・熊本の特徴を生かすことが必要
である。また若者のモチベーションをあ
げることが必要である。 
○今は強いリーダーシップを発揮する人
がいない点が問題である。 
○会社を支えている技術はローテクだ
が、そのローテクよりやや高度な実務レベ
ルの技術移転のサポートをする公的機関
がないことが問題である（特に農業と工業
の境にあたる分野。こうした分野では公設
試は対応できていない）。 
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分類 細目 産学連携組織等 （大学を含む） 企業 
 ○自治体主導
のネットワークの
「効果」と問題点 
○自治体主導のネットワークはあり得
ない。イニシアチブは自治体が取るも
のではなく、外の人がイニシアチブをと
るべき。 
○前例のないことをだれかが挑戦す
る、それをサポートするネットワークが
あるべき。こうしたリスクのある事業は自
治体には不可能だろう。 
○せっかく同じテクノパーク内に立地して
いても、企業同士の交流があまり無い。 
○基本計画の
正・負両面のイ
ンパクトに係る
評価 
○評価軸を明確に公にすべきである。 ○－ ?? ????? ???
?
○「地域科学技
術・イノベーショ
ン総合指標」に
対する「実感」と
の適合度 
○熊本の半導体関連 130 社のうち産
学連携が役立っているのは 20 社であ
る。110 社はメリットなかったと判断する
だろう。従って役立った人達の共通点
を探るところまでいかないと重要な点は
わからない。 
○確かに特許の件数は増えている気が
するが、実際に産業に結びつくような特
許は少ないと思う。また、ベンチャー企業
もそれほど立ち上がっていないと感じる。 
 
 
4.2.4 注目地域全体を通しての分析 
前節では注目地域へのヒアリング結果のハイライトの内容を県ごとに示したが、ここでは
テーマ別に再整理を行い、質問表調査の結果（第 2部第 3章参照）を加味して、地域におけ
る産学官連携の推進や科学技術・イノベーション振興に関する共通的な課題を検討する。 
（1） 産学連携のメリット、モチベーション、成功要因 
企業ないし大学が単独では対応困難な事業化への橋渡しが可能となることがメリットであ
り、モチベーションにもなるという声がある。また、マスメディアを通じ積極的に「成功事
例」をアピールしていくことが、全体的なモチベーション向上にもつながるようである。 
 
★支援事例の約 30％が事業化に結びつくことがメリットでありモチベーション（群馬県：連携組織） 
★マスコミに大きく取り上げられた事例があることが良い影響（群馬県：連携組織） 
 
以下のような事例では、試験研究インフラの整った大学との連携が開発の前提条件と考え
られている。特に、臨床試験がクリティカルパスとなる「医工連携」では、大学との関係構
築が不可欠と認識されている。 
 
★臨床試験のために、大学医学部あるいは研究所との連携が必要（群馬県：企業） 
★中長期的に重要だが未知な領域のテーマは、大学の力が必要（広島県：企業） 
★効率的なものを目指す場合も設備･人員の整った大学に依頼した方がコスト面で有利。（広島県：
企業） 
 
産学連携の成功要因としては、積極的な中核メンバーの存在、ナショナルプロジェクトに
おける県のコーディネート機能、企業と大学研究者との地理的な距離の近さ、企業側の積極
的な姿勢などが挙げられている。 
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岩手県でのヒアリングで挙げられた事項は、地域全体として産学連携が活発化する要因と
なっており、他県のヒアリングではさほどクローズアップされなかった県の機能・イニシア
ティブが取り上げられている点が注目される。 
 
★積極的な中核メンバーの存在 
 大学と県に本来業務を飛び越えて産学連携を促進したメンバーが存在（岩手県：大学） 
★資源の集中 
 岩手県が産学連携の拠点として岩手大学に資源を集中（岩手県：大学） 
★県のコーディネート機能 
 ナショナルプロジェクトに手を挙げる際、県が主導的に動いて応募（岩手県：公設試） 
★大学研究者との距離の近さ 
 先生との(地理的な)距離が近いことが成功の大きなポイント（石川県：企業） 
★企業側が主導して研究内容を設定 
 大学に研究を持ち込む際には、予め依頼するパートを企業側で設定（広島県：企業） 
（2） 大学側の課題 
第 2部3.1で見たように、質問票調査によれば、産学連携に当たっての問題点として、政令
指定市の 54％、連携組織の 43％が「研究者が地域に目を向けない」と回答している。また、
大企業の 39％、連携経験を有する中小企業の 30％が「ゴールに対する大学と企業の意識の相
違」と回答している。 
今回のヒアリング調査には政令指定市は含まれてないが、企業側から最も多く指摘があっ
たのは、やはり大学教員の意識についてであった。具体的には、「大学が地元企業を見ていな
い」、「企業が早期の製品化を目標としている一方で、大学教員はスケジュールに合わせた論
文作成を重視している」、「大学教員がそもそも自分の研究が世の中に役立つ可能性があるこ
とを知らない」、「実用化を目標とするマインドがない」という意見があった。企業が大学側
に求めているのは、「企業と一緒になって新しいテーマを開拓できる人材」であると言える。 
また、個々の教員レベルでは解決できない大学の組織的な課題として、教育という大学の
本来のミッションと産学連携のバランスを取ることが難しく、実務要員の任用や OB･OG教
員の活用等による教員の負担軽減が必要であるという意見も複数の地域から提示された。 
 
★大学側からの積極的なアプローチ 
企業が大学の門戸を叩くのは困難。大学教員が外に出てきてから企業が相談するのが実状 
（岩手県：大学） 
★教員以外の人員強化 
大学教員は忙しく産学連携にさほど時間を割けない。OB･OG教員のプール化が有効 
（岩手県：企業） 
教員の負荷軽減が必要。実務のための要員を任期付き雇用する仕組みが必要 
（広島県、群馬県：大学） 
★教員の意識 
大学は学内のスケジュールにあわせた論文作成が第一、企業は早期の製品化を優先 
（岩手県：企業） 
地元企業を見ていない（東京を見ている）面あり（石川県：連携組織） 
自分の研究が世の中に役立つ可能性があることを知らない教員が存在（群馬県：企業） 
新しいテーマを企業と共に開拓できる人が必要（広島県：企業） 
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（3） 企業側の課題 
質問票調査によれば、大学は「成果を活用できる地元企業が少ないこと」、「地元企業の心
理的な障壁」を問題視している。ヒアリング調査でも、企業側の課題として人材不足と共に、
大学の研究成果を活かすことができないとの指摘があった。 
ただし、産学連携が成功しているという認識を関係者が共有している岩手県からは、大学
の研究成果を生かすことができないという指摘はなかった。同県では地元企業の人材を育成
しようとするアプローチを進めており、企業側の課題を効果的に克服する試みとして注目さ
れる。 
また、地域によっては大学の研究分野と地元企業の得意とする技術分野とのミスマッチを
指摘する声もある。ヒアリング調査の対象県以外でも一般的に生じうる問題であり、当該都
道府県単独ではなく、広域的連携でカバーすべき課題の一つと言える。 
 
★地元企業側の体制強化 
中小企業にも高度な教育を受けた人材が必要（岩手県：大学） 
地元で仕事をする上で必要な人材が不足（広島県：企業） 
－若手の経理・総務（管理部門）人材 
－中堅（30-40歳代）の即戦力となる技術者 
★地元企業の意識 
企業側に大学と組んで新たな動きを行おうという積極性が不足（石川県：連携組織） 
★地元企業とのミスマッチ 
産学連携の進展は、バイオ関連の技術が中心で地元企業が受け皿にならない。連携先としては
東京、大阪の企業が有力（広島県：連携組織） 
（4） 国の施策・制度への期待と課題 
第 2部2.1で見たように、2004年度時点で、県等の約７割で産学公連携・地域イノベーショ
ンの担当部署が設置されている。また、国研・独法等でも 96％で担当部署が設置されている。
このため、現地ヒアリング調査から浮かび上がってきた公的セクターへの期待と課題も、ハー
ド面や体制・制度面の充実ではなく、むしろ産学公連携に関わる人材の充実といったより高
度なソフト面での要望が主となっている。 
(a) 国の施策・制度への要望 
２期にわたる科学技術基本計画により整備･展開が進んだ現在の科学技術振興・産学官連携
に関する国の支援制度・施策については、既にメニューは十分整備されている、期間・額と
もにバランスが取れているといった肯定的な見方が多かった。 
更なる施策拡充や制度の充実を要望する意見が特段聞かれなかったことは同時に、公的資
金・プログラムの活用は地域イノベーションの初期段階のトリガー42となるべきものであり、
地域イノベーション推進のためのネットワークを作り出し、いかに持続させていくかは地域
の関係者の取組みにかかっていることを意味していると言える。 
ただし、インプットからアウトプット創出までに長期間を要するライフサイエンス分野で
は、民間企業だけでは対応できない基礎研究への支援、研究者が持つ高度な技術に企業側の
                                                
42 科学技術政策研究所「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究」 
（Policy Study No. 9）2004年 3月 P76 
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需要が追いついていないナノテクノロジー分野については、より長期の支援が必要という意
見もあった。 
 
★支援メニューの整備 
既に十分整備されている（岩手県：公設試） 
支援期間、支援額ともにバランスが取れている（広島県：大学、企業） 
★ナショナルプロジェクトの評価について 
ナショナルプロジェクトに参加したことが、起業や増資の際、民間からの資金調達に役立った（広
島県企業） 
評価軸を明確に公にすべき（熊本県：大学） 
★国研・独法等の役割 
国でしかできない研究を行うミッションが独法化により疎かになることを懸念（群馬県：企業） 
(b) 重点分野への対応 
2004年度より第３期基本計画策定のための議論が本格的に開始されたところであるが、内
閣府総合科学技術会議の基本政策専門調査会における主要検討課題の一つとして「分野別戦
略的重点化の評価と今後の対応」が取り上げられている43。 
ヒアリングを行った大学関係者からは、「重点４分野を設定するのは好ましくない」、「研
究の裾野を広くしておくことも重要であり、多様な研究を支援することが必要」という意見
があった。2004年９月に科学技術政策研究所が基本計画レビュー調査の一環として開催した
国際ワークショップでは、米国の科学技術政策評価専門家より、「米国では R&Dプロジェク
トを調整し、不必要な重複を省くことが重要であるという意見がある一方で、多少の重複が
あっても R&Dを多様化することにより、重要なプロジェクトをカバーすることができる」と
いう見解が示された44。我が国のこれまでの分野別戦略的重点化政策は、多分に米国型の「競
争と選択」のシステムをモデルとして展開されてきたが、特に選択と集中のみならず、国全
体としての R&D活動の多様性確保が重要な要件となるべき地域の科学技術・イノベーション
関連プログラムの展開について、我が国の研究現場の声がこうした米国の専門家の見解によ
り裏付けられたことになる。この点は、今後の重点化戦略の再検討に当たっての重要な示唆
となると考えられる。 
（5） 県、市への期待と課題 
(a) 成功経験が蓄積できる人事組織 
自治体への期待・課題としては、県のローテーション人事の改善に係る要望がとりわけ多
い。「産学連携の支援等で培った人材のポテンシャルが活用できない」、「人事異動により成
功体験が蓄積できない、または蓄積できない可能性がある」という意見は、岩手県、石川県、
熊本県から聞かれた。さらに、熊本県の複数の企業からは、強いリーダーシップを発揮でき
る人材への要望があったが、背景としては、ローテーション人事異動により産学官連携推進
のための取組みが自治体内部で適切に継承されなかったことが指摘できる。 
                                                
43内閣府総合科学技術会議・第１回基本政策専門調査会配布資料２、内閣府総合科学技術会議ウェブサイト
http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon/haihu01/siryo2.pdf 
44 Hill, Christopher T. , “R&D Priorities and Human Resources for Science and Technology  Implication of U.S. 
Experience for Japan, ” Proceedings of International Workshop on the Comprehensive Review of the S&T Basic 
Plans in Japan, December 2004, p136 ペーパーはhttp://www.nistep.go.jpから閲覧可能。 
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広島県からは、「より多くの企業情報を持つ市が中心となるべきではないか」、または「地
方経済産業局より製品化・事業化段階での目利き人材支援を期待する」という声があった。
なお、群馬県からはローテーション人事の弊害に対する要望は聞かれなかったが、これは調
査対象地域が産学連携の比較的進んでいる地域であり、首長のリーダーシップにより人的・
財政的支援が充実していることがポジティブに評価されているためと考えられる45。 
 
★県のリーダーシップへの期待 
強いリーダーシップを発揮する人がいない点が問題（熊本県：企業） 
★経験が生きる人事制度 
ローテーション人事では、産学連携の支援等で培った人材のポテンシャルが活用不能（岩手県：
大学） 
人が替わってしまった場合にどうなるか心配（石川県：連携組織） 
(b) 公設試験研究機関への要望－インターフェイスとしての役割 
自治体の公設試は、地域イノベーションの重要な担い手として期待されている。 
今般のヒアリング調査でも、「大学、企業のいずれにも当てはまらないテーマでのインター
フェイス」、「複合分野（例えば農業と工業の境界分野）での技術移転のサポート」、「大学の
シーズと企業のニーズのマッチング」、「実用化のための研究の実施」を期待する声が聞かれ
のた。公設試のこうしたインターフェイスないし「触媒」役としての機能への期待の高さは、
現状ではそうした声に十分に応えられていないことの表れでもある。 
また、公設試の業務のうち、技術指導、委託調査、研究がそれぞれ３分の１ずつを占めて
おり、研究に集中できないので高度な研究成果は期待できないという指摘もあった。 
 
★公設試への期待 
公設試には大学のシーズを地場の企業に翻訳して伝え、間を取り持つことを期待（岩手県：大学） 
実用化研究の実施や産業側でも大学側でもないテーマでのインターフェイスとして重要（広島県：
企業） 
ローテクよりやや高度な実務レベルの技術移転のサポートを期待（農業と工業の境界分野など）
（熊本県：企業） 
 
（6） ネットワークの効果と課題 
質問票調査によれば、政令指定市以外の都市の 36％で、「ネットワークや『場』がない」こ
とが指摘されている。ヒアリング調査では、大学、企業双方においても産学官ネットワーク
に対する期待が高いことが明らかになった。 
しかしながら、現行のネットワークは立ち上がってからまだ日の浅いところが多く、とも
すれば形式主義に陥りがちな自治体主導のものが少なくないことからも、中小企業が個々に
参加するメリットが当該地域内外に提示できていない状況である。その中で岩手県の INSは
県外からの高い注目を集めているが、今般のヒアリングにより当事者自身もその活動・機能
を高く評価していることが明らかになった。これは参加者が組織を代表しているのではなく、
個人として参画していることが背景にあり、｢自治体外の人材がイニシアチブを取るべき」と
の意見とあわせ、今後の各地域でのネットワーク構築・運用への有効な示唆となり得る。 
                                                
45 調査組織が限られているため、県全体の状況、意見を必ずしも反映していない可能性がある。 
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★ネットワークの効果、期待 
INSは組織としての集まりではなく、個人の集団であることから動きやすい（岩手県：大学） 
官に研究者交流と発表の場を提供してもらいたい（群馬県：企業） 
前例のないことをだれかが挑戦する、それをサポートするネットワークがあるべき（熊本県：大学） 
★ネットワークの課題 
自治体主導のネットワークはあり得ない。自治体外の人がイニシアチブをとるべき（熊本県：大学） 
ネットワークに企業が参加する場合、団体がベース。個々の中小企業と大学との結びつきが弱い
（広島県：連携推進組織） 
産学連携組織の活動は金沢など中心部がメイン（石川県：企業） 
まだ形ができたばかりで機能しておらず、参加するメリットはない（広島県:企業） 
（7） ヒアリング調査による総合指標の妥当性確認 
ヒアリング調査では、各県の総合指標による総合順位、伸び率順位共に、当事者の実感と
適合しているという意見が聞かれたと同時に、比較的順位の高い石川県からは、過大に評価
されているという意見が、逆に、比較的総合順位の低い岩手県からは過小評価されていると
いう指摘があった。石川県では金沢大学をはじめとする「全国区型」の複数の大学のパフォー
マンスが総合得点を押し上げている一方、岩手県の場合は地場の中小企業や自治体等のネッ
トワーキング等の活発なアクティビィティに比し、岩手大学のパフォーマンスは全国規模で
見た場合、さほど総合得点への寄与は大きくないと言える。即ち、こうした「実態とのずれ」
は、現状の総合指標の構成要素として特に大きなウェイトを占めるアウトプット系指標が「大
学等の共同研究実施数」、「論文数」など大学のパフォーマンスの寄与の大きい指標となって
いるためと考えられる。 
こうした地域経済面の実感と適合したより広範な観点からの「総合指標」を構築していく
上では、今後新製品数、売上げ増、雇用創出など経済波及効果に直結する企業のパフォーマ
ンスに係る要素指標をどう取り込んでいくかが課題となることがヒアリング調査でも確認さ
れた。 
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5 今後に向けた課題と展望 
これまでの調査分析で見てきた通り、地域における産学公連携体制は着実に整備が進み、
自治体と大学の連携も進み始めている。また、大学等の独自の活動等についてもこうした地
域の体制整備・取組みの進捗と共に特色ある事例が出始めている。地域イノベーション振興
に係る施策・事業・制度も充実してきており、「地域総合指標」の得点が第１期から第２期に
かけ全体的に伸びを示したことからも、地域科学技術・イノベーション振興に向けた取組み
は基本計画の下で総じて着実に進展していると言えるだろう。 
こうした中でも各地域に残された課題はまだまだ多く、今後、イノベーション振興施策を
通じた一層の地域発展を図っていくためには、以下の点について配慮すべきである。 
5.1 大学等を中心とした拠点整備 
地域イノベーションに係る施策・事業・制度の中で評価が高いのは、地域科学技術拠点や
連携拠点の整備に関わるものだった。こうした好評価を反映し、自治体が知的クラスター創
成事業等の連携拠点整備に合わせて、固有の施策を実施するケースがいくつか見られた。 
また、大企業が研究開発拠点を置く地域の魅力として、インフラ面の条件よりも「大学や
研究機関が集積するなど、研究開発ポテンシャルが高い」ことや「研究者・技術者など、優
秀な人材を確保しやすい」ことを挙げる割合が高かったこと46は、こうした地域科学技術拠点
や連携拠点の整備が大企業にとっての地域の魅力の創出・向上に繋がることを示唆している。 
実際に、地域総合指標では大都市圏域の得点が高くなる傾向は否めないが、その中でも有
力大学を中心とした高度な研究機能の集積を擁する北海道、宮城、福岡などの地域は、地方
にありながらも地域総合指標の得点・伸びが相対的に高い。 
注目地域の中でも、広島県ではインプット系が高い伸びを示し、その要因としては、①知
的クラスター創成事業の他、地域結集型共同研究事業や重点地域研究開発促進事業等の連携
拠点整備事業が展開していること、②自治体が公的研究機関の充実に注力していることが大
きいと考えられる。 
また、石川県では、①知的クラスター創成事業や地域結集型共同研究事業等の連携拠点整
備事業が展開している他、②県内大学の共同研究実施件数や論文数が増加しており、有力大
学が集積して科学技術拠点としての機能を発揮していることが大きい。 
以上のことから、地域において効果的かつ連鎖的なイノベーション創出を図る方策として、
大学等を中心とした科学技術拠点の形成・充実を目指していくことは依然として重要である
と考えられる。 
 
                                                
46 参考資料 30 
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5.2 実用化・事業化に向けた支援策の充実 
施策・事業・制度の評価に関しては、地域科学技術拠点や連携拠点の整備に関わるもの以
外にも、研究・技術開発（実用化）や資金調達に関わる評価が比較的高かった。 
一方、改善が必要な施策・制度として、実用化・事業化につながる支援を挙げる意見が多
く、さらにはその実用化研究の先のプロセス（販路開拓・マーケティング等）を支援すべき
という声も挙がっている。中小企業からは、財政的支援よりも、支援施策・制度の案内役や
実用化へのアドバイザーを求める声が多く挙がったことも特徴的である。（この点に関して
は、第３章で見た通り、中小企業が連携組織に充実させるべき人材として企業経営者や経営
コンサルタント、さらには財務経験者を多く挙げていたことは示唆に富む。）この他、自由記
述欄でも「企業に合った新商品の提案を行うようなコンサルタント事業があれば利用したい」
等の中小企業の声がみられた。 
また、注目地域の中でも、石川県においては、先に述べた通り、地域へ投入された研究資
金が論文等大学の知的成果という形では実を結びつつあるが、波及効果系の伸びにまでは繋
がっていないという指摘がある。群馬県においても同様に、県内大学を中心とした研究面の
充実ぶりが、必ずしもアウトプット系や波及効果系に繋がっていないとの指摘があった。 
以上のことから、地域における科学技術活動を持続的イノベーションによる着実な地域振
興に結びつけるためには、中小企業向けを中心に事業化に向けた種々の支援策を講じること
が必要であると考えられる。また、その地域イノベーション振興に向けた実用化・事業化の
支援策にも、マーケティング等を含めた経営的視点や「持続性」確保のための人材育成の観
点が求められることになるだろう。大学からも「ベンチャー企業の設立、運営とマーケティ
ングに当大学のポテンシャルを発揮していきたい」等のポジティブな声が聞かれている。 
このため、現在も知的クラスター創成事業及び産業クラスター計画の実施において文部科
学省と経済産業省が密接な連携を図っているように、総合科学技術会議等のリーダーシップ
の下、関係府省間の施策の連携を深め、研究環境の整備から商品販売・事業実施の支援（例
えば、米国等では既にベンチャー等支援政策の柱として位置づけられている政府調達の有効
活用も重要な視点）まで一貫した施策展開が図られるべきである。 
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5.3 地域の特色を生かした小粒でもキラリと光る地域の創出 
岩手県は、人口 140万人の「小県」ながら、地域総合指標においてアウトプット系、波及
効果系で高い伸びを示し、大学側、企業側双方で産学連携の成果が出てきているという意識
が高い。 
その成功要因として、現地ヒアリング調査においては、産学連携の拠点として県が岩手大
学に資源を集中したことや、ナショナルプロジェクトにおける県のコーディネート機能等、
自治体による積極的なイニシアティブの発揮が挙げられていることに注目したい。 
自治体がコーディネート機能を発揮する事例としては、福岡県・前原市が「農力開発推進
機構」を設置し，市内の農業者の相談事をコーディネートして九州大学農学部に持ち込む体
制を整えている例や、神奈川県・藤沢市が市内企業・大学と湘南新産業創出コンソーシアム
を組織し、新産業の創出とベンチャー企業の育成及び既存企業の新事業進出を支援している
例などがある。また、山口県は「地産地消 やまぐち新製品売コミプレゼンテーション」47と
いうイベントを開催し、中小企業が開発した商品の官公庁への売り込みを行っている。 
岩手大学の「ニーズ志向型の産学連携」という方針もユニークであり、中小企業のニーズ
を吸い上げるという姿勢が地元企業から高く評価されるとともに、北上市からの寄附により
工学部附属金型技術研究センターを設置する等、面的広がりとして県内各地への拠点整備・
展開も図っている。 
 
また、岩手大学は、産学公連携の成果を生む主要因の一つとなっている INS（岩手ネットワー
クシステム）を産学連携のベストプラクティスとして挙げており、企業参加者も高く評価し
ている。実際に INSでの活動が岩手大学を中心とする共同研究に結びついたり、地域結集型
共同研究や地域新生コンソーシアムの研究プロジェクトを獲得する等の実績を上げている。 
大学教員が中心となって産学公連携に結びつくネットワークを形成した例としては、1989
年に山形大学工学部の若手教員を中心にして発足した YURNS（Yamagata University Research 
Network System：山形大学共同研究組織）48等があり、さらに行政や産業界等を巻き込み、
Party21（産学官連携やまがたネットワーク、事務局は山形県総務部）も形成されている。ま
た、山形大学は、地域共同研究センターのサテライトを県内に３カ所設置し、県内をくまな
くつなぐネットワークの構築を図っている。 
この他、静岡大学は、地元金融機関と協力し、当該金融機関の取引先企業からの技術相談
をもとに共同研究やプロジェクト研究の創出等を図る連携活動を開始しており、筑波大学は、
地元金融機関やベンチャー・キャピタルと研究者の起業を支援するネットワークを形成し、
2004年１月に起業支援ベンチャーを設立するに至っている。 
 
産学官のネットワークである「香川大学地域開発共同研究センター技術交流協力会」が香
川経済同友会に事務局を置いているように、地元の産業界が中心となる例もある。また、北
海道・江別市では、札幌学院大学や地元ＩＴ関係事業者が参加する産学官ネットワークの第
                                                
47 http://www.pref.yamaguchi.jp/gyosei/s-sangyo/html/b_shinseihin_urikomi_2004program.html 
48 大学の社会貢献を目指した活動としては最も早い時期に始められた例と考えられるが、現在も民間企業
や公的研究機関との共同研究等を盛んに行うともに、山形大学の学際的共同研究組織として機能している。 
http://esr.yz.yamagata-u.ac.jp/yurns/about.html 
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１段プロジェクトとして、地域が育んできたものを市民の手で地域ブランドとして評価・確
立した上で、インターネットを活用し、広く多くの方に知ってもらうことを目指した「江別
ブランド事典」49が開発されており、市民参加によって地域の特色を探索する例として注目さ
れる。 
また、産業構造審議会でも指摘 50されているように大学の知的成果と地域産業のニーズを
橋渡しするためのインターフェイスとして、あるいは地域固有の課題解決に向けた技術開発
を行う主体として、地域産業に近い存在である公設試への期待も大きい。近年これら公設試
が大学との連携志向を強める中、技術相談等の経験・実績を通じ地域産業のニーズに係る豊
富な知見を有する技術スタッフや、地域の中小企業単独では対応困難な最先端・高機能の分
析機器・設備の提供など、その多様な機能を重要な地域インフラと位置づけ、積極的な活用
を図るべきである。 
 
以上のような地域の取組み事例は、自治体の強力なイニシアティブの下、実質的に大学が
中心となって地元企業や自治体等との連携を深める組織を構築するとともに、その連携に基
づいた各種事業・プログラムの獲得等を通じて、事業化に向けた研究課題の明確化が図られ
ているものとして高く評価できる。地域の特色を生かしたユニークな取組みと産学連携の進
展をテコとして、小粒でもキラリと光る魅力的な地域の創出を目指す優れた取組みとして、
今後国内他地域での同様の取組みが進むことを大いに期待したい。 
 
                                                
49 http://www.ebetsu.city-brand.jp/site_discription.php 
50 産業技術分科会基本問題小委員会配布資料「技術革新を目指す科学技術政策（案）」2005年 2月 7日、
P50 
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質問票調査の実施要領 
 
１． 質問票調査の目的 
産学官連携／地域イノベーション振興に関連する施策・制度の進展状況の把握と昨年度実施し
たヒアリングを中心にした調査から得られた仮説の検証を目的とする。検証の対象としている主要な
項目を以下に示す。 
・ 施策、プログラム間の連携 
・ ソフト・インフラの整備・展開 
・ 自治体レベルでの産学官連携システム改革への取組み 
・ 大学、公的研究機関と地元企業との橋渡し役としての自治体及びその関連組織 
・ 地域イノベーションの核として期待している大学等の機関 
 
２． 調査対象 
 調査対象は以下の 11区分に分かれる。 
・ 都道府県、政令指定都市、人口５万人以上の市 
・ 産学公連携推進組織、公設試験研究機関 
・ 国立大学等、私立大学及び公立大学、国研・独法等 
・ 大企業、中小企業、商工会議所 
 
３． 質問票の配布時期 
・ 2004年 5月～7月 
 
４． 配布・回収方式 
・ 配布・回収とも郵送（回答者のリクエストで電子ファイルを送付） 
・ はがきによる督促のほか、回収状況に応じて電話での督促を実施 
 
  1-3
５． 対象数（総数：6,236） 
 質問票の対象数は以下に示す通り。 
配布先 抽出方法等 
対象
数 
有効 
配布数 
有効 
回収数 
回答率
都道府県 全数 47 47 47 100.0% 
政令指定都市 全数 13 13 13 100.0% 
人口5万人以上の
市 
総務省（住民基本台帳） 
財団法人地方自治情報センター(HP) 
444 419 210 50.1% 
産学公連携推進
組織 
（財）全日本地域研究交流協会（JAREC）「地
域の科学技術振興状況の実態調査」、2002
年 3 月より 
都道府県及び政令指定都市が補助金、
研究委託費等の財政予算を支出している
科学技術の振興を目的として設立された
財団法人、社団法人、いわゆる第3セクタ
ー等を抽出 
169 146 67 45.9% 
公設試験研究機
関 
（財）全日本地域研究交流協会（JAREC）「地
域の科学技術振興状況の実態調査」、2002
年 3 月より 
都道府県及び政令指定都市が予算を計
上している科学技術に関する試験研究を
実施する機関を抽出 
ラティス社「全国試験研究機関名鑑」より 
目次に記載されている公設試験研究機関
を抽出（目次に掲出されていない支部は
除外） 
556 482 303 62.9% 
国立大学等 
国立大学（短大除く）、国立高等専門学校、
大学共同利用機関 
（全数） 
154 152 137 90.1% 
公立大学 公立大学（短大除く全数） 77 76 53 69.7% 
私立大学 私立大学（短大除く全数） 545 507 343 67.6% 
国研・独法等 
ラティス社「全国試験研究機関名鑑」より、国
立試験研究機関、独立行政法人試験研究機
関、特殊法人を対象に抽出（目次に掲出され
ていない支部は除外） 
106 98 53 54.1% 
大企業 
東京証券取引所市場第一部上場企業、 
大阪証券取引所市場第一部上場企業 
1,597 1,573 264 16.8% 
中小企業 
中小企業創造活動促進法（創造法）により平
成 13 年度までに認定された企業のうち 1000
社抽出 
「日本のベンチャー企業と起業者に関する調
査研究」文部科学省科学技術政策研究所
1999 より回答企業のうち 1004 社抽出 
2,004 1,999 362 18.1% 
商工会議所 日本商工会議所 HP より（全数） 524 516 174 33.7% 
 
 
  1-4
６． 質問項目 
 以下の表に対象別の質問項目の一覧を示す。 
 
質問項目一覧表 
 
質問項目
都
道
府
県
政
令
指
定
都
市
人
口
５
万
人
以
上
の
市
産
学
公
連
携
推
進
組
織
公
設
試
験
研
究
機
関
国
立
大
学
等
私
立
大
学
及
び
公
立
大
学
国
研
・
独
法
等
大
企
業
中
小
企
業
商
工
会
議
所
科学技術推進施策 ○ ○ ○
産学（公）推進体制
　－横断的調整組織 ○ ○ ○
　－組織の再編・統合 ○ ○ ○
　－公設試・公立大学への横断的取組み ○ ○ ○
　－窓口組織 ○ ○ ○ ○
　－組織内のコーディネーター等の構成 ○ ○ ○ ○ ○
産学（公）推進に向けた取組み
　－民間企業が利用できる施設 ○
　－周辺環境 ○ ○
　－（教職員の）ベンチャー立上げの支援策 ○ ○ ○
　－産業界への情報発信 ○ ○
　－発明者へのインセンティブ制度 ○ ○ ○ ○
　－独自の施策・プログラム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
産学連携の動向及び実績
　－共同・委託研究 ○ ○ ○ ○
　－（奨学）寄附金 ○ ○ ○
　－受入れ研究者数 ○ ○
　－最近伸びている分野 ○ ○ ○ ○ ○
　　（外部に投資している分野） ○
　－特許 ○ ○ ○ ○
　－品種改良 ○ ○
　－包括提携 ○ ○ ○ ○
　－ベストプラクティス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　－海外との連携事例 ○ ○ ○ ○
地域内における産学（公）連携を推進する人材
　－キーパーソン ○ ○ ○ ○ ○
　－コーディネーターの把握度 ○ ○ ○
　－コーディネーター等の不足感 ○ ○ ○ ○ ○
　－中長期的な確保の方法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
地域内における産学公連携ネットワーク
　－産学公連携のネットワークの例 ○ ○ ○ ○ ○
　－人材及びネットワーク作りの支援 ○ ○ ○ ○ ○
立地しているハイテク・ベンチャー企業 ○ ○ ○ ○
研究開発拠点の展開 ○
他の主体との関係
　－注目している産学連携推進組織 ○ ○ ○
　－国立大学等への寄附・助成 ○ ○ ○
　－他の主体との連携 ○ ○ ○ ○ ○
　－企業側の課題 ○ ○ ○ ○
国・自治体の制度・施策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
産学（公）連携の課題 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  
 
  
 
質問票調査 
 
都道府県向け質問票 
1-5
〔都
道
府
県
向
け
〕 
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府
県
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 問
1 
 
貴
都
道
府
県
の
科
学
技
術
推
進
施
策
に
つ
い
て
 
貴
都
道
府
県
に
お
け
る
、
科
学
技
術
の
振
興
を
図
る
た
め
の
大
綱
、
基
本
計
画
等
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
（策
定
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、
お
わ
か
り
に
な
る
範
囲
で
お
答
え
く
だ
さ
い
。
） 
問
1-
1 
貴
都
道
府
県
で
は
、
科
学
技
術
の
振
興
を
図
る
に
あ
た
っ
て
、
と
る
べ
き
施
策
や
戦
略
の
基
本
方
針
や
取
組
み
の
方
向
性
等
を
ど
の
よ
う
に
お
考
え
に
な
っ
て
い
ま
す
か
。
下
欄
に
そ
の
概
要
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
概
 
 
 
 
要
 
 
 
 問
1-
2 
貴
都
道
府
県
で
は
、
上
記
の
基
本
方
針
等
に
お
い
て
、
重
点
を
置
くべ
き
科
学
技
術
の
分
野
や
、
そ
の
推
進
方
策
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
記
述
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
下
欄
に
そ
の
概
要
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 概
 
 
 
 
要
 
 
 
 問
1-
3 
貴
都
道
府
県
で
は
、
上
記
の
基
本
方
針
等
に
基
づ
い
て
、
産
学
公
連
携
・地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
振
興
に
つ
い
て
は
ど
の
よ
う
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
か
。
下
欄
に
そ
の
概
要
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
（基
本
方
針
等
に
該
当
す
る
記
述
が
あ
る
場
合
は
、
当
該
箇
所
を
抜
粋
ま
た
は
付
箋
を
つ
け
た
基
本
方
針
を
同
封
し
て
くだ
さ
い
） 
 
 
概
 
 
 
 
要
 
  
 [お
願
い
] 
貴
都
道
府
県
に
お
け
る
科
学
技
術
の
振
興
を
図
る
た
め
の
大
綱
、
基
本
計
画
等
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
当
該
質
問
票
の
回
答
に
添
付
し
て
お
送
り
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
 
 
 ※ 
こ
こ
で
い
う
「イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」に
つ
い
て
は
、
市
場
に
導
入
さ
れ
た
新
し
い
（ま
た
は
、
か
な
り
改
善
さ
れ
た
）商
品
や
サ
ー
ビ
ス
、
及
び
企
業
等
に
お
け
る
新
し
い
（ま
た
は
、
か
な
り
改
善
さ
れ
た
）プ
ロ
セ
ス
の
導
入
、
と
お
考
え
く
だ
さ
い
。
「イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」は
、
新
し
い
技
術
開
発
、
既
存
技
術
の
新
し
い
組
み
合
わ
せ
、
あ
る
い
は
企
業
等
が
獲
得
し
た
他
の
知
識
の
利
用
の
結
果
に
よ
り
起
こ
り
ま
す
。
 
 
〔都
道
府
県
向
け
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 問
1-
4 
財
団
法
人
 全
日
本
地
域
研
究
交
流
協
会
（J
A
R
EC
）が
毎
年
度
行
っ
て
い
る
「地
域
の
科
学
技
術
振
興
状
況
の
実
態
調
査
」に
お
い
て
貴
都
道
府
県
が
回
答
さ
れ
て
い
る
も
の
以
外
に
、
科
学
技
術
振
興
の
た
め
の
施
策
・プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
具
体
的
に
進
め
ら
れ
て
い
る
も
の
（研
究
開
発
型
事
業
へ
の
税
制
措
置
、
等
）が
あ
れ
ば
、
主
要
な
も
の
を
以
下
の
表
に
ご
記
入
くだ
さ
い
。
 
 
名
 
称
 
開
始
年
度
（西
暦
） 
 
終
了
年
度
（西
暦
） 
（終
了
し
た
場
合
の
み
） 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  問
2 
 
産
学
公
連
携
・地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
振
興
施
策
の
推
進
体
制
に
つ
い
て
 
貴
都
道
府
県
に
お
け
る
産
業
技
術
力
の
強
化
に
結
び
つ
く
産
学
公
連
携
施
策
、
及
び
科
学
技
術
の
高
度
化
・
多
様
化
を
通
じ
た
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
振
興
施
策
の
推
進
体
制
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。
 
 
問
2-
1 
貴
都
道
府
県
で
は
、
産
学
公
連
携
・地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
振
興
に
関
す
る
施
策
の
総
合
的
な
企
画
・立
案
や
、
組
織
横
断
的
な
調
整
を
担
当
す
る
部
署
（又
は
係
・担
当
グ
ル
ー
プ
）を
設
置
し
て
い
ま
す
か
（予
定
を
含
む
）。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…
［ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
・Ｎ
Ｏ
 
］ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
の
場
合
は
、
下
欄
に
そ
の
概
要
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
部
署
名
称
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
課
（室
）又
は
係
（グ
ル
ー
プ
） 
担
当
者
数
 
計
 
 
 
 
 
 
人
 
専
任
者
数
 
内
 
 
 
 
 
人
 （
産
学
公
連
携
・地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
振
興
施
策
に
関
す
る
業
務
の
み
の
担
当
者
及
び
管
理
者
（注
１
））
 
兼
務
者
数
 
内
 
 
 
 
 
人
 
設
置
(予
定
)年
月
 
［
西
暦
］
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
（組
織
改
編
が
あ
っ
た
場
合
は
、
直
近
の
改
編
年
月
） 
   
注
１
； 
産
学
公
連
携
・地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る
庶
務
・経
理
・総
務
等
管
理
業
務
へ
の
従
事
者
は
「専
任
者
」に
含
め
て
く
だ
さ
い
。
 
 
1 - 6
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府
県
向
け
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 問
2-
2 
貴
都
道
府
県
に
お
い
て
は
、
産
学
公
連
携
・地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
を
推
進
す
る
に
当
た
っ
て
、
１
９
９
６
年
以
降
、
リ
ソ
ー
ス
の
重
点
配
分
や
共
同
利
用
を
円
滑
に
行
う
た
め
、
関
連
組
織
の
再
編
・統
合
等
を
行
い
ま
し
た
か
（予
定
を
含
む
）。
 
…
…
［ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
・Ｎ
Ｏ
 
］ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
の
場
合
は
、
下
欄
に
そ
の
概
要
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 名
 
 
称
 
 
 
実
施
(予
定
)年
月
 
［
西
暦
］
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
 
概
 
 
 
 
要
 
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
        
  問
3 
 
公
設
試
験
研
究
機
関
・公
立
大
学
に
つ
い
て
 
貴
都
道
府
県
に
お
け
る
公
設
試
験
研
究
機
関
（
以
下
、「
公
設
試
」
と
言
う
。）
及
び
公
立
大
学
等
の
状
況
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。
 
 
問
3-
1 
貴
都
道
府
県
に
お
い
て
は
、
公
設
試
・公
立
大
学
等
に
お
け
る
横
断
的
シ
ス
テ
ム
改
革
へ
の
取
組
み
（独
法
化
の
検
討
・準
備
、
人
材
流
動
化
へ
の
取
組
み
：任
期
付
研
究
員
制
度
の
導
入
・採
用
等
）を
行
い
ま
し
た
か
（予
定
を
含
む
）。
 
…
…
［ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
・Ｎ
Ｏ
 
］ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
の
場
合
は
、
下
欄
に
そ
の
概
要
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
名
 
 
称
 
 
 
実
施
(予
定
)年
月
 
［
西
暦
］
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
 
概
 
 
 
 
要
 
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
        
 
〔都
道
府
県
向
け
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都
道
府
県
-4
 
 問
4 
 
産
学
公
連
携
で
最
も
効
果
を
上
げ
た
取
組
み
に
つ
い
て
 
貴
都
道
府
県
に
お
い
て
産
学
公
連
携
で
最
も
効
果
を
上
げ
た
取
組
み
（注
１
）を
2事
例
選
ん
で
下
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
事
例
は
科
学
技
術
基
本
計
画
の
期
間
中
（1
99
6
年
度
～
）か
ら
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
事
例
を
紹
介
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
や
記
事
等
が
あ
れ
ば
、
そ
の
資
料
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 
＜
事
例
そ
の
１
＞
 
事
例
名
 
 
概
要
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
    
  
主
な
参
加
機
関
名
 
   
都
道
府
県
の
支
援
内
容
、
関
わ
り
方
（注
2）
 
 
   
事
例
に
関
連
す
る
す
べ
て
の
国
の
施
策
・
制
度
等
 
（注
3）
 
  
別
紙
表
の
番
号
 
表
に
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
は
こ
ち
ら
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
 
当
該
事
例
に
係
る
共
同
研
究
実
施
件
数
（契
約
数
） 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
出
願
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
の
実
施
許
諾
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
に
よ
る
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
等
収
入
 
（累
積
額
） 
百
万
円
 
参
加
企
業
の
売
上
高
増
（プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
後
） 
百
万
円
 
参
加
企
業
の
雇
用
増
（プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
後
） 
人
 
成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
 
収
入
、
売
上
高
増
、
雇
用
増
に
つ
い
て
は
、
可
能
な
範
囲
内
で
の
推
算
で
可
 
そ
の
他
の
成
果
（以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
    
紹
介
事
例
と
し
て
選
ん
だ
理
由
 
  
上
欄
の
定
量
デ
ー
タ
に
よ
ら
な
い
場
合
に
記
入
 
注
 1
 
；回
答
欄
「成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
」に
掲
げ
た
項
目
に
つ
い
て
、
総
合
的
に
数
値
が
最
も
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
取
組
み
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
こ
れ
ら
項
目
に
係
る
定
量
デ
ー
タ
の
捕
捉
が
困
難
な
場
合
に
は
、
新
聞
報
道
や
自
治
体
に
よ
る
政
策
評
価
等
の
客
観
的
情
報
を
参
照
し
て
事
例
を
選
定
し
て
く
だ
さ
い
。
 
注
2 
；（
例
）参
加
機
関
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
、
TL
O
等
技
術
移
転
機
関
へ
の
支
援
（出
資
、
助
成
等
）、
公
立
大
・
公
設
試
に
よ
る
技
術
移
転
の
実
施
、
都
道
府
県
の
制
度
に
よ
る
研
究
開
発
資
金
の
助
成
等
 
注
3 
；別
紙
の
施
策
・制
度
表
に
該
当
す
る
施
策
が
あ
る
場
合
に
は
表
中
の
番
号
を
、
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
に
は
具
体
的
な
施
策
・制
度
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
1 -  7
〔都
道
府
県
向
け
〕 
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      ＜
事
例
そ
の
２
＞
 
事
例
名
 
 
概
要
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
    
   
主
な
参
加
機
関
名
 
   
都
道
府
県
の
支
援
内
容
、
関
わ
り
方
（注
2）
 
 
   
事
例
に
関
連
す
る
す
べ
て
の
国
の
施
策
・
制
度
等
 
（注
3）
 
  
別
紙
表
の
番
号
 
表
に
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
は
こ
ち
ら
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
 
  
当
該
事
例
に
係
る
共
同
研
究
実
施
件
数
（契
約
数
） 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
出
願
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
の
実
施
許
諾
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
に
よ
る
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
等
収
入
 
（累
積
額
） 
百
万
円
 
参
加
企
業
の
売
上
高
増
（プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
後
） 
百
万
円
 
参
加
企
業
の
雇
用
増
（プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
後
） 
人
 
成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
 
収
入
、
売
上
高
増
、
雇
用
増
に
つ
い
て
は
、
可
能
な
範
囲
内
で
の
推
算
で
可
 
そ
の
他
の
成
果
（以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
    
紹
介
事
例
と
し
て
選
ん
だ
理
由
 
  
上
欄
の
定
量
デ
ー
タ
に
よ
ら
な
い
場
合
に
記
入
 
注
1 
；回
答
欄
「成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
」に
掲
げ
た
項
目
に
つ
い
て
総
合
的
に
数
値
が
最
も
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
取
組
み
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
こ
れ
ら
項
目
に
係
る
定
量
デ
ー
タ
の
捕
捉
が
困
難
な
場
合
に
は
、
新
聞
報
道
や
自
治
体
に
よ
る
政
策
評
価
等
の
客
観
的
情
報
を
参
照
し
て
事
例
を
選
定
し
て
く
だ
さ
い
。
 
注
2 
；（
例
）参
加
機
関
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
、
TL
O
等
技
術
移
転
機
関
へ
の
支
援
（出
資
、
助
成
等
）、
公
立
大
・
公
設
試
に
よ
る
技
術
移
転
の
実
施
、
都
道
府
県
の
制
度
に
よ
る
研
究
開
発
資
金
の
助
成
等
 
注
3 
；別
紙
の
施
策
・制
度
表
に
該
当
す
る
施
策
が
あ
る
場
合
に
は
表
中
の
番
号
を
、
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
に
は
具
体
的
な
施
策
・制
度
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
〔都
道
府
県
向
け
〕 
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 問
5 
 
国
の
制
度
、
施
策
に
つ
い
て
 
問
5-
1 
産
学
公
連
携
に
関
す
る
国
の
制
度
、
施
策
（別
紙
参
照
）で
、
問
４
で
お
答
え
に
な
っ
た
も
の
を
含
め
て
、
地
域
内
で
実
施
さ
れ
た
も
の
す
べ
て
に
つ
い
て
、
下
欄
に
、
①
利
用
さ
れ
始
め
た
年
度
、
②
事
業
費
（国
、
県
あ
わ
せ
て
）、
③
そ
の
制
度
・施
策
と
組
み
合
わ
せ
て
行
っ
た
貴
都
道
府
県
固
有
の
施
策
が
あ
る
場
合
は
事
業
名
、
開
始
年
度
、
事
業
費
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
問
5-
2 
ま
た
、
産
学
公
連
携
に
関
す
る
国
の
制
度
、
施
策
（別
紙
参
照
）で
、
特
に
問
４
の
回
答
欄
「成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
」面
で
の
効
果
が
高
い
と
考
え
ら
れ
る
も
の
を
選
ん
で
番
号
に
○
印
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
（３
つ
ま
で
）。
 
  
番
号
 
（注
1）
 
利
用
開
始
年
度
 
（西
暦
） 
事
業
費
 
（百
万
円
） 
併
せ
て
実
施
し
た
貴
都
道
府
県
固
有
の
施
策
 
（事
業
名
、
開
始
年
度
、
事
業
費
） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
注
１
 
； 
別
紙
の
施
策
・制
度
表
の
番
号
を
記
入
く
だ
さ
い
。
 
   
1 -  8
〔都
道
府
県
向
け
〕 
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 問
5-
3 
産
学
公
連
携
に
関
す
る
国
の
制
度
、
施
策
（別
紙
参
照
）で
、
改
善
が
必
要
な
も
の
や
新
た
な
取
組
み
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
も
の
を
選
ん
で
下
欄
に
ご
記
入
くだ
さ
い
。
ま
た
、
そ
の
理
由
、
改
善
点
に
つ
い
て
も
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
種
別
 
制
度
・施
策
 
番
号
 
理
由
・改
善
点
等
 
改
善
が
必
要
な
制
度
、
施
策
 
 
    
新
た
な
取
組
み
が
必
要
な
も
の
 
 
    
 問
5-
4 
地
方
財
政
再
建
促
進
特
別
措
置
法
の
改
正
（2
00
2
年
11
月
）に
よ
り
、
自
治
体
か
ら
国
立
大
学
等
に
対
す
る
財
政
的
寄
与
に
係
る
制
約
が
除
去
さ
れ
ま
し
た
。
本
措
置
以
降
、
貴
都
道
府
県
で
は
、
国
立
大
学
等
に
対
す
る
寄
附
・助
成
等
の
財
政
面
で
の
寄
与
を
し
て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
（１
つ
だ
け
）を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
１
．
 寄
与
し
て
い
る
 
２
．
 寄
与
し
て
い
な
い
 
３
．
 現
在
、
大
学
と
の
間
で
検
討
中
 
 
「１
．
」と
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・＞
 
具
体
的
な
事
例
が
分
か
る
資
料
（新
聞
記
事
等
）を
同
封
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
「２
．
」と
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・＞
 
 
「寄
与
し
て
い
な
い
」の
理
由
と
し
て
、
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
（複
数
可
）。
 
１
．
 自
治
体
側
の
財
政
面
の
逼
迫
 
２
．
 大
学
側
の
受
入
れ
体
制
の
不
備
 
３
．
 運
用
に
当
た
っ
て
の
制
度
面
の
障
害
（手
続
き
の
煩
雑
さ
、
物
品
管
理
の
考
え
方
な
ど
） 
４
．
 大
学
へ
の
寄
与
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
メ
リ
ッ
ト
が
感
じ
ら
れ
な
い
 
５
．
 大
学
が
求
め
て
い
る
も
の
が
わ
か
ら
な
い
 
６
．
 そ
の
他
（具
体
的
な
課
題
を
以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
  
〔都
道
府
県
向
け
〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
都
道
府
県
-8
 
問
6 
 
地
域
の
状
況
 
問
6-
1 
貴
都
道
府
県
及
び
貴
都
道
府
県
関
連
機
関
以
外
の
産
学
公
連
携
推
進
組
織
の
な
か
で
、
注
目
に
値
す
る
取
組
み
を
行
っ
て
い
る
も
の
は
あ
り
ま
す
か
。
 
…
…
［ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
・Ｎ
Ｏ
 
］ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
の
場
合
は
、
下
欄
に
そ
の
概
要
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 主
体
 
（い
ず
れ
か
に
、
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
） 
１
．
 
大
学
等
の
教
育
研
究
機
関
（あ
る
い
は
個
人
）の
取
組
み
 
２
．
 
企
業
が
固
有
に
行
っ
て
い
る
地
域
貢
献
に
向
け
た
取
組
み
 
３
．
 
地
域
の
産
業
界
（商
工
会
議
所
等
）の
取
組
み
 
４
．
 
N
PO
等
に
よ
る
取
組
み
 
５
．
 
そ
の
他
 
（ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
取
組
み
内
容
 
（具
体
的
に
） 
       
取
組
み
で
利
用
し
て
い
る
国
の
事
業
・施
策
 
 
具
体
的
な
名
称
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
（利
用
し
て
い
る
場
合
の
み
） 
  問
7 
 
産
学
公
連
携
を
推
進
す
る
人
材
に
つ
い
て
 
問
7-
1 
貴
都
道
府
県
に
お
け
る
産
学
公
連
携
の
キ
ー
パ
ー
ソ
ン
と
考
え
ら
れ
る
方
の
所
属
機
関
名
、
氏
名
を
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
ま
た
、
地
域
と
し
て
進
む
べ
き
方
向
性
を
提
示
し
、
ま
と
め
て
い
く人
材
（ビ
ジ
ョナ
リ
ー
）と
考
え
ら
れ
る
方
が
い
る
場
合
に
は
、
「ビ
ジ
ョナ
リ
ー
」欄
に
○
印
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
（１
名
の
み
）。
 
 
区
分
 
所
属
機
関
名
 
氏
名
 
ビ
ジ
ョ
ナ
リ
ー
 
  
 
 
産
業
側
 
  
 
 
  
 
 
大
学
等
の
教
育
研
究
機
関
 
  
 
 
  
 
 
地
方
公
共
団
体
、
 
第
三
セ
ク
タ
ー
・公
益
法
人
等
 
  
 
 
 
1 -  9
〔都
道
府
県
向
け
〕 
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問
7-
2 
貴
都
道
府
県
に
お
い
て
産
学
公
連
携
の
仲
介
・支
援
に
従
事
さ
れ
て
い
る
方
々
（例
：産
学
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
、
特
許
流
通
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
、
中
小
企
業
支
援
セ
ン
タ
ー
の
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
等
）に
、
ど
の
よ
う
な
人
材
が
い
る
か
を
把
握
し
て
お
ら
れ
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
名
簿
を
作
成
し
て
い
る
 
 
 
 
２
．
大
体
何
名
い
る
か
は
把
握
し
て
い
る
 
 
 
３
．
把
握
し
て
い
な
い
 
 
「１
．
」と
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・＞
差
し
支
え
な
け
れ
ば
、
名
簿
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
 
 
「２
．
」と
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・＞
何
名
ぐ
ら
い
お
ら
れ
る
か
右
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名
 
問
7-
3 
産
学
公
連
携
を
推
進
す
る
た
め
の
以
下
の
よ
う
な
人
材
は
、
貴
地
域
で
足
り
て
い
る
と
お
考
え
で
す
か
。
下
欄
で
種
別
毎
に
当
て
は
ま
る
選
択
肢
に
○
印
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
種
別
 
回
答
 
①
 
産
学
公
連
携
に
熱
心
な
大
学
・公
的
研
究
機
関
（以
下
「大
学
等
」）
の
研
究
者
 
１
．
 足
り
て
い
る
 
２
．
 や
や
不
足
し
て
い
る
 
３
．
 か
な
り
不
足
し
て
い
る
 
②
 
大
学
等
の
技
術
シ
ー
ズ
を
自
社
に
導
入
す
る
こ
と
に
熱
心
な
経
営
者
 
１
．
 足
り
て
い
る
 
２
．
 や
や
不
足
し
て
い
る
 
３
．
 か
な
り
不
足
し
て
い
る
 
③
 
大
学
等
の
技
術
シ
ー
ズ
・知
財
を
産
業
界
に
橋
渡
し
す
る
人
材
（各
種
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
、
特
許
流
通
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
、
弁
理
士
等
） 
１
．
 足
り
て
い
る
 
２
．
 や
や
不
足
し
て
い
る
 
３
．
 か
な
り
不
足
し
て
い
る
 
 ２．
あ
る
い
は
３
．
と
回
答
さ
れ
た
場
合
は
、
以
下
に
不
足
し
て
い
る
人
材
の
職
種
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
 
（ 
） 
④
 
個
別
の
活
動
を
調
整
し
て
よ
り
大
き
な
成
果
に
つ
な
げ
て
い
く
人
材
 
１
．
 足
り
て
い
る
 
２
．
 不
足
し
て
い
る
 
３
．
 そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
な
お
考
え
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
（ 
） 
 問
7-
4 
上
記
③
及
び
④
の
よ
う
な
人
材
を
、
中
長
期
的
に
確
保
し
て
い
く上
で
、
ど
の
よ
う
な
問
題
が
あ
り
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
す
べ
て
に
○
印
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
な
お
、
「６
．
そ
の
他
」を
選
択
さ
れ
た
場
合
に
は
、
具
体
的
な
問
題
点
を
合
わ
せ
て
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
 人
材
の
年
齢
が
平
均
的
に
高
く
、
蓄
積
さ
れ
た
ノ
ウ
ハ
ウ
・人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
失
わ
れ
る
懸
念
が
あ
る
 
２
．
 企
業
出
身
人
材
が
数
年
で
企
業
に
復
帰
し
て
し
ま
う
 
３
．
 中
長
期
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
提
示
が
困
難
で
あ
る
た
め
に
若
手
・中
堅
の
人
材
を
採
用
で
き
な
い
 
４
．
 組
織
内
の
人
事
サ
イ
ク
ル
と
の
関
係
で
、
中
長
期
の
任
用
が
困
難
 
５
．
 ど
こ
に
適
切
な
人
材
が
い
る
か
が
分
か
ら
な
い
 
６
．
 そ
の
他
（以
下
に
問
題
点
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
（   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
〔都
道
府
県
向
け
〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
都
道
府
県
-1
0 
 問
7-
5 
地
域
に
お
い
て
産
学
公
連
携
を
推
進
す
る
た
め
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
は
ど
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
（複
数
可
）。
 
 
名
 
称
 
活
動
主
体
 
発
足
年
度
 
（西
暦
） 
記
入
例
：X
X
X
X
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
 
YY
Y
大
学
リ
エ
ゾ
ン
オ
フ
ィ
ス
 
19
97
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 問
7-
6 
産
学
公
連
携
を
推
進
す
る
た
め
の
人
材
及
び
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
作
り
を
支
援
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
（複
数
可
）。
 
 
１
．
 
定
期
的
に
会
議
を
主
催
し
て
い
る
 
２
．
 
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
自
主
的
な
活
動
を
資
金
面
等
で
支
援
し
て
い
る
 
３
．
 
特
に
支
援
し
て
い
な
い
 
４
．
 
そ
の
他
 
 
「１
．
」と
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・・
＞
 
会
議
名
、
年
間
の
開
催
回
数
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
会
議
名
： 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
間
の
開
催
回
数
： 
 
 
 
 
 
 
回
 
 「２
．
」と
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・・
＞
 
支
援
さ
れ
て
お
ら
れ
る
活
動
の
具
体
的
内
容
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
活
動
内
容
： 
     
 「４
．
」と
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・・
＞
 
具
体
的
な
支
援
内
容
を
以
下
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
      
 
1 -  1 0
〔都
道
府
県
向
け
〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
都
道
府
県
-1
1 
問
8 
 
産
学
公
連
携
の
課
題
 
問
8-
1 
貴
都
道
府
県
に
お
け
る
産
学
公
連
携
に
は
主
と
し
て
ど
の
よ
う
な
課
題
が
あ
り
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
（3
つ
ま
で
）を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
 
一
部
の
研
究
者
は
熱
心
で
あ
る
が
、
全
体
と
し
て
は
地
域
や
地
元
企
業
に
目
を
向
け
て
い
な
い
 
２
．
 
大
学
ト
ッ
プ
に
産
学
公
連
携
を
進
め
る
意
識
が
希
薄
で
あ
る
 
３
．
 
大
学
側
の
意
識
と
地
元
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
あ
る
（例
；大
学
側
は
特
許
の
売
り
込
み
に
熱
心
、
地
元
企
業
側
は
技
術
相
談
や
共
同
研
究
を
望
ん
で
い
る
） 
４
．
 
技
術
水
準
、
研
究
の
性
格
面
で
、
大
学
で
の
研
究
成
果
を
活
用
で
き
る
地
元
企
業
が
少
な
い
 
５
．
 
地
元
企
業
側
に
大
学
等
と
の
連
携
に
対
す
る
心
理
的
な
障
壁
が
あ
る
 
６
．
 
独
自
の
推
進
施
策
を
企
画
・立
案
す
る
た
め
の
十
分
な
リ
ソ
ー
ス
（人
材
、
財
源
）が
確
保
で
き
な
い
 
７
．
 
国
の
様
々
な
施
策
を
連
携
さ
せ
、
地
域
で
有
効
に
活
用
す
る
こ
と
が
困
難
 
８
．
 
様
々
な
主
体
を
結
び
つ
け
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
や
“場
”が
な
い
 
９
．
 
そ
の
他
 
 「9
．
」と
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・・
＞
 
具
体
的
な
課
題
を
以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 
    
 
 
問
9 
 
自
由
記
述
欄
 
 
最
後
に
、産
学
公
連
携
全
般
に
関
し
て
、
今
後
の
取
組
み
方
針
、ご
意
見
・
ご
提
言
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
                        
 
〔都
道
府
県
向
け
〕 
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問
10
  
回
答
者
に
つ
い
て
 
 
下
記
の
事
項
に
つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 ◎
 
本
調
査
票
を
最
終
的
に
記
入
し
て
い
た
だ
い
た
ご
担
当
の
方
 
 
都
道
府
県
名
 
 
部
 
課
 
名
 
 
役
 
職
 
名
 
 
フ
 
リ
 
ガ
 
ナ
 
氏
 
 
 
名
 
 
電
 話
 番
 号
 
 
Ｆ
Ａ
Ｘ
番
号
 
 
Ｅ
-m
ai
lｱ
ﾄﾞ
ﾚ
ｽ
 
 
  
設
問
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
記
入
も
れ
が
な
い
か
、
も
う
一
度
ご
確
認
の
上
、
返
送
用
封
筒
で
返
送
くだ
さ
い
。
 
 
 
1 -  1 1
  
 
質問票調査 
 
私立大学向け質問票 
1- 12
［私
立
・公
立
大
学
向
け
］ 
私
立
大
・公
立
大
-1
 
問
1 
 
産
学
連
携
の
推
進
体
制
に
つ
い
て
 
貴
大
学
の
産
学
連
携
の
窓
口
と
な
っ
て
い
る
部
局
（部
課
、
セ
ン
タ
ー
等
）に
つ
い
て
下
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
問
1-
1 
 貴
大
学
の
産
学
連
携
の
窓
口
と
な
っ
て
い
る
部
局
（部
課
、
セ
ン
タ
ー
等
）は
あ
り
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
 
 
産
学
連
携
窓
口
部
局
の
有
無
 
１
－
有
り
 
 
 
 
 
 
２
－
無
し
 
 
 
 
 
 
３
－
設
置
を
検
討
中
 
 
問
1-
2 
（上
問
で
有
り
と
回
答
し
た
場
合
の
み
お
答
え
下
さ
い
。
）貴
大
学
の
産
学
連
携
の
窓
口
と
な
っ
て
い
る
部
局
（部
課
、
セ
ン
タ
ー
等
）に
つ
い
て
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
産
学
連
携
窓
口
部
局
の
名
称
 
  
部
局
の
設
置
年
度
 
 
年
度
（西
暦
） 
常
勤
ス
タ
ッ
フ
数
 
 
人
 
 問
1-
3 
貴
大
学
の
産
学
連
携
の
窓
口
と
な
っ
て
い
る
部
局
（部
課
、
セ
ン
タ
ー
等
）の
ス
タ
ッ
フ
に
つ
い
て
、
主
な
出
身
母
体
を
選
択
肢
の
中
か
ら
選
ん
で
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
可
能
で
あ
れ
ば
、
記
入
例
の
よ
う
に
出
身
母
体
別
の
人
数
も
合
わ
せ
て
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
（複
数
選
択
可
） 
ま
た
、
派
遣
事
業
等
に
よ
る
外
部
ス
タ
ッ
フ
等
の
場
合
、
そ
の
事
業
名
を
お
書
き
下
さ
い
。
 
 
［選
択
肢
］ 
①
 企
業
（法
務
・知
財
関
連
） 
 
 
②
 企
業
（研
究
開
発
・営
業
開
拓
） 
 
③
 公
設
試
験
研
究
機
関
 
 
④
 大
学
（貴
大
学
内
） 
 
 
  
 
 
⑤
 大
学
（貴
大
学
外
） 
 
 
 
 
  
 
 
⑥
 自
治
体
 
⑦
 そ
の
他
 
 
［記
入
例
］ 
外
部
ス
タ
ッ
フ
 
 [
 
 
 
 
○
○
○
○
事
業
 
 
 
 
 
 
 
] 
①
×
１
名
、
 
②
×
２
名
、
 
④
×
１
名
 
 
［回
答
欄
］ 
種
別
 
出
身
母
体
（複
数
選
択
可
） 
産
学
連
携
の
窓
口
担
当
者
 
 
 
外
部
ス
タ
ッ
フ
 
[ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事
業
 
] 
 
[ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事
業
 
] 
 
[ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事
業
 
] 
 
[ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事
業
 
] 
 
上
記
外
の
産
学
連
携
担
当
者
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  問
1-
4 
問
1-
3
に
示
し
た
よ
う
な
人
材
を
中
長
期
的
に
確
保
し
て
い
く上
で
、
ど
の
よ
う
な
問
題
が
あ
り
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
全
て
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
な
お
、
「６
．
そ
の
他
」を
選
択
さ
れ
た
場
合
に
は
、
具
体
的
な
問
題
点
を
合
わ
せ
て
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
 人
材
の
年
齢
が
平
均
的
に
高
く
、
蓄
積
さ
れ
た
ノ
ウ
ハ
ウ
・人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
失
わ
れ
る
懸
念
が
あ
る
 
２
．
 企
業
出
身
人
材
が
数
年
で
企
業
に
復
帰
し
て
し
ま
う
 
３
．
 中
長
期
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
提
示
が
困
難
で
あ
る
た
め
に
若
手
・中
堅
の
人
材
を
採
用
で
き
な
い
 
４
．
 派
遣
先
企
業
・団
体
の
人
事
サ
イ
ク
ル
と
の
関
係
で
、
中
長
期
の
任
用
が
困
難
 
５
．
 産
学
連
携
業
務
に
専
任
す
る
事
務
職
員
の
人
件
費
等
の
資
金
確
保
が
困
難
 
６
．
 そ
の
他
（以
下
に
問
題
点
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
（ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 問
1-
5 
 貴
大
学
構
内
に
お
い
て
民
間
企
業
等
が
活
用
で
き
る
研
究
施
設
が
あ
れ
ば
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
名
称
 
施
設
供
用
年
度
 
設
置
者
 
企
業
が
研
究
を
一
定
期
間
活
用
出
来
る
ス
ペ
ー
ス
の
有
無
 
記
入
例
：
コ
ラ
ボ
X 
 
20
01
年
度
 
Ａ
財
団
 
あ
り
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
 問
1-
6 
 
貴
大
学
の
周
辺
環
境
で
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
を
つ
け
た
う
え
で
、
名
称
等
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
（複
数
回
答
可
）。
 
 
１
．
自
治
体
等
が
整
備
し
た
リ
サ
ー
チ
パ
ー
ク
内
に
大
学
の
主
要
部
分
が
立
地
 
 
 
→
リ
サ
ー
チ
パ
ー
ク
の
名
称
（ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
２
．
自
治
体
等
が
整
備
し
た
リ
サ
ー
チ
パ
ー
ク
内
に
大
学
の
一
部
部
署
・施
設
（地
域
共
同
研
究
セ
ン
タ
ー
、
等
）が
立
地
 
 
 
→
リ
サ
ー
チ
パ
ー
ク
の
名
称
（ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
 
→
同
地
に
立
地
し
て
い
る
部
署
・施
設
の
名
称
（ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
３
．
大
学
近
接
地
（概
ね
0.
5k
m
以
内
）に
自
治
体
等
が
整
備
し
た
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
タ
や
研
究
支
援
施
設
、
交
流
支
援
施
設
が
あ
る
 
 
 
→
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
タ
等
の
名
称
（ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
４
．
大
学
近
接
地
（概
ね
0.
5k
m
以
内
）に
公
設
試
験
研
究
機
関
等
が
あ
る
 
 
 
→
公
設
試
験
研
究
機
関
等
の
名
称
（ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
５
．
今
後
、
具
体
的
な
予
定
が
あ
る
 
 
 
→
そ
の
概
要
（ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
６
．
上
記
の
ど
れ
に
も
該
当
し
な
い
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 問
1-
7 
 教
員
・学
生
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
起
業
立
上
げ
に
関
す
る
貴
大
学
独
自
の
支
援
制
度
に
つ
い
て
下
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 支
援
制
度
の
有
無
 
１
．
あ
り
 
 
 
 
 
 
２
．
な
し
 
 
 
 
 
 
３
．
検
討
中
  
  
 
制
度
創
設
年
度
（西
暦
） 
 
規
定
等
の
概
要
 
      
 問
1-
8 
 
貴
大
学
で
は
産
業
界
に
向
け
て
教
員
の
研
究
成
果
を
情
報
発
信
し
て
い
る
で
し
ょ
う
か
。
下
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 発
信
状
況
 
１
．
し
て
い
る
 
 
 
 
２
．
し
て
い
な
い
 
 
 
 
３
．
実
施
す
る
か
ど
う
か
検
討
中
 
公
表
開
始
年
度
（西
暦
） 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
度
 
概
要
 
記
入
例
：研
究
成
果
の
全
て
（一
部
）に
つ
い
て
、
H
P
及
び
研
究
者
リ
ス
ト
（冊
子
等
）
の
発
行
に
よ
り
公
表
 
    
 問
1-
9 
 問
1-
5～
問
1-
8
で
ご
回
答
い
た
だ
い
た
内
容
以
外
に
、
産
学
連
携
を
推
進
す
る
う
え
で
の
大
学
独
自
の
試
み
が
あ
れ
ば
、
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
ま
た
、
回
答
内
容
に
関
連
資
料
（パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
）が
あ
れ
ば
、
該
当
部
分
の
コ
ピ
ー
を
質
問
票
の
回
答
に
添
付
し
て
お
送
り
い
た
だ
くよ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
 
 記
入
例
：１
．
ベ
ン
チ
ャ
ー
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
用
の
エ
リ
ア
を
新
規
に
設
け
た
。
 
２
．
○
○
年
度
に
Ｘ
県
工
業
技
術
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
協
定
を
締
結
し
た
。
 
   
［私
立
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学
向
け
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立
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大
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問
2 
 
産
学
連
携
の
動
向
に
つ
い
て
 
問
2-
1 
貴
大
学
に
お
け
る
受
託
・共
同
研
究
等
の
実
績
を
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
な
お
、
年
報
等
に
記
載
が
あ
る
場
合
は
、
該
当
箇
所
の
コ
ピ
ー
を
添
付
し
て
頂
い
て
も
結
構
で
す
。
 
 
相
手
先
別
の
件
数
・
内
数
 
 
受
託
研
究
 
件
数
 
（
当
該
年
度
の
実
施
件
数
）
 
民
間
企
業
 
自
治
体（
公
設
試
験
研
究
機
関
等
）
 
国
研
・
独
法
・
特
殊
法
人
 
そ
の
他
（
財
団
、
病
院
等
）
 
19
95
年
度
 
 
 
 
 
 
19
98
年
度
 
 
 
 
 
 
19
99
年
度
 
 
 
 
 
 
20
00
年
度
 
 
 
 
 
 
20
01
年
度
 
 
 
 
 
 
20
02
年
度
 
 
 
 
 
 
? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
20
03
年
度
 
 
 
 
 
 
相
手
先
別
の
金
額
（
百
万
円
）
 
 
受
託
研
究
の
 
受
入
金
額
 
（
百
万
円
）
 
民
間
企
業
 
自
治
体（
公
設
試
験
研
究
機
関
等
）
 
国
研
・
独
法
・
特
殊
法
人
 
そ
の
他
（
財
団
、
病
院
等
）
 
19
95
年
度
 
 
 
 
 
 
19
98
年
度
 
 
 
 
 
 
19
99
年
度
 
 
 
 
 
 
20
00
年
度
 
 
 
 
 
 
20
01
年
度
 
 
 
 
 
 
20
02
年
度
 
 
 
 
 
 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
 
20
03
年
度
 
 
 
 
 
 
注
1 
；受
託
試
験
、
病
理
組
織
検
査
、
治
検
薬
試
験
は
含
み
ま
せ
ん
。
 
 
相
手
先
別
の
件
数
・
内
数
 
  
共
同
研
究
 
件
数
 
（
当
該
年
度
の
実
施
件
数
）
 
民
間
企
業
 
自
治
体（
公
設
試
験
研
究
機
関
等
）
 
国
研
・
独
法
・
特
殊
法
人
 
そ
の
他
（
財
団
、
病
院
等
）
 
19
95
年
度
 
 
 
 
 
 
19
98
年
度
 
 
 
 
 
 
19
99
年
度
 
 
 
 
 
 
20
00
年
度
 
 
 
 
 
 
20
01
年
度
 
 
 
 
 
 
20
02
年
度
 
 
 
 
 
 
? ??
?
?
?
?
?
?
?
20
03
年
度
 
 
 
 
 
 
相
手
先
別
の
金
額
（
百
万
円
）
 
 
共
同
研
究
の
 
受
入
金
額
 
（
百
万
円
）
 
民
間
企
業
 
自
治
体（
公
設
試
験
研
究
機
関
等
）
 
国
研
・
独
法
・
特
殊
法
人
 
そ
の
他
（
財
団
、
病
院
等
）
 
19
95
年
度
 
 
 
 
 
 
19
98
年
度
 
 
 
 
 
 
19
99
年
度
 
 
 
 
 
 
20
00
年
度
 
 
 
 
 
 
20
01
年
度
 
 
 
 
 
 
20
02
年
度
 
 
 
 
 
 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
 
20
03
年
度
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相
手
先
別
の
件
数
（
内
数
）
 
  
寄
附
金
件
数
 
（
当
該
年
度
の
実
施
件
数
）
 
民
間
企
業
 
自
治
体
（
公
設
試
験
研
究
機
関
等
）
 
国
研
・
独
法
・
特
殊
法
人
 
そ
の
他
（
財
団
、
病
院
等
）
 
19
95
年
度
 
 
 
 
 
 
19
98
年
度
 
 
 
 
 
 
19
99
年
度
 
 
 
 
 
 
20
00
年
度
 
 
 
 
 
 
20
01
年
度
 
 
 
 
 
 
20
02
年
度
 
 
 
 
 
 
? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
20
03
年
度
 
 
 
 
 
 
相
手
先
別
の
金
額
（
百
万
円
）
 
 
寄
附
金
金
額
 
（
百
万
円
）
 
民
間
企
業
 
自
治
体
（
公
設
試
験
研
究
機
関
等
）
 
国
研
・
独
法
・
特
殊
法
人
 
そ
の
他
（
財
団
、
病
院
等
）
 
19
95
年
度
 
 
 
 
 
 
19
98
年
度
 
 
 
 
 
 
19
99
年
度
 
 
 
 
 
 
20
00
年
度
 
 
 
 
 
 
20
01
年
度
 
 
 
 
 
 
20
02
年
度
 
 
 
 
 
 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
20
03
年
度
 
 
 
 
 
 
注
1 
；研
究
活
動
支
援
を
目
的
と
し
た
寄
附
金
（
学
資
、
図
書
や
機
器
等
の
購
入
費
、
そ
の
他
学
術
研
究
・
教
育
研
究
の
奨
励
を
目
的
と
す
る
経
費
、
等
）
と
お
考
え
く
だ
さ
い
。
 
 
 
 
（
当
該
年
度
の
在
籍
者
数
） 
受
入
合
計
 
（
人
）
 
受
託
研
究
で
の
受
入
者
 
共
同
研
究
で
の
受
入
者
 
そ
の
他
制
度
に
よ
る
 
民
間
企
業
か
ら
の
受
入
者
 
19
95
年
度
 
 
 
 
 
19
98
年
度
 
 
 
 
 
19
99
年
度
 
 
 
 
 
20
00
年
度
 
 
 
 
 
20
01
年
度
 
 
 
 
 
20
02
年
度
 
 
 
 
 
? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
20
03
年
度
 
 
 
 
 
 問
2-
2 
 最
近
３
年
間
で
特
に
共
同
・受
託
研
究
の
件
数
が
増
え
て
い
る
分
野
を
以
下
の
選
択
肢
か
ら
、
増
加
率
の
高
い
順
に
３
つ
選
ん
で
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
ま
た
、
そ
の
分
野
が
件
数
全
体
に
占
め
る
比
率
も
合
わ
せ
て
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
順
位
 
共
同
・受
託
研
究
が
増
え
て
い
る
分
野
 
（番
号
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
該
当
す
る
分
野
が
な
い
場
合
は
、
分
野
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［可
能
な
範
囲
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
］ 
そ
の
分
野
が
件
数
全
体
に
占
め
る
比
率
 
（１
０
％
刻
み
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
１
 
 
％
 
２
 
 
％
 
３
 
 
％
 
 
［分
野
コ
ー
ド
］ 
１
．
情
報
通
信
 
 
２
．
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
 
３
．
ナ
ノ
・材
料
 
４
．
環
境
 
５
．
エ
ネ
ル
ギ
ー
 
 
６
．
製
造
技
術
 
 
７
．
社
会
基
盤
 
８
．
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
 
［私
立
・公
立
大
学
向
け
］ 
私
立
大
・公
立
大
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 問
2-
3 
 貴
大
学
が
保
有
（あ
る
い
は
管
理
）し
て
い
る
特
許
に
つ
い
て
下
欄
に
数
値
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
（※
 わ
か
る
範
囲
で
結
構
で
す
。
ま
た
、
数
値
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
 
 
年
度
 
特
許
出
願
 
件
数
 
 
 
う
ち
企
業
等
と
の
 
共
同
出
願
に
よ
る
も
の
 
実
施
許
諾
 
件
数
 
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
等
 
に
よ
る
収
入
 
（千
円
） 
19
95
 
 
 
 
 
19
98
 
 
 
 
 
19
99
 
 
 
 
 
20
00
 
 
 
 
 
20
01
 
 
 
 
 
20
02
 
 
 
 
 
20
03
 
 
 
 
 
 問
2-
4 
 発
明
者
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
係
る
制
度
と
し
て
は
、
ど
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。
下
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
報
奨
金
 
 
 
記
入
例
 ：
 1
99
X
年
度
よ
り
、
特
許
登
録
時
に
XX
XX
円
の
報
償
、
企
業
収
入
か
ら
の
補
償
金
を
XX
％
と
支
給
す
る
こ
と
と
し
た
。
 
   
そ
の
他
の
制
度
 
  
記
入
例
 ：
 
20
0X
年
度
よ
り
、
業
績
評
価
に
反
映
す
る
こ
と
と
し
た
。
 
    
 問
2-
5 
 貴
学
で
は
、
産
学
連
携
に
関
す
る
、
い
わ
ゆ
る
「包
括
提
携
（組
織
型
連
携
）」
に
係
る
取
り
決
め
等
を
企
業
と
の
間
で
結
ぶ
こ
と
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
お
考
え
に
な
り
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
１
つ
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
 
こ
れ
ま
で
の
受
託
研
究
、
共
同
研
究
、
寄
附
金
を
中
心
と
し
た
個
別
の
連
携
か
ら
、
こ
う
し
た
「包
括
提
携
」の
ス
タ
イ
ル
に
シ
フ
ト
す
べ
き
で
あ
る
 
２
．
 
大
学
全
体
で
産
学
連
携
を
進
め
て
い
く
一
つ
の
方
式
と
し
て
重
要
で
あ
る
 
３
．
 
む
し
ろ
個
別
の
委
託
・共
同
研
究
を
積
極
的
に
進
め
て
い
く
べ
き
で
あ
る
 
４
．
 
メ
リ
ッ
ト
・デ
メ
リ
ッ
ト
が
は
っ
き
り
せ
ず
、
よ
く
わ
か
ら
な
い
 
５
．
 
そ
の
他
（具
体
的
な
お
考
え
を
以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
1 -  1 5
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 問
3 
 
産
学
連
携
で
最
も
効
果
を
上
げ
た
取
組
み
に
つ
い
て
 
貴
大
学
に
お
い
て
産
学
連
携
で
最
も
効
果
を
上
げ
た
取
組
み
（
注
１
）
を
、
2
事
例
選
ん
で
下
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
事
例
は
科
学
技
術
基
本
計
画
の
期
間
中
（
19
96
年
度
～
）
か
ら
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
事
例
を
紹
介
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
や
記
事
等
が
あ
れ
ば
、
そ
の
資
料
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 ＜
事
例
そ
の
１
＞
 
事
例
名
 
 
概
要
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
※
 当
該
事
例
に
お
い
て
中
核
と
な
る
大
学
の
開
発
研
究
が
あ
る
場
合
、
そ
の
研
究
資
金
の
獲
得
方
法
（企
業
等
か
ら
の
受
託
研
究
、
公
的
競
争
資
金
の
獲
得
等
）を
書
い
て
く
だ
さ
い
。
 
    
       
主
な
参
加
企
業
、
参
加
教
員
名
 
   
事
例
に
関
連
す
る
国
・
地
方
自
治
体
の
施
策
・
制
度
等
 
（注
２
） 
 
別
紙
表
の
番
号
 
表
に
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
は
こ
ち
ら
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
 
当
該
事
例
に
係
る
共
同
研
究
実
施
件
数
（契
約
数
） 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
出
願
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
の
実
施
許
諾
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
に
よ
る
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
等
収
入
 
（累
積
額
） 
百
万
円
 
参
加
企
業
の
売
上
高
増
（プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
後
） 
百
万
円
 
参
加
企
業
の
雇
用
増
（プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
後
） 
人
 
成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
 
収
入
、
売
上
高
増
、
雇
用
増
に
つ
い
て
は
、
可
能
な
範
囲
内
で
の
推
算
で
可
 
そ
の
他
の
成
果
（例
：大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
創
出
数
、
う
ち
IP
O
し
た
企
業
数
等
） 
    
紹
介
事
例
と
し
て
選
ん
だ
理
由
 
  
上
欄
の
定
量
デ
ー
タ
に
よ
ら
な
い
場
合
に
記
入
 
注
1 
；回
答
欄
「成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
」に
掲
げ
た
項
目
に
つ
い
て
、
総
合
的
に
数
値
が
最
も
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
取
組
み
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
こ
れ
ら
項
目
に
係
る
定
量
デ
ー
タ
の
捕
捉
が
困
難
な
場
合
に
は
、
新
聞
報
道
や
自
治
体
に
よ
る
政
策
評
価
等
の
客
観
的
情
報
を
参
照
し
て
事
例
を
選
定
し
て
く
だ
さ
い
。
 
注
2 
；別
紙
の
施
策
・制
度
表
に
該
当
す
る
施
策
が
あ
る
場
合
に
は
表
中
の
番
号
を
、
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
に
は
具
体
的
な
施
策
・制
度
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
［私
立
・公
立
大
学
向
け
］ 
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      ＜
事
例
そ
の
２
＞
 
事
例
名
 
 
概
要
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
※
 当
該
事
例
に
お
い
て
中
核
と
な
る
大
学
の
開
発
研
究
が
あ
る
場
合
、
そ
の
研
究
資
金
の
獲
得
方
法
（企
業
等
か
ら
の
受
託
研
究
、
公
的
競
争
資
金
の
獲
得
等
）を
書
い
て
く
だ
さ
い
。
 
    
       
主
な
参
加
企
業
、
参
加
教
員
名
 
   
事
例
に
関
連
す
る
国
・
地
方
自
治
体
の
施
策
・
制
度
等
 
（注
２
） 
 
別
紙
表
の
番
号
 
表
に
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
は
こ
ち
ら
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
 
当
該
事
例
に
係
る
共
同
研
究
実
施
件
数
（契
約
数
） 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
出
願
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
の
実
施
許
諾
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
に
よ
る
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
等
収
入
 
（累
積
額
） 
百
万
円
 
参
加
企
業
の
売
上
高
増
（プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
後
） 
百
万
円
 
参
加
企
業
の
雇
用
増
（プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
後
） 
人
 
成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
 
収
入
、
売
上
高
増
、
雇
用
増
に
つ
い
て
は
、
可
能
な
範
囲
内
で
の
推
算
で
可
 
そ
の
他
の
成
果
（例
：大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
創
出
数
、
う
ち
IP
O
し
た
企
業
数
等
） 
    
紹
介
事
例
と
し
て
選
ん
だ
理
由
 
  
上
欄
の
定
量
デ
ー
タ
に
よ
ら
な
い
場
合
に
記
入
 
注
1 
；回
答
欄
「成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
」に
掲
げ
た
項
目
に
つ
い
て
、
総
合
的
に
数
値
が
最
も
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
取
組
み
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
こ
れ
ら
項
目
に
係
る
定
量
デ
ー
タ
の
捕
捉
が
困
難
な
場
合
に
は
、
新
聞
報
道
や
自
治
体
に
よ
る
政
策
評
価
等
の
客
観
的
情
報
を
参
照
し
て
事
例
を
選
定
し
て
く
だ
さ
い
。
 
注
2 
；別
紙
の
施
策
・制
度
表
に
該
当
す
る
施
策
が
あ
る
場
合
に
は
表
中
の
番
号
を
、
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
に
は
具
体
的
な
施
策
・制
度
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
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 問
4 
 
海
外
企
業
と
の
連
携
・実
用
化
事
例
に
つ
い
て
 
貴
大
学
に
お
い
て
、
問
３
で
お
答
え
に
な
っ
た
事
例
以
外
に
海
外
企
業
へ
の
特
許
移
転
や
技
術
提
携
等
、
海
外
で
大
学
発
の
技
術
が
評
価
さ
れ
て
い
る
事
例
は
あ
り
ま
す
か
。
 
…
…
［ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
・Ｎ
Ｏ
 
］ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
の
場
合
は
、
代
表
的
な
事
例
に
つ
い
て
、
下
欄
に
概
要
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
概
要
 
（具
体
的
に
） 
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
  問
5 
 
産
学
連
携
の
課
題
に
つ
い
て
 
 問
5-
1 
 貴
大
学
に
お
け
る
産
学
連
携
の
主
な
課
題
に
つ
い
て
、
以
下
の
各
項
目
の
う
ち
、
主
た
る
隘
路
と
な
っ
て
い
る
項
目
に
○
印
（３
つ
ま
で
）を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 １．
 
一
部
の
教
職
員
は
熱
心
で
あ
る
が
、
教
職
員
全
体
と
し
て
は
産
学
連
携
に
は
ま
だ
距
離
を
置
い
て
い
る
人
が
多
い
 
２
．
 
研
究
・教
育
で
忙
し
い
教
員
が
多
く
、
産
学
連
携
に
時
間
を
割
く
こ
と
が
で
き
る
教
員
が
少
な
い
 
３
．
 
研
究
内
容
と
委
託
・共
同
研
究
を
希
望
す
る
企
業
側
の
テ
ー
マ
と
の
刷
り
あ
わ
せ
が
で
き
る
教
員
が
少
な
い
 
４
．
 
企
業
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
、
契
約
交
渉
能
力
を
有
す
る
人
材
が
確
保
で
き
な
い
 
５
．
 
大
学
側
の
シ
ー
ズ
（特
許
等
）を
評
価
で
き
る
目
利
き
人
材
が
大
学
側
で
不
足
し
て
い
る
 
６
．
 
知
財
に
対
す
る
管
理
コ
ス
ト
負
担
の
考
え
方
、
見
通
し
が
不
透
明
で
あ
る
 
７
．
 
機
密
保
持
（教
員
の
意
識
、
学
内
の
体
制
、
設
備
等
）が
十
分
で
は
な
い
 
８
．
 
大
学
側
の
設
備
面
の
制
約
・不
備
（共
同
研
究
ス
ペ
ー
ス
の
不
足
、
研
究
設
備
に
係
る
安
全
管
理
対
策
の
不
備
等
）に
よ
り
、
企
業
と
の
共
同
研
究
推
進
が
困
難
で
あ
る
 
９
．
 
そ
の
他
（具
体
的
な
課
題
を
以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
問
5-
2 
 大
学
側
か
ら
み
た
企
業
側
に
お
け
る
産
学
連
携
の
主
な
課
題
に
つ
い
て
、
以
下
の
各
項
目
の
う
ち
、
主
た
る
隘
路
と
な
っ
て
い
る
項
目
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 １．
 
窓
口
が
不
明
確
 
２
．
 
契
約
交
渉
に
長
期
間
を
有
す
る
 
３
．
 
秘
密
契
約
の
締
結
前
に
、
過
度
に
詳
細
な
技
術
情
報
の
開
示
を
求
め
ら
れ
る
 
４
．
 
大
学
側
の
シ
ー
ズ
（特
許
等
）を
評
価
で
き
る
人
材
が
い
な
い
 
５
．
 
そ
の
他
（具
体
的
な
課
題
を
以
下
に
ご
記
入
下
さ
い
） 
［  
］ 
 
［私
立
・公
立
大
学
向
け
］ 
私
立
大
・公
立
大
-1
0 
 問
6 
 
産
学
官
連
携
に
関
す
る
公
的
制
度
、
施
策
に
つ
い
て
 
問
6-
1 
産
学
官
連
携
に
関
す
る
主
な
国
の
制
度
、
施
策
に
つ
い
て
は
、
別
紙
の
と
お
り
で
す
が
、
こ
の
う
ち
、
今
ま
で
貴
大
学
が
関
わ
っ
た
も
の
に
つ
い
て
、
別
紙
表
の
番
号
を
以
下
の
回
答
欄
に
ご
記
入
くだ
さ
い
。
（関
わ
っ
た
も
の
の
中
で
別
紙
表
に
該
当
す
る
施
策
・制
度
が
な
い
場
合
は
、
名
称
を
ご
記
入
くだ
さ
い
。
） 
問
6-
2 
 
ま
た
、
産
学
官
連
携
に
関
す
る
国
の
制
度
、
施
策
（別
紙
参
照
）で
、
特
に
効
果
が
高
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
も
の
を
３
つ
ま
で
選
ん
で
、
「チ
ェ
ッ
ク
」欄
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 別
紙
表
の
 
番
号
 
チ
ェ
ッ
ク
 
別
紙
表
に
該
当
す
る
施
策
・制
度
が
な
い
場
合
は
こ
ち
ら
に
名
称
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
  
 
 
  
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 問
6-
3 
 産
学
官
連
携
に
関
す
る
公
的
制
度
、
施
策
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
取
組
み
を
踏
ま
え
、
今
後
必
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
事
項
が
あ
れ
ば
、
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
ま
た
、
既
存
の
国
の
制
度
、
施
策
で
、
関
係
す
る
も
の
が
あ
る
場
合
に
は
、
別
紙
表
の
番
号
を
ご
記
入
くだ
さ
い
。
 
 種
別
 
概
要
 
関
係
す
る
国
の
 
制
度
・施
策
 
（別
紙
表
の
番
号
） 
今
後
必
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
事
項
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 問
7 
 
地
域
と
の
連
携
に
つ
い
て
 
こ
こ
で
は
、
貴
大
学
と
貴
大
学
が
立
地
し
て
い
る
地
域
の
地
方
公
共
団
体
、
企
業
と
の
連
携
に
つ
い
て
お
聞
き
い
た
し
ま
す
。
 
問
7-
1 
 
貴
大
学
と
地
方
公
共
団
体
（都
道
府
県
・市
町
村
）と
の
連
携
に
つ
い
て
、
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
（複
数
可
）。
 
 
１
．
 
地
方
公
共
団
体
か
ら
寄
附
金
等
の
支
援
を
受
け
て
い
る
。
 
２
．
 
地
域
振
興
等
に
関
し
て
地
方
公
共
団
体
と
協
定
を
結
ん
で
い
る
。
 
３
．
 
地
方
公
共
団
体
と
の
人
事
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム
（職
員
の
受
入
れ
等
）が
あ
る
。
 
４
．
 
地
方
公
共
団
体
が
主
催
す
る
委
員
会
等
に
教
員
が
参
加
し
て
い
る
。
 
５
．
 
特
に
連
携
は
し
て
い
な
い
。
 
６
．
 
そ
の
他
（具
体
的
な
連
携
内
容
を
以
下
に
ご
記
入
下
さ
い
） 
［ 
］ 
 
「１
．
」と
ご
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
＞
 
主
な
事
例
に
つ
い
て
下
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
具
体
的
な
事
例
が
分
か
る
資
料
（新
聞
記
事
等
）を
添
付
し
て
い
た
だ
い
て
も
結
構
で
す
。
 
 
地
方
公
共
団
体
名
 
寄
附
金
額
（百
万
円
） 
寄
附
金
以
外
の
支
援
内
容
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
「２
．
」と
ご
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
＞
 
具
体
的
な
事
例
が
分
か
る
資
料
（新
聞
記
事
等
）を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
問
7-
2 
 地
域
と
の
連
携
を
進
め
る
う
え
で
の
課
題
で
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
（複
数
可
）。
 
 
１
．
 技
術
水
準
、
研
究
の
性
格
面
で
、
大
学
で
の
研
究
成
果
を
活
用
で
き
る
地
元
企
業
が
少
な
い
 
２
．
 地
元
企
業
側
に
大
学
等
と
の
連
携
に
対
す
る
心
理
的
な
障
壁
が
あ
る
 
３
．
 都
道
府
県
に
地
元
企
業
と
の
連
携
を
促
進
す
る
た
め
の
施
策
を
実
施
す
る
た
め
の
予
算
や
人
材
が
不
足
し
て
い
る
 
４
．
 連
携
を
志
向
し
て
お
ら
ず
課
題
は
特
に
な
い
。
 
５
．
 そ
の
他
（具
体
的
な
課
題
を
以
下
に
ご
記
入
下
さ
い
） 
［ 
］ 
 
［私
立
・公
立
大
学
向
け
］ 
私
立
大
・公
立
大
-1
2 
 問
8 
 
自
由
記
述
欄
 
 
産
学
公
連
携
全
般
に
関
し
て
、
今
後
の
取
組
み
方
針
、
ご
意
見
・
ご
提
言
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 
                  問
9 
 
回
答
者
に
つ
い
て
 
 
下
記
の
事
項
に
つ
い
て
ご
記
入
下
さ
い
。
 
 ◎
 
本
調
査
票
を
最
終
的
に
記
入
し
て
い
た
だ
い
た
ご
担
当
の
方
 
 
 
大
 
学
 
名
 
 
 
 
所
 
属
 
名
 
 
 
 
役
 
職
 
名
 
 
 
フ
 
リ
 
ガ
 
ナ
 
氏
 
 
 
名
 
 
 
 
電
 話
 番
 号
 
 
 
 
Ｆ
Ａ
Ｘ
番
号
 
 
 
 
Ｅ
-m
ai
lｱ
ﾄﾞ
ﾚ
ｽ
 
 
 
  
設
問
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
記
入
も
れ
が
な
い
か
、
も
う
一
度
ご
確
認
の
上
、
返
送
用
封
筒
で
返
送
くだ
さ
い
。
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質問票調査 
 
大企業向け質問票 
1-19
［大
企
業
向
け
］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
企
業
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 Ⅰ
．
フ
ェ
イ
ス
シ
ー
ト
 
問
1 
 
回
答
者
に
つ
い
て
 
 
下
記
の
事
項
に
つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 ◎
 
本
調
査
票
を
記
入
し
て
い
た
だ
い
た
ご
担
当
の
方
 
企
 
業
 
名
 
 
部
 
課
 
名
 
 
役
 
職
 
名
 
 
フ
 
リ
 
ガ
 
ナ
 
氏
 
 
 
名
 
 
電
 話
 番
 号
 
内
線
（ 
 
 
 
 
 
） 
Ｆ
Ａ
Ｘ
番
号
 
 
Ｅ
-m
ai
lｱ
ﾄﾞ
ﾚ
ｽ
 
 
  問
2 
 
産
学
連
携
の
窓
口
に
つ
い
て
 
貴
社
で
は
産
学
連
携
を
担
当
す
る
窓
口
（部
署
）を
設
置
し
て
い
ま
す
か
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…
［ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
・Ｎ
Ｏ
 
］ 
Ｙ
Ｅ
Ｓ
の
場
合
は
、
下
欄
に
担
当
部
署
名
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
部
署
名
称
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
NO
の
場
合
は
、
下
欄
に
貴
社
内
に
お
い
て
産
学
連
携
を
推
進
す
る
際
の
調
整
・マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
産
学
連
携
を
推
進
す
る
際
の
調
整
・マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 問
3 
 
研
究
開
発
の
重
点
に
つ
い
て
 
貴
社
の
研
究
開
発
に
お
け
る
重
点
に
つ
い
て
、
従
来
及
び
今
後
の
考
え
方
と
し
て
、
以
下
の
選
択
肢
の
中
か
ら
該
当
す
る
も
の
を
３
つ
ま
で
選
び
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 
  
研
究
開
発
の
重
点
 
従
 
来
 
今
 
後
 
１
．
ニ
ー
ズ
指
向
の
製
品
の
改
良
、
新
製
品
の
開
発
 
 
 
２
．
製
品
の
高
付
加
価
値
化
 
 
 
３
．
画
期
的
な
新
技
術
、
新
製
品
の
開
発
 
 
 
４
．
製
造
プ
ロ
セ
ス
の
改
良
 
 
 
５
．
関
連
業
種
（川
上
部
門
）へ
の
進
出
 
 
 
６
．
関
連
業
種
（川
下
部
門
）へ
の
進
出
 
 
 
７
．
全
く
異
な
る
業
種
へ
の
進
出
 
 
 
８
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
］ 
 
 
 
［大
企
業
向
け
］ 
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企
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 Ⅱ
．
産
学
連
携
の
実
績
と
今
後
の
見
通
し
 
次
に
、
大
学
（大
学
共
同
利
用
機
関
、
高
等
専
門
学
校
を
含
む
。
以
下
、
同
様
）と
の
研
究
提
携
や
、
大
学
等
か
ら
の
研
究
成
果
の
入
手
の
状
況
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。
 
 問
4 
 
大
学
と
の
研
究
提
携
に
つ
い
て
 
問
4-
1  
20
02
年
度
は
、
国
内
外
の
大
学
に
対
す
る
奨
学
寄
附
金
（注
１
）・
共
同
研
究
（注
２
）・
委
託
研
究
（注
３
）
と
し
て
は
ど
の
形
態
が
多
か
っ
た
で
す
か
。
以
下
の
選
択
肢
に
、
研
究
提
携
全
体
に
お
け
る
シ
ェ
ア
に
つ
い
て
１
つ
選
び
、
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
注
１
：こ
こ
で
は
学
資
や
図
書
購
入
費
等
、
研
究
活
動
支
援
を
目
的
と
し
た
寄
附
金
と
し
ま
す
。
以
下
、
同
様
。
 
注
２
：こ
こ
で
は
１
対
１
あ
る
い
は
そ
れ
に
近
い
形
の
も
の
と
し
、
多
数
の
企
業
が
参
加
す
る
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
や
、
 
国
か
ら
の
補
助
金
・出
資
金
が
中
心
と
な
る
ナ
シ
ョナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
除
外
し
ま
す
。
以
下
、
同
様
。
 
注
３
：こ
こ
で
は
受
託
試
験
、
病
理
組
織
検
査
、
治
検
薬
試
験
は
除
き
ま
す
。
以
下
、
同
様
。
 
 
[国
内
の
大
学
] 
研
究
提
携
の
形
態
 
10
％
 
未
満
 
10
%
以
上
20
％
 
未
満
 
20
%
 
以
上
 
30
％
 
未
満
 
30
%
以
上
40
％
 
未
満
 
40
%
以
上
50
％
 
未
満
 
50
%
以
上
60
％
 
未
満
 
60
%
以
上
70
％
 
未
満
 
70
%
以
上
80
％
 
未
満
 
80
%
以
上
90
％
 
未
満
 
90
％
以
上
 
１
．
奨
学
寄
附
金
 
１
 
２
 
３
 
４
 
５
 
６
 
７
 
８
 
９
 
10
 
２
．
共
同
研
究
 
１
 
２
 
３
 
４
 
５
 
６
 
７
 
８
 
９
 
10
 
３
．
委
託
研
究
 
１
 
２
 
３
 
４
 
５
 
６
 
７
 
８
 
９
 
10
 
計
 
10
0%
 
[海
外
の
大
学
] 
１
．
奨
学
寄
附
金
 
１
 
２
 
３
 
４
 
５
 
６
 
７
 
８
 
９
 
10
 
２
．
共
同
研
究
 
１
 
２
 
３
 
４
 
５
 
６
 
７
 
８
 
９
 
10
 
３
．
委
託
研
究
 
１
 
２
 
３
 
４
 
５
 
６
 
７
 
８
 
９
 
10
 
計
 
10
0%
 
 問
4-
2  
こ
の
５
年
間
（1
99
8～
20
02
年
度
）で
は
、
国
内
外
の
大
学
に
対
す
る
研
究
提
携
と
し
て
は
ど
の
形
態
が
増
え
ま
し
た
か
（金
額
ベ
ー
ス
）。
ま
た
、
今
後
５
年
間
（2
00
3～
20
07
年
度
）で
は
ど
の
よ
う
に
見
込
ま
れ
ま
す
か
。
以
下
の
選
択
肢
に
あ
る
「外
注
研
究
」の
形
態
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
選
び
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
[国
内
の
大
学
] 
過
去
５
年
間
 
今
後
５
年
間
 
研
究
提
携
の
形
態
 
増
加
傾
向
 
ほ
ぼ
横
這
い
 
減
少
傾
向
 
実
績
な
し
 
増
加
傾
向
 
ほ
ぼ
横
這
い
 
減
少
傾
向
 
見
込
み
な
し
 
１
．
奨
学
寄
附
金
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
２
．
共
同
研
究
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
３
．
委
託
研
究
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
[海
外
の
大
学
] 
 
１
．
奨
学
寄
附
金
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
２
．
共
同
研
究
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
３
．
委
託
研
究
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
1 -  2 0
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 問
5 
 
大
学
か
ら
の
技
術
導
入
に
つ
い
て
 
問
5-
1  
20
02
年
度
に
お
け
る
国
内
外
の
大
学
か
ら
の
ラ
イ
セ
ン
シ
ン
グ
等
に
よ
る
技
術
導
入
の
実
績
（件
数
）を
お
書
き
くだ
さ
い
。
（導
入
技
術
の
性
格
別
の
内
訳
が
わ
か
る
場
合
に
は
下
欄
に
ご
記
入
くだ
さ
い
。
） 
 
技
術
導
入
実
績
 
国
内
の
大
学
 
海
外
の
大
学
 
計
 
 
 
 
 
 
 
件
 
 
 
 
 
 
 
 
件
 
う
ち
販
売
向
け
技
術
（臨
床
試
験
済
み
等
、
直
ち
に
生
産
・販
売
に
応
用
で
き
る
技
術
） 
件
 
件
 
う
ち
開
発
向
け
技
術
（導
入
後
も
研
究
開
発
費
を
投
じ
る
必
要
の
あ
る
技
術
） 
件
 
件
 
 問
5-
2  
こ
の
５
年
間
（1
99
8～
20
02
年
度
）で
は
、
国
内
外
の
大
学
か
ら
の
技
術
導
入
は
ど
の
形
態
が
増
え
ま
し
た
か
（金
額
ベ
ー
ス
）。
ま
た
、
今
後
５
年
間
（2
00
3～
20
07
年
度
）で
は
ど
の
よ
う
に
見
込
ま
れ
ま
す
か
。
以
下
の
選
択
肢
に
あ
る
技
術
導
入
の
形
態
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
選
び
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 [国
内
の
大
学
] 
過
去
５
年
間
 
今
後
５
年
間
 
 
増
加
傾
向
 
ほ
ぼ
横
這
い
 
減
少
傾
向
 
実
績
な
し
 
増
加
傾
向
 
ほ
ぼ
横
這
い
 
減
少
傾
向
 
見
込
み
な
し
 
１
．
販
売
向
け
技
術
の
導
入
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
２
．
開
発
向
け
技
術
の
導
入
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
[海
外
の
大
学
] 
 
１
．
販
売
向
け
技
術
の
導
入
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
２
．
開
発
向
け
技
術
の
導
入
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
   問
6 
 
大
学
へ
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
に
つ
い
て
 
 
こ
の
５
年
間
（1
99
8～
20
02
年
度
）で
は
、
国
内
外
大
学
へ
の
定
型
的
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
（特
注
機
器
・試
料
の
製
作
、
試
作
、
動
物
実
験
、
治
験
等
）は
増
え
ま
し
た
か
（金
額
ベ
ー
ス
） 。
ま
た
、
今
後
５
年
間
（2
00
3～
20
07
年
度
）で
は
ど
の
よ
う
に
見
込
ま
れ
ま
す
か
。
以
下
の
選
択
肢
か
ら
１
つ
選
び
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 
過
去
５
年
間
 
今
後
５
年
間
 
 
増
加
傾
向
 
ほ
ぼ
横
這
い
 
減
少
傾
向
 
実
績
な
し
 
増
加
傾
向
 
ほ
ぼ
横
這
い
 
減
少
傾
向
 
見
込
み
な
し
 
１
．
 国
内
の
大
学
へ
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
２
．
 海
外
の
大
学
へ
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
 
１
 
２
 
３
 
４
 
１
 
２
 
３
 
４
 
  
［大
企
業
向
け
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 問
7 
 
大
学
と
の
研
究
提
携
や
技
術
導
入
等
の
今
後
 
問
7-
1  
今
後
、
貴
社
が
国
内
外
の
大
学
と
の
研
究
提
携
や
技
術
導
入
等
（有
償
）を
増
や
す
と
仮
定
し
た
場
合
、
そ
の
理
由
と
し
て
は
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
か
。
以
下
の
選
択
肢
の
中
か
ら
該
当
す
る
も
の
を
４
つ
ま
で
選
び
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 
大
学
と
の
研
究
提
携
や
技
術
導
入
等
を
増
や
す
理
由
 
国
内
の
大
学
 
海
外
の
大
学
 
１
．
大
学
の
既
存
技
術
を
自
社
の
事
業
に
結
び
つ
け
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
２
．
研
究
提
携
や
技
術
導
入
等
の
成
果
を
自
社
の
事
業
に
結
び
つ
け
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
３
．
研
究
提
携
や
技
術
導
入
等
の
成
果
と
し
て
知
的
財
産
権
を
得
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
４
．
研
究
開
発
の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
を
図
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
５
．
研
究
開
発
を
低
コ
ス
ト
で
行
う
こ
と
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
６
．
自
社
内
で
は
出
せ
な
い
ア
イ
デ
ア
を
得
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
７
．
自
社
内
に
は
な
い
研
究
施
設
・設
備
を
使
用
す
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
８
．
研
究
開
発
に
関
連
し
た
情
報
収
集
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
９
．
依
頼
し
た
業
務
以
外
に
つ
い
て
も
情
報
や
便
宜
を
得
ら
れ
る
と
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
10
．
学
会
関
係
等
の
人
脈
形
成
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
11
．
自
社
内
の
活
性
化
や
研
究
者
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
が
期
待
で
き
る
か
ら
 
 
 
 
12
．
大
学
の
優
秀
な
人
材
を
確
保
で
き
る
か
ら
（リ
ク
ル
ー
ト
） 
 
 
 
13
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
］ 
 
 
  問
7-
2  
大
学
と
の
研
究
提
携
や
技
術
導
入
等
以
外
の
、
無
償
で
入
手
で
き
る
研
究
成
果
に
つ
い
て
、
今
後
期
待
し
て
い
る
も
の
と
し
て
は
ど
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。
以
下
の
選
択
肢
の
中
か
ら
該
当
す
る
も
の
を
１
つ
選
び
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
  
１
．
研
究
者
と
の
情
報
交
換
・意
見
交
換
 
２
．
公
開
情
報
の
検
索
 
３
．
学
術
論
文
 
４
．
セ
ミ
ナ
ー
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
（オ
ー
プ
ン
の
も
の
） 
５
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
 
1  - 2 1
［大
企
業
向
け
］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
企
業
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 Ⅲ
．
産
学
連
携
に
よ
る
成
果
・効
果
 
問
8 
 
産
学
官
連
携
で
最
も
効
果
を
上
げ
た
取
組
み
に
つ
い
て
 
貴
社
が
参
加
し
た
産
学
官
連
携
で
最
も
効
果
を
上
げ
た
（
注
１
）
事
例
を
２
つ
ま
で
選
ん
で
下
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
事
例
は
な
る
べ
く
科
学
技
術
基
本
計
画
の
期
間
中
（
19
96
年
度
～
）
か
ら
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
事
例
を
紹
介
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
や
記
事
等
が
あ
れ
ば
、
そ
の
資
料
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
[事
例
１
] 
事
例
名
 
／
概
要
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
                
主
な
参
加
機
関
名
 
（大
学
、
研
究
機
関
、
産
学
連
携
推
進
機
関
等
） 
   
事
例
に
関
連
す
る
国
・
地
方
自
治
体
の
施
策
・
制
度
等
（注
２
） 
別
紙
表
の
番
号
 
別
紙
表
に
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
は
こ
ち
ら
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
 
当
該
施
策
・制
度
等
に
よ
る
金
銭
的
な
支
援
や
補
助
 
 
百
万
円
 
当
該
事
例
に
係
る
売
上
高
増
 
百
万
円
 
当
該
事
例
に
係
る
雇
用
増
 
人
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
出
願
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
の
実
施
許
諾
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
に
よ
る
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
等
収
入
 
（累
積
額
） 
百
万
円
 
成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
 
 
そ
の
他
の
成
果
（以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
    
紹
介
事
例
と
し
て
選
ん
だ
理
由
 
上
欄
の
定
量
デ
ー
タ
に
よ
ら
な
い
場
合
に
記
入
 
   
注
1 
；回
答
欄
「成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
」に
掲
げ
た
項
目
に
つ
い
て
、
総
合
的
に
数
値
が
最
も
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
取
組
み
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
注
2 
；別
紙
の
施
策
・制
度
表
に
該
当
す
る
施
策
が
あ
る
場
合
に
は
表
中
の
番
号
を
、
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
 
合
に
は
具
体
的
な
施
策
・制
度
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
［大
企
業
向
け
］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
企
業
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       [事
例
２
] 
事
例
名
 
／
概
要
 
（※
 概
要
が
わ
か
る
資
料
の
添
付
で
も
結
構
で
す
。
） 
                
主
な
参
加
機
関
名
 
（大
学
、
研
究
機
関
、
産
学
連
携
推
進
機
関
等
） 
   
事
例
に
関
連
す
る
国
・
地
方
自
治
体
の
施
策
・
制
度
等
（注
２
） 
別
紙
表
の
番
号
 
別
紙
表
に
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
合
は
こ
ち
ら
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
 
当
該
施
策
・制
度
等
に
よ
る
金
銭
的
な
支
援
や
補
助
 
 
百
万
円
 
当
該
事
例
に
係
る
売
上
高
増
 
百
万
円
 
当
該
事
例
に
係
る
雇
用
増
 
人
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
出
願
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
の
実
施
許
諾
件
数
 
件
 
当
該
事
例
に
係
る
特
許
に
よ
る
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
等
収
入
 
（累
積
額
） 
百
万
円
 
成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
 
 
そ
の
他
の
成
果
（以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
） 
    
紹
介
事
例
と
し
て
選
ん
だ
理
由
 
上
欄
の
定
量
デ
ー
タ
に
よ
ら
な
い
場
合
に
記
入
 
   
注
1 
；回
答
欄
「成
果
・イ
ン
パ
ク
ト
」に
掲
げ
た
項
目
に
つ
い
て
、
総
合
的
に
数
値
が
最
も
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
取
組
み
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
注
2 
；別
紙
の
施
策
・制
度
表
に
該
当
す
る
施
策
が
あ
る
場
合
に
は
表
中
の
番
号
を
、
該
当
す
る
も
の
が
な
い
場
 
合
に
は
具
体
的
な
施
策
・制
度
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
  
1 -  2 2
［大
企
業
向
け
］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
企
業
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 問
9 
 
そ
の
他
に
産
学
官
連
携
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
成
果
・効
果
 
上
記
で
挙
げ
た
事
例
を
含
め
て
、
産
学
官
連
携
に
よ
っ
て
今
ま
で
に
得
ら
れ
た
成
果
や
効
果
と
し
て
は
、
ど
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
で
し
ょ
う
か
。
 
以
下
の
選
択
肢
の
中
か
ら
該
当
す
る
も
の
を
３
つ
ま
で
選
び
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
産
学
連
携
の
成
果
を
自
社
の
事
業
に
結
び
つ
け
る
こ
と
が
で
き
た
 
２
．
産
学
連
携
の
成
果
と
し
て
知
的
財
産
権
を
得
る
こ
と
が
で
き
た
 
３
．
自
社
内
で
は
出
せ
な
い
ア
イ
デ
ア
を
得
る
こ
と
が
で
き
た
 
４
．
研
究
開
発
の
ス
ピ
ー
ド
が
向
上
し
た
 
５
．
研
究
開
発
を
低
コ
ス
ト
で
行
う
こ
と
が
で
き
た
 
６
．
研
究
開
発
に
関
連
し
た
情
報
収
集
で
き
た
 
７
．
大
学
等
か
ら
の
人
材
（卒
業
生
等
）の
確
保
に
つ
な
が
っ
た
 
８
．
学
会
関
係
等
の
人
脈
の
形
成
で
き
た
 
９
．
社
内
の
研
究
者
の
レ
ベ
ル
向
上
に
つ
な
が
っ
た
 
10
．
社
内
の
活
性
化
に
つ
な
が
っ
た
 
11
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
  Ⅳ
．
施
策
の
効
果
に
つ
い
て
 
問
10
  
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
制
度
、
施
策
に
つ
い
て
 
問
10
-1
 
産
学
官
連
携
に
関
す
る
主
な
国
の
制
度
、
施
策
に
つ
い
て
は
、
別
紙
の
と
お
り
で
す
が
、
こ
の
う
ち
、
今
ま
で
貴
社
が
関
わ
っ
た
も
の
に
つ
い
て
、
別
紙
表
の
番
号
を
以
下
の
回
答
欄
に
ご
記
入
くだ
さ
い
。
（関
わ
っ
た
も
の
の
中
で
別
紙
表
に
該
当
す
る
施
策
・制
度
が
な
い
場
合
は
、
名
称
を
ご
記
入
くだ
さ
い
。
） 
問
10
-2
 
ま
た
、
産
学
官
連
携
に
関
す
る
国
の
制
度
、
施
策
（別
紙
参
照
）で
、
特
に
効
果
が
高
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
も
の
を
３
つ
ま
で
選
ん
で
、
「チ
ェ
ッ
ク
」欄
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 別
紙
表
の
 
番
号
 
チ
ェ
ッ
ク
 
別
紙
表
に
該
当
す
る
施
策
・制
度
が
な
い
場
合
は
こ
ち
ら
に
名
称
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
 
 
  
 
 
 
  
 
 
  
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
［大
企
業
向
け
］ 
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 問
10
-3
 
産
学
官
連
携
に
関
す
る
公
的
制
度
、
施
策
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
取
組
み
を
踏
ま
え
、
今
後
必
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
事
項
が
あ
れ
ば
、
下
欄
に
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
ま
た
、
既
存
の
国
の
制
度
、
施
策
で
、
関
係
す
る
も
の
が
あ
る
場
合
に
は
、
別
紙
表
の
番
号
を
ご
記
入
くだ
さ
い
。
 
 
種
別
 
概
要
 
関
係
す
る
国
の
 
制
度
・施
策
 
（別
紙
表
の
番
号
） 
今
後
必
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
事
項
 
       
 
   Ⅴ
．
産
学
連
携
を
進
め
る
上
で
の
課
題
 
問
11
  
国
内
の
大
学
の
問
題
点
 
国
内
の
大
学
と
研
究
協
力
を
行
う
に
あ
た
っ
て
の
問
題
点
と
し
て
は
、
ど
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。
 
（※
 国
内
・海
外
の
大
学
と
の
研
究
協
力
の
実
績
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
お
答
え
くだ
さ
い
。
） 
 
以
下
の
選
択
肢
の
中
か
ら
該
当
す
る
も
の
を
４
つ
ま
で
選
び
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
 
海
外
の
大
学
と
比
べ
て
）研
究
能
力
が
不
十
分
 
２
．
 
研
究
体
制
（マ
ン
パ
ワ
ー
）が
不
十
分
 
３
．
 
研
究
施
設
・設
備
が
不
十
分
（狭
い
、
陳
腐
化
し
て
い
る
等
） 
４
．
 
自
社
で
の
実
用
化
に
つ
な
が
り
そ
う
な
研
究
テ
ー
マ
が
少
な
い
 
５
．
 
大
学
で
行
っ
て
い
る
研
究
に
関
す
る
情
報
が
不
足
 
６
．
 
共
同
研
究
等
の
ゴ
ー
ル
に
対
す
る
大
学
と
企
業
と
の
間
の
意
識
の
相
違
 
７
．
 
実
用
化
意
識
の
欠
如
 
８
．
 
コ
ス
ト
意
識
の
相
違
 
９
．
 
研
究
開
発
の
ス
ピ
ー
ド
に
対
す
る
意
識
の
相
違
 
１
０
．
 
顧
客
ニ
ー
ズ
に
対
す
る
感
度
の
相
違
 
１
１
．
 
研
究
成
果
の
発
表
方
法
、
時
期
に
関
す
る
意
識
の
相
違
 
１
２
．
 
特
許
等
、
共
同
研
究
成
果
の
権
利
保
護
意
識
の
相
違
 
１
３
．
 
特
許
等
の
共
同
出
願
に
関
す
る
手
続
き
に
時
間
が
か
か
る
 
１
４
．
 
技
術
指
導
や
共
同
研
究
契
約
に
関
す
る
手
続
き
が
煩
雑
 
１
５
．
 
様
々
な
協
力
形
態
に
対
す
る
窓
口
が
一
本
化
さ
れ
て
い
な
い
 
１
６
．
 
研
究
者
の
流
動
に
関
す
る
制
度
の
不
備
 
１
７
．
 
共
同
研
究
の
元
に
な
る
大
学
で
の
研
究
成
果
が
特
許
等
で
十
分
に
権
利
化
さ
れ
て
い
な
い
 
１
８
．
 
大
学
の
公
共
性
に
基
づ
く
非
排
他
性
（同
様
な
分
野
に
か
か
わ
る
第
三
者
の
参
入
） 
１
９
．
 
特
許
等
の
研
究
成
果
を
独
占
で
き
な
い
 
２
０
．
 
研
究
成
果
の
取
り
扱
い
の
ル
ー
ル
が
不
明
確
 
２
１
．
 
国
内
の
大
学
と
の
研
究
協
力
上
の
問
題
は
無
い
 
２
２
．
 
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
   
1 -  2 3
［大
企
業
向
け
］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
企
業
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 問
12
  
企
業
側
の
課
題
 
産
学
官
連
携
を
推
進
し
て
い
く
上
で
、
貴
社
に
は
主
と
し
て
ど
の
よ
う
な
課
題
が
あ
り
ま
す
か
。
以
下
の
回
答
欄
で
該
当
す
る
選
択
肢
に
２
つ
ま
で
○
印
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
１
．
自
社
技
術
戦
略
に
お
け
る
大
学
側
の
シ
ー
ズ
の
位
置
づ
け
が
明
確
で
な
い
 
２
．
不
正
競
争
防
止
法
・株
主
代
表
訴
訟
等
へ
の
配
慮
に
よ
る
大
学
と
の
技
術
情
報
開
示
・移
転
契
約
交
渉
の
長
期
化
 
３
．
短
期
的
な
研
究
開
発
成
果
創
出
へ
の
過
度
の
要
請
 
４
．
自
社
研
究
開
発
部
門
の
リ
ソ
ー
ス
（自
己
裁
量
資
金
、
人
材
）の
不
足
 
５
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
   Ⅵ
．
産
学
官
連
携
へ
の
今
後
の
期
待
 
問
13
  
産
学
官
連
携
推
進
組
織
の
役
割
 
問
13
-1
 
大
学
の
知
財
本
部
や
TL
O
、
地
域
の
産
学
官
連
携
推
進
機
関
等
が
果
た
す
役
割
の
う
ち
、
最
も
重
要
で
あ
る
と
お
考
え
に
な
る
役
割
に
つ
い
て
、
以
下
の
回
答
欄
で
該
当
す
る
選
択
肢
に
２
つ
ま
で
○
印
を
ご
記
入
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
大
学
の
有
す
る
技
術
情
報
の
提
供
 
２
．
適
切
な
大
学
研
究
者
の
紹
介
 
３
．
迅
速
か
つ
わ
か
り
や
す
い
事
務
手
続
き
の
実
現
 
４
．
適
切
な
費
用
の
開
示
 
５
．
知
的
財
産
関
係
事
務
 
６
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
[   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
] 
  問
13
-2
 
産
学
官
連
携
を
推
進
し
て
い
く上
で
、
産
学
官
連
携
推
進
組
織
等
に
主
に
ど
の
よ
う
な
人
材
を
充
実
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
と
お
考
え
に
な
り
ま
す
か
。
以
下
の
回
答
欄
で
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
（３
つ
ま
で
）を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
 弁
護
士
 
２
．
 弁
理
士
 
３
．
 税
理
士
・公
認
会
計
士
 
４
．
 企
業
経
営
者
・経
営
経
験
者
 
５
．
 企
業
の
財
務
経
験
者
 
６
．
 企
業
の
法
務
経
験
者
 
７
．
 企
業
の
技
術
・技
能
経
験
者
 
８
．
 経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
 
９
．
 行
政
出
身
者
 
10
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
 
［大
企
業
向
け
］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
企
業
-1
0
 問
14
  
組
織
型
連
携
の
強
化
に
つ
い
て
 
問
14
-1
 
貴
社
に
お
い
て
、
大
学
と
の
間
で
産
学
連
携
に
関
す
る
、
い
わ
ゆ
る
「包
括
提
携
（組
織
型
連
携
）」
に
係
る
協
定
等
を
締
結
し
て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
選
択
肢
に
○
印
を
つ
け
て
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
締
結
し
て
い
る
 
 
 
 
 
 
 
２
．
締
結
し
て
い
な
い
 
  「１
．
」と
ご
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・・
＞
 
関
連
資
料
（新
聞
記
事
等
）を
送
付
下
さ
い
。
ま
た
、
大
学
側
へ
の
 
に
つ
い
て
該
当
す
る
選
択
肢
に
１
つ
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 
 １
．
 成
果
・目
標
を
明
確
に
し
た
研
究
開
発
へ
の
取
組
み
 
２
．
 周
辺
・関
連
分
野
へ
の
シ
ナ
ジ
ー
効
果
 
３
．
 教
員
個
人
を
超
え
た
組
織
ベ
ー
ス
の
取
組
み
に
よ
る
包
括
的
な
問
題
解
決
 
４
．
 産
学
間
の
覚
書
・連
携
協
議
会
等
の
枠
組
み
・体
制
整
備
に
よ
る
産
学
連
携
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
改
善
 
５
．
 そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
  
「２
．
」と
ご
回
答
さ
れ
た
場
合
 
・・
・・
＞
 現
在
の
検
討
状
況
に
つ
い
て
該
当
す
る
選
択
肢
に
１
つ
○
印
を
つ
け
 
て
く
だ
さ
い
。
 
 
１
．
 特
定
の
大
学
と
の
包
括
提
携
を
検
討
中
 
２
．
 産
学
連
携
を
進
め
て
い
く
方
式
と
し
て
重
要
で
あ
る
が
、
ま
だ
具
体
的
な
検
討
は
行
っ
て
い
な
い
 
３
．
 包
括
提
携
よ
り
も
、
個
別
の
委
託
・共
同
研
究
を
積
極
的
に
進
め
て
い
く
 
４
．
 メ
リ
ッ
ト
・デ
メ
リ
ッ
ト
が
は
っ
き
り
せ
ず
、
よ
く
わ
か
ら
な
い
 
５
．
 そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
  問
14
-2
 
今
後
、
大
学
に
お
い
て
は
、
知
的
財
産
の
機
関
管
理
の
強
化
等
を
通
じ
、
従
来
の
「あ
う
ん
の
呼
吸
」型
の
産
学
連
携
や
「非
契
約
型
」の
産
学
連
携
か
ら
、
契
約
や
ル
ー
ル
に
基
づ
く組
織
的
な
連
携
へ
の
転
換
が
図
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
そ
の
こ
と
に
つ
い
て
、
ど
う
お
感
じ
に
な
り
ま
す
か
。
以
下
の
回
答
欄
で
該
当
す
る
選
択
肢
に
１
つ
○
印
を
ご
記
入
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
望
ま
し
い
方
向
に
進
ん
で
い
る
 
２
．
組
織
的
な
連
携
よ
り
も
従
来
型
の
方
が
連
携
は
進
め
や
す
い
。
望
ま
し
く
な
い
方
向
に
進
ん
で
い
る
 
３
．
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
 
４
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
[ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
] 
        
1 -  2 4
［大
企
業
向
け
］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
企
業
-1
1
 Ⅶ
．
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
 
こ
こ
で
は
、
産
学
官
連
携
に
限
ら
ず
、
貴
社
（研
究
開
発
拠
点
）が
立
地
し
て
い
る
地
域
に
お
け
る
活
動
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。
 
問
15
  
地
域
と
の
関
係
に
つ
い
て
 
問
15
-1
 
こ
の
５
年
間
（1
99
8～
20
02
年
度
）で
、
貴
社
研
究
開
発
拠
点
と
し
て
重
点
を
置
い
て
い
る
地
域
（都
道
府
県
・市
町
村
）が
あ
れ
ば
、
以
下
の
回
答
欄
に
ご
記
入
くだ
さ
い
。
 
 
都
道
府
県
・市
町
村
名
 
都
道
府
県
・市
町
村
名
 
都
道
府
県
・市
町
村
名
 
 
 
  
  
 
  問
15
-2
 
上
記
の
地
域
の
研
究
開
発
拠
点
に
貴
社
が
重
点
を
置
い
て
い
る
理
由
（地
域
の
魅
力
）と
し
て
は
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
以
下
の
該
当
す
る
選
択
肢
す
べ
て
に
○
印
を
ご
記
入
くだ
さ
い
。
 
 
１
．
大
学
や
研
究
機
関
が
集
積
す
る
な
ど
、
研
究
開
発
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
高
い
地
域
だ
か
ら
 
２
．
同
業
他
社
が
多
く
立
地
し
、
情
報
交
換
が
容
易
で
あ
る
な
ど
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
構
築
さ
れ
て
い
る
か
ら
 
３
．
実
験
施
設
や
研
究
開
発
支
援
サ
ー
ビ
ス
が
充
実
し
て
い
る
か
ら
 
４
．
大
規
模
な
市
場
が
近
い
か
ら
 
５
．
研
究
者
・技
術
者
な
ど
、
優
秀
な
人
材
を
確
保
し
や
す
い
か
ら
 
６
．
気
候
や
風
土
な
ど
の
、
地
域
の
環
境
が
良
い
か
ら
 
７
．
交
通
イ
ン
フ
ラ
が
整
っ
て
い
る
か
ら
 
８
．
施
設
用
地
を
安
価
に
購
入
で
き
た
か
ら
 
９
．
リ
サ
ー
チ
パ
ー
ク
の
整
備
な
ど
、
地
元
自
治
体
に
よ
る
積
極
的
な
支
援
が
期
待
で
き
た
か
ら
 
１
０
．
地
域
の
将
来
構
想
な
ど
に
、
地
元
自
治
体
の
熱
意
が
感
じ
ら
れ
た
か
ら
 
１
１
．
国
に
よ
る
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
展
開
さ
れ
た
か
ら
 
１
２
．
創
業
時
よ
り
立
地
し
て
い
る
か
ら
 
１
３
．
そ
の
他
（以
下
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
） 
［ 
］ 
  問
15
-3
 
国
や
地
方
自
治
体
（都
道
府
県
・市
町
村
）が
実
施
す
る
地
域
施
策
や
事
業
、
制
度
の
う
ち
、
貴
社
が
研
究
開
発
拠
点
を
展
開
す
る
に
あ
た
っ
て
、
効
果
が
高
い
と
考
え
ら
れ
る
も
の
が
あ
れ
ば
、
以
下
の
回
答
欄
に
ご
記
入
くだ
さ
い
。
 
 
地
域
名
 
施
策
・事
業
・制
度
の
名
称
 
 
   
 
   
   
 
  
［大
企
業
向
け
］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
企
業
-1
2
 Ⅷ
．
終
わ
り
に
 
 問
16
  
今
後
の
期
待
 
 
今
後
、
産
学
官
連
携
・
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
深
化
・
進
展
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
が
期
待
で
き
る
と
お
考
え
に
な
り
ま
す
か
。
下
欄
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 
        問
17
  
自
由
記
述
欄
 
 
最
後
に
、
産
学
官
連
携
・
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
振
興
全
般
に
関
し
て
、
今
後
の
取
組
み
方
針
、
ご
意
見
・
ご
提
言
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 
   
  
設
問
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
記
入
も
れ
が
な
い
か
、
も
う
一
度
ご
確
認
の
上
、
返
送
用
封
筒
で
返
送
くだ
さ
い
。
 
 
1 -  2 5
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2  地域科学技術・イノベーション総合指標 
について 
 
 
  2-2
図表 2-1 主成分分析に用いた基礎指標の出所及びデータ取得状況 
年度 注
区分 データ名称 データ定義 データ出典 プレⅠ期 Ⅰ期 Ⅱ期 　
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
イン
プット
系
公的研究機関の使
用研究費
「公営の研究機関」、内部使用研
究費（総額）
科学技術研究調査報告（総務省統
計局）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 「公営の研究機関」のみで
あることに注意（研究費な
どの財務事項については、
各年4月1日前の最近の決
算日からさかのぼる1年間
の実績。従って、本調査で
は例えば2003年度版に記
載されるデータを2002年度
データとして利用）（※４)
国の「地域クラス
ター」関連プログラ
ム投入予算額
（※１）の合計値 JSTデータ、経済産業省データ他 - - - - - - ● ● ● ● ● ● ●
競争的資金 競争的研究資金　（※２）
・国立大学等　：1991年度、1995年
度、2000年度～2003年度。これら
以外は補間値。
・私立・公立大学（短大除く）　：科
研費の奨励研究（A)、基盤研究（A)
～（C)のみ（1996年度～2002年
度。これら以外は補間値）。
・国立大学等　：「科学技術基本計画
の達成効果の評価のための調査」
（2004.2）アンケートデータ
・私立・公立大学　：NACSIS-IRデー
タベース
- ● - - - ● - - - - ● ● ● 大学等本部の所属都道府
県でカウント
インフ
ラ系
科学研究者数 「自然科学系研究者」「人文・社会
科学系研究者」の合計値　：1990
年度、1995年度、2000年度。これら
以外は補間値
国勢調査 ● - - - - ● - - - - ● - -
技術者数 （※３）の合計値　：1990年度、1995
年度、2000年度。これら以外は補
間値
国勢調査 ● - - - - ● - - - - ● - -
研究機関立地数 「学術研究機関」事業所数（民営）
：1991年度、1996年度、1999年度、
2001年度。これら以外は補間値
事業所・企業統計調査報告 - ● - - - - ● - - ●※ － ● - ※：簡易調査
研究機関立地数（公営）
（「公営の研究機関」、研究を行っ
ている施設（施設数））
科学技術研究調査報告（総務省統
計局）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 「公営の研究機関」のみ都
道府県別で取得可能
（※４)
アウト
プット
系
大学等の共同研究
実施件数
共同研究件数
・国立大学等　：1990年度～2003
年度。
・私立・公立大学（短大除く）　：
1995年度、及び、1998～2003年
度。これら以外は補間値
・国立大学等　：「産学連携　1983-
2001」（NISTEP調査資料96）及び文
部科学省研究環境・産業連携課資
料
・私立・公立大学（短大除く）　：「科
学技術基本計画の達成効果の評価
のための調査」（2004.2）アンケート
データ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 大学等本部の所属都道府
県でカウント
論文数 論文数（重複） NISTEPデータ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
特許発明者数 特許発明者数
（①1990年～2004年11月公開分の
②公開基準日に基く　　③都道府
県別、年別、発明者(述べ数）の件
数）
(株)パトリス提供データをもとに日本
総合研究所が作成
独立行政法人工業所有権情報・研
修館事業「地域の知財活用力を評
価するための共通指標に関する調
査研究(2003年3月)」及び「共通指標
に基づく地域の知財力評価に関す
る調査研究(2004年3月)」に基づく
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
品種登録件数 登録時の育成権者の住所・所在地
での整理
農林水産省生産局種苗課データ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
波及
効果
系
粗付加価値額 粗付加価値額 工業統計
（工業統計表市区町村編）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 年別データ（各年12月31日
値）
大学等発ベンチャー
企業数
大学等（国立大学等、公立大学、
私立大学、国研・独法等）発のベン
チャー企業数
「大学等発ベンチャーの課題と推進
方策に関する調査研究」　筑波大学
（2004.3）
(*)協力：横浜国立大学近藤正幸教
授
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 大学発ベンチャー企業の
所在地により分類（海外に
立地しているもの、および
所在地が不明なものの５社
を除く）（累積値を利用）
インキュベーション
施設「卒業」企業数
インキュベーション施設「卒業」企
業数
「中小・ベンチャー企業のビジネス・
インキュベーション支援実態調査報
告書」
中小企業総合事業団　創造的中小
企業支援部
(*)NISTEPデータも併用
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● （累積値を利用）
中小企業創造活動
促進法認定企業数
中小企業創造活動促進法認定企
業数
中小企業庁経営支援部技術課デー
タ
- - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● （累積値を利用。1990年度
～1994年度については、
1995年の値を利用）
（※１） （※３） ＜データ補間について＞
・地域結集型共同研究事業（JST） ・農林水産業・食品技術者 ・補間年の前後にデータが取得出来ている場合
・地域研究開発促進拠点支援事業＜RSP 研究成果育成型＞（JST） ・金属製錬技術者 　＝　前後の最近接年のデータを線形で補間
・地域研究開発促進拠点支援事業＜RSP ネットワーク型＞（JST） ・機械・航空機・造船技術者 ・補間年の前後にデータが取得出来ない場合
・研究成果活用プラザ（JST） ・電気・電子技術者 　＝　最近接年のデータと同値であると仮定して利用
・研究成果最適移転事業　成果育成プログラムＡ（権利化試験）（JST） ・化学技術者
・研究成果最適移転事業　成果育成プログラムB（独創モデル化）（JST） ・建築技術者 　（但し、「国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算額」
・知的クラスター創成事業 ・土木・測量技術者 　　における、1990年度～1995年度については、
・都市エリア産学官連携促進事業 ・情報処理技術者 　　補間は行っていない）
・研究成果最適移転事業・成果育成プログラムC(プレベンチャー)（JST) ・その他の技術者
・(大学発ベンチャー創出事業実施課題（2003年度－）（JST）)
・地域新生コンソーシアム研究開発事業（METI） （※４）
・地域新規産業創造技術開発費補助事業（METI） 2002年調査より、調査日は毎年3月31日に変更（「科学技術研究調査規則」改正（2002.3.25））
（※２）
・表２－２参照  
  2-3
区分 制度名 1991年度 1995年度 2000年度 2001年度 2002年度
戦略的情報通信研究開発推進制度
（2002年度までの下記制度を含む）
　・情報通信分野における基礎研究推進制度
　・ギガビットネットワーク利活用研究開発制度
- - ○ ○ ○
新たな通信・放送事業分野開拓のための先進的技
術開発
- - - ○ ○
民間基盤技術開発促進制度 - - - ○ ○
総務省 消防防災科学技術研究推進制度 - - - - -
文部科学省・日本学術振興会 科学研究費補助金 ○ ○ ○ ○ ○
文部科学省 科学技術振興調整費 ○ ○ ○ ○ ○
科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業 - - ○ ○ ○
文部科学省 独創的革技術開発研究提案公募制度 - - ○ ○ ○
文部科学省（2002）
科学技術振興機構（2003）
大学発ベンチャー創出支援制度 - - - - ○
文部科学省 未来開拓学術研究費補助金 - - ○ ○ ○
厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金
（旧：厚生科学研究費補助金）
○ ○ ○ ○ ○
医薬品副作用被害救済・研究機構 保健分野における基礎研究推進事業 - - ○ ○ ○
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 - - ○ ○ ○
新事業創出研究開発事業 - - - ○ ○
生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業 - - - - -
民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業 - - - ○ ○
先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 - - - ○ ○
経済産業省 産業技術研究助成事業
新規産業創造型提案公募事業
- - ○ ○ ○
運輸分野における基礎研究推進制度 - - ○ ○ ○
建設技術研究開発助成制度 - - - ○ ○
地球環境研究総合推進費 ○ ○ ○ ○ ○
環境技術開発等推進費 - - - ○ ○
廃棄物処理等科学研究費 - - - ○ ○
農林水産省関連
国土交通省関連
環境省
通信・放送機構
図表 2-2 競争的研究資金対象一覧 
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図表 2-3 各主成分の固有値及び寄与率（ブロック別主成分分析） 
区分 データ名称 第1主
成分
第2主
成分
第3主
成分
第4主
成分
第5主
成分
第6主
成分
第7主
成分
第8主
成分
第9主
成分
第10主
成分
第11主
成分
第12主
成分
第13主
成分
第14主
成分
第15主
成分
インプット系 公的研究機関の使用研究費 0.26 0.58 -0.67 -0.13 0.26 0.00 0.19 0.01 0.11 -0.10 -0.00 0.01 0.02 -0.01 -0.00
国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算 0.61 -0.52 -0.43 0.16 -0.23 -0.11 0.24 -0.10 -0.11 0.03 -0.06 0.01 0.01 -0.00 -0.00
競争的資金 0.73 -0.53 0.18 -0.28 0.16 -0.15 0.04 0.09 -0.06 0.06 0.05 0.09 0.01 -0.00 0.00
インフラ系 科学研究者数 0.79 0.55 0.06 0.05 -0.16 0.18 -0.05 -0.08 -0.02 0.02 0.04 0.06 -0.00 -0.05 -0.01
技術者数 0.83 0.53 0.00 0.06 -0.07 0.07 -0.02 -0.07 0.01 -0.02 0.01 0.02 0.02 0.02 0.04
「学術研究機関」事業所数（民営） 0.87 0.33 0.29 -0.09 -0.05 0.14 0.08 -0.04 0.01 0.02 0.01 0.00 0.03 0.05 -0.02
研究機関立地数（公営） 0.23 0.69 -0.63 0.07 0.13 0.05 -0.08 0.14 -0.14 0.13 -0.01 -0.02 -0.00 0.01 -0.00
アウトプット系大学等の共同研究実施件数 0.75 -0.53 -0.24 0.11 0.15 -0.04 -0.04 -0.14 0.17 0.12 0.05 -0.04 -0.00 -0.00 0.00
論文数 0.94 0.18 0.13 -0.21 -0.04 -0.01 0.10 0.01 -0.02 -0.02 0.02 -0.06 -0.10 -0.00 0.00
特許発明者数 0.84 0.24 0.41 -0.20 -0.01 -0.08 0.01 0.05 0.01 0.04 -0.08 -0.07 0.06 -0.03 0.00
品種登録件数 0.78 -0.09 0.35 0.44 0.07 0.01 0.09 0.22 0.08 -0.01 -0.02 0.02 -0.01 -0.00 -0.00
波及効果系 粗付加価値額 0.64 0.63 -0.09 0.09 -0.07 -0.34 -0.20 -0.04 0.03 -0.05 -0.02 0.02 -0.01 0.01 -0.01
大学等発ベンチャー企業数 0.70 -0.61 -0.10 -0.04 0.22 0.16 -0.17 -0.06 -0.02 -0.04 -0.12 0.03 -0.02 0.00 -0.00
インキュベーション施設「卒業」企業数 0.44 -0.55 -0.55 -0.17 -0.36 0.06 -0.11 0.17 0.11 -0.03 0.01 -0.00 0.01 0.00 -0.00
中小企業創造活動促進法認定企業数 0.82 -0.50 -0.08 0.11 0.11 0.01 -0.06 -0.00 -0.15 -0.11 0.09 -0.06 0.03 -0.00 -0.00
固有値 7.6 3.8 1.8 0.5 0.4 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
寄与率(%) 50.7 25.0 12.3 3.2 2.8 1.7 1.5 1.0 0.8 0.4 0.3 0.2 0.1 0.0 0.0
累積寄与率(%) 50.7 75.7 88.0 91.2 94.0 95.7 97.2 98.2 98.9 99.4 99.6 99.8 99.9 100.0 100.0  
 
 
図表 2-4 各主成分の固有値及び累積寄与率（ブロック別主成分分析） 
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図表 2-5 ブロック別主成分得点 
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道ブロック 424 426 428 429 434 435 437 442 446 454 457 466 476
東北ブロック 442 447 448 451 454 454 462 470 481 496 500 512 525
関東ブロック（東京を除く） 585 585 592 599 612 611 624 638 655 680 685 708 732
東京ブロック 517 524 533 533 529 548 552 580 604 636 661 692 718
東海ブロック 485 484 487 494 499 504 509 526 532 545 560 577 588
北陸・信越ブロック 448 448 448 448 454 452 459 468 474 485 487 499 515
近畿ブロック 516 520 526 528 531 543 549 571 596 632 640 685 695
中国ブロック 445 441 445 449 448 448 462 466 472 482 490 496 524
四国ブロック 421 427 425 424 426 425 432 441 446 451 452 462 464
九州・沖縄ブロック 454 460 463 466 467 469 477 494 499 515 521 542 559
全国平均 474 476 480 482 485 489 496 510 521 537 545 564 580   
 
図表 2-6 ブロック別主成分得点の伸び率（対 1990 年度） 
都道府県 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道ブロック 0.0% 0.6% 0.8% 1.1% 2.3% 2.5% 3.0% 4.2% 5.3% 7.0% 7.9% 9.9% 12.4%
東北ブロック 0.0% 1.0% 1.3% 2.1% 2.7% 2.8% 4.4% 6.4% 8.9% 12.2% 13.0% 15.9% 18.8%
関東ブロック（東京を除く） 0.0% 0.2% 1.3% 2.5% 4.6% 4.5% 6.8% 9.2% 12.1% 16.3% 17.1% 21.1% 25.3%
東京ブロック 0.0% 1.3% 3.1% 3.1% 2.2% 5.9% 6.7% 12.1% 16.8% 22.9% 27.8% 33.7% 38.9%
東海ブロック 0.0% -0.2% 0.6% 1.9% 2.9% 4.0% 5.1% 8.5% 9.8% 12.4% 15.5% 19.1% 21.4%
北陸・信越ブロック 0.0% -0.1% 0.1% -0.1% 1.3% 0.9% 2.5% 4.4% 5.9% 8.3% 8.7% 11.3% 15.0%
近畿ブロック 0.0% 0.7% 1.9% 2.3% 2.9% 5.3% 6.4% 10.7% 15.5% 22.4% 24.1% 32.7% 34.7%
中国ブロック 0.0% -0.8% 0.1% 1.0% 0.8% 0.8% 3.8% 4.7% 6.1% 8.3% 10.1% 11.5% 17.8%
四国ブロック 0.0% 1.6% 1.1% 0.9% 1.4% 1.1% 2.8% 4.8% 6.0% 7.3% 7.4% 9.9% 10.4%
九州・沖縄ブロック 0.0% 1.2% 1.9% 2.5% 2.9% 3.3% 5.0% 8.8% 9.9% 13.4% 14.7% 19.3% 23.1%
全国平均 0.0% 0.5% 1.3% 1.8% 2.5% 3.2% 4.8% 7.6% 9.9% 13.5% 15.1% 19.0% 22.4%  
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図表 2-7 各主成分の固有値及び寄与率（道府県別主成分分析） 
区分 データ名称 第1主
成分
第2主
成分
第3主
成分
第4主
成分
第5主
成分
第6主
成分
第7主
成分
第8主
成分
第9主
成分
第10主
成分
第11主
成分
第12主
成分
第13主
成分
第14主
成分
第15主
成分
インプット系 公的研究機関の使用研究費 0.56 0.22 -0.59 -0.24 -0.23 -0.38 -0.05 0.01 0.18 -0.04 -0.01 -0.02 0.01 0.02 0.01
国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算額 0.70 -0.59 0.03 -0.00 -0.18 -0.01 -0.09 0.02 -0.21 -0.20 -0.20 -0.05 0.03 0.03 0.00
競争的資金 0.66 -0.49 -0.19 0.20 0.40 0.01 0.18 -0.11 0.11 -0.08 0.02 -0.12 -0.06 0.05 -0.01
インフラ系 科学研究者数 0.77 0.50 0.21 -0.09 0.08 0.15 -0.16 0.14 0.01 -0.05 0.06 -0.05 -0.03 0.07 0.09
技術者数 0.84 0.45 0.11 -0.08 -0.10 -0.00 -0.05 -0.01 -0.07 -0.00 0.04 -0.14 -0.12 -0.12 -0.04
「学術研究機関」事業所数（民営） 0.86 0.38 0.08 -0.15 0.12 0.12 -0.09 0.08 0.04 -0.08 0.06 0.02 0.11 0.05 -0.10
研究機関立地数（公営） 0.40 0.35 -0.72 -0.07 -0.03 0.41 0.06 -0.10 -0.08 0.04 -0.06 0.05 -0.01 -0.00 0.01
アウトプット系大学等の共同研究実施件数 0.69 -0.52 -0.25 0.14 0.15 -0.14 -0.23 0.00 -0.16 0.00 0.17 0.13 -0.05 -0.01 -0.00
論文数 0.92 0.08 0.04 0.04 0.30 -0.05 0.08 0.09 0.08 -0.05 -0.10 0.07 0.08 -0.13 0.04
特許発明者数 0.83 0.37 0.26 -0.04 0.03 -0.13 0.16 0.01 -0.02 0.07 -0.14 0.14 -0.12 0.06 -0.02
品種登録件数 0.57 0.01 -0.02 0.73 -0.31 0.10 -0.05 0.10 0.15 0.02 -0.01 0.01 -0.00 0.00 -0.01
波及効果系 粗付加価値額 0.76 0.45 0.06 0.23 -0.02 -0.19 0.12 -0.19 -0.19 0.14 0.05 -0.06 0.11 0.03 0.02
大学等発ベンチャー企業数 0.67 -0.57 0.11 -0.19 0.05 0.08 -0.23 -0.07 0.11 0.28 -0.10 -0.05 0.02 0.00 -0.00
インキュベーション施設「卒業」企業数 0.62 -0.59 -0.05 -0.20 -0.17 0.05 0.30 0.28 -0.06 0.11 0.10 -0.02 0.02 0.00 0.00
中小企業創造活動促進法認定企業数 0.72 -0.34 0.32 -0.19 -0.28 0.12 0.09 -0.28 0.12 -0.11 0.10 0.08 0.01 -0.02 0.02
固有値 7.7 2.8 1.2 0.9 0.6 0.5 0.3 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0
寄与率(%) 51.3 18.5 8.1 5.7 4.0 3.1 2.3 1.8 1.5 1.3 1.0 0.7 0.5 0.3 0.1
累積寄与率(%) 51.3 69.8 77.9 83.6 87.6 90.7 93.0 94.7 96.2 97.5 98.4 99.1 99.5 99.9 100.0  
 
 
図表 2-8 各主成分の固有値及び累積寄与率（道府県別主成分分析） 
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図表 2-9 道府県別主成分得点 
 
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道 555 567 572 580 596 599 606 626 645 674 685 718 758
青森 478 480 482 483 488 483 485 485 491 492 496 505 510
岩手 475 478 476 484 479 481 482 488 492 501 510 514 526
宮城 496 502 507 516 517 524 533 552 571 591 594 608 627
秋田 472 480 477 479 478 482 486 487 492 509 500 504 505
山形 478 481 478 479 484 481 482 488 494 500 501 505 507
福島 482 482 485 482 484 485 492 494 495 502 506 514 521
茨城 584 589 591 599 603 610 617 628 625 644 653 672 696
栃木 504 499 504 503 507 505 513 510 512 520 516 519 527
群馬 486 491 489 491 497 492 496 505 509 516 516 534 546
埼玉 561 564 571 573 578 579 584 591 602 618 614 620 628
千葉 558 562 567 572 577 582 587 601 615 624 631 640 650
神奈川 714 716 721 730 737 740 757 767 783 813 820 850 866
新潟 495 499 498 497 504 502 506 517 515 516 520 526 540
富山 477 479 481 484 485 487 490 493 497 503 502 508 513
石川 478 479 484 485 487 490 497 495 503 512 519 532 552
福井 477 474 477 476 475 474 477 484 494 497 505 508 512
山梨 472 471 474 473 480 476 478 484 495 499 498 495 502
長野 509 505 507 503 512 510 518 527 531 549 539 550 567
岐阜 496 498 500 499 505 501 506 511 514 523 524 536 542
静岡 553 537 539 545 546 550 559 577 585 599 622 634 660
愛知 613 618 629 644 644 660 666 693 704 729 748 781 795
三重 482 483 486 488 491 492 495 501 505 504 507 508 513
滋賀 483 488 487 489 489 490 492 496 498 507 513 523 525
京都 544 546 554 559 564 574 581 595 617 652 665 705 729
大阪 644 647 654 652 656 680 692 740 787 849 864 938 954
兵庫 544 550 556 560 557 565 565 578 590 610 618 636 651
奈良 469 471 478 472 472 473 475 478 485 489 486 496 499
和歌山 469 469 473 470 476 477 479 480 482 487 492 500 499
鳥取 465 467 467 468 468 468 472 473 476 487 478 481 483
島根 466 466 469 467 468 469 470 473 475 482 483 484 494
岡山 483 485 487 493 517 495 509 504 510 508 515 524 534
広島 517 509 514 520 512 518 544 553 564 580 596 604 658
山口 480 480 483 482 482 485 487 491 497 504 509 517 526
徳島 471 488 478 472 480 474 484 492 495 500 502 518 517
香川 465 469 468 470 471 471 478 489 497 503 503 514 516
愛媛 479 480 480 484 484 487 488 495 501 506 511 514 520
高知 470 467 470 469 469 470 471 474 478 482 484 493 500
福岡 525 533 538 538 544 545 565 596 607 638 646 687 735
佐賀 469 469 470 471 471 471 474 476 478 478 486 485 486
長崎 470 472 476 476 476 476 479 480 482 489 488 502 506
熊本 473 475 476 478 482 478 480 485 490 497 503 508 517
大分 475 479 481 488 478 479 479 482 483 486 487 492 495
宮崎 466 467 466 469 472 473 475 481 485 481 484 485 487
鹿児島 476 477 481 484 482 487 488 488 493 498 500 508 504
沖縄 463 465 467 467 470 468 469 489 476 483 481 486 488  
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図表 2-10 主成分得点の道府県順位 
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道 7 5 5 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4
青森 26 26 25 28 22 28 29 35 35 36 36 33 32
岩手 32 32 35 25 33 31 31 31 33 29 23 26 22
宮城 15 14 14 13 13 12 13 13 12 12 13 12 13
秋田 34 28 33 31 35 29 28 33 34 20 34 35 35
山形 27 24 31 32 26 30 32 32 30 31 32 34 33
福島 21 23 22 30 25 27 23 24 28 28 26 25 24
茨城 4 4 4 4 4 4 4 4 5 6 6 7 7
栃木 14 15 15 15 16 15 15 17 17 16 19 21 20
群馬 18 18 18 19 19 20 20 18 19 18 18 16 16
埼玉 5 6 6 6 6 7 7 9 9 9 11 11 12
千葉 6 7 7 7 7 6 6 6 7 8 8 8 11
神奈川 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2
新潟 17 16 17 17 18 16 18 15 15 17 16 18 18
富山 29 30 26 27 24 25 24 25 24 26 31 28 30
石川 25 29 23 23 23 22 19 23 21 19 17 17 15
福井 28 35 34 34 38 37 39 36 31 34 27 30 31
山梨 35 38 38 36 31 36 38 37 29 32 35 39 37
長野 13 13 13 14 15 14 14 14 14 14 14 14 14
岐阜 16 17 16 16 17 17 17 16 16 15 15 15 17
静岡 8 10 10 10 10 10 11 11 11 11 9 10 8
愛知 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
三重 22 22 21 22 20 19 21 20 20 25 25 29 29
滋賀 19 19 20 20 21 21 22 21 23 22 21 20 23
京都 10 9 9 9 8 8 8 8 6 5 5 5 6
大阪 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1
兵庫 9 8 8 8 9 9 9 10 10 10 10 9 10
奈良 39 37 32 38 39 39 40 42 37 38 41 38 39
和歌山 40 40 39 40 37 34 35 40 41 39 37 37 40
鳥取 45 42 45 44 45 45 43 45 45 40 46 46 46
島根 42 45 42 46 46 44 45 46 46 44 44 45 42
岡山 20 21 19 18 12 18 16 19 18 21 20 19 19
広島 12 12 12 12 14 13 12 12 13 13 12 13 9
山口 23 25 24 29 28 26 27 27 25 24 24 23 21
徳島 36 20 30 37 32 38 30 26 27 30 30 22 26
香川 44 41 43 41 41 41 37 28 26 27 29 24 28
愛媛 24 27 29 24 27 24 25 22 22 23 22 27 25
高知 38 44 40 42 44 43 44 44 42 43 43 40 38
福岡 11 11 11 11 11 11 10 7 8 7 7 6 5
佐賀 41 39 41 39 42 42 42 43 43 46 40 43 45
長崎 37 36 36 35 36 35 34 41 40 37 38 36 34
熊本 33 34 37 33 29 33 33 34 36 35 28 32 27
大分 31 31 27 21 34 32 36 38 39 41 39 41 41
宮崎 43 43 46 43 40 40 41 39 38 45 42 44 44
鹿児島 30 33 28 26 30 23 26 30 32 33 33 31 36
沖縄 46 46 44 45 43 46 46 29 44 42 45 42 43  
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図表 2-11 道府県別主成分得点の伸び率（対 1990 年） 
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道 2.1% 3.0% 4.5% 7.4% 7.9% 9.2% 12.8% 16.2% 21.4% 23.4% 29.3% 36.5%
青森 0.5% 0.8% 1.0% 2.0% 1.0% 1.5% 1.6% 2.8% 2.9% 3.8% 5.7% 6.8%
岩手 0.6% 0.2% 2.0% 0.8% 1.2% 1.5% 2.7% 3.6% 5.6% 7.4% 8.2% 10.8%
宮城 1.2% 2.2% 3.9% 4.3% 5.6% 7.4% 11.2% 15.1% 19.2% 19.8% 22.6% 26.4%
秋田 1.6% 1.1% 1.5% 1.2% 2.1% 2.9% 3.2% 4.2% 7.8% 5.9% 6.8% 7.0%
山形 0.7% 0.0% 0.3% 1.3% 0.7% 0.8% 2.1% 3.5% 4.6% 4.8% 5.6% 6.2%
福島 0.1% 0.6% 0.1% 0.4% 0.6% 2.1% 2.5% 2.7% 4.2% 4.9% 6.6% 8.1%
茨城 0.9% 1.2% 2.5% 3.3% 4.4% 5.7% 7.5% 7.1% 10.3% 11.8% 15.1% 19.3%
栃木 -1.0% -0.1% -0.3% 0.4% 0.1% 1.7% 1.1% 1.5% 3.0% 2.2% 2.9% 4.5%
群馬 1.1% 0.5% 1.0% 2.3% 1.3% 2.0% 3.8% 4.8% 6.1% 6.1% 9.9% 12.2%
埼玉 0.6% 1.8% 2.1% 3.0% 3.3% 4.1% 5.4% 7.3% 10.3% 9.5% 10.6% 11.9%
千葉 0.7% 1.6% 2.6% 3.3% 4.3% 5.2% 7.6% 10.2% 11.9% 13.1% 14.6% 16.4%
神奈川 0.3% 1.0% 2.3% 3.2% 3.6% 6.1% 7.3% 9.7% 13.9% 14.8% 19.0% 21.2%
新潟 0.8% 0.5% 0.4% 1.7% 1.4% 2.1% 4.3% 4.0% 4.2% 5.0% 6.1% 9.0%
富山 0.3% 0.8% 1.4% 1.6% 2.0% 2.7% 3.2% 4.1% 5.4% 5.2% 6.5% 7.4%
石川 0.2% 1.1% 1.5% 1.7% 2.4% 3.9% 3.5% 5.2% 6.9% 8.4% 11.3% 15.3%
福井 -0.7% -0.1% -0.3% -0.5% -0.6% -0.1% 1.4% 3.4% 4.1% 5.8% 6.4% 7.2%
山梨 -0.1% 0.5% 0.3% 1.8% 0.9% 1.3% 2.7% 4.9% 5.9% 5.5% 5.0% 6.4%
長野 -0.8% -0.4% -1.2% 0.4% 0.1% 1.8% 3.4% 4.2% 7.9% 5.8% 8.0% 11.3%
岐阜 0.4% 0.8% 0.7% 1.9% 1.0% 2.2% 3.0% 3.8% 5.6% 5.7% 8.0% 9.4%
静岡 -2.9% -2.6% -1.5% -1.3% -0.6% 1.1% 4.2% 5.8% 8.4% 12.4% 14.6% 19.2%
愛知 0.8% 2.5% 4.9% 4.9% 7.6% 8.6% 12.9% 14.7% 18.8% 21.9% 27.3% 29.6%
三重 0.4% 1.0% 1.2% 1.9% 2.2% 2.8% 3.9% 4.9% 4.7% 5.3% 5.5% 6.6%
滋賀 1.0% 0.7% 1.2% 1.2% 1.5% 1.8% 2.6% 3.0% 4.8% 6.1% 8.3% 8.8%
京都 0.3% 1.7% 2.8% 3.5% 5.5% 6.7% 9.3% 13.4% 19.8% 22.2% 29.5% 33.9%
大阪 0.5% 1.4% 1.2% 1.8% 5.5% 7.4% 14.9% 22.1% 31.8% 34.1% 45.6% 48.1%
兵庫 1.1% 2.0% 2.9% 2.3% 3.8% 3.7% 6.2% 8.3% 12.1% 13.5% 16.9% 19.5%
奈良 0.4% 1.8% 0.5% 0.6% 0.9% 1.3% 1.9% 3.4% 4.1% 3.4% 5.6% 6.3%
和歌山 0.0% 0.8% 0.2% 1.3% 1.7% 2.1% 2.2% 2.7% 3.8% 4.9% 6.5% 6.2%
鳥取 0.5% 0.4% 0.7% 0.8% 0.8% 1.4% 1.7% 2.4% 4.7% 2.9% 3.5% 3.9%
島根 0.2% 0.6% 0.3% 0.5% 0.7% 0.9% 1.5% 2.1% 3.5% 3.7% 3.8% 6.0%
岡山 0.5% 0.9% 2.2% 7.2% 2.5% 5.5% 4.4% 5.7% 5.3% 6.7% 8.6% 10.6%
広島 -1.6% -0.6% 0.5% -1.0% 0.1% 5.1% 7.0% 8.9% 12.0% 15.1% 16.7% 27.2%
山口 0.0% 0.7% 0.5% 0.4% 1.1% 1.4% 2.3% 3.5% 5.1% 6.1% 7.7% 9.7%
徳島 3.6% 1.6% 0.4% 1.9% 0.6% 2.9% 4.5% 5.2% 6.3% 6.7% 10.0% 9.9%
香川 0.8% 0.6% 1.0% 1.2% 1.3% 2.7% 5.2% 6.8% 8.2% 8.1% 10.6% 10.8%
愛媛 0.1% 0.1% 1.0% 0.9% 1.6% 1.7% 3.3% 4.4% 5.5% 6.5% 7.1% 8.5%
高知 -0.5% 0.2% 0.0% -0.1% 0.1% 0.3% 1.0% 1.8% 2.6% 3.0% 5.0% 6.5%
福岡 1.6% 2.6% 2.5% 3.8% 3.9% 7.6% 13.6% 15.7% 21.6% 23.2% 30.9% 40.0%
佐賀 0.0% 0.1% 0.4% 0.3% 0.3% 1.0% 1.5% 1.8% 1.9% 3.5% 3.4% 3.5%
長崎 0.5% 1.3% 1.2% 1.3% 1.4% 2.0% 2.1% 2.6% 4.1% 3.9% 6.8% 7.7%
熊本 0.5% 0.6% 1.2% 2.0% 1.2% 1.6% 2.7% 3.7% 5.1% 6.5% 7.5% 9.4%
大分 0.7% 1.1% 2.7% 0.6% 0.8% 0.7% 1.3% 1.6% 2.1% 2.4% 3.4% 4.1%
宮崎 0.3% 0.1% 0.7% 1.3% 1.6% 2.0% 3.2% 4.1% 3.2% 3.9% 4.1% 4.6%
鹿児島 0.1% 0.9% 1.6% 1.1% 2.3% 2.3% 2.5% 3.4% 4.4% 5.0% 6.6% 5.8%
沖縄 0.2% 0.9% 0.8% 1.3% 1.0% 1.2% 5.5% 2.8% 4.2% 3.9% 5.0% 5.3%  
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図表 2-12 主成分得点伸び率（対 1990 年度）の道府県順位 
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道 2 1 2 1 1 1 4 2 3 2 4 3
青森 22 25 25 13 30 33 40 37 43 39 34 32
岩手 17 36 13 33 27 34 28 29 22 16 20 18
宮城 5 4 3 4 3 4 5 4 5 6 6 7
秋田 3 15 15 28 16 15 26 22 16 24 27 31
山形 15 41 39 27 37 43 37 31 31 35 35 38
福島 36 29 41 41 38 24 33 38 35 33 28 27
茨城 9 13 8 7 6 8 8 12 11 12 10 10
栃木 44 43 44 40 43 31 45 46 42 46 46 43
群馬 6 33 24 11 25 26 20 20 19 22 17 14
埼玉 16 7 12 10 11 12 13 11 12 13 14 15
千葉 13 9 7 8 7 10 7 7 10 10 11 12
神奈川 30 17 10 9 10 7 9 8 7 8 7 8
新潟 11 34 36 21 22 22 17 26 33 32 33 24
富山 28 23 17 22 17 18 25 24 24 30 31 29
石川 33 16 16 20 13 13 21 17 17 14 13 13
福井 42 42 43 44 46 46 43 33 38 25 32 30
山梨 40 32 37 18 32 38 30 18 20 28 39 35
長野 43 44 45 38 41 29 22 23 15 26 22 16
岐阜 25 22 28 17 31 21 27 27 21 27 21 22
静岡 46 46 46 46 45 40 18 14 13 11 12 11
愛知 10 3 1 3 2 2 3 5 6 5 5 5
三重 26 18 19 16 15 17 19 19 30 29 37 33
滋賀 8 26 22 29 21 28 31 35 28 21 19 25
京都 27 8 5 6 4 6 6 6 4 4 3 4
大阪 20 11 21 19 5 5 1 1 1 1 1 1
兵庫 7 5 4 12 9 14 11 10 8 9 8 9
奈良 24 6 33 36 33 37 38 34 37 42 36 36
和歌山 39 24 40 24 18 23 35 39 39 34 30 37
鳥取 21 35 30 34 35 36 39 41 29 44 43 45
島根 32 30 38 37 36 42 42 42 40 40 42 39
岡山 23 19 11 2 12 9 16 15 25 17 18 19
広島 45 45 31 45 44 11 10 9 9 7 9 6
山口 38 27 32 39 28 35 34 30 27 23 23 21
徳島 1 10 35 15 39 16 15 16 18 18 16 20
香川 12 31 26 30 24 19 14 13 14 15 15 17
愛媛 35 40 23 32 19 30 23 21 23 19 25 26
高知 41 37 42 43 42 45 46 44 44 43 38 34
福岡 4 2 9 5 8 3 2 3 2 3 2 2
佐賀 37 39 34 42 40 41 41 43 46 41 44 46
長崎 19 12 18 26 23 25 36 40 36 37 26 28
熊本 18 28 20 14 26 32 29 28 26 20 24 23
大分 14 14 6 35 34 44 44 45 45 45 45 44
宮崎 29 38 29 23 20 27 24 25 41 38 41 42
鹿児島 34 20 14 31 14 20 32 32 32 31 29 40
沖縄 31 21 27 25 29 39 12 36 34 36 40 41  
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参考資料1：アメリカの主要大学の成果 
図表 3-1 アメリカの主要大学の成果(1999 年度) 
 スタンフォー
ド大学 
マサチューセッ
ツ工科大学 
ハーバード大学 ミシガン大学 
企業からの研究資金(1000
ﾄﾞﾙ) 
32,937 
(7.90) 
74,000 
(10.20) 
18,345 
(4.57) 
35,994 
(7.20) 
連邦政府からの研究資金
(1000 ﾄﾞﾙ) 
358,942 
(86.07) 
607,600 
(83.74) 
278,460 
(69.29) 
342,239 
(68.49) 
大学の使用する研究資金
全体(1000 ﾄﾞﾙ) （注１） 
417,037 
(100.00) 
725,600 
(100.00) 
401,850 
(100.00) 
499,722 
(100.00) 
発明件数 
 236 381 109 158 
特許申請件数 
 237 341 186 147 
特許取得数 
 90 154 72 56 
ライセンス件数 
 147 95 48 42 
ライセンス収入(1000 ﾄﾞﾙ) 
 40,082 17,069 13,526 3,528 
起業数 
（注２） 19 17 2 2 
注１：大学自身の出す資金を除く。 
注２：大学からのライセンスによって設立された企業の数。 
出所：AUTM AUTM Licensing Survey :FY1999, Norwalk,CT:AUTM Headquarters. 
（※ 宮田[2002]からの孫引き） 
図表 3-2 アメリカの主要大学の成果(2002 年度) 
 スタンフォード
大学 
マサチューセッ
ツ工科大学 
ハーバード大
学 
ミシガン大学 
企業からの研究資金(1000
ﾄﾞﾙ) 
39,981 
(6.97) 
86,389 
(9.61) 
17,901 
(3.43) 
31,416 
(4.79) 
連邦政府からの研究資金
(1000 ﾄﾞﾙ) 
469,578 
(81.89) 
772,231 
(85.90) 
351,198 
(67.27) 
455,969 
(69.51) 
大学の使用する研究資金
全体(1000 ﾄﾞﾙ) （注１） 
573,416 
(100.00) 
898,989 
(100.00) 
522,104 
(100.00) 
655,981 
(100.00) 
発明件数 
 321 484 140 237 
特許申請件数 
 255 245 62 110 
特許取得数 
 96 134 57 56 
ライセンス件数 
 106 122 85 61 
ライセンス収入(1000 ﾄﾞﾙ) 
 52,712 28,707 19,854 30,033 
起業数 
（注２） 13 23 7 5 
注１：大学自身の出す資金を除く。 
注２：大学からのライセンスによって設立された企業の数。 
出所：AUTM AUTM Licensing Survey :FY2002, Norwalk,CT:AUTM Headquarters. 
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参考資料2：大学の産学連携窓口スタッフの出身母体 
 
図表 3-3 大学の産学連携窓口スタッフの出身母体（国立大学等 N=127） 
 計 （％） 窓口担当者 外部スタッフ その他 
大学（自大学） 759 (61.8) 573 14 172 
大学（他大学） 26 (2.1) 20 5 1 
企業（法務・知財関連） 136 (11.1) 34 75 27 
企業（研究開発・営業開拓） 190 (15.5) 81 82 27 
公設試験研究機関 16 (1.3) 8 8 0 
地方公共団体 22 (1.8) 12 10 0 
その他 79 (6.4) 49 23 7 
不明 100    100 
計 1,328  777 217 334 
注：（ ）内の数値は、「不明」を除く全体に占める割合（複数回答のため、スタッフに占める割合ではない） 
 
図表 3-4 大学の産学連携窓口スタッフの出身母体（公立大学 N=34） 
 計 （％） 窓口担当者 外部スタッフ その他 
大学（自大学） 117 (64.6) 68 25 24 
大学（他大学） 0 (0.0) 0 0 0 
企業（法務・知財関連） 6 (3.3) 3 2 1 
企業（研究開発・営業開拓） 12 (6.6) 3 8 1 
公設試験研究機関 1 (0.6) 0 1 0 
地方公共団体 21 (11.6) 14 4 3 
その他 24 (13.3) 15 9 0 
不明 11    11 
計 192  103 49 40 
注：（ ）内の数値は、「不明」を除く全体に占める割合（複数回答のため、スタッフに占める割合ではない） 
 
図表 3-5 大学の産学連携窓口スタッフの出身母体（私立大学 N=141） 
 計 （％） 窓口担当者 外部スタッフ その他 
大学（自大学） 455 (70.0) 378 10 67 
大学（他大学） 27 (4.2) 17 6 4 
企業（法務・知財関連） 32 (4.9) 15 17 0 
企業（研究開発・営業開拓） 97 (14.9) 52 34 11 
公設試験研究機関 3 (0.5) 2 0 1 
地方公共団体 5 (0.8) 3 2 0 
その他 31 (4.8) 15 15 1 
不明 103    103 
計 753  482 84 187 
注：（ ）内の数値は、「不明」を除く全体に占める割合（複数回答のため、スタッフに占める割合ではない） 
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参考資料3：大学の起業支援制度の例 
図表 3-6 起業支援制度の例（私立大学） 
 
大学名 創設年度 規定等の概要 
  資金援助 
1  私立Ａ大学 2003
ベンチャー出資制度（ラボ入居者・本学学生の中から有望なビジネスプランを持つ者に対し出
資） 
2  私立Ｂ大学 2000
学生ベンチャー支援基金（①ベンチャー企業関連授業科目に係る実習、演習等の経費、②学
生による知的所有権の取得に係る経費、③学生による企業経営に係る経費、④その他に管理
委員会が必要と認めたもの 
3  私立 C大学 2004 ・特許申請の費用負担 
4  私立Ｄ大学 2003 教員が起業する際に、出資金の供出がある。資本金の額による為に、一律の出資ではない。 
5  私立Ｅ大学 2003
アントレプレナー支援資金（大学が権利者である産業財産権に基づく研究開発型のベンチャ
ー企業の設立支援として、大学が最大 100 万円（資本金の 30％以内）の出資を行う規定を整
備した。出資は知的資産センターの推薦を経て、支援資金運営委員会が決定） 
  施設の整備や開放等 
6  私立Ｆ大学 2004
インキュベートルーム開設。（本学教員が関わるベンチャー、本学教員の技術シーズ等の活用
をはかるベンチャー、本学教員と共同研究を行うベンチャーに貸出を行う。） 
7  私立Ｇ大学 2001
キャンパス内インキュベーション施設の提供 
支援対象：教職員・学生であり大学の研究成果を事業化しようとする者 
支援期間：2 年間（審査により 1 年の延長を認める） 
審査方法：ビジネスプランについて書類審査とプレゼンテーションを行い選考する。  
8  私立Ｈ大学 2004
インキュベーション施設管理・運用規程を制定し、施設面の提供と、OB等の協力を得てビジネ
スプラン作成やコンサルティング等の支援を行うこととした。 
9  私立 Ｉ 大学 2002
新設のマネジメント学部マネジメント学科の教員・学生有志を中心に、有限会社を設立。研究
室棟の 1室を貸与している。また、備品等についても貸与の便宜を図っている。 
10  私立 C大学 2004
・施設の利用を認める 
・インキュベーションセンターによる支援 
11  私立 Ｊ 大学   施設の開放、講座の開講 
12  私立Ｋ大学 2000
「インキュベーション･ラボ」の名称で、学生のベンチャービジネス能力を養成することを目的と
し、施設の概要は、収容可能事業数 18 イベント、オフィススペース 6 ブース、パソコン台数 18
台。本学の学生であれば誰でも入居資格があり、自分の考えたアイデアをビジネスプラン化し
企画書を提出させ、審査し学部長が施設利用を許可。 
  コンサルティング等 
13  私立Ｌ大学 2000
アントレプレナー養成センターを開設（起業へ立ち上げのためのプロフェショナルサービスを
提供） 
14  私立Ｍ大学 2001
規定等は制定していないが、学生ベンチャー育成事業として、起業家育成講座（ベンチャーマ
インドサポート講座、ビジネスプランサポート講座など）やビジネスプランコンテスト（プレゼン
龍）を実施している。また創業支援としてインキュベートエリア（創業準備ブースおよび交流スペ
ース）を設置するなど、起業をめざす意欲ある学生を応援している。 
15  私立Ｇ大学 2001
①インキュベータ・マネジャーによる各種経営支援・コンサルティング、②大学からの技術支援
および連携先とのマッチング、③起業希望者に対するセミナー開催および情報提供 
支援対象：教職員・学生であり大学の研究成果を事業化しようとする者 
支援期間：2 年間（審査により 1 年の延長を認める） 
審査方法：ビジネスプランについて書類審査とプレゼンテーションを行い選考する。 
16  私立Ｎ大学   
学生のベンチャーマインドを高揚するために、研究会を設置、毎年「起業化アイデアコンテス
ト」を実施している。 
17  私立Ｅ大学 2003
ベンチャーフォーラム（大学の産業財産権に基づくベンチャー企業を設立させるため、事業計
画に関する提言や支援を得ることを目的にベンチャーフォーラムをスタートさせた。現在、ベン
チャーキャピタル、商社、インキュベーション支援会社などと業務提携を結んでいる。） 
  教員の負担軽減 
18  私立Ｏ大学 2004
教授、助教授に対する責任授業時間特別調整規程（教授等が、起業等および特別研究に従
事したい場合、願い出て認められれば、責任授業時間や会議等の出席を一部減免する制
度。） 
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図表 3-7 起業支援制度の例（国研・独法等） 
大学名 創設年度 規定等の概要 
  施設の整備や開放等 
1 Ａ独立行政法人 1998 ・共同研究における施設利用等の優遇措置。 
2 Ｂ独立行政法人 2002 
・共同研究における施設及び設備の無償使用 
・共同研究の範囲外における施設等の利用についての有償使用 
3 Ｃ独立行政法人 2003 ・認定ベンチャーに対し、事業所の貸与等を行う。 
4 Ｄ特殊法人 1999 ・研究施設等を貸与 
  コンサルティング等 
5 Ｄ特殊法人 1999 ・設立に有用な情報の提示、助言 
  その他 
1 Ａ独立行政法人 1998 
・特許権等の実施許諾における優遇措置 
・研究者の兼業及び出向許可 
2 Ｂ独立行政法人 2002 
・特許の実施許諾における優遇措置 
・ベンチャー企業の支援を行うにあたり必要な間接経費の免除 
・機構内に連絡事務所等を設置した場合、名刺等に機構内の住所を表記
することができる 
・機構にベンチャー企業の研究員を受け入れることができる。 
3 Ｃ独立行政法人 2003 ・認定ベンチャーに対し、特許許諾の優遇等を行う。 
4 Ｄ特殊法人 1999 
・認定ベンチャーの表示の許可 
・研究者の兼職許可 
・特許権実施許諾における優遇措置 
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参考資料4：大学との研究提携全体における形態別シェア 
 
図表 3-8 国内の大学との研究提携全体におけるシェア（2002 年度、大企業の回答） 
研究提携全体におけるシェア 奨学寄附金 共同研究 委託研究 
10%未満 37 43 40 
10～20%未満 13 28 19 
20～30%未満 11 18 17 
30～40%未満 11 14 12 
40～50%未満 18 15 9 
50～60%未満 11 8 9 
60～70%未満 8 8 4 
70～80%未満 8 9 6 
80～90%未満 13 5 2 
90%～ 27 22 14 
計 157 170 132 
注： 別設問において、「過去 5年間に「実績なし」」と回答した回答数を除外（「10％未満」部分） 
 
図表 3-9 海外の大学との研究提携全体におけるシェア（2002 年度、大企業の回答） 
研究提携全体におけるシェア 奨学寄附金 共同研究 委託研究 
10%未満 20 10 13 
10～20%未満 2 1 1 
20～30%未満 0 0 3 
30～40%未満 1 3 3 
40～50%未満 0 7 6 
50～60%未満 1 4 5 
60～70%未満 0 3 2 
70～80%未満 0 2 0 
80～90%未満 0 3 2 
90%～ 7 17 12 
                 計 31 50 47 
注： 別設問において、「過去 5年間に「実績なし」」と回答した回答数を除外（「10％未満」部分） 
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参考資料5：共同研究について 
 
① 国立大学等 
z 文部科学省調査によれば、国立大学等における民間企業等との共同研究は件数、金額とも増
加傾向が続いている。 
図表 3-10 国立大学等の共同研究実施状況の推移 
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
0
20
40
60
80
100
120
140
160
180
200
受入金額（億円） 65 94 112 158 176
件数（全体） 1,139 1,241 1,392 1,488 1,704 2,001 2,362 2,568 3,129 4,029 5,264 6,767 8,023
うち民間企業（１） 4,225 5,457 6,411
うち民間企業（２） 1,035 1,153 1,252 1,316 1,442 1,603 1,877 2,110 2,486 3,171 4,187
1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
(件） （億円）
 
出典：受入金額および民間企業（１）については、文部科学省ホームページ 
 2000年度以前の件数（全体）および民間企業（２）については、文部科学省[2003d] 
 
② 私立大学の実施件数・金額の推移 
z 私立大学の共同研究の実施件数の推移を見ると、全体の件数、1 大学当りの平均件数ともに上
昇傾向にある。特に 2001年度から 2002年度にかけては大きく増加している。 
z なお、文部科学省調査によれば、2003 年度の私立大学及び私立高等専門学校の共同研究の
実施件数は 850件である。実績機関数で単純に除すれば、１大学当たり 6.4件となる。 
図表 3-11 私立大学における共同研究の実施件数の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
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z 共同研究による実施金額を見ると、10億円以下で推移してきたのが、2001年度から 2002年度に
かけて急激に伸びを示し、2003年度には 28億円に達している。 
z １大学当たりの金額も同様の推移を示し、2001 年度には 1,450 万円だったものが 2003 年度は
3,100万円に達している。 
z なお、文部科学省調査によれば、2003年度の私立大学の共同研究の実施金額は 32億円となっ
ている。実績機関数で単純に除すれば１大学当たり 2,400万円となる。 
図表 3-12 私立大学における共同研究の実施金額の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
 
z 上記で示した実施金額には、最近になって新設された大学や最近の実績だけを回答した大学を
含む。そこで、98～03年度のすべてに回答した 41校に絞って傾向をみることとした。（95年度及
び 98～03 年度のすべてに回答した大学に絞ると、対象大学が極端に減少するため、98～03 年
度とした。） 
z これによっても、私立大学全体と同じように 99～00年度には低迷するが、１年度早く、２期に入っ
た 2001年度から高い上昇を示している。 
z １大学当たりの平均金額は 2003 年度には約 3,100 万円まで上昇しているが、2002 年度以降は
私立大学全体と比べてむしろ低くなっている。 
z また、１件当たりの金額は、1998年度を除けば、ほぼ横這いである。 
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図表 3-13 私立大学における共同研究の実施金額の推移（98～03 年度回答大学のみ） 
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注： 1998 年度以降、全ての年度において金額の回答を行っている組織を対象とした 
 
③ 私立大学と民間企業との共同研究の実施件数・金額 
z 共同研究実施件数について、民間企業に限った場合は、共同研究全体の 30％台で推移してき
たが、2002年度以降に大きく増加し、2003年度には６割近くに達している。 
z １大学当たりの平均件数の推移を見ると、共同研究全体と同様に 2001 年度から 2002 年度にか
けて大きく増加しており、最近は１大学当たり６件に達している。 
図表 3-14 私立大学における民間企業からの共同研究の実施件数 
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注 1： ここでの「全体件数」は、内訳が未回答の大学を除いたもの 
注 2： N は 2003 年度データ回答者数 
 
z なお、文部科学省調査によれば、私立大学等における民間企業等との共同研究（2003 年度）は、
850件中 538件（63％）となっている。 
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図表 3-15 共同研究の相手先機関別状況 
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出所：文部科学省[2004] 
 
z 民間企業との共同研究の実施金額については、共同研究全体と同様に最近になって急激な上
昇傾向を示しており、共同研究全体に占める割合は 75％前後で推移している。 
図表 3-16 私立大学における民間企業からの共同研究の実施金額 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
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④ 公立大学の実施件数・金額の推移 
図表 3-17 公立大学における共同研究の実施件数の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
 
図表 3-18 公立大学における共同研究の実施金額の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
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⑤ 公立大学と民間企業との共同研究の実施件数・金額 
図表 3-19 公立大学における民間企業からの共同研究の実施件数 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
図表 3-20 公立大学における民間企業からの共同研究の実施金額 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
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参考資料6：受託研究について 
 
① 国立大学等の受入状況 
z 国立大学等の受託研究の受入れ状況を見ると、基本計画の実施に伴って、件数、1 件当たりの
金額共に長期的には上昇傾向にある。 
図表 3-21 国立大学等における受託研究の受入れ件数・金額の推移 
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億円
　（1件あたりの金額についてのみ、
万円／件）
0
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2,000
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5,000
6,000
7,000
8,000
件数
26.1 28.1 35.1 35.4 39.3 41.1 47.4 50.9 50.2 53.3 69.1 65.7 141.1 232.6 332.5 376.2 454.2 508.9 351.3 406.6 610.2
独立行政法人 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.3 9.0 
公益法人 1.3 1.3 2.3 2.3 2.2 3.6 3.8 3.5 3.4 3.3 3.3 3.9 2.3 2.9 10 15.7 20.2 22.9 24.6 26.9
特殊法人 6.8 6.6 4.4 4.6 3.5 3.2 4.3 5.7 5.7 6.7 6.4 6.7 78.3 159.4 229 255 305.7 334.9 233.9 79.6
国 11.4 13.6 18.1 20.2 23.8 24.8 28.2 30.7 30.3 32.7 46.7 43 45.4 52 70.4 81.4 101.3 120.6 50.8 259.1
地方公共団体 4.2 3.7 3.9 3.4 3.8 3.8 4.8 5.3 4.2 4.5 5.4 5.5 5.9 6.5 7.4 8.8 8.1 7.9 8.6 8.1
民間会社 2.4 2.9 6.4 4.9 6 5.7 6.3 5.7 6.6 6.1 7.3 6.6 9.2 11.8 15.7 15.3 18.9 22.6 24.1 23.9
件数 1,286 1,294 1,700 1,695 1,814 1,919 2,025 2,203 2,121 2,189 2,432 2,586 3,027 3,714 4,499 5,288 5,898 6,368 5,701 6,584 6,986 
1件あたりの金額
　（万円/件）
203 217 206 209 217 214 234 231 237 243 284 254 466 626 739 711 770 799 616 618 873 
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年度
1997
年度
1998
年度
1999
年度
2000
年度
2001
年度
2002
年度
2003
年度
委託者
受入れ額合計（億円）
うち
  
注 1： 受託試験、病理組織検査、治験は含まない 
注 2： 2003年度については、内訳不明 
出典：文部科学省ホームページより作成 
 
上記のデータより、民間会社分を抜き出すと、国立大学等が企業から受け入れた受託研究の金
額は、長期的に上昇傾向にあることが分かる（2 期に入ってからはほぼ同額で推移）。 
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図表 3-22 国立大学等における受託研究の受入れ金額（民間会社分）の推移 
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注：受託試験、病理組織検査、治験は含まない 
出典：文部科学省ホームページより作成 
 
② 私立大学における受託研究の受入れ件数・金額 
z 私立大学における受託研究の受入れ件数の推移を見ると、件数は上昇傾向にあるものの、1 大
学当りの平均件数は 99年度をピークに、減少している。 
z なお、文部科学省調査によれば、2003 年度の私立大学の受託研究の実施件数は 5,771 件とな
っている。実績機関数で単純に除すれば１大学当たり 20.6件となる。 
図表 3-23 私立大学における受託研究の受入れ件数の推移 
2,463
3,647
4,196
4,721 4,720 4,897
4,445
26.9
31.8 30.0
28.1 27.026.8
29.2
0
5
10
15
20
25
30
35
1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003
年度
1
大
学
当
た
り
件
数
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
全体件数（N=182）
1大学当たり件数
プレ1期 1期 2期 (件）
 
注： N は 2003 年度データ回答者数 
 
z また、受託研究の受入れ金額の推移を見ると、2000 年度までは順調に伸びてきたが、2000～
2001 年度には受入れ件数には見られない大きな落ち込みを示した後、ほぼ横這いとなり、2003
年度に約 174億円となっている。 
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z １大学当たりの金額も同様に 1999～2000 年度にピークを迎え、その後の落ち込みを経て、2003
年度は 1999年度の１億 4千万円を大きく下回る約１億円にとどまっている。 
z なお、文部科学省調査によれば、2003年度の私立大学の受託研究の実施金額は 215億円とな
っている。実績機関数で単純に除すれば１大学当たり約 7700万円となる。 
図表 3-24 私立大学における受託研究の受入れ金額の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
 
z 上記で示した私立大学における受託研究による実施金額には、最近になって新設された大学や
最近の実績だけを回答した大学を含む。そこで、98～03年度のすべてに回答した 104校に絞っ
て傾向をみることとした。（95年度及び 98～03年度のすべてに回答した大学に絞ると、対象大学
が極端に減少するため、98～03年度とした。） 
z これによっても、2000 年度にピークを迎えて後は低迷するが、その後の回復の中で１大学当たり
の平均金額は 2003年度に１億 7千万円となり、98年度の水準は越えている。ただし、１件当たり
の受入れ金額は、最近は 500万円前後で推移している。 
図表 3-25 私立大学における受託研究の受入れ金額の推移（98～03 年度回答大学のみ） 
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注：1998 年度以降、全ての年度において金額の回答を行っている組織を対象とした 
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③ 私立大学における民間企業からの受託研究の受入れ件数・金額 
z 受託研究の受入れ件数のうち、民間企業からのものは、全体の 60％強を占めており、受託研究
全体と同様に、件数は上昇傾向にあるが、その比率は横這いで推移している。 
z １大学当たりの平均件数は 20 件強と、受託研究全体と比べてむしろ少ない。その推移を見ると、
受託研究全体と同様に、99年度をピークに減少している。 
図表 3-26 私立大学における民間企業からの受託研究の受入れ件数 
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注 1： ここでの「全体件数」は、内訳が未回答の大学を除いたもの 
注 2： N は 2003 年度データ回答者数 
 
 
z 民間企業からの受託研究の受入れ金額は、2000 年度をピークとして最近は減少傾向にあり、受
託研究全体に占める割合も近年の 40％代から、2003年度の 33％まで減少してきている。 
図表 3-27 私立大学における民間企業からの受託研究の受入れ金額 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
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④ 公立大学における受託研究の受入れ件数・金額 
図表 3-28 公立大学における受託研究の受入れ件数の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
図表 3-29 公立大学における受託研究の受入れ金額の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
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⑤ 公立大学における民間企業からの受託研究の受入れ件数・金額 
図表 3-30 公立大学における受託研究の受入れ件数の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
 
図表 3-31 公立大学における民間企業からの受託研究の受入れ金額 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
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参考資料7：寄附金について 
 
① 国立大学等 
z 国立大学等が企業等から受け入れた奨学寄附金の受入れ金額は、90 年代初期をピークに長期
的には低落傾向にあったが、近年、再び増加している。 
図表 3-32 奨学寄附金受入件数及び金額の推移 
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1983
年度
1984
年度
1985
年度
1986
年度
1987
年度
1988
年度
1989
年度
1990
年度
1991
年度
1992
年度
1993
年度
1994
年度
1995
年度
1996
年度
1997
年度
1998
年度
1999
年度
2000
年度
2001
年度
2002
年度
2003
年度
2期1期プレ1期
 
出典：文部科学省データ 
 
② 受入れ件数ごとの分布 
z 寄附金の受入れ件数ごとにそれぞれの分布を見てみると、国立大学等及び公立大学では年平
均 10～20件のところにピークがあり、20件以下のところが、それぞれ 36％、54％を占める。私立
大学では年平均５件未満が最も多く（26％）、年平均 20件以下が６割弱占めている。 
z その一方で、年平均 100件以上という大学も国立大学等 41％、公立大学 27％、私立大学 20％
と多くを占める。以上のように寄附金に関しては、受託研究と共同研究並にとどまっている大学と、
非常に積極的に受け入れる大学と、大きく２手に分かれる様相を示している。 
図表 3-33 大学等における寄附金の受入れ件数（年平均） 
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注 1：国立大学については、文部科学省データによる 
注 2：Nは 2000 年度データ回答者数 
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③ 私立大学における寄附金の受入れ件数・金額 
z 私立大学の寄附金受入れ件数の推移を見ると、95 年度と比較すると大きく増加していると言える
が、98年度以降は、全体件数はゆるやかな上昇にとどまり、1大学当りの平均件数はほぼ横ばい
である。 
図表 3-34 私立大学等における寄附金の受入れ件数の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
 
z 寄附金の受入れ金額を見ると、ゆるやかとはいえ上昇傾向にあり、２期からは 200 億円を越えて
推移してきている。１大学当たりの金額も同様に推移し、２期からは 1 億 7,000 万円近くになって
いる。 
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図表 3-35 私立大学における寄附金の受入れ金額の推移 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
 
z 上記で示した私立大学における寄附金の受入れ金額には、最近になって新設された大学や最
近の実績だけを回答した大学を含む。そこで、95年度及び 98～03年度のすべてに回答した 94
校に絞って受入れ金額の傾向をみることとした。（95 年度及び 98～03 年度のすべてに回答した
大学に絞ると、対象大学が極端に減少するため、98～03年度とした。） 
z これによれば、１大学当たりの平均金額は、全ての大学の平均より高くかつ順調に伸びており、
2003年度には約２億 6,000万円近くに達している。 
図表 3-36 私立大学における寄附金の受入れ金額の推移（98～03 年度回答大学のみ） 
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注： 1998 年度以降、全ての年度において金額の回答を行っている組織を対象とした 
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④ 私立大学における民間企業からの寄附金の受入れ件数・金額 
z 私立大学における寄附金のうち、民間企業からの受入れ件数を見ると、ゆるやかな上昇傾向に
あり、1999 年度には寄附金受入れ件数全体の６割を占めるまでに至ったが、その後の全体に占
める割合は横這いとなっている。 
z １大学当たりの平均件数は、98 年以降は 100 件台で推移しており、150 件前後の寄附金全体と
比べてむしろ少ない。 
図表 3-37 私立大学における民間企業からの寄附金の受入れ件数 
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注 1： ここでの「全体件数」は、内訳が未回答の大学を除いたもの。 
注 2： N は 2003 年度データ回答者数 
 
z 私立大学における寄附金のうちの民間企業からの受入れ金額については、寄附金全体と同様
に順調に伸びて来ており、寄附金全体に占める割合は多少の変動はあるものの 70％前後で推
移している。 
図表 3-38 私立大学における民間企業からの寄附金の受入れ金額 
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注： N は 2003 年度データ回答者数 
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参考資料8：企業による国内外の大学との研究提携の見通し 
 
z 大企業のうちの輸送用機器企業の回答をみると、 国内の大学との共同研究が増加傾向にある
とする企業の割合が高い。逆に、奨学寄附金については、国内・海外とも増加傾向という回答は
なかった。 
z また、大企業のうちの医薬品企業の回答をみると、 海外の大学との研究提携についても増加傾
向とする企業の割合が高く、国内大学と大きな差がないことが特徴的である。 
z ただし、回答企業は輸送用機器 12 社と医薬品 11社にとどまり、統計データとしての有意性はな
い。 
図表 3-39 輸送用機器企業と医薬品企業による研究提携の見通し（今後５年間） 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
医薬品／海外の大学への奨学寄附金
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参考資料9：イノベーションのための協力 
 
z 「全国イノベーション調査統計報告」によれば、イノベーション活動実施企業のうち、「大学あるい
は他の高等教育機関」との間で何らかの協力の取り決めを有している企業は 5％あった。従業者
数が 250以上の大規模企業に限れば 24％を占めた。 
z これを企業の産業別にみると、 電気業 25％、水道業 36％、研究開発業 40％のほか、石油製
品・石炭製品製造業が 26%、化学工業が 25％と多かった。さらに大規模企業に限れば、石油製
品・石炭製品製造業 100%、化学工業 67％に加えて、輸送用機械器具製造業（自動車・同付属
品製造業を除く）40％、一般機械器具製造業 38%等が多かった。 
z また、イノベーション実現企業のうち、「大学あるいは他の高等教育機関」との間で何らかの協力
の取り決めを有している企業は 7％あった。大規模企業に限れば 25％を占めた。 
z これを企業の産業別にみると、 電気業 41％、水道業 30％、研究開発業 40％のほか、石油製
品・石炭製品製造業が 28%、化学工業が 27％と多かった。さらに大規模企業に限れば、石油製
品・石炭製品製造業 100%、化学工業 69％に加えて、輸送用機械器具製造業（自動車・同付属
品製造業を除く）44％、鉄鋼業 41％、一般機械器具製造業 40%等が多かった。 
図表 3-40 大学等との間で協力の取り決めを有する企業の割合（一部の産業） 
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注： 1999～2001 年の活動実績を調査対象とする 
出典：科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004年 12月 
 
z 同じく「全国イノベーション調査統計報告」によれば、イノベーション活動実施企業は、新しいイノ
ベーション・プロジェクトの提案に際して、自社内の研究・開発部門を高い重要度を置いて情報
源として利用しているが、「大学あるいは他の高等教育機関」に高い重要度を置いて情報源とし
【イノベーション活動実施企業】 【イノベーション実現企業】 
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て利用している企業も 8％あった。従業者数が 250以上の大規模企業に限れば 16％となる。 
z これを企業の産業別にみると、 鉱業 23％、電気・ガス・熱供給・水道業 19％、研究開発業 41％
のほか、石油製品・石炭製品製造業が 24%、精密機械器具製造業が 18％と多かった。さらに大
規模企業に限れば、石油製品・石炭製品製造業 50%に加えて、化学工業 33％、電子計算機・
同附属装置製造業 33％等が多かった。 
z また、イノベーション活動実施企業のうち、既存のイノベーション・プロジェクトの提案に際して、
「大学あるいは他の高等教育機関」に高い重要度を置いて情報源として利用している企業は 5％、
大規模企業に限っても 8％にとどまった。 
図表 3-41 大学等をイノベーションのための情報源とする企業の割合（一部の産業） 
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参考資料10：「包括提携」事例 
図表 3-42 大学と企業の包括提携事例 
No. 大学名 提携先企業等 記事タイトル 提携発表（予
定）日付 1） 
記事日付 
1 奈良先端科学技
術大学院大学 
三洋電機株式会社 奈良先端科学技術大学院大学と三洋電機が
共同研究包括契約を締結 
連携強化で新規事業の創出加速へ 
2004/12/7 2004/12/7
2 九州大学 株式会社東芝 東芝・九大、アナログ半導体で提携――次世
代製品を開発 
2004/12/1 2004/12/2
3 信州大学 オリオン機械株式会社 信大が企業連携協定初締結 工学部とオリオ
ン機械で 
2004/11/18 2004/11/19
4 山口大学 株式会社山口銀行 山口大、山口銀行と連携、宇部興産・トクヤマ
に続き 
----/--/-- 2004/11/12
5 横浜国立大学 
横浜市立大学 
ニッパツ（日本発条株
式会社） 
ニッパツ、横国大と包括提携――横浜市大と
も共同研究 
2004/11/2 2004/11/3
6 名古屋大学エコト
ピア科学研究機構 
中部電力株式会社 名大エコトピア研、中部電と包括提携、環境
分野など共同研究 
2004/10/14 2004/10/15
7 広島大学 マイクロソフト株式会
社日本法人 
広大、障害者ＩＴ支援、情報保護へ要員、マイ
クロソフトと提携――外資系と初の覚書 
2004/10/13 2004/10/14
8 横浜国立大学 コマツ（株式会社小松
製作所） 
横国大、コマツと包括連携――資金・人材確
保など狙う 
2004/10/12 2004/10/13
9 早稲田大学 株式会社日立製作所 研究開発などで日立と早大連携 2004/9/30 2004/10/1
10 九州大学 日本政策投資銀行 九大と連携、政策投資銀 2004/9/30 2004/10/1
11 埼玉大学 株式会社埼玉りそな
銀行 
埼玉大・りそな包括提携、金融技術開発など
研究 
2004/9/29 2004/9/30
12 京都工芸繊維大
学地域共同研究
センター 
京都信用金庫  2004/9/27 2004/9/28
13 立命館大学 株式会社日立製作所 日立、ナノテクや遠隔教育で立命館大と包括
提携 
2004/9/21 2004/9/22
14 東京大学 
東京工業大学 
東京農工大学 
京都大学国際融
合創造センター 
三井住友銀行グルー
プ 
三井住友銀行グループ、東大、東工大などと
産学連携の協力関係 
 2004/09/13 2004/9/14
15 岡山大学 イセ食品株式会社 
中国飼料株式会社 
岡山大・イセ食品など、鶏卵・鶏肉の機能食
品確立へ連携  
2004/9/10 2004/9/11
16 千葉大学 ちばぎん総合研究所
（千葉銀行グループ） 
株式会社千葉興業銀
行 
株式会社京葉銀行 
野村証券株式会社 
など計６社 
千葉大、ＴＬＯ設立へ金融機関と連携強化 ----/--/-- 2004/8/26
17 九州大学 日本電子データム株
式会社 
九大と日本電子系が包括提携、ナノテクで共
同研究 
----/--/-- 2004/8/26
18 東京工業大学 シャープ株式会社 シャープ、東工大と包括提携、モバイル機器
の技術開発 
----/--/-- 2004/8/17
19 大分大学 株式会社大分銀行 
株式会社豊和銀行 
大分銀と豊和銀、大分大と包括提携――ＶＢ
育成目指す 
----/--/-- 2004/8/5 
20 横浜市立大学 横浜信用金庫 
タンパク質構造解析コ
ンソーシアム（国内の
製薬大手 22 社） 
横浜市大、信金・製薬と包括提携――人材交
流・研究で協力、横国大は石播と 
2004/8/4 2004/8/5 
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No. 大学名 提携先企業等 記事タイトル 提携発表（予
定）日付 1） 
記事日付 
21 横浜国立大学 石川島播磨重工業株
式会社 
横浜市大、信金・製薬と包括提携――人材交
流・研究で協力、横国大は石播と 
----/--/-- 2004/8/5 
22 九州大学 ＮＴＴ 
ＮＴＴ西日本 
九州大・ＮＴＴ西、提携――情報経済・医療な
ど研究 
----/--/-- 2004/7/30
23 広島大学 復建調査設計株式会
社 
浜松ホトニクス株式会
社 
復建調査設計と環境で研究協力、広島大が
包括協定 
2004/7/28 
2004/8/5 
2004/7/29
24 東京工業大学 三菱商事株式会社 三菱商事と東工大、大学発ＶＢ育成で連携 2004/7/22 2004/7/26
25 九州大学 株式会社電通九州 九大と電通九州、デザイン分野を中心に連携 2004/7/23 2004/7/24
26 北海道大学 日本政策投資銀行 北海道大学と日本政策投資銀行が包括連携
協定を締結 
----/--/-- 2004/7/21
27 九州工業大学 株式会社安川電機 九工大と安川電機が包括協定 提携強化、
新技術開発・技術者養成へ 
2004/7/20 2004/7/21
28 北海道大学 株式会社ＵＦＪキャピタ
ル 
ＵＦＪキャピタル、起業家育成、北大と提携 2004/7/23 2004/7/21
29 北海道大学 富士電機ホールディン
グス株式会社 
北大・富士電機、水環境分野で連携、資源回
収など研究 
2004/7/1 2004/7/2 
30 群馬大学 太陽誘電株式会社 太陽誘電と群大工学部、共同研究へ包括協
定 
2004/7/1 2004/7/2 
31 山梨大学 東京エレクトロン株式
会社 
  ----/--/-- 2004/6/26
32 九州大学 三井造船株式会社 三井造船、九州大と共同研究 2004/6/14 2004/6/15
33 広島大学 常石造船株式会社 広島大、常石造船と提携、４社目、環境保全
など研究 
2004/6/10 2004/6/11
34 オックスフォード大
学 TLO（英国） 
三井物産株式会社 三井物産、英国オックスフォード大学 TLO と
世界で初めて包括提携契約を締結 
2004/6/10 ----/--/--
35 東京工業大学 富士通株式会社 東工大、次世代メモリー、省電力大きさ６分の
１――携帯使用より長く 
----/--/-- 2004/5/28
36 広島大学 株式会社広島銀行 広島大・広銀、包括提携表、学長「ＶＢ支援に
工夫」―行員の講師派遣も 
2004/4/28 2004/4/29
37 横浜国立大学 石川島播磨重工業株
式会社 
横国大、ＩＨＩと包括協定、研究・開発で連携 2004/4/12 2004/4/13
38 立命館大学 
上海交通大学（中
国） 
大日本スクリーン製造
株式会社 
大日本スクリーン、大学と協定（情報プラス） ----/--/-- 2004/4/1 
39 山口大学 宇部興産株式会社 宇部興産・山口大が提携、研究開発協力や
人材育成 
2004/4/2 2004/3/25
40 山梨大学(山梨ＴＬ
Ｏ) 
伊藤忠商事株式会社 伊藤忠・山梨大、合繊の１５０分の１、極細の
生分解繊維量産、衣料・フィルター向け 
----/--/-- 2004/3/23
41 東京工業大学 松下電器産業株式会
社 
松下、東工大と提携、来月から、ＩＴ分野で共
同研究 
2004/3/11 2004/3/12
42 岩手大学 アルプス電気株式会
社 
岩手大・アルプス電気、電子機器開発で包括
提携 
----/--/-- 2004/3/10
43 広島大学 三菱重工業株式会社 
凸版印刷株式会社 
光村印刷株式会社 
三菱重、紙・印刷機事業を拡大――広大と包
括提携、凸版と共同開発 
----/--/-- 2004/3/3 
44 名古屋大学 三菱重工業株式会社 三菱重工、先端技術分野で名大と包括提携 2004/2/23 2004/2/24
45 慶應義塾大学 日立グループ 日立製作所と慶応大学、包括的な産学連携
協定 
2004/01/28 2004/01/29
46 東京大学 三菱電機株式会社 三菱電機、東大と提携、交通安全管理システ
ムなど、５年後に製品化 
2004/04/-- 2004/01/26
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No. 大学名 提携先企業等 記事タイトル 提携発表（予
定）日付 1） 
記事日付 
47 北海道大学 三菱重工業株式会社 三菱重工と北大、バイオマスで提携、新規産
業を育成 
----/--/-- 2004/01/26
48 東京工業大学 三洋電機株式会社 
三菱化学株式会社 
株式会社富士通研究
所 
三菱電機株式会社 
東工大、三洋・三菱電など４社と提携 2004/01/21 2004/01/22
49 九州工業大学 三菱重工業株式会社 九州工大・三菱重工、技術開発で包括提携、
大学院生に就業体験 
----/--/-- 2004/01/15
50 広島大学 三菱重工業株式会社 新エネルギー研究・開発、広大、三菱重と包
括提携――印刷機械分野でも協力 
2003/12/19 2003/12/20
51 大阪大学 松下電器産業株式会
社 
松下と阪大、包括提携――来春から共同研
究 
2003/12/03 2003/12/04
52 早稲田大学 株式会社富士通研究
所 
早大・富士通研、ＩＴ教育・研究で包括提携 2003/11/25 2003/11/26
53 名古屋大学 トヨタ自動車株式会社 トヨタ・名大、包括提携、次世代技術研究、幅
広げる 
----/--/-- 2003/11/20
54 広島大学 エルピーダメモリ株式
会社 
エルピーダ、広島大と半導体提携、基礎材料
開発や回路設計 
----/--/-- 2003/11/17
55 東北大学 ＮＥＣトーキン株式会
社 
産学連携進化に挑む東北大全学規模で包括
提携――法人化控え成果重視 
----/--/-- 2003/08/26
56 九州大学 西部ガス株式会社 九大、産学提携活発化～すでに４件 2003/3 月 2003/7/15
  大日本インキ化学工
業株式会社 
  2003/3 月   
  三菱重工業株式会社   2003/6 月   
  株式会社大島造船所   2003/7 月   
5７ 北海道大学 株式会社日立製作所 ナノテク・バイオなど、日立と北大が包括提携
発表 
2003/04/01 2003/04/02
58 大阪大学 三菱重工業株式会社 三菱重工、阪大と包括提携、基礎研究など成
果活用 
2003/03/13 2003/03/14
59 広島大学 広島日本電気株式会
社（NEC広島） 
広島大とＮＥＣ広島、包括提携を発表――研
究者の相互派遣など 
2003/01/20 2003/01/21
60 京都大学 松下電器産業株式会
社 
松下・京大、文系含め共同研究 ----/--/-- 2002/12/18
61 東京大学 松下電器産業株式会
社 
松下・東大が研究提携、ＩＴなど、共同開発―
―テーマから事業化まで 
----/--/-- 2002/10/11
62 京都大学 NTT 
株式会社日立製作所 
パイオニア株式会社 
三菱化学株式会社 
ローム株式会社 
京大とロームなど５社、産学１５０人が共同開
発、ナノテクなど 
2002/08/01 2002/08/02
63 筑波大学 三井物産株式会社 三井物産、筑波大とナノテク研究 2002/07/22 2002/07/23
64 早稲田大学 アディダスジャパン株
式会社 
スポーツ用品に早稲田ブランド、アディダスと
包括提携 
2002/07/18 2002/07/19
65 近畿大学 独ヘンケル 近大と共同で、独ヘンケルが研究拠点――
日米欧の３極体制に 
2000/03/29 2000/03/30
1） ： 提携発表日、もしくは予定日。特に記載されていない場合は、「----/--/--」としている 
出典： 各種新聞発表記事より作成
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参考資料11：国立大学等発の発明について 
 
① 国帰属と個人帰属 
z これまでの国立大学においては、所属教官の職務に係る発明については、学内の発明委員会
においてその取扱いが検討・決定されてきた。以下の図表で示したとおり、多くは個人帰属とされ
ている。 
図表 3-43 国立大学等における発明委員会の審議結果 
国が承継したもの 発明者に帰属したもの
 
発明委員会
の審議件数 承継すべき
もの 
発明者から
譲渡 
計 構成比 計 構成比
件 件 件 件 ％ 件 ％
1993 417 51 17 68 16.3 349 83.7 
1994 377 32 12 44 11.7 333 88.3 
1995 435 34 11 ４５ 10.3 390 89.7 
1996 448 53 13 66 14.7 382 85.3 
1997 650 76 33 109 16.8 541 83.2 
1998 1,059 189 45 234 22.1 825 77.9 
1999 1,725 229 52 281 16.3 1,444 83.7 
2000 2,391 288 71 359 15.0 2,032 85.0 
2001 3,040 318 96 414 13.6 2,626 86.4 
2002 3,832 544 138 682 17.8 3,150 82.2 
2003 6,787 - - 1,071 15.8 5,716 84.2
注： 国が承継したものについては、企業等との共有特許も含まれている。 
出典：文部科学省データ 
 
② 発明委員会への報告と特許出願の関係 
z 発明委員会に報告された案件すべてが特許出願に結びつくわけではない。例えば、Ａ大学では、
発明委員会に報告された案件について、独自に追跡調査を行っている。 
z これによると、98～02 年度に、Ａ大学の発明委員会へ 181 件の届出があった。内訳をみると、国
帰属のものは 36件、個人帰属のものは 145件だが、このうち特許出願されているものは、それぞ
れ 21件(58%)、85件(59%)にとどまる。98～01年度に限っても、個人帰属の 103件のうち、特許
出願されているものは 69 件(67%)にとどまる。（出願数には、未公開のものを含む。）なお、出願
の有無が不明な場合は、未出願としてカウントしているが、別の発明と統合して出願されたもの１
件を含む。 
z また、個人帰属となった発明は 85件あるが、企業から出願されたものが 15件(17%)、企業との共
同出願によるもの 21 件(25%)と、併せて 42%を占める。なお、TLO から出願されたものが 33 件
(39%)と最も多いが、ＪＳＴ等から出願されたものは 12 件(14%)、個人出願されたものは 4 件(5%)
にとどまる。 
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図表 3-44 Ａ大学発明委員会に報告された発明について 
年度 1998 1999 2000 2001 2002 計 (%) 
出願 3 4 3 7 4 21 (11.6) 国
帰
属 未出願 3 0 2 1 9 15 ( 8.3) 
企業 2 3 6 3 1 15 ( 8.3) 
共同 3 2 5 10 1 21 (11.6) 
TLO 0 2 11 9 11 33 (18.2) 
JST等 0 0 2 9 1 12 ( 6.6) 
個人 1 0 0 1 2 4 ( 2.2) 
個
人
帰
属 
未出願 1 5 12 16 26 60 (33.1) 
計 13 16 41 56 55 181 (100.0) 
 
z Ｂ大学では、1991～2002年度に、発明委員会へ 2,146件の届出があり、国帰属のものは114件、
個人帰属のものは 2,032 件とされた。この国帰属とされたもののうち、104 件(91%)が特許出願さ
れている。 
図表 3-45 Ｂ大学発明委員会に報告された発明について 
年度 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 計 
出願 1 7 4 2 2 1 4 19 27 16 15 16 114 (5.3%)
うち単独出願 1 3 4 1 2 1 4 17 26 9 12 10 90 (4.2%)
うち共同出願 0 4 0 1 0 0 0 0 0 2 1 6 14 (0.7%)
???
?
未出願（不明を含む） 0 0 0 0 0 0 0 2 1 5 2 0 10 (0.5%)
個人帰属 168 123 89 87 131 98 157 177 312 188 280 222 2032 (94.7%)
計 169 130 93 89 133 99 161 196 339 204 295 238 2146 (100.0%)
 
z B 大学は発明委員会への報告件数が多い事例であり、現在のところ、発明委員会に報告される
案件は教員の発明件数と比較すると非常に少ない大学があるのも事実である。制度上は全ての
国立大学における発明案件につき、原則として発明委員会への報告、審査が行われることとされ
ているが、実態上は、現場の教員自身の判断により、発明委員会への報告の必要なしとして処
理されるケースも見られるとの指摘もある。1 
z しかし、2001年 3月に第２期科学技術基本計画が決定され、産業活力再生特別措置法（いわゆ
る日本版バイ・ドール条項）が施行され、特許は原則機関帰属とする方針が示されたことは、発
明委員会への報告件数にも影響を与えると考えられる。 
z なお、米国では、大学自らが特許を管理するようになると、それまでの発明１０件のうち１件くらい
だったものが、発明３件のうち１件は特許申請するようになるとともに、大学の働きかけにより、教
員の意識改善が進み、発明の届出をするようになったと言われている2。 
 
z 広島大学は、国保有以外の特許を含めて、教員が発明者となっている特許を調査しているが
（「大学教官が発明者である近年の広島大学特許公報収録」）、企業が出願人となっている案件
が全体の 55%を占めている。 
                                                
1 ケネラー[2003] 
2 宮田[2002]、109頁 
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［調査条件］ 
・ 調査対象期間： 1997年１月～2002年 9月末 
・ 調査対象者： 広島大学職員録（2001 年 6 月）より自然科学系６学部等の教授、助教
授、講師の抽出 
・ 使用データベース：パトリス 
 
［出願総数調査結果の概要］ 
 
件数
出願人が広島大学長 28
出願人が上記以外 212
合計 240
出願合計件数のうち
件数
登録 40
ペンディング 200  
 
 
 
［出願人別の特許出願件数の比率］ 
その他
2%
企業
55%
個人
17%
広島大学長
12%
他官庁の国
有
14%
 
1996.1.1～2001.9.30公開分 
 
③ 大学における研究成果の特許化の実態 
z 下表は、旧帝大を含む日本の主要 11 大学の研究者による発明が、どのようなルートで出願され
ているのかを示したものである。この表の数字を見る限り、企業側担当者と大学研究者の数字に
表れないインフォーマルな連携は相当程度進んでおり、1991～1998 年の期間では、大学研究
者の発明の 86%が企業からの出願になっていることが分かる。また、ライフサイエンス部門に限る
が、論文数の多い大学の研究者上位 100 人の特許出願活動をみると、米国では大学が権利者
になっているケースが多く、日本は国内企業が多いという指摘もある。3 
z これらは大学における発明実績や TLO による特許出願数とは異なり、アウトプットの指標に顕在
化しない産学連携の成果といえよう。 
z ただし、1991～1998年と 1999～2001年の２期間を比較すると、企業単独の特許出願が 62%から
48%へと減少し、代わって大学4や JST5による出願が増加しており、近年は機関管理にシフトする
傾向が顕在化していることが分かる。 
例えば、京都大学は 2004 年度上期（4～9 月）に 246 件の発明の届け出があり、2003 年度の 1
年分の 206 件を上回った。（法人化前は年間数件だった学生の届け出も 20 件前後に増え、工学研
究科からの届け出が全体の約 3分の 1を占める。）これに伴い、学内の発明評価委員会は 172件の
特許出願を決め、特許出願件数も 03 年度の 117 件を上回ったという6。 
                                                
3  特許庁[2003] 
4  国公立大学が有する特許のほか、私立大学の機関帰属分を含む。 
5  JSTによる出願は、①大学等の研究者個人に属する研究成果を対象とし、研究者に代わり機構が特許出願を行
う「有用特許」、②機構の事業（ＣＲＥＳＴＯ等）実施により生じた特許出願がほとんどを占める。 
6  Nikkei net （04年 10月 25日付け） 
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図表 3-46 主要 11 大学の研究者による発明の出願ルート 
区分 34大学（～98）１） 
［参考値］ 
11大学（～98）２） 11大学（99～）３） 
企業単独出願 約 69％ 約 62％ 約 48％
企業共同出願 約 18％ 約 24％ 約 26％
大学出願 約 ２％ 約 １％ 約 ５％
ＪＳＴ出願 4) 約 ３％ 約 ４％ 約 12％
個人出願 約 21％ 約 27％ 約 28％
1）主要 34 大学の研究者約 17,000 人が、1991～98 年に発明した約 24,000 件の発明（特許公開になったもの）の
出願ルート 
2）主要 11 大学の研究者約 10,000 人が、1991～98 年に発明した発明（特許公開になったもの）の出願ルート 
3）主要 11 大学の研究者約 10,000 人が、1999～2001 年に発明した約 6,600 件の発明（特許公開になったもの）の
出願ルート 
4) ＴＬＯ経由で出願しているものは、JST への聞き取り調査によると、1999～2001 年には 1.68%だった。（発明者
名義の特許をＴＬＯが預かり、ライセンス活動をしている場合は除く。） 
注： 「共同出願」分は重複計上のため合計は 100％とならない。 
出典：JSTホームページ 
図表 3-47 大学の研究者が発明者となっている日米特許出願の出願人種別 
 
出典：特許庁[2003] 
 
④ 今までの大学発特許の流れ 
z 大学発特許が発明から出願・取得まで至る流れを振り返ると、以下のとおりである。 
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図表 3-48 国立大学発特許の流れ（2003 年度まで） 
出所：文部科学省 科学技術政策研究所作成 
研究の成果によら
ない発明 
“死蔵特許”や
“防衛特許”と
なってしまう場
合も。 
発
明
委
員
会 
国帰属 
 
2001 
年度は 
13.6% 
414件 
ＪＳＴに委託
して出願 
国所有の特
許 
個人帰属 
 ＴＬＯ等に譲渡、
もしくは委託して
出願。 
ＪＳＴ経由や
個人で出願 
ＴＬＯ等所
有の特許 
 
企業所有の
特許 
 
 
(JST調査では 48
～69%) 
個人所有の
特許 
事業化等で得た利益
を、寄附金で大学に
還元する場合も。 
企業に対する特許の実施権設定
や譲渡等により、事業化等を図
る。 
収益の見込みのない
特許は、出願を取り
下げていく。 
教官へのおつきあいで
出願する場合も。 
教官と企業
の共同所有
の特許 
教官と企業が共同出願 
教官と企業が
共同発明の場
合も 
特許によらない技術移転 
教官が権利放棄
もしくは譲渡。
企業が出願 
(JST 
調査 
では 
21～ 
28%) (JST 
調査 
では 
18～ 
26%) 
ＪＳＴ所有
の特許 
(JST 調査では 
3～12%) 
JST調 
査では 
2～5% 
国と企業の
共同所有の
特許 
2001 
年度は 
265件 
共同研究
の場合 
産学連携 
（共同研究や受託研究等か
ら、お付き合い的なものま
で） 
 
企 
業 
 
発 
明 
者 
／ 
教 
官 
等 
研究の成果による
発明 
 
 
 
 
 
 
 
応用開発を
目的とする 
2001年度
は 13.6% 
414件 
応用開発
を目的とし
ない 
2001 年度
は 86.4% 
2,626件 
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参考資料12：今後必要となると考えられる事項・改善すべき施策  
 
（質問票調査回答から抽出） 
 
z 都道府県 
制度・事業等 意見内容 
地域新生コンソーシアム研究開発制度 中小規模のコンソーシアム(1000万円程度以下）でも活用しやす
いような制度の拡充、または中小企業経営資源強化対策費の充
実 
 文科省の都市エリア産学官連携促進事業との連携により、事業
化までをフォローするような枠組みの設置が希望される。 
 産学官連携により、新技術の実用化の道は拓けるものの、販売
実績にまで結び付けることが困難である。よって、開発戦略策定
の時点から、マーケティングに係る費用等について支援する必要
があると考えられる 
都市エリア産学官連携促進事業 ポテンシャルのある地域おける、複数エリア（3エリア以上）での事
業実施を可能とすること 
特定大学技術移転事業（承認 TLO） 研究成果を技術移転してもすぐに製品化されるものでないため、
安定収入として必要なランニングロイヤリティが見込まれるのは、
10年程度は必要。国補助金が５年間で終了すると立ち行かなく
なる。 
産業クラスター計画（地域再生・産業集
積計画） 
公設試験研究機関を主体とした産学共同研究支援制度の創設
（産学官連携における公設試験研究機関の役割の明確化） 
地域結集型共同研究事業 公設試への研究費支出（公設試が積極的に係わり、地域 COEを
構築していくためのインセンティブ付与のため） 
その他一般 （制度全般について） 産学の集積が少なく産学官連携が十分で
ない地域においては、地方公共団体の役割が大きくならざるを得
ないが、地方公共団体が先行して産学を引っ張っていくような制
度になっていないので、地方公共団体が先行する場合でも対象
となるよう制度改正を行っていただきたい 
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z 政令指定都市 
制度・事業等 意見内容 
地域結集型共同研究事業 地域結集型共同研究事業からの事業化に向けて、地域の
取り組みを支援する制度が必要。・研究開発助成金の交付
に関して、管理法人等がしっかりしている団体、企業に関し
ては、前払い（４～６割程度）を検討して欲しい。 
地域新生コンソーシアム研究開発制度 管理法人が事業遂行にあたり、人件費持ち出し等で赤字と
ならないような、柔軟な資金配分を希望する 
補助事務レベルについては、地域独自の裁量を拡大してほ
しい 
国立大学の独立行政法人化などの変化に合わせ、行政サ
イドとしても、経費支出や運営方法に関して、より柔軟な対
応が求められるようになってきている。当該制度の資金や運
営スキームに関しても、できる限り自由度の高いものとしてい
ただきたい。 
産学公連携に関する国の制度には、別紙の通り様々な官庁
が所管し、様々な媒体を通して公募されていることから、情
報収集の障害となっており、一本化することが必要と考える 
中小企業単独では設置できない試験分析機器など，必要
不可欠な機器設備の導入が地方公設試の課題となってい
るため。 
その他一般 
特許出願経費の支援制度がないので、改善してほしい。 
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z 市（人口 5万人以上） 
制度・事業等 意見内容 
地域研究開発促進拠点支援事業 
地域結集型共同研究事業 
文部科学省の科学技術振興費としての予算は増えてはいる
ものの、JSTが実施する RSP事業や地域結集事業等につい
ての予算は年々削減されている実状にあり、地域の科学技
術振興についての予算増、制度の新設を望む。 
知的クラスター創成事業 
企業による試作開発等が補助対象となるとよい。それにより
企業の取組も活発化すると考えます。 
都市エリア産学官連携促進事業 
中核機関の一般管理費が認められておらず、赤字を余儀な
くされる。 
ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢ
Ｌ） 
VBL にはインキュベーション機能、ビジネス化の役割に欠け
るように感じられる。 
地域研究開発促進拠点支援事業 
地域結集型共同研究事業 
フロンティア研究の地域展開 
地域新生コンソーシアム研究開発制度 
科学技術政策は、地域に分散をはかる政策ではなく、集中
させて研究を進める国家戦略でなければ、世界通用しな
い。 
都市エリア産学官連携促進事業 
当事業中、特に「連携基盤型」については、本来、産学官連
携の推進を目的としているものと考えるが、実績はその趣旨
から外れてきているように感じる。 
共同研究に参加する企業の研究費・人件費はすべて持ち
出しのため、中小企業の多い本地域では企業の参加が得ら
れにくい。 
⇒企業の共同研究所要経費についても補助の対象にして
いただきたい。 
研究開発活動に対する助成を行う場合、助成を先払いする
部分がないと、研究着手できない。資金力のないベンチャ
ー系事業者への支援 
諸外国に売込みができる（今後期待がもてる）研究を重点的
に推進すべき 
その他一般 
共同研究に係る経費の下限があると、本市産業を支える中
小企業において、活用がしにくい。共同研究に多額の経費
を充当できない、体制が整っていない企業への支援が必
要。 
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z 産学公連携推進組織 
制度・事業等 意見内容 
地域研究開発促進拠点支援事業 
 
新たな実用化(産業化)支援事業の創設 
地域産業のほとんどは中小零細企業で、技術者を抱えた企
業が少なく、研究開発力が乏しいため、企業単独で提案す
ることが難しい。そのため、折角得られた大学、公設試の研
究成果が活かされない。ところが、RSP事業は地域の大学
等、中小企業にとって非常に使い勝手の良い事業化支援
制度であった。 
大学、公設試単独でも実用化研究事業に提案できる制度と
して、予算規模 300～500万円、採択件数 100件以上の、
RSP育成試験の受け皿又は後継事業となる事業を新設し、
地域産業支援を図っていただきたい。 
地域新生コンソーシアム研究開発制度 
 
1億円枠でありながら 7千万円程度枠化した委託事業と化
し、2/3補助の助成金事業と変わりがない。採択を減らして
も maxはキープしていただきたい。 
中核機関の管理費が補助対象外であるため、低金利で運
営が苦しい財団法人では中核機関の担当が困難 
都市エリア産学官連携促進事業 
 
連携基盤整備型の事業を実施中ですが、補助対象経費に
ついて細かな制約が多いように感じられます。より弾力的な
運用を検討していただきたい。 
知的クラスター創成事業 
 
事業化促進のために、共同研究参加企業に対する試作費
についても補助対象とできないか。 
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z 公設試験研究機関 
制度・事業等 意見内容 
地域研究開発促進拠点支援事業 
地域結集型共同研究事業 
都市エリア産学官連携促進事業 
担当コーディネーターを県職員から出せるようになると良い。 
地域結集型共同研究事業 
 
該当地域の研究開発になるのであれば、地域外の県も共同参
画できるような制度にした方がより活用しやすい。 
地域研究開発促進拠点支援事業 
 
予算執行、管理に専任が必要となり、またその手続等が煩雑な
ことから、実際に研究開発に携わるリソースがその分減ってしま
い、研究開発に支障をきたしている。 
地方・地域にそれぞれ特有の産物の活用や課題の解決等を目
的とした研究を行う際、県単位の共同研究の推進が有効であ
る。その際、産学官連携を希望する組織・研究テーマの集約及
び情報発信の窓口機関・システムの設置が必要と考える。 
研究予算が直接県へ入ってこないので、事業連携がとりにくい 
研究予算は全ての分野で競争的資金に移行し、その採択課題
が少ないことから、残された期間は弱体化する。 
全ての分野で、産学公連携体制が整っている状態とはいえな
い。基礎研究分野の積重ねがあって産学公連携が可能になる。
農林水産業では、研究等の対象は、特定の企業が利用する技
術と云うよりは、産業界全体に向けたものが多い。 
例えば、水産業では、漁業者全体のための研究（漁獲対象とな
る魚類の資源状況、漁場の形成予報、また、それらの精度向上
のための研究）が主なものとなっている。そのため、受け皿である
漁業者との共同研究というのは非常に組みにくい。従って、産学
公の連携よりも、学公の連携を強め、その成果を業界に利用して
貰うというパターンも必要である。また、この場合の研究も、漁業
者が直接利用する物（漁労機器のような物）ではないことに留意
する必要がある。 
その他一般 
科学に裏打ちされたローテクの革新的研究開発の助成制度 
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z 国立大学、大学共同利用機関、国立高等専門学校 
制度・事業等 意見内容 
地方大学における産学・ベンチャー企業に対するインキュ
ベーション施設関連のソフト・ハード面の充実 
産学連携コーディネーター 
産学官連携支援事業（産学連携コーデ
ィネーター） 特に人員が一大学当たり 1人では不足、また、質の確保が
課題 
大学知的財産本部整備事業 
特許流通アドバイザー 
 
知的財産、特に特許出願後の費用補助、経費低減は、特
許等を製品に採用する立場で有れば、十分な経費が計上
できるが、技術移転のみの組織、機関では経費の捻出が困
難である。 
地域研究開発促進拠点支援事業（ＲＳ
Ｐ） 
 
シーズ/ニーズのマッチングをコーディネート図る際にちょっ
とした予備試験・確認試験が必要となることが多い。ネットワ
ーク構築型 RSP事業にあった「可能性試験」等期間中に自
由に対象アイテムを選定して補助できる費用が必要である。
大学知的財産本部整備事業 
 
大学知的財産本部整備事業は、5年間の委託事業である
が、将来的には、特許のロイヤリティー等で運営をしていか
なければならないが、現状の人件費等を鑑みると非常に厳
しい状態である。特許は、儲かるものではないと我々は認識
している。日本の国際競争力を高めるためにも、大学での知
財の管理活用は必須であり引き続き運営費の支援を要望し
たい。 
知財のロイヤリティー、インキュベーション施設使用料等に
対する新株予約権等での支払を可能にする。 
その他一般 
技術支援の制度化 
（特許等の高度な技術よりも製品化、商品化に係る技術の
方が中小企業においては重要） 
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z 私立大学 
制度・事業等 意見内容 
大学知的財産本部整備事業 
産学官連携支援事業（産学連携コーデ
ィネーター） 
基盤、環境整備 
①大学内に知的財産本部を設置する際の人的・経済的支
援 
②知的財産の活用及び維持に関する費用の補助 
地域研究開発促進拠点支援事業（ＲＳ
Ｐ） 
 
研究成果を事業化する場合には、研究ニ一ズを見据えた制
度が必要であり、RSPのようにコーディネータの判断（目利
き）に基づいてニ一ズとシーズをうめる、小額（200万円程
度）の育成費を出す施策が是非とも必要である。 
学術フロンティア推進事業（私立大学） 私立大学に対しても国立大学並みの待遇を与えて欲しい。 
大学と企業を結びつける中間会社（産学官連携商社）のよう
なものを作るための公的制度 
中小企業と大学との連携による研究において、企業からの
研究費支出を前提としたマッチングファンドだけでなく、金
融機関も取込んだ研究資金低利子調達システムの構築。 
基礎研究分野での競争的研究資金制度の充実が必要であ
ると考える。応用研究による延長線上でのイノベーションだ
けでなく、革新的イノベーションを起すためには、基礎研究
分野への支援が必要と考える。 
各省庁の経理処理がバラバラなため、採択後の事務処理の
負担が極めて大きい。 
（直接人件費が出るもの出ないもの。大学の経費として処理
するもの、そうでないものなど） 
各大学による施策が進んでいるが、その英知を集め、産学
連携を活性化し、知的財産立国を目指すためには、有機的
な連携が必要となる。研究者の論文数に偏重した評価方法
や、人材の流動性に関る施策が必要となる。 
その他一般 
大学は、企業とは異る歴史・文化を持っているため、知財に
関する権利意識が低い。 
そこで、大学等の知財を守るための「大学等知財保護法」の
ようなものが、必要かもしれない。（時限でよい） 
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z 公立大学 
制度・事業等 意見内容 
技術移転支援センター 
特許流通アドバイザー 
知財の効率的な管理・運用のために相談できる学外機関 
（専門家の支援が不可欠だが、全てを学内で確保すること
は困難） 
特許流通アドバイザー 技術移転を促進できる人材の供給 
マッチングファンド マッチングファンドの制度を公立大学でも使えるような法整
備 など 
産学連携コーディネーター、大学発ベ
ンチャー経営等支援事業（経営支援事
業）、マッチングファンド 
人材育成と資金調達 
受託研究等に係わる資金の受入れ等
の円滑化 
受託研究・調査事業を行う場合の資金の受入れ及び使用
の円滑化 
産学連携コーディネーター 公立大学への産学官連携支援事業（産学連携コーディネ
ーター）適用 
地域新生コンソーシアム 公立大学は一般に規模が小さい大学が多いのですが、国
の制度、施策として中小企業向けという事業に対して、”中
小”大学向けの支援が必要であると考えられます。 
その他一般 大学に民間等の人材がもっと流動的に入れるような客員教
授制度の強化に対する助成。 
 
 
z 国立試験研究機関、独立行政法人試験研究機関、特殊法人 
制度・事業等 意見内容 
先端技術を活用した農林水産研究高度
化事業 
 
・早い時期の採択決定と年度当初の契約締結 
・具体的な不採択理由の通知 
・申請書類の簡素化 
国からの委託研究の際のバイ・ドール規定→共有特許の道
があり有る。 
外部資金の導入 
当機関としては、制度等をこれまで以上に活用していくこと
が必要であると考えている。 
当会は、研究に関する実務面の大半を請負発注する現状
にある。これらが受託研究として認められにくくなっており、
委託研究における産学官連携の見直しが必要ではないか。
リスクの大きなミニプラント等の建設・維持経費についての資
金的な支援を希望 
科学研究費、補助金制度における認定申請 
その他一般 
これまでは、主として国からの委託研究を中心として研究開
発を推進してきた。今後は、国の委託研究の低減も考慮し
起業提案型公募研究等の活性化が必要 
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z 大企業 
制度・事業等 意見内容 
都市エリア産学官連携促進事業 
国公立大学教員や研究公務員の民間
企業役員兼業／国立大学等における
契約書雛形の策定／国立大学教官等
の勤務時間内兼業 
 
機密保持や知的財産に関する、より細かなルール化 
企業の研究、開発に対する人的助成、研究成果の専有使
用権 
知的クラスター創成事業 
産学官共同研究推進のためのマッチン
グファンド／大学発事業創出実用化研
究開発事業（マッチングファンド）  
知財の評価、保護等第三者評価機構の設立と評価基準の
確立。 
社会科学系学部との共同研究取組支援強化（地域再生・都
市再生等施策への取組みについて） 
制度を利用して得られた研究成果の権利について、事業化
を行う産側のリスクを加味した優遇措置を検討していただき
たい。 
共同研究テーマの機密、秘密保持、知財権の問題 
企業の研究員が文科省の科研費に応募できるようになった
ことを初めとして、企業にも競争的研究資金獲得の機会が
増えたことは望ましい。しかし、2004年度の政府科学技術関
係経費 3.6兆円のうち、競争的研究資金はその 10％程度
にすぎない。産学官連携を基本とした競争的研究資金の拡
充を望む。 
ライセンスやノウハウをすぐに活用できる短期的なテーマと、
新産業創出や人材育成を目的とした長期的なテーマを層
別し、各々に適した産学連携のしくみが必要。 
現状では、研究施設・設備の利用体制が不十分であり、ま
た技術指導・共同研究の契約手続きが煩雑である問題があ
り、今後改善が求められる。 
マネジメント支援 
企業経営面で創業者（特に技術系出身）に代わり経営面を
補助するもの･･･人材の登録、調査及び斡旋 
その他一般 
大学の知財の正当な市場価格の値付け及び公開 
 → 適切な費用の開示が必須 
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制度・事業等 意見内容 
戦略的創造研究推進事業総括実施型
研究（創造科学研究 ERATO タイプ）（旧
創造科学技術推進事業（ERATO）） 
生物系の研究開発には時間がかかるので結果に応じて補
助、優遇策に臨機応変な対応が出来るシステムにしてほし
い 
地域活性化創造技術研究開発事業 
創造技術研究開発事業（創造補助金） 
課題対応技術革新促進事業（F/S、
R&D） 
戦略的基盤技術力強化事業 
新事業開拓助成金 
中小企業には製品開発・改良に際し、新素材に対する情報
知識、従来素材の新用途転用における知識や信頼性の確
認等の技術力や試験設備が不足している。 
この点で総合技術を蓄えた研究機関や人の指導を含む補
助事業があれば助かる。 
創造技術研究開発事業（創造補助金） 
 
企業の開発テーマの発掘と取り組むタイミングと事業の公募
の時期とタイミングが合わない事が多い。何時でも受付けし
て貰える体制と制度を検討して欲しい。（全事業に云える
事） 
海外に工場を設置しても最重要技術の持ち出しの可・不可
ラインの設定を国・又は業界で論議する機関の設置を望
む。 
同じような名称、趣旨の制度がたくさんあって良くわかりませ
ん。整理してみることも必要と思います 
直接の研究提携に要する費用のみならず、事業ベースの安
定化のために企業の運転資金の補助を進めるべきと考えま
す。 
開発した商品の販売に関するマッチング 
大学のシーズを利用して研究開発し、システム化までは比
較的楽に実施できるようになった。今後は産学公連携に、市
場（商品）に明るい人（コンサルタント等）に参加してもらうこと
で開発成果が市場に普及しやすいしくみづくりが必要とな
る。 
企業の商品開発には多くの専門知識が必要なので、大学
等と共同研究する上では多くの先生をまとめ上げるリーダー
的な存在が必要である。 
・助成の制度は全額の支援が必要か。 
その他一般 
公設試における評価、技術指導などのレベルアップ及び同
機関の利用し易さ（費用、情報発信など）の向上 
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z 商工会議所 
制度・事業等 意見内容 
地域研究開発促進拠点支援事業（RSP） 公設施等産業支援機関の認知度が低く利用度も少い。 
新規産業創造技術開発支援制度 交付元が都道府県で、国からの直接交付よりは、使い易い
が研究開発費関係だけでなく、開発後の生産設備まで補助
があれば、開発の意欲が違うと思う。 
新事業創出促進法に基づく支援 
［中小企業技術革新制度（日本版
SBIR）を含む］ 
研究開発型企業、ニッチ型企業が試作商品化した製品を国
が調達する。 
戦略的創造研究推進事業総括実施型
研究（創造科学研究 ERATO タイプ）（旧
創造科学技術推進事業（ERATO）） 
事業化を目指した研究開発事業であることから、販路開拓の
ための制度を創設したうえでセットにして助成するか、現行
の内容に販売に係る経費を認めるように制度改正いただき
たい。 
申請・決定までのハードルをできれば低くしてほしい。 新事業開拓助成金 
採択される企業数を増やしてほしい 
新事業創出促進法に基づく支援［中小
企業技術革新制度（日本版 SBIR）を含
む］ 
全般的に説明後の申込み期間が短い 
単年度で終らず、複数年度で利用のできる補助金、助成制
度が増えてはいる。 
制度の多くがその様になることを期待。 
その他一般 
全体における条件等の緩和 
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参考資料13：経済産業研究所による調査結果 
 
独立行政法人経済産業研究所が行った、国内企業の研究開発に係る外部連携に関する実態
調査（質問票調査）の結果として、「外部連携の効果としては、『自社単独では行えない研究開発の
実施』と『自社にない専門的な知識・習得』をあげる企業が多いが、後者については特に大学、国立
試験研究機関との連携において見られる効果である」としている。 
図表 3-49 企業から見た連携の効果 
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出典：経済産業研究所［2004］ 
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参考資料14：中小企業の産学公連携の実績について 
 
中小企業に対して、産学公連携の経験の有無について聞いたところ、回答企業の 47%が行った
ことがあるとのことだった。 
これを業種別に見ると、「精密機器・医療機器」では行ったことがある企業が 68%を占めたのに対
し、「サービス業」は 30％、「電気・電子部品・コンピューター用部品」は 30％にとどまった。「電気・電
子部品・コンピューター用部品」については、業務形態が部品製造に特化する等、産学公連携が機
能しにくいことが考えられる。 
また、従業員数別に見ると、従業員が 100人より多い企業では行ったことがあるところが 59％とな
っており、ある程度の企業規模がある方が産学公連携を行いやすいと考えられる。 
図表 3-50 中小企業の産学公連携の経験 
47.3%
29.7%
67.5%
54.5%
29.4%
38.9%
49.3%
39.3%
59.0%
41.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
合計（N=317)
一般機械器具（N=60)
電気・電子部品・コンピューター用部品（N=37)
精密機器・医療機器（N=40)
その他の製品（N=33)
サービス業（N=51)
従業員1～10人（N=54)
従業員11～50人（N=136)
従業員51～100人（N=61）
従業員101人以上（N=61)
産学公連携の経験有りの比率
 
注： 業種については、回答企業が多かったもののみ取り上げている 
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参考資料15：企業の研究開発動向 
 
企業による海外投資の増加は、我が国の大学等の制度・システム上の問題点に起因するもので
はないかとの声もある。例えば、経団連「産学官連携に関するアンケート調査」（平成 13年）では、海
外大学の主たる優位性として①企業ニーズの把握（企業ニーズを踏まえた大学側からの提案）、②
契約内容（大学が法人格を有し責任ある契約を柔軟に締結可能）、③学内協力体制の整備（事務部
門・他学部教授等、人的リソースの横断的協力体制の存在等）等を指摘している。 
図表 3-51 海外の大学が国内の大学より産学官連携で優れている点 
17
15
14
12
9
7
0 5 10 15 20
企業ニーズの把握
契約内容
学内協力体制
産学連携の意識
提案能力
研究内容・情報把握
 
注 1：企業ニーズの把握：大学側からの企業のニーズを踏まえた提案 
注 2：契 約 内 容：大学が法人格を持ち、責任ある契約を柔軟に締結可能 
注 3：学 内 協 力 体 制：事務部門や他学部の教授等の学内における人的リソースの横断的協力体制等 
 
【アンケート概要】（経団連「産学官連携に関するアンケート調査」平成 13年８月実施） 
対象：経団連産業技術委員会 産学官連携推進部会所属企業(28 社) 
回答数：25社（回答率 89％） 
出所：文部科学省作成資料より転載 
 
同様に、経済産業研究所「日本のイノベーションシステムに関わる産学連携実態調査」（平成 14
年）では、国内の連携相手の立ち後れ要因として、①ビジネスライクな関係になれない（20％：共同
研究実施中の企業、以下同）、②大学研究者が産学連携に不慣れ（10％）、③実施責任・役割が不
明確になりがち（8％）、④取り決め内容が明示的でない（6％）等を指摘している。 
図表 3-52 海外の大学などと比較して遅れている点 
 
注：調査対象サンプル：従業員 50 人以上又は資本金 3,000 万円以上で製造業、卸小売業、 
一部のサービス業に属する企業。 有効回答数：802 社 
 出典：経済産業研究所[2002]  
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なお、文部科学省[2004]によれば、大学との研究協力の目的として、「研究協力の成果を自社
の事業に結びつける」が最も多く、特に相手先が国内大学の場合は有効回答の過半を占めた。（複
数回答） 
また、「研究協力に関連した情報の収集」や「社内で出せないアイデアを求める」を目的とする場
合は、国内大学に対する回答と海外大学に対する回答は拮抗しており、相対的に海外に対する期
待が大きい項目と言えるだろう。 
図表 3-53 研究協力の目的（有効回答に対する比率） 
18.4%
52.4%
16.2%
27.3%
27.4%
23.8%
0.4%
21.6%
29.7%
16.5%
15.1%
15.7%
1.1%
11.1%
38.0%
11.9%
21.1%
21.1%
24.2%
0.4%
8.8%
24.9%
15.0%
11.5%
14.2%
5.0%
11.1%
0.0%
0.8%
0.8%
未実施
未実施
未実施
未実施
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
協力先の既存技術を
自社の事業に結びつける
研究協力の成果を
自社の事業に結びつける
研究協力の成果として
知的財産権を得る
研究協力の成果として
技術的データ等を得る
研究開発の
スピードアップを図る
社内で出せない
アイデアを求める
自社の技術を
相手方に移転する
社内にない研究施設・
設備を使用する
社内では出来ないテーマを
研究委託する
研究開発に関連した
情報の収集
学会関係等の人脈形成
社内の活性化、研究者の
レベルアップ
海外のニーズに対応した
製品開発、改良のため
海外における
人材、資金、施設の活用
海外の産業技術振興のための
税制や制度の利用
海外の法規制等への対応
その他
研究協力を行った企業（有効回答）に対する割合
国内大学
　有効回答＝729
　平均選択数＝2.66
海外の大学
　有効回答＝190
　平均選択数＝2.62
 
出所：文部科学省[2004]より作成  
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参考資料16：企業の研究開発体制 
 
国内の大学に対する投資と海外の大学に対する投資とでは、そもそも企業側が求める成果が違
う面もある。例えば、企業の研究開発体制について、その選択理由を聞くと、国内の大学と共同研
究・委託研究を行っている企業は、「技術の芽（シーズ）の探索（基礎研究情報の確保）」や「基礎研
究成果の調達」を挙げる割合が高いが、逆に海外の大学、研究機関と共同研究・委託研究を行って
いる企業は、「必要技術が即入手可能」を挙げる割合が高い。また、海外ベンチャー企業と共同研
究・委託研究を行っている企業は、「コスト削減」を重要視しているようである。 
 
図表 3-54 研究開発体制の選択理由 
 
選択理由0% 20% 40% 60% 80% 100%
国内の国・公立大学
国内の私立大学
国内の国・公営研究機関
海外の大学、研究機関
海外のベンチャー企業
共
同
・
委
託
研
究
の
相
手
先
1 :技術の芽（シーズ）の探索
（基礎研究情報の確保）
2 :基礎研究成果の調達
3 :必要技術が即入手可能
4 :自社の技術蓄積
5 :優秀な人材の確保
6 :情報の収集
7 :テーマの変更が柔軟にでき
る
8 :技術の適合性（商品化へ
の開発が容易）
9 :コスト削減　
10 :時間節減、即戦力に期待
できる
11 :その他
理由 1 理由 2 理由 3 理由 4 理由 5 
理由 6 理由 7 理由 8 
理由 11 
理由 9 
 
出典: 三菱総合研究所[2001] 
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参考資料17：企業規模からの考察 
 
現状では、例えば、企業の規模ごとに共同研究における連携大学等の数の関係をみると、「従業
員数１万人以上の電気機械器具製造業や一般機械器具製造業で、かつ間口の広い（事業品目の
多い）超大企業」は、“名刺代わり”を含めた広範な連携を展開し、「299 名以下の中小企業は……
絞り込んだ少数の共同研究を特定の大学と行っている」7と推察される。〔図表 3-55参照〕 
また、企業の研究開発にかかわる戦略についてのアンケート調査によれば、大企業の中でも規
模が大きいほど、研究開発戦略として「国内の大学、公的機関、企業の活用」を選択する傾向がある
8。〔図表 3-56参照〕 
ただし、近年における企業の研究開発費全体の傾向を見ると、研究開発費 100 億円以上の企
業は、研究開発費が増加傾向にあり、逆に研究開発費 10 億円未満の企業は、研究開発費が減少
傾向にあることには、留意する必要がある9。〔図表 3-57参照〕 
図表 3-55 企業規模と連携大学等数 
 
                          出典：文部科学省[2003e] 
                                                
7  文部科学省[2003e]による。国立大学、国立高等専門学校、大学共同利用機関が行った民間等との共同研究に限
られる。また、企業規模の区分は 1999年 12月３日交付・施行の改正中小企業基本法に基づく。 
8  文部科学省[2002]による。複数回答。なお、18個の選択肢の中から「過去に実施または現在実施中」および「今
後行う予定または意向がある」ものを選択する形になっているが、全体の傾向として「今後行う予定または意
向がある」ものに対する回答数が少なくなっている。 
9  経済産業省「研究開発税制に係るアンケート調査・ヒアリング調査の結果について」（記者発表資料）2003年
8月 13日付け 
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図表 3-56 企業規模別の研究開発戦略の展開状況 
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出所：文部科学省[2002]より作成 
 
 
図表 3-57 企業規模別の研究開発投資の動向 
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出所：経済産業省「研究開発税制に係るアンケート調査・ヒアリング調査の結果について」 
（2003年 8月 13日付け記者発表資料）より作成 
 
z なお、アメリカのバイオテクノロジーに関する企業については、「“Fortune 500”に入るような大企
業は大学から研究のヒントを得たいわけで、距離をおいたつきあいをしており、“Fortune 500”に
入らない中小の企業は大学から得た知識を実用化に直結させることを望んでいる」という指摘が
あり10、アメリカの大学の技術移転先の企業規模を見ると、従業員 500 人未満の企業が半数を占
めている。 
図表 3-58 米国大学の技術移転先企業規模（2002 年） 
スタートアップ企業
15%
中小企業（従業員500
人未満）
56%
大企業（従業員500人
以上）
29%
 
                                                
10 宮田[2002]、124頁 
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参考資料18：イノベーションを保護するための特許出願 
 
z 「全国イノベーション調査統計報告」によれば、イノベーション実現企業の 28％がイノベーション
を保護するための特許出願を行っている。従業者数が 250 以上の大規模企業に限れば 64％を
占めた。 
z また、イノベーション活動から自らの利益を確保する上では、「プロダクトの生産設備や製造ノウ
ハウの保有・管理」、「企業機密」、「競争相手に対するリードタイムの有利」による効果が高かった
とする企業が多かった。他方、プロダクト・イノベーションに関しては、特許による保護も機能して
いると考えられる。 
図表 3-59 利益確保の上で効果が高かった手段 
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出所：科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004年 12月 
z さらに、イノベーションを保護するための特許出願を行っている企業は、その動機として「他社に
よるイノベーションの模倣の回避」、「他社による関連技術の特許化の回避」、「自社に対する特
許侵害の訴訟の回避」を挙げることが多く、イノベーションにおける占有可能性を確保したいとい
う動機から、特許出願を行っている企業が非常に多いと考えられる。 
図表 3-60 イノベーションを保護するための特許出願の動機 
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出所：科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004年 12月 
  3-55
参考資料19：企業による特許利用 
 
小田切・古賀・中村[2003]では、「特許による専用可能性が高い産業で事業を行っている企業ほ
ど、共同研究からの成果の帰属について契約に明記しやすく、またモニタリングしやすいため、取引
費用が低くて済み、より活発に共同研究を行うであろうという仮説が大企業について指示される」とし、
したがって、「特許による専用可能性が高い産業で事業を行っている企業ほど技術を供与したり導
入したりするインセンティブが高く、また、技術市場において多くの取引相手（供給者・需要者）と出
会う可能性があり、また低い取引費用での導入が可能なので、より活発に技術導入や技術供与を実
施する傾向にある」としている。 
また、経済産業研究所の質問票調査では、「研究開発を行う上で外部の技術を利用する際には
他社からの特許の実施許諾を受ける場合がある。実施許諾を受けている企業の割合は全体の46.5%
であり、そのうち特許実施利用特許に占める割合が５％未満の企業は 31.5%をしめる。これを産業別
に見ると『医薬品産業』において外部の特許を利用する割合が特に高くなっている」との結果がでて
いる。 
図表 3-61 産業別に見た外部特許の実施許諾の状況 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
合計
化学工業
医薬品工業
石油・ゴム・窯業
鉄鋼・金属工業
機械工業
電気・電子工業
建設業
サービス業
利用件数の５０％以上 利用件数の２０％以上５０％未満 利用件数の１０％以上２０％未満
利用件数の５％以上１０％未満 利用件数の５％未満 利用許諾は受けていない
 
 
出典：経済産業研究所［2004］ 
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参考資料20：大学等の施設がリサーチパーク内に立地している事例 
図表 3-62 大学等の施設がリサーチパーク内に立地している事例（予定含む） 
地方公共団体等が整備したリサーチパーク内に大学等の主要部分が立地 
大学名 リサーチパーク名 
神戸市看護大学 神戸研究学園都市 公
立 北九州市立大学 北九州学術研究都市 
北海道情報大学 江別 RTNパーク 
帝京科学大学 上野原リサーチ＆テクノパーク 
同志社女子大学 関西文化学術研究都市 
私
立 
呉大学 呉市インキュベーションセンター 
国 
研 
等 
(独)水産総合研究センター西
海区水産研究所 
国際海洋総合研究ゾーン（長崎県） 
地方公共団体等が整備したリサーチパーク内に一部部署・施設が立地 
大学名 リサーチパーク名 施設名 
横浜市立大学 舞岡リサーチパーク 木原生物学研究所 公
立 岡山県立大学 テレポート岡山 共同研究機構分室 
作新学院大学 とちぎ産業創造プラザ とちぎ大学連携サテライトオフィス 
北九州学術研究都市整備事業 情報生産システム研究科 理工学総合研究セ
ンター 九州研究所 
岐阜県各務原市テクノプラザ 早稲田大学WABOT HOUSE 研究所 
横須賀リサーチパーク 国際情報通信研究所 分室 
墨田区産学官連携プラザ ＴＬＯ交流サロン 研究室 
早稲田大学 
三井物産つくばナノテクリサーチパーク ナノプロセス研究所 つくば研究室 
郡山地域テクノポリス推進機構 工学部工学研究所技術サポートオフィス NU 
日本大学 
東葛テクノプラザ 大学研究交流オフィス 
慶應義塾大学 
新川崎創造のもり 新川崎先端研究教育連携スクエア・新川崎タ
ウンキャンパス 
金沢工業大学 松任市 ソフトリサーチパーク 高度材料科学研究開発センター他 
（椙山女学園大学） あいち学術研究開発ゾーン  
大阪工業大学 クリエイション・コア東大阪 大阪工業大学リエゾンセンター東大阪分室 
関西大学 クリエイション・コア東大阪 産学連携オフィス 
関西学院大学 クリエイション・コア東大阪 マイスタースクール 
（大阪商業大学） クリエイション・コア東大阪 産学連携オフィス 
（大阪電気通信大学） クリエイション・コア東大阪 地域交流室 
（近畿大学） クリエイション・コア東大阪 リエゾンセンター 
近畿大学 海南リサーチパーク 先端技術総合研究所 
呉大学 呉チャレンジ・コア 呉大学ネットワーク社会研究センター 
①北九州エコタウン ①資源循環・環境制御システム研究所 
福岡大学 
②大牟田エコタウン ②大牟田産学連携推進室 
私
立 
九州保健福祉大学 延岡市クレアパーク  
(独)宇宙航空研究開発機構 クリエイション・コア東大阪 関西サテライトオフィス 国
研
等 (独)理化学研究所 播磨科学公園都市 播磨研究所 
注： （ ）内は予定のもの。 
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参考資料21：クリエイション・コア東大阪 
 
大阪東部地域における中小ものづくり企業のイノベーションの促進を目的として、東大阪市荒本
北に整備された、ものづくりに関する総合的な支援施設。常設展示場、ワンストップサービス、国際
情報受発信機能、インキュベート施設、人材育成の機能に加え、産学官連携を核とした新事業創出
センターとしての機能も持つ。 2003 年 8 月オープンした北館（１期施設）に加え、南館（２期施設）
が 04年 8月にオープンした。 
南館の中核となる「産学連携オフィス」には、近畿２府３県から 13大学が入居し、産学連携による
研究開発や人材育成事業に取り組むこととなっている。この「産学連携オフィス」を核に、中小企業の
新事業展開のための「大学連携インキュベーション」や、大学と地域中小企業による共同研究の場で
ある「大学サテライト研究室」という施設機能を通じ、新産業・新事業の創出を目指す。 
 
【南館における機能】 
  ○産学連携機能 
   ・産学連携オフィス（13 大学が入居） 
      地域の中小企業との連携を行う大学のリエゾンオフィス 
   ・大学連携インキュベーション（11 企業、１大学が入居） 
      大学との連携により、新事業展開に取り組む中小企業が入居するインキュベー
ション 
   ・大学サテライト研究室 
      大学と地域中小企業との連携により、国プロジェクトなどの産学共同研究を実
施するレンタルラボ 
   ・ＪＡＸＡコンソーシアムラボ 
      小型人工衛星開発に係る振動試験・実験等の技術支援 
  ○人材育成機能 
   ・ものづくり伝承センター 
      技能の伝承に関する相談や講習会、ものづくり体験教室などを実施 
   ・クリエイターズプラザ 
      大学のシーズ発表や各種セミナー、各種交流会や商談会を実施 
 
※ 産学連携オフィス入居大学一覧 
・大阪大学 大学院工学研究科 社会連携室 
・大阪府立大学 事務局企画推進課 
・大阪工業大学 リエゾンセンター 
・大阪産業大学 産業研究所事務室 
・大阪商業大学 エクステンションセンター事務室 
・大阪電気通信大学 研究支援室 
・関西大学 先端科学技術推進機構 産学連携センター 
・近畿大学 大学院総合理工学研究科 東大阪モノづくり専攻 
・関西学院大学 学長室大学課 
・同志社大学 研究開発推進課 
・龍谷大学 ＲＥＣ滋賀 
・奈良先端科学技術大学院大学 
・立命館大学 ＢＫＣリエゾンオフィス 
出所 ： クリエイション・コア東大阪ホームページより作成 
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参考資料22：大学等の近接地にインキュベータや公設試等がある事例  
 
図表 3-63 大学等の近接地にインキュベータや公設試等がある事例 
大学等の近接地に地方公共団体等が整備したインキュベータ等がある 
大学名 インキュベータ等名 
岩手県立大学 岩手県地域連携研究センター 
横浜市立大学 リーディングベンチャープラザ他 
大阪市立大学 大阪市立大学インキュベータ 
大阪府立大学 (株)さかい新事業創造センター 
大阪府立看護大学 LICはびきの 
神戸市看護大学 大学共同利用施設ユニティ 
公
立
大
学 
北九州市立大学 産学連携センター、共同研究開発センター、情報技術高度化センター
石巻専修大学 石巻ルネッサンス館 
郡山女子大学 福島県ハイテクプラザ 
新潟工科大学 柏崎起業化センター 
慶應義塾大学 かわさき新産業創造センター 
（慶應義塾大学） 独立行政法人中小企業基盤整備機構・神奈川県・藤沢市共同で、慶
應大学湘南藤沢キャンパス域内にインキュベーション施設を開設予定 
静岡産業大学 磐田 SOHOプラザ 
中部大学 名古屋サイエンスパーク（大学から 2km位） 
岐阜経済大学 ソフトピアジャパン 
中部学院大学 VRテクノジャパン 
関西大学 吹田市ビジネスインキュベート施設 
大阪女学院大学 大阪国際平和センター 
神戸芸術工科大学 神戸研究学園都市大学交流センター（Unity） 
 
 
 
 
 
私
立
大
学 
産業医科大学 産学連携センター 
(独)宇宙航空研究開発機構 つくば技術支援センター等 
(独)理化学研究所 兵庫県立先端科学技術支援センター 
(独)物質・材料研究機構 茨城県工業技術センター（いばらきサロン） 
独
法
等 (独)雇用・能力開発機構 
職業能力開発総合大学校 
株式会社さがみはら産業創造センター 
大学等の近接地に地方公共団体等が整備した公設試験研究機関等がある 
大学名 公設試験研究機関等名 
宮城大学 宮城県産業技術総合センター 
山形県立看護大学 山梨県立衛生公害研究所 
愛知県立芸術大学 農業総合試験場 
大阪府立看護大学 大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター 
広島県立大学 県立畜産技術センター 
公
立
大
学 
北九州市立大学 福岡県リサイクル総合研究センター、JST 
東北学院大学 独立行政法人産業技術総合研究所東北センター 
高岡法科大学 富山県デザインセンター 
徳島文理大学 県立工業技術センター 
私
立
大
学 産業医科大学 共同研究開発センター 
(独)理化学研究所 兵庫県立粒子線医療センター等 独
法
等 
(独)水産総合研究センター 
西海区水産研究所 
長崎県総合水産試験場、長崎大学海洋資源教育研究センター 
注： （ ）内は予定のもの。 
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参考資料23：大学に近接してインキュベータ等が整備される事例  
 
日本経済新聞社が行った「大学の新産業育成度調査」では、全国の大学の 11.5％がインキュベ
ータ施設を開設済みであり、開設計画あり及び将来開設したいとの回答も 26.2％に達している。（調
査は 2004年 11月に実施し、408大学が回答11） 
以下、いくつかの事例を示す。 
 
◆東大柏ベンチャープラザ 
東京大学柏キャンパスと連携し、独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営。
大学発ベンチャー企業等に高度な研究設備を提供するとともに、同機構の職員
等が資金調達計画のアドバイス等を行い、大学の先端研究の事業化を支援する。
周辺の千葉大学、東京理科大学、東葛テクノプラザとの連携も進める。 
04 年８月にオープンした３階建て（延べ床面積約 3,500 ㎡）の施設の中に賃
貸の試作・実験室等があり、バイオや環境分野などの 15 企業が入居済。 
出所：毎日新聞（2004年 8月 25日付け） 
 
◆立命館大学のインキュベータ施設 
立命館大学びわこ・くさつキャンパス（ＢＫＣ）に、研究成果を生かした新
産業創出の拠点として、ベンチャー企業の育成を目指すインキュベータ施設が
完成している。独立行政法人中小企業基盤整備機構、立命館大学、滋賀県、草
津市が施設を運営し、専門職員でつくる支援チームが、研究成果の応用や共同
研究の橋渡しなどの産学連携をサポートする。学習会や入居企業の交流会も開
かれる予定。 
鉄骨３階建て（延べ約 2,100 ㎡）の施設の中に、30～100 ㎡の研究・実験室
を 30 室設けており、立命館大学発ベンチャーを含む約 20 社が入居する予定。 
出所：京都新聞（2004年 8月 25日付け） 
 
◆熊本大のバイオテクノロジー研究を中心にしたインキュベータ施設 
熊本大学のバイオテクノロジー研究を中心にしたインキュベータ施設「熊本
大学連携型インキュベータ」（仮称）が、ＪＲ南熊本駅前に独立行政法人中小
企業基盤整備機構九州支部によって建設される予定（2005 年 3 月着工、同年
秋開所）。施設は三階建ての施設に、実験室型が十二室、事務室型が十四室の
計画だが、壁の位置を変えることで面積、部屋数は変えられる。入居対象者は、
熊本大学を中心とした大学研究者や学生、大学の研究成果を活用したい個人や
ベンチャー企業等。経営などのノウハウを助言するインキュベーション・マネ
ジャーも常駐する。 
出所：西日本新聞（2004年 9月 18日付け） 
                                                
11  日本経済新聞（2005年 2月 13日付け）による。 
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参考資料24：地域活性化を目指した自治体と大学等の連携 
 
① 北海道等による地域連携協定 
・ 北海道、札幌市、北海道大、北海道経済連合会、北海道経済産業局の５者は、産学
官の連携を強化し、科学技術振興による地域経済の活性化を図る「地域連携協定」を
締結している。 
・ 協定は、産学官連携で北大の研究成果の事業化を目指す「北大リサーチ＆ビジネス
パーク構想」の推進、科学技術の振興、道内の地域経済活性化を目的とし、科学技術
分野での人材交流・育成や研究交流を中心に連携を図ることとしている。 
出所：徳島新聞（2004年 7月 27日付け）より作成 
② 岩手県と岩手大学による相互協力協定 
・ 岩手県と岩手大は、汚染土壌の浄化や廃棄物有効利用の研究等を共同で進めるため、
環境再生に向けた相互協力協定を結んでいる。 
・ このほか、①廃棄物撤去に伴う周辺環境への影響の評価、②環境ホルモンなどによ
る動植物への影響の疫学的調査、③撤去跡地の植生再生・地域デザイン等も研究テー
マとし、課題ごとに岩手大と県環境保健研究センター、県工業技術センターの研究者
らがチームをつくり、研究、解決策を探る。テーマによっては岩手医大や民間企業と
も連携する。 
・ 研究費用はテーマごとに県と岩手大などが持ち寄る。 
出所：河北新報（2004年 9月 9日付け）より作成 
③ 仙台市等による産学官連携協定 
・ 仙台市は、日本政策投資銀行、東北福祉大等の３機関と産学官連携に関する協定書
を締結している。健康福祉産業の振興を目指す仙台市が資金を提供し、東北福祉大に
よる健康福祉分野の講座開設や、日本政策投資銀行による健康福祉事業への参入を目
指す企業へのノウハウ提供等を行うことしている。 
出所：毎日新聞（2004年 9月 2日付け）より作成 
④ 藤沢市によるコンソーシアム 
・ 藤沢市、(財)藤沢市産業振興財団、慶応義塾大学の 3 者は、藤沢市を核とした湘南
地域に新産業を創出し、集積地を形成することを目指して、「湘南新産業創出コンソ
ーシアム」を発足させている。 
・ 起業家を目指すものとこれを積極的に支援する機関とが共同研究・情報交換・交
流・提携を行なうこととし、 
(1)積極的な交流会、情報交換会の開催 
(2)研究機関情報・支援機関情報・企業情報のデータベース化 
(3)ホームページ上での研究情報・得意情報の提供・交換 
(4)産学共同研究・セミナー開催 
(5)新産業事情リサーチ 
(6)新規事業の計画造り支援 
(7)スタッフ・NPOによる提携支援 
(8)新事業コンテスト実施と入選者への支援・投資斡旋 
(9)ベンチャー支援ファンド設置 
等の事業が予定されている。 
出所：ascii24.com（1999年 11月 22日付け）より作成 
 
⑤ 静岡県と東京工業大学、東京農工大学、早稲田大学 
・ 医療・健康関連分野の発展を目指す「ファルマバレー構想」に取り組む静岡県と、
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理工学系の学部を持つ東京工業大、東京農工大、早稲田大の３大学が、連携して先端
的な研究開発や医療の質の向上など取り組む協定を締結している。  
・ 県立静岡がんセンターを拠点とし、病院組織を持っていない３大学が、患者や医療
従事者の声を研究に反映させながら、患者の負担が小さい医療機器や新しいがんの遺
伝子診断装置、手術支援ロボットの開発等の研究を手掛けることとしている。  
出所：共同通信（2004年 6月 30日付け）より作成 
 
⑥ 犬山市と名古屋工業大学の協力協定 
・ 名古屋工業大学は、愛知県犬山市との間で産業、文化、教育、学術の 4分野で協力
協定を締結している。 
・ 協力事項としては、犬山市が推進する電子市役所の構築技術の共同研究のほか、図
書館の相互利用、一般向け生涯学習の講師相互派遣、名工大生の犬山市内企業での就
業体験等を想定し、幅広い協力関係の構築を図っている。 
出所：ＮＩＫＫＥＩ ＮＥＴ（2004年 7月 23日付け）より作成 
 
⑦ 大学の地域活性化事業に対する京都市の助成 
・ 京都市は、財団法人大学コンソーシアム京都に加盟する大学・短大が実施する市民
講座やシンポジウム、まちづくりのための研究会等の住民と連携して取り組む活動に
対し、助成金（最大で 50万円）を交付している。 
出所：ＮＩＫＫＥＩ ＮＥＴ（2004年 9月 2日付け）より作成 
 
⑧ 長崎県による産学共同研究の仲介 
・ 長崎県は、県内の大学や研究機関の研究者と研究開発型企業が参加するメール交換
ネットワークシステムを構築している。研究者の研究分野等を登録し、インターネッ
ト上で公開しているため、一般の人や企業もネットで検索できる。また、技術開発な
どで協力を求めたいときに、その分野にかかわる人や企業にメールで呼び掛けること
ができる。 
出所：ＮＩＫＫＥＩ ＮＥＴ（2004年 8月 26日付け）より作成 
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参考資料25：首都圏地域の大学における地域貢献の事例 
（大学知的財産本部構想調書より） 
 
首都圏地域の大学における地域貢献の事例については、大学知的財産本部構想調書に以下
のような記述がある 
 
東京大学 
「東京大学はグローバル化に対応した戦略を持ち広く世界と競争するトッ
プユニバーシティとしての自覚を持って研究活動を行っているが、研究内容に
よっては、身近な社会との連携の中で培われる研究開発や技術移転も存在する。
柏キャンパスにおいては、千葉県並びに柏市との連携で、中小企業の育成等、
地元企業の研究開発の一翼を担い、ニアキャンパスに設置された東葛テクノプ
ラザ内にいくつかの技術移転先企業が入居している。また、キャンパス周辺を
中心とした都市計画に学術的な観点から参加するとともに、技術説明会の開催
や共同して政府研究開発施策に応募する等、活発な連携を図っている。」 
出典：文部科学省「大学知的財産本部整備事業採択機関の事業概要」2003年 6月 
東京工業大学 
「東京都、神奈川県など大学の所在地やその近隣地域の自治体や当該地域に
所在する企業との連携を図る。このため、例えば（財）大田区産業振興協会、
（財）横浜産業振興公社をはじめとした地元自治体関連機関を窓口として、地
元中小企業との組織的連携のための話し合いを継続し、研究機材の試作におけ
る協力や、大学若手研究者のものづくり技能習得における協力をすすめていく。
また、地元自治体等主催の各種の産学連携フェアー、産学連携イベント等に積
極的に参加し、地域のニーズを把握し、大学の研究資源による対応の機会を探
っていく。」 
出典：文部科学省「大学知的財産本部整備事業採択機関の事業概要」2003年 6月 
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参考資料26：大学側から見た地域との連携に係る課題 
 
私立大学について、自然科学系の学部を持つ大学に限れば、「成果を活用できる地元企業が少
ない」、「地元企業の心理的な障壁」、「都道府県の予算・人材不足」という回答が増える一方、「連携
を志向していない」という回答は減少する。 
図表 3-64 自然科学系の学部を持つ私立大学が地域との連携を進めるうえでの課題 
60.3%
33.6%
29.3%
2.6%
15.5%
45.0%
17.5%
40.0%
5.0%
37.1%
21.0%
28.1%
18.6%
43.6%
26.7%
32.7%
10.9%
17.8%
25.7% 22.5%
18.6%
31.2%
15.6%
23.9% 19.3%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
?????
?
??????
??
?
?
????
?
??????
????
?
??
?
????
??????
??
?
?
?
?
?
国立大学(N=116)
公立大学(N=40)
私立大学(N=210)
私立大学（自然科学系）(N=101)
私立大学(自然科学系以外）(N=109)
 
 
 
  3-64
参考資料27：中小企業が産学公連携を行わなかった理由 
 
・ 中小企業が産学公連携を行わなかった理由について、さらに従業員数別に見ると、
より従業員数が少ない中小企業ほど、「研究提携の手続き方法がわからないため」や
「研究提携等のための費用を負担できないため」とともに、「研究提携等の成果の帰
属に問題を感じるため」を挙げる傾向が強い。逆に、従業員数が多い企業ほど、「今
は、研究提携等のテーマとなる課題がないため」を挙げる傾向が強かった。 
図表 3-65 従業員数別の中小企業が今まで大学等との研究提携等を行わなかった理由 
（抜粋） 
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参考資料28：中小企業が挙げる大学等との研究提携実施上の問題点 
 
・ 産学連携によって成果・効果を得られたという中小企業に関しては、全体的に大学
等の問題点を挙げる割合は少ない。 
・ その中でも「産学公連携の成果を自社の事業に結びつけることができた」とし、い
わば事業化に結びつきやすい実質的な研究テーマを追求していると想定される企業
は、「実用化につながりそうな研究テーマが少ない」や「研究に関する情報が不足」
を挙げる割合が相対的に高く、成果を上げているが故に、むしろ大学の研究テーマに
対する不満が高いと考えられる。 
・ 同様に、産学連携によって「研究開発のスピードが向上した」とする企業は、「研
究開発のスピードに対する意識の相違」や「ゴールに対する意識の相違」を挙げる割
合が相対的に高く、求める成果と問題を見いだす着眼点が一致している。 
・ 産学連携によって「研究開発を低コストで行うことができた」とする企業も、「研
究開発のスピードに対する意識の相違」や「ゴールに対する意識の相違」を挙げる割
合が相対的に高く、産学連携における研究開発のコストよりもスピードに着目してい
る。 
 
図表 3-66 産学連携の成果・効果別にみた大学等の問題点（中小企業） 
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参考資料29：平成 16 年度基本計画レビュー調査現地ヒアリング訪問先一覧 
 
図表 3-67 平成 16 年度基本計画レビュー調査現地ヒアリング訪問先一覧 
地域 訪問機関
岩手県 岩手大学
和同産業株式会社
株式会社新興製作所
株式会社佐原
岩手県工業技術センター
北上市、KNF（北上ネットワーク・フォーラム）
群馬県 日本アプリコット株式会社
特定非営利活動法人　北関東産官学研究会
石川県 北陸先端科学技術大学院大学（JAIST）
株式会社センサ
株式会社ビーロード
株式会社イーグル・テクノロジー
日本政策投資銀行北陸支店（DBJ）
株式会社富士通北陸システムズ
広島県 広島大学
食品機能開発研究会
株式会社サタケ
株式会社ツーセル
株式会社フェニックスバイオ
中国経済産業局
広島県産業科学技術研究所
広島TLO
熊本県 熊本大学
有限会社熊本テクノロジー
平田機工株式会社
アークリソース株式会社
株式会社同仁化学研究所  
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参考資料30：大企業から見た地域の魅力 
 
・ 研究開発拠点として重点を置いている地域がある企業に対して、その理由を聞いた
ところ、６割近くの企業が創業時より立地していることを挙げたが、「大学や研究機
関が集積するなど、研究開発ポテンシャルが高い地域だから」(35％)や「研究者・技
術者など、優秀な人材を確保しやすいから」(22％)という理由が、「交通インフラが
整っているから」(17％)や「施設用地を安価に購入できたから」(10％)等のインフラ
条件の良さを上回っている。 
・ また、「リサーチパークの整備など、地元自治体による積極的な支援が期待できた
から」(10％)や「地域の将来構想などに、地元自治体の熱意が感じられたから」(7％)
等の地元自治体による施策展開によるものが一定の割合を占める一方で、「国による
大規模プロジェクトが展開されたから」(1％)を挙げる企業はほとんどなかった。 
図表 3-68 大企業から見た地域の魅力 
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 i
用語の説明 
 
プレ１期 
 1991年度から 1995年度までをいう。（第１期科学技術基本計画の計画期間以前の５年間） 
 
１期 
 1996年度から 2000年度までをいう。（第１期科学技術基本計画の計画期間） 
 
２期 
 2001年度から 2005年度までをいう。（第２期科学技術基本計画の計画期間） 
 
産業界 
総務省「科学技術研究調査報告」における「会社」、「公庫・公団等」、「国・地方公共団体」の「そ
の他」を指す。 
 
会社 
総務省「科学技術研究調査報告」における「会社」を指す。 
 
企業等 
総務省「科学技術研究調査報告」における「企業等」（生産活動主体が産業に分類される特殊法
人を含む）を指す。 
 
国立大学等 
国立大学（短期大学は除く）、国立高等専門学校、大学共同利用機関をいう。 
 
公立大学 
公立大学（短期大学は除く）をいう。 
 
私立大学 
私立大学（短期大学は除く）をいう。 
 
大学等 
国立大学等、公立大学、私立大学をいう。 
 
自然科学系の学部 
「工学部」、「理学部」、「医学部」、「薬学部」、「農学部」、「科学部」（ただし、「生活科学部」、「人
文科学部」、「流通科学部」、「経営科学部」、「情報社会科学部」、「経営情報科学部」のみしか持
たないものを除外）をいう。 
 
国研・独法等 
国立試験研究機関、独立行政法人試験研究機関、特殊法人をいう。（ラティス社「全国試験研究
機関名鑑」に基づく（目次に掲出されていない支部は除外）） 
 
大企業 
東京証券取引所市場第一部上場企業、大阪証券取引所市場第一部上場企業をいう。 
 
中小企業 
中小企業創造活動促進法により平成13年度までに認定された企業から抽出した1,000社及び文
部科学省科学技術政策研究所「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」（NISTEP 
 ii
REPORT №61）1999年における質問票調査に対する回答企業のうち抽出した1,004社とする。 
 
その他市 
人口 5万人以上の市をいう。（総務省「住民基本台帳人口要覧」による 2003年 3月 31日時点の
人口に基づく。ただし、その後に合併のあった市については、当該市のホームページによる。） 
 
自治体 
都道府県、政令指定都市、人口 5万人以上の市をいう。 
 
連携推進組織 
産学公連携推進組織（全日本地域研究交流協会（JAREC）「地域の科学技術振興状況の実態
調査 調査報告書」に基づく） 
 
公設試 
公設試験研究機関（全日本地域研究交流協会（JAREC）「地域の科学技術振興状況の実態調
査 調査報告書」及びラティス社「全国試験研究機関名鑑」（目次に掲出されていない支部は除
外）に基づく） 
 
イノベーション実現企業 
新しいまたはかなり改善されたプロダクトを市場に導入したか、または新しいあるいはかなり改善さ
れたプロセスを自社内に導入したか、プロダクト・イノベーションとプロセス・イノベーションの両方を
行った企業 
 
大規模企業 
従業者数が 250人以上の民間企業 
 
中規模企業 
従業者数が 50人以上、249人以下の民間企業 
 
小規模企業 
従業者数が 10人以上、49人以下の民間企業 
 
 iii
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